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論文要旨 

本稿では東南アジア新興国に対する ODAがどのように変遷したのか、それはどのよう

な理由によるものかを明らかにし、今後の我が国の ODA政策への提言を行おうとする。

このため受取側の経済の変容とそれによる開発ニーズの構造的変化について考察を行い、

ドナー側については主として条件面での変化について考察を行った。また主題に関連して、

海外援助の承諾と支出実行（ディスバースメント）のタイムラグの問題を取り上げ、言わ

ば第二のテーマとして包括的な考察を試みた。 

東南アジア新興国に対する日本の ODAは、アジア金融危機を境として 2000年代前半に

大きく減少した後、インドネシアとフィリピンでは 2000年代後半に若干の増加が見られ

たが、タイとマレーシアではそのまま低水準で推移する。援助の国別配分について、先行

研究では日本の ODAはアジア重視であり、経済・貿易関係、一人当たり GDP（閾値まで

は増加、その後減少）と相関があるとされていたが、筆者が 2000年代について追加的に

分析したところ、受取国が東アジアに位置することは円借款の配分額にプラスの影響を与

えてはいないという推計を得た。 

そこで受取国、ドナーについて個々に事情を分析した。東南アジア新興国では金融危機

以降、経済の構造変化が起きていた。民主化という政治の方向性、アジア金融危機のよう

なショックを起こさないための構造改革、経済のグローバル化の地域経済への影響と外国

投資の動きがその中核にあった。これらは ODAへのニーズを変化させる背景となった。 

東南アジア新興国の財政に着目すると、特にインドネシア、フィリピン、タイで危機後

に健全化の動きが強まった。財政支出、中でも資本支出は抑制され、民間資金を活用した

インフラ整備が模索された。他方、地方分権の流れを受けて中央政府からの地方政府への

資金移転は増加する。また貧困対策への新たな取組みが開始された。これらの変化は開発

に関する資金ニーズも変化させた。即ち、財政支援、官民パートナーシップを通じたイン

フラ整備、交付金等と連携した協力への動きが見られるようになる。収入面では公的債務

の削減が財政の大きなテーマとなり、特に対外借入の抑制が進んだ。 

ドナー側について、地域優先度の変化など日本の援助政策に変更があったことは認めら

れなかった。援助条件では、円借款の金利条件は絶対的にも相対的にもより譲許的となっ

た。他方、東南アジア新興国における名目金利の低下、国内資本市場の拡大、近年の円高

等の要素により、これらの国にとっては円借款の相対的需要は低下している可能性がある。
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また、援助の実施時に発生する取引コストは、新興国においてより大きなものとして認知

される可能性がある。 

援助額の変動に関連する承諾と支出実行のタイムラグの問題について包括的な考察を行

った。タイムラグの大きさは、事業活動の様々な段階で想定される時間と実施時の遅れの

程度に依る。前者では、特に各国の公共事業の制度による違いが大きい。加えて公共事業

制度の範囲を超えた、より一般的な制度環境（政治的安定性等も含む）や援助の吸収能力

も影響を与えうる。ドナーの手続きや行動も影響を与える可能性がある。後者の実施時の

遅れについては、これらの要素に加えて職員の能力などを含む政府の効率性が特に重要で

ある。 

 このような考察に基づき、タイムラグの問題のうち援助の実施時の遅れについて円借款

を例に比較した結果、東南アジア新興国での事業の遅れは他地域と比べて平均的であった。

要因の分析を行ったところ、政府の効率性が高ければ遅れは発生しにくいが、法整備など

の制度環境が良くなると逆に遅れを招くとの推計を得た。後者は、例えば調達がより透明

に行われるようになったり、或いは監査活動が充実すること等によって事業の質は高まる

としても、実施にはより時間がかかるようになる可能性があることを示唆している。 

今後、我が国が東南アジア新興国に対して ODA を展開する上で以下が提言された。第

一に東南アジア新興国の開発ニーズの変化への対応である。例えば地方分権、貧困削減

のための交付金などの国内制度の活用、財政支援などのニーズに応えるための協力が望

まれる。第二にインドネシア他において、低い資本支出の水準が続いたことにより投資

のボトルネックとしてインフラの未整備が深刻化していることに対して支援を強化すべ

きである。第三に災害への備えなども含めた反景気循環的な要素を高めていくべきであ

る。また援助の変動に関して、承諾と支出実行の時タイムラグを小さくするような制度

づくりを支援すべきである。第四に各国の債務管理政策に応じた資金の提供が求められ

る。そのため ODAローンの金融商品的な側面や取引コストの見直しをより注意深く設計

していく必要がある。今後の課題として、検討の範囲に技術協力や新興ドナーも含め、

また中進国の罠に陥っていると言われる中南米との比較を行うことが有効と思われる。 
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第１章 東南アジア新興国に対する ODA の変遷 

 

本論文は、東南アジア新興国1に対する政府開発援助（Official Development Assistance: 

ODA）が 1990 年代末のアジア金融危機以降、どのように変遷したのか、それはどのよう

な背景と要因によるものであるのかを明らかにするものである。その結論を踏まえて、東

南アジア新興国に対する我が国の今後の ODA 政策への提言を行おうとする。また主題に

関連して、海外援助の承諾と支出実行のタイムラグの問題をとりあげ、言わば第 2 のテー

マとして考察を試みている。 

このようなテーマを研究しようと考えた理由は、日本が ODA の中心的役割を担ってい

る途上国において、アジア金融危機のような大きな経済ショックが生じたことは極めて稀

なことであったこと、そして 2000 年代前半の経済回復期には ODA の供与額は減少し、

2000 年代後半に再び力強い成長が継続するようになった時期には、1990 年代程の規模の

ODA は供与されていないことが現象的に観察されるからである。このような推移は我が国

の経済協力の歴史の中でおそらく初めて経験することである。しかし、これまでそのよう

な現象が起きていること、更にはそれを引き起こした要因についての検証は行われたこと

がない。そこに存在する構造的要因を明らかにできるならば、これらの国を重要な国際的

パートナーとする我が国にとって、今後の経済協力政策を考える上で重要な示唆が得られ

るかもしれない。よって、まず初めに東南アジア新興国に対する ODA はアジア金融危機

以前と以降でどのように変化したのかを確認し、予備的考察により主題を検討する視点と

仮説を得る。ODA という行為はドナーという出し手と受取国という２者があって成り立つ

ものであるから、その後の章においては双方の視点から検証が行われることになる。 

言うまでもなく東南アジア新興国にとってアジア金融危機は経済の大きな転換点である。

図－１は東南アジア新興国の GDP 成長率の長期的推移であるが、1970 年以降の 40 年と

いう長いスパンをみても、ベトナムを除く 4 か国の 1990 年代末の落ち込みは極めて異例

である2。これらの国にとって、初めて経験する経済的ショックであったため、その後の経

                                                   
1 本稿では、インドネシア、フィリピン、タイ、マレーシア、ベトナムの 5 か国を東南

アジア新興国と呼称する。これは近年の国際通貨基金 (International Monetary Fund: 
IMF)が、統計や報告書においてこれら 5 か国を“ASEAN 5”と呼び、グループとして扱
っていることに倣っている。  
2 フィリピンだけは 1980 年代央にマルコス政権からアキノ政権への交代があった際に、

アジア金融危機よりも大きな経済の落ち込みを経験している。  
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済・財政に根本的な構造転換をもたらすことになった。その意味でアメリカにとっての大

恐慌に相当するようなマグニチュードの出来事であったと言っても過言ではない。  

図－1 東南アジア新興国 GDP 成長率の長期的推移  

 

現在、東南アジア新興国の経済は概ね好調である、しかし、それは勿論ある日突然よく

なったのではなく、2000 年代に取り組んだ構造改革とファンダメンタルズの改善に成功し

たことが背景にある。今日の好調さは一朝一夕に出来上がったものではない。危機後の困

難な時期に選択された政策の結果を反映したものであり、ODA の変遷もそのような構造の

転換の中で考えていかなければならない。 

 

東南アジア新興国に対する ODA の変遷 

東南アジア新興国に対する ODA 承諾額の推移3（図－２参照）の特徴は以下のとおりで

ある）。 

(a) インドネシアとフィリピンは 1980 年代後半から ODA 承諾額が急増するが、アジ

ア金融危機を境に減少した後、2000 年代が進むにつれて再びやや増加。 

                                                   
3 ODA の実績にはコミットメント（承諾や約束と訳される）とディスバースメント（支出
が実行されること）の 2 つの取り方がある。以下では、それぞれ承諾と支出実行と表記す
る。後者は更に ODA ローンの元本返済を控除したネットの実績と元本返済を控除しない
グロスの実績という 2 種類の指標がある。OECD で最もよく使われる指標はネットの支出
実行であるが、これは一定期間に実際に途上国に移転された実額を表わすからである。し
かし通常、支出実行は当該事業が承諾されてから数年の期間、事業の進展に応じて進む。
一方で、承諾という行為は、その時々のドナーと受取国の事情や判断を反映している。こ
こでは、アジア金融危機を挟む期間について、その前後で政策決定にどのような変化があ
ったのかを見たいので、多くの場合に承諾を指標として採用している。  
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3 

 

(b) タイとマレーシアはアジア金融危機以降、大きく減少したまま推移。 

(c) ベトナムは一貫して右肩あがりで上昇。 

特にインドネシアとフィリピンにおける ODA の動きは経済・財政の構造改革を如実に

反映しているのであるが、その点は後に触れる。ここではその前に ODA の推移を更に国

別に詳細に確認する。以下においては経済成長（一人当たり GDP）と ODA の関係や ODA

の各指標（承諾と支出実行、贈与とローンなど）の推移を国別に分析する。 

図－２ 東南アジア新興国に対する ODA（承諾）の推移 

 

 

インドネシア 

 図－３はインドネシアに対する ODA の幾つかの指標と一人当たり GDP の推移を一つの

グラフで表わしたものである。単年の実績では変動が大きく、傾向を確認しづらいことか

ら移動平均（5 年）を採用し（以下、全て同じ）、各年のデータは参考として付図－１に掲

載した。図－３より 1980 年代後半に ODA は急増し、承諾・支出実行額が共に 1990 年代

の半ばに一度ピークを迎えたことがわかる。そして 1997 年のアジア金融危機の後、承諾

は一度落ち込むが 2000 年代後半に再び増加し、総額では 1990 年代の規模に回復する。し

かし、増加の内訳をよく見ると、最も増えているのは贈与（ODA grant）であることがわ

かる。2000 年代に一人当たり所得が上昇していく中で贈与が増加したことは一見すると奇

妙に思われるが、その理由は 2004 年末に発生したスマトラ沖地震に対してドナーがこぞ

って支援を行ったからである。一方で ODA ローンの新規承諾は横ばいか、むしろやや減

少している。  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007 2010

Indonesia Philippines Thailand

Malaysia Viet Nam

百万ドル 

出所 ：Credit Reporting System(CRS), OECDから作成  



4 

 

もう一つの特筆すべき点は、1990 年代は ODA の承諾額と支出実行額のカーブがほぼ同

じ形状でありネットの支出実行額も大きいことに対して、2000 年代はそうなっていないと

いうことである。特に 2000 年代後半に ODA の承諾額とグロスの支出実行額が拡大する中

で、ODA ネットだけが著しく小さくなっている。ODA ローンのネット受入は過去 30 年

間の最低の水準にまで縮小しているのである。後に詳述するが、これは ODA ローンの新

規承諾額が漸減していることに加えて、アジア金融危機時に合意された繰り延べ期間が終

わり、以前に借り入れた ODA ローンの返済が大きく増加しているためである。 

図－３ インドネシアの一人当たり GDP と ODA 承諾額（移動平均）の推移 

 

 ODA と所得水準の関係をより明確に把握するため、一人当たり GDP（名目）と ODA

ローンの承諾額の相関図を作成した。図－4 からは、一人当たり所得が 500～1,000 ドルの

間に ODA は急増したこと、1,000 ドルを超えて以降に落ち込んだ後、2000 年代は所得水

準に関係なく、ほぼ横ばいで推移していることなどが読み取れる。これを購買力平価（PPP）

ベースで見たものが図－５である。ODA ローンの承諾のピークである 1993 年の一人当た

り GDP は約 2,000 ドル（PPP ベース）である。そして 2000 年代前半までの ODA ローン

のほとんどは日本からのものである（付図－２参照）。従って、このような動きを辿った要

因は、特に日本の円借款との関係において考えていかなければならない（本節の末尾で他

国と併せてこの点についての考察を行う）。  
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図－4 インドネシアの一人当たり GDP と ODA ローン（承諾・移動平均）の相関図 

 

図－５ インドネシアの一人当たり GDP（PPP）と ODA ローン(承諾・移動平均)の相関図 

 

ところで開発途上国に対する開発のための公的資金は、ODA の他に「その他政府資金

（Other Official Flow: OOF）」がある4。世界銀行やアジア開発銀行（Asian Development 

                                                   
4 ODA の定義は OECD の開発委員会（Development Assistance Committee: DAC）によ
る。ローンの貸付条件の緩やかさ（金利や返済・据置期間）はグラントエレメントで表わ
される。ODA と定義されるためにはグラントエレメントが 25％以上であることが必要で
ある。世界銀行や ADB の貸付は、主として所得水準の高低により 2 つの窓口から行われ
る。世界銀行とは国際復興開発銀行（ International Bank for Reconstruciton and 
Development: IBRD）とより譲許的な融資を行う国際開発協会（ International Development 
Association:IDA）を総称する呼称であるが、DAC の統計を見ると IDA は ODA、IBRD は
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Bank: ADB）の貸付は、所得水準が上がると譲許的条件（＝ODA）のみにより貸付を行う

国から、非譲許的条件（＝OOF）とのブレンド、そして OOF のみの貸付へと移っていく。

インドネシアの場合は、長らく OOF 条件の貸付を中心とするブレンドであったが、ODA

条件による貸付は世界銀行からも ADB からも 2007 年以降は行われなくなった。ここで

ODA と同じように一人当たり GDP の伸びと OOF の関係を見ると図－６のとおりである。

特徴的な点は、第 1 にアジア金融危機やリーマンショックなどの危機時に大きな額が提供

されていること、第 2 にそれを除くと 2000 年代に入ってからは所得の伸びに比例する形

で増加していることである。OOF の内訳を見ると、危機時を除けばほとんどが世界銀行と

ADB によるものであった。世界銀行や ADB による貸付は、条件が譲許的であれ非譲許的

であれ、その目的は ODA と同様に開発への支援にある。しかるに、一人当たり GDP の伸

び、即ち経済成長に伴って国際機関からの非譲許的貸付は増加しているにもかかわらず、

何故円借款は漸減の傾向にあったのであろうか。 

図－６ インドネシアの一人当たり GDP と OOF（承諾）の推移  

 

 

フィリピン 

フィリピンは 1990 年代末のアジア金融危機時にはタイやインドネシアほどの経済の落

ち込みを経験せず、一人当たり GDP は横ばいに推移した。そして 2000 年代前半の停滞期

を経て、後半になって急成長を遂げる。2013 年時点では東南アジア新興国の中でも最も堅

                                                                                                                                                               
OOF に分類されている。ADB も同様に譲許的な融資を行うアジア開発基金（Asian 
Development Fund; ADF）がある。  
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調な経済成長を実現している。これに対して ODA は、図－７に見られるとおり承諾額、

支出実行額（5 年の移動平均）のグロス、ネットは共に 1990 年代半ばに大きく、2000 年

代には承諾額は落ち込むがグロスの支出実行額は一定の大きさのままである。基本的な推

移パターンはインドネシアに類似している。  

図－７ フィリピンの一人当たり GDP と ODA 承諾額（移動平均）の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  

特に注目されるのは 2002 年以降、グロスの支出実行額が承諾額より大きくなっている

点である（そのことについては第 7 章で詳述するが、一般的に ODA は承諾されてから数

年かけて支出に移されるため、単年で見ると承諾額より支出実行額が大きいという現象が

起きる場合もある）。ODA 全体の承諾額と ODA ローンの承諾額は同じ形状をしている。

つまり後者が前者の大小を左右している。2000 年代後半になると ODA ローンの新規承諾

が回復するにつれて、ODA 全体もやや増加する（贈与は 1990 年代から 2000 年代を通じ

てほぼ横ばいである）。ひと言で要約するならば、アジア金融危機を境にフィリピンへの

ODA は大きく減少し、2000 年代後半に一人当たり所得の増加と共に再び増加しているも

のの、1990 年代の水準には回復していないのである。 

インドネシアと同様に一人当たり GDP と ODA ローンの相関関係をより詳しく見る（図

－８及び図－９）。アジア金融危機の際の一人当たり GDP の落ち込みの程度は小さいが、

いずれにせよ、それが 500～1,000 ドルであった期間に ODA ローンは急増し、1,000 ドル

を超えたあたりで暫くの間、横ばいで推移する。ODA は 2000 年代に入って大きく減少し、

その後は一人当たり所得が増加する期間中、なだらかに増加するのである。PPP ベースで
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これを見ると、ODA ローンの大きさがピークとなった 1992 年の一人当たり GDP は 2,000

ドル程度であり、これは偶然にもインドネシアとほぼ同じ水準である。アジア金融危機後

の 2000 年に ODA ローンは大きく減少し始めるが、その年の一人当たり GDP は約 2,500

ドルであった。  

図－８ フィリピンの一人当たり GDP と ODA ローン（承諾・移動平均）の相関図 

 

図－９ フィリピンの一人当たり GDP（PPP）と ODA ローン（承諾・移動平均）相関図 
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には 60 百万ドルであったものが 2005 年には 10 億ドルを超え、その後も 1990 年代を上

回る水準の受入が継続している。一方で、1990 年代後半までは 15 億ドルを超えていた

ODA ローンは、2000 年代後半は 5 億ドルを下回る水準で推移している。そしてフィリピ

ンが受け入れる ODA ローンはそのほぼ全てが円借款である（付図－４参照）。即ち、イ

ンドネシアと同様に 2000 年代後半に経済成長に伴って国際機関からの OOF は増加してい

るが、それに比べると円借款の借入はそれほど増加していないのである。  

図－１０ フィリピンの一人当たり GDP と OOF（承諾）の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び  WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  
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フィリピンと異なる点は、2000 年代に入ってからの経済回復の時期に ODA は増えていな

いことである。1997～2000 年の期間に年間 10 億ドル以上の ODA が承諾された後、2001

年に 2.5 億ドル（ODA ローンは 6 千万ドル）へ減少し、2000 年代の残りの期間の ODA

は 4 億ドル以下（移動平均）の承諾水準で推移する。 

図－１１ タイの一人当たり GDP と ODA 承諾額（移動平均）の推移 

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  
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人当たり GDP は 2,000 ドルから 5,000 ドルへ増加）において、ODA も OOF も導入が控

えられた点も大きく異なっていた。外債の発行も見られず、海外からの公的資金は毎年 5

億ドル規模の ODA に限定されているという状況が続いていたのである。 

図－１２ タイの一人当たり GDP と ODA ローン（承諾・移動平均）の相関図  

 

図－１３ タイの一人当たり GDP（PPP）と ODA ローン（承諾・移動平均）の相関図  
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一時的に大きな額の ODA が提供されるが、その後は一貫して低水準で推移している。ODA

の承諾額の年による変動が大きいのに対して、支出実行額のカーブはなだらかである。  

図－１４ マレーシアの一人当たり GDP と ODA 承諾額の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  
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たり GDP は 3,000 ドル程度であり、PPP ベースでは 6,000 ドルに達していた。  
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図－１５ マレーシアの一人当たり GDP と ODA ローン（承諾・移動平均）の相関図 

 

図－１６ マレーシアの一人当たり GDP（PPP）と ODA ローン(承諾・移動平均)の相関図
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たように、成長に伴う資金需要の増加がそのまま ODA の増加となって表われている。二

国間の ODA ローンはほとんどが円借款であり、多国間も含めた ODA 全体で見ると全体の

約半分が IDA や ADF からの公的借入となっている。  

図－１７ ベトナムの一人当たり GDP と ODA 承諾額（移動平均）の推移 

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  
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いに転じた所得水準を超えている。最新の IMF の予測6では 2015 年には PPP ベースでの

一人当たり GDP が 4,223 ドルになるとされている。先発アセアン４か国への ODA が 1990

年代に横ばいに転じた理由を明らかにすることは、今後、ベトナムへの ODA 額がどのよ

うに推移していくのかを考える上で、何らかの示唆を与えてくれるかもしれない。  

図－１８ ベトナムの一人当たり GDP と ODA ローン（承諾・移動平均）の相関図 

図－１９ ベトナムの一人当たり GDP（PPP）と ODA ローン（承諾・移動平均）の相関図 

 

                                                   
6 World Economic Outlook Data Base, April 2013 より 
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なお、ベトナムへの OOF は一人当たり GDP が 1,000 ドルに達する頃から本格的に供与

され始めている。その内訳は、他の途上国と同様に世界銀行と ADB による公的借入が中

心である（図―２０参照）。 

図－２０ ベトナムの一人当たり GDP と OOF（承諾）の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  
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○ハ 低所得の国（ベトナム）：一人当たり GDP が 500 ドルを境に ODA は急増、1,000

ドルを境に OOF が本格化、いずれも増加の傾向が継続。 

(e) ODA のうち贈与には一定方向へのはっきりした増減傾向がなく、インドネシアと

越では継続的に緩やかに増加しているが、フィリピンとタイでは横ばい（但しイン

ドネシアではスマトラ沖地震という大災害への支援のための贈与が急増した事情

あり）。  

(f) 援助の承諾と支出実行の間には一定時間のタイムラグがあり、例えばタイやフィリ

ピンのように ODA 承諾額が大きく減少しても、支出実行額は以前と同じ大きさの

ままの期間が数年間続くというような状況も出現している。 

これらを総括すると表－１のようになる。 

表－１ 東南アジア新興国の一人当たり GDP と ODA、OOF の傾向  

国・項目  

  

アジア金融危機以前  アジア金融危機  危機以降(～2011 年) 

 

インドネシ

ア  

  

  

一人当り所得  1,200 ドル台へ増加  500 ドル台に減少  3,200 ドル台へ増加  

ODA 90 年代央にピーク  危機対応  ローン横ばい、贈与増

加  OOF   危機対応  一貫して増加  

フィリピン  

  

  

一人当り所得  1,200 ドル台へ増加  千ドル台に減少  2000 年代後半に急増  

ODA 90 年にピーク  危機対応  減少の後に増加  

OOF   危機対応  ODA より大きく増加  

タイ  

  

  

一人当り所得  3,000 ドル台へ増加  1,800 ドル台に減少  4,800 ドル台へ増加  

ODA 90 年代前半にピーク  危機対応  利用は低水準  

OOF   危機対応  ほとんど利用されず

い  マレーシア  

  

  

一人当り所得  5,000 ドルへ増加  3,300 ドル台に減少  8,200 ドル台へ増加  

ODA 91 年にピーク  危機対応  利用は低水準  

OOF   危機対応  ほとんど利用されず

い  ベトナム  

  

  

一人当り所得  360 ドルへ増加  漸増  1,100 ドルへ増加  

ODA 90 年代央から横ばい  ほぼ横ばい  2000 年代後半に急増  

OOF 
    

2000 年代後半から利

用開始  

 

一人当り GDP と ODA 承諾額  

相関図を用いて各国の一人当たり GDP と ODA ローンの承諾額の推移を見てきたが、ベ

トナムを除けばどの国もある所得水準で横ばい又は減少に転じ、その後アジア金融危機後
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の数年間は押しなべて ODA は低水準であることが分かった。そこで ODA 承諾額のピーク

を迎えた時期と、その年の一人当たり GDP の水準を比較して見ると表－２のようになっ

た（移動平均ではなく単年の数字で見た）。ベトナムを除く全ての国において、ODA は

1990～1995 年に承諾のピークを迎え、ODA ローンもほぼ同様であった。ODA の承諾額

が最大値を示した年における一人当たり GDP を見ると 718～2,714 と開きが大きく、これ

を PPP ベースで見ると 2,206～5,408 ドルとその差はやはり大きくなる。ODA ローンでも

見てもその傾向はほぼ同じであるが、より明確に 2 分される。即ち、インドネシア・フィ

リピンとタイ・マレーシアの 2 グル―プであり、前者は一人当たり GDP の名目値で見る

と千ドル前後、後者は 2～3 千ドル（PPP で見ると前者は 2 千ドル前後、後者は 4～5.5 千

ドル）を境に ODA ローンの新規承諾額は横ばいに転じている。  

表－２ 東南アジア新興国の ODA 承諾額のピーク年と一人当たり GDP  
 

国  
承諾額が最大

の年  
承諾額  

(百万ドル）  
一人当り

GDP(名目）  
一人当り

GDP(PPP) 

     

インドネシア  

ODA 1995 3,721 1,144 2,265 

ODA ローン  1995 2,937 1,144 2,265 

フィリピン  

ODA 1999 1,989 1,018 2,206 

ODA ローン  1999 1,629 1,018 2,206 

(除、危機時) 

ODA 1990 1,869 718 1,752 

ODA ローン  1994 1,267 949 1,877 

タイ  

ODA 1993 2,112 2,088 3,847 

ODA ローン  1993 1,884 2,088 3,847 

マレーシア  

ODA 2000 1,190 4,030 9,169 

ODA ローン  2000 1,005 4,030 9,169 

(除、危機時）  

ODA 1991 973 2,714 5,408 

ODA ローン  1988 619 2,082 4,037 

ベトナム  

ODA 2011 4,089 1,327 3,326 

ODA ローン  2011 2,487 1,327 3,326 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成 

ベトナムを除く東南アジア新興 4 か国は、アジア金融危機が発生するまでは高い経済成

長が続いており ODA の供与額も増加し続けていたと思われがちであるが、実際には 1997
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年以前に各国への ODA は横ばいに転じていた。そこで一旦、所得水準から離れて、これ

ら 4 か国への ODA ローンの承諾額の経年変化を比較する。違いがわかるように 1992 年の

実績を 100 として各年の大きさの変化をみたところ、極めて似通った動きをしていたこと

が判明した（図－２１参照）。マレーシアを除く 3 か国は所得水準に関係なく、1990 年

代前半に ODA ローンはほぼ横ばいに転じ、アジア金融危機後に減少している。中でもフ

ィリピンとタイはほぼ全く同じカーブである。インドネシアもアジア金融危機まではほぼ

同じであるが、危機以降も ODAローンの承諾額が一定の大きさである点が異なっている。

マレーシアは 1992 年から減少に転じていたので、アジア金融危機なかりせば違った推移

を辿っていたのかもしれない。即ち、経済成長が順調に続いていたならば、ODA ローンの

利用は徐々に縮小する方向に進んでいたのかもしれない。 

図－２１ 東南アジア新興国への ODA ローン承諾額（5 年移動平均）の推移 

（各国それぞれについて 1992 年実績を基準値とした場合の各年の推移） 

 

 このような動きはどのように説明されるのであろうか。そして、その説明はアジア金融

危機以降の ODA の推移も説明してくれるのであろうか。  

いずれの国においても ODA は一人当り GDP が 500 ドルを超えると急増していたことな

どから、その承諾額と受取国の所得水準との間には一定の関係があると考えるのが自然で

ある。しかしマレーシア以外の 3 か国の動きが似通っていることは、所得水準と関係のな

いところにも変動の要因があることを示唆している。これをドナーと受取国の両側の事情

で考えると以下のとおりである。  

0.0
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1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009

Indonesia Phlippines Thailand Malaysia

出所：CRS, OECD 及び WEO Database,  IMF(April, 2011)より筆者算出出 
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ドナーに関しては、重要なのは最大の ODA ローンの供給元であった日本の事情である。

日本の ODA は 1954 年に開始されて以来着実に増加を続け、1991 年にはアメリカを抜き

世界一となる。日本の ODA が世界一を続ける期間は 2000 年までであるが、ODA 全体の

支出実行（ネット）のピークは 1995 年であり（その年の承諾規模は 14,489 百万ドル）、

ODA ローン承諾額のピークも同じく 1995 年である（同じく 11,709 百万ドル）。国際社

会との比較における ODA の大きさ、あるいは国内においてはバブル経済が崩壊したよう

な背景もあり、日本国内の事情として 1990 年代半ばには ODA の右肩上がりの増加は止ま

る。ODA の総額が頭打ちとなったことは、必然的に東南アジア新興国への ODA ローンの

更なる増加は抑えられる方向に働いたであろう。違う言い方をするならば、そのような供

給上の制約がなかったならば、インドネシアやフィリピンでは更に大きな借入が発生して

おり、あるいはタイにおいても引き続き借入は増加していたかもしれない7。 

受取国の側でも ODA の受入を控えさせるような変化があったのであろうか。その理由

は、ODA へのニーズが頭打ちになったか、ODA に代わる資金手当てが可能となったか、

あるいは債務管理などの観点から借り控えが起こり始めたかである。第 1 に ODA へのニ

ーズについて、この時期の ODA ローンの金額的に大きな部分は、受取国政府の資本支出

に充てられていたと考えてよいので、それが小さくなっていれば ODA へのニーズも頭打

ちになる。そこで歳出に占める資本支出の動きを見たところ、付図－９のとおりとなった。

1985 年から 2000 年までの歳出に占める資本支出の比率については、タイとインドネシア

では 1990 年代前半にその割合は高まり、マレーシアとフィリピンはほぼ横ばいであった8。

つまり需要面からは ODA ローンの受入を控えさせる方向に動いているとは必ずしも考え

られなかった。 

第 2 に ODA に代わる資金手当てについて、国内借入へのシフトや税収増による借入の

必要性の低下のような状況が可能性として考えられる。前者については付表－１のとおり

1980 年代後半からアジア金融危機までの期間については国内資金へ借入先がシフトして

                                                   
7 なお、東南アジア新興国に対する開発資金の提供規模で見ると世界銀行と ADB の存在が

日本と並んで大きい。しかし、ODA 条件の貸付となると、例えば IDA の資金はインドネ

シアでは 1981～1998 年までの間は提供されていないし（アジア金融危機時から IDA 資金

の提供が再開される）、フィリピンでも 1980 年代には IDA からの貸付はなく、1992 年と

1993 年にそれぞれ一件の承諾があったのみであった。タイは 1980 年代以降、マレーシア

に至ってはこれまで一度も IDA 融資の実績がない。従って ODA の供給に関するドナーの

側の要因としてはひとえに日本の事情による制約が大きかったのである。 
8 フィリピンは 1987 年にマルコス政権交代の後に資本支出の割合は減少し、その後かつ

てのような水準は戻っていない。  
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いるような傾向は見られなかった。税収については付図－１０のとおり、タイとフィリピ

ンでは 1990 年代前半はそれ以前に比べて税収の対 GDP 比がかなり増加している。マレー

シアはほぼ横ばい、インドネシアも 1996 年に大きく落ち込むまではほぼ横ばいである。

1990 年代前半にこれらの国では経済が好調であり税収が堅調に推移していたことにより、

対外借入が抑えられる方向に働いた可能性はあるように思われる。 

最後に債務管理に関しては付表－２に見られるとおりである。どの国も 1980 年代に比

べて 1990 年代前半に悪化してはいない。むしろフィリピンやマレーシアでは改善が見ら

れる。タイやマレーシアではデットサービスレシオは良好な数字であった（但しタイでは

短期債務比率の増加が 1990 年代初めから始まっていた）。しかしインドネシアやフィリ

ピンでは、対外債務の対 GNI 比が 6 割前後とそもそも高い水準にあったことから、債務の

規模を管理可能な水準で維持させる必要性は高かったと思われる。  

以上を要約すると、アジア金融危機以前の東南アジア 4 か国において ODA 受入の傾向

の背景として、共通に見られる要因の最大のものは、ODA の出し手（＝日本）の事情であ

ったように思われる。勿論、債務管理の必要性や税収増による国内資金の増加などが、ODA

の受入を一定規模にとどめる判断を促していた可能性を見逃すことはできない。しかしな

がら、所得水準の違いにもかかわらず、また経済・財政事情に差異があったにもかかわら

ずほぼ同じ時期に同じ傾向の ODA の推移があったことは、これらの国にとっての外的要

因が大きかったことを示唆しているものと思われる。先々で明らかにしていくのだが、こ

れに対してアジア金融危機以降の ODA の変遷を生んだ理由は、主として受け手の側の事

情によるものである点が決定的に異なるのである。  

 

問題設定と予備的考察 

本稿での問題設定は、「アジア金融危機以降のアセアン新興国に対する ODA はどのよ

うに変遷しているのか、もし変化が見られるとすればどのような理由によるのか」という

ことである。これまでの観察を通じて、アジア金融危機以降の経済の動きと ODA の推移

に関して次のような疑問が浮かんでくる。 

(a) ベトナムを除く東南アジア新興国においては、何故アジア金融危機からの経済回復の

過程で、従来のような規模の ODA は利用されなかったのか。  
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(b) 再び成長軌道に戻った 2000 年代後半において、1990 年代の水準の ODA が供与されて

いないのは何故か。どうして OOF 資金の増加に比べて相対的に小さいのか。  

(c) 経済回復の過程において ODA による海外公的資金にはどのような役割が期待されて

いたのか。アジア金融危機以前から役割に変化はあったのか、東南アジア新興国で期

待される ODA の今日的役割とは何であるのか。 

これらの疑問についての予備的な考察（＝仮説）は以下のとおりである。  

(a) ODA はドナーと受取国の双方の事情によって決まる。特に東南アジア新興国で比率の

高い ODA ローンは、贈与以上に受取国の事情に左右される。これらの国でアジア金融

危機以降に ODA が以前ほどの規模となっていないのは、受取国の側で ODA を受け入

れる誘因が働きにくくなってきているためではないのだろうか。それは、受取国の経

済・財政構造や開発ニーズの変化に起因するのではないだろうか。  

(b) 仮に受取国の開発ニーズが 2000 年代後半に変化しているとして、それは伝統的な ODA

による支援の対象と異なる領域のものとなっているのではないだろうか。 

このような仮説を検証するため、本論文では以下の構成によりこれからの分析を行う。 

 

本論文の構成 

続く第２章では、まず ODA の配分と変動についてどのようなことが言われているのか

をレビューする。経済成長に伴い援助の対象国と金額の大きさがどのように変化していく

のかという援助の配分に関しては、比較的古くから研究が行われている。もう一つの検討

の視点は援助額の年による増減（変動）である。援助の承諾と支出実行のタイムラグの問

題を含めて先行研究をレビューする。先行する研究を参考に、第３章では日本の東南アジ

ア新興国への ODA の配分の変化についての要因の比較分析を行う。以降の章で東南アジ

ア新興国に対する ODA の変化を受取国とドナーそれぞれの視点から具体的に分析する。

そのような 2 者の視点から我が国 ODA の変容を明らかにしようとする試みはこれまで行

われたことがないものである。第４章では、東南アジア各国のアジア金融危機以降の経済

の変容を概観する。そこで見られた構造的変化を前提に、第５章では、主として受取国側

に起因する ODA を変化させた理由についての考察を行う。アジア金融危機以降の財政再

建の試みを検証し、続いて  開発ニーズの変化とそれに対する国際機関の動きを分析する。

本章で明らかにする開発ニーズの変化と ODA の関係に関する考察は、前述した仮説を検

証する上で中心となるパートである。第６章では、ドナー側に起因する変化の要因につい
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て、特には円借款の条件と取引コストの考察を行う。第７章では援助の承諾と支出実行の

タイムラグの問題をとりあげる。これまで包括的に分析が行われたことがほとんどない分

野であるため、ここでの論の展開は筆者独自のものである。いわば本論文の第 2 のテーマ

である。そこで得られた視点を踏まえて、第８章では東南アジア新興国の援助の変動に関

連して援助実施時の支出実行の遅れの要因分析を行う。第９章では、以上を踏まえての結

論及び今後の我が国の対東南アジア新興国に対する ODA の方向性に対する提言を行う。  
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第２章 援助の配分と変動  

 

先行研究の分野 

東南アジア新興国に対する ODA の承諾額は、ベトナムを除き 1990 年代に横ばいに転じ

た後、アジア金融危機後に減少し、それ以降は以前ほどの規模では供与されていないこと

を見てきた。また年による変動が大きいこと、ODA の支出実行額は承諾額のトレンドと必

ずしも一致していない（タイムラグがあり、かつ一定ではない）ことなどを見てきた。以

下では、まず援助の額に関する先行研究をレビューする。そうすることで東南アジア新興

国に対するアジア金融危機以降の ODA の推移を説明する糸口を見出すことができるので

はないかと考えたからである。  

援助の額に関しては 3 つのテーマがあるものと思われる。第 1 にそれぞれのドナーが提

供する援助の規模はどのような要因で決まるのか、第 2 にそれがどのように途上国に配分

されるのか9、第 3 にそれが年によってどのように増減（変動）しているのかということで

ある。最後の点は比較的新しい論点であるが、受取国にとっては重要である。援助額が年

によって意図せざる変動を繰り返す場合、例えば財政運営を難しくするなどの弊害をもた

らす恐れがあるからである。以下にそれぞれに関する先行研究をレビューする。  

 

ドナーが援助を行う規模の決定について 

現実に先進各国が供与する ODA 額は、何らかの計算式により自動的に計算されて出て

くるものではない。ドナー国のそれぞれの外交的見地や安全保障上の要求、財政事情、投

                                                   
9 援助の配分については、特定のテーマに関してそれを満たすように援助は配分されてい

るのかという視点の研究も多い。代表的なものは 2 つある。第 1 に援助は本当に必要とさ

れる国に配分されているのか、第 2 に効率的に利用されるように配分されているのかとい

うものである。前者は、貧困国により多くの援助が配分されているのかという問題と言い

かえることができる。現実の世界においては、二国間の援助はそれぞれの国の外交や安全

保障、経済的利害などを含む種々の要素で決まってくるものであるから、受取国の貧困と

いうだけで配分の正当性を論じることは適当ではない。しかし、開発理論の観点からは重

要な視点である。後者の視点、即ち援助が効率的に活用されるように配分されているのか

についての代表的な研究は Burnside and Dollar(2000)によるものである。彼らは、援助

と成長と制度の関係に関する研究において、経済成長のためには良い制度が必要であり、

良い制度の国では援助は高い効果をあげて来たこと、しかし配分に関しては、これまでは

制度の良しあしは配分の基準となっていなかったと述べている。即ち、援助が効率的に活

用されうる制度の良い国に対して、より多く配分されてきたとは言えないと主張したので

である。更に、Collier and Dollar(2002)はこの 2 つの視点を統合し援助と貧困削減の関係

を分析した結果、弱い制度の国への配分が大きいため貧困削減に効率的な援助が行われて

いないと述べている。援助と制度については第５章と第 7 章で詳細に考察する。  
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資や貿易といった商業上のインタレストや、あるいはそれぞれの国における援助理念、更

には宗教や文化などの要素も踏まえて総合的に決まってくる。そのようにして決まるドナ

ー各国の ODA の規模の大きさを、定量的に説明しようとする試みはこれまでほとんど行

われていない。  

良く知られる ODA の規模に関する事実は、1970 年の国連総会において先進国が GDP

の 0.7％を援助に振り向けるという目標を採択したことである。GDP を取出して目標設定

を行ったのは、それが各国の援助量を考える上で最も基本的な前提であると考えられたか

らであろう。しかしその後、例えば OECD などにおいても、ODA と GDP の相関関係に

ついての分析は行われていないようである。大村 (2009)は、各国の ODA 額の決定要因と

して GDP の大きさとその他の幾つかのマクロ指標（GDP 成長率、租税負担率、財政収支、

経常収支、失業率、公的債務、外貨準備高）との相関を推計している。その結果、これら

の説明変数の中で GDP が際立って説明力が高いとした。従って GDP と ODA 支出の関係

に注目すること、GDP を使って国際目標を設定したり、あるいはモニターすることは妥当

であると結論付けている。  

しかし、そうであっても現実に国による ODA 対 GNI 比の違いは未だ大きい。2011 年

の DAC の発表によると、ODA 対 GNI 比は、最も高いスウェーデン（1.02％）やノルウ

ェー（1.0％）と最も低い韓国（0.12％）やギリシャ（0.11％）の間に 10 倍近くもの開き

がある。このような差を見ると、援助の大きさを GDP の大きさだけで説明することには

やはり困難がある。それぞれの国の政治や外交、財政事情に加えて、国民の援助に対する

考え方や意識の違いなどを含めた多面的な要素なしには、例えば北欧諸国が伝統的に対

GDP 比の高い ODA を供与し続けている背景を説明することは難しいであろう。  

ドナーの ODA 総額がどのように決まるかの解析は難しいとしても、それぞれの開発途

上国においてあるドナーから受け取る ODA 額の推移を見る上では、そのドナーが提供し

ている ODA 全体額がそもそも増えているのか、減っているのかについての確認は必要で

あろう。アジア金融危機以降の東南アジア新興国への日本の ODA の推移を分析するにあ

たっても、日本の ODA 総額がどのように増減したのかを同時に見ておくことが必要であ

る。 
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援助の国別配分について  

各ドナー国が提供できる ODA の総額が決められた後に、それをどの国にどのくらい配

分するのかが次の視点である。援助の額に関する研究としては、このような配分の問題を

取り上げたものがほとんどである。以下で先行研究をレビューする。  

援助の国別配分に関する研究は、1960 年代後半から行われるようになった。ドナーによ

る援助供与額を被説明変数として、何がそれを決める要素であるのかについての分析が行

われた。説明変数は、大別すれば受取国のニーズ（RN）とドナーのインタレスト（DI）に

2 分される。前者の中で最もよく取り上げられるのは一人当たり所得である。他には受取

国の人口や GDP の成長率、経常収支などが用いられる。後者のドナーのインタレストと

は、例えば政治外交関係や経済・貿易関係などである。援助の配分においてドナー側のイ

ンタレストはどの程度、決定的であるのかということを見ようとするものである 10。 

Maizels and Nissanke(1984)は援助の配分に関してよく引用される研究である。彼らは

援助の配分を受取国のニーズとドナーのインタレストにより推計した。RN として一人当

たり GNP、生活指標、GNP 成長率、経常収支、人口をとり、DI としては政治安全保障（武

器の移転、地域の関心）、投資の利害（民間資本のストック、多国籍企業の支店）、貿易

（戦略物資の貿易、輸出入シェア）を採用した。推計によると、決定要因としての RN と

DI のバランスが二国間援助と国際機関の援助で異なる結果となった。DI のモデルは二国間

援助の配分をより良く説明し、RN のモデルは国際機関に当てはまるとしている。また、

1970 年代と比べると 1980 年代は DI の要素が大きくなっているとしている。 

二国間援助はドナーのインタレストによる要素が大きく、多国間援助は受取国のニーズ

の要素が大きな決定要因であるとする推計は時代を下っても見られる。例えば、Burnside 

and Dollar(2000）は、国際機関は中立的な立場に基づきミレニアム開発目標により合致し

た援助配分を行っているとしている。Allesina and Dollar(2000)は、二国間援助では旧宗主

国などの政治関係が配分を決定する主な要因であるとしている。その上で民主化されてい

                                                   
10 秋山他(2008)は Neumayer(2003)を基に ODA の国別配分の分析に頻繁に用いられる説

明変数には以下のような項目があると紹介している。 (a)RN：一人当たり GDP、貯蓄率、

経済成長率、インフレ率、貿易収支、対外債務、物的生活指数（PQLI）、平均寿命、幼児

死亡率、人間開発指標、(b)DI：地域ダミー、元植民地ダミー、国連における投票行動の類

似性、宗教、アメリカ軍滞在規模、ドナーからの輸出、外国直接投資のストック、地政学

的重要度、ドナーからの地理的距離、イデオロギーダミー、(c)ガバナンスの良さ：人権指

標、政治・市民の権利、汚職、政治的安定性、暴動の度合い、貿易開放度、民主国家ダミ

ー、(d)その他：人口、過去の援助額、過去の経済成長率、他ドナーの援助額   
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る国は更に多くの援助を受け取っているとした11。二国間援助の決定要因として、戦略的

動機が大きいとする推計は他にも行われている（Neumayer (2003)など）。

McGillivray(2003)は、そのような推計結果を踏まえ、冷戦の終了により援助の配分におい

て重視される基準が政治から開発へと変わるはずであると一般には信じられているが、実

証結果は必ずしもそのような推論を支持していないと述べている。 

受取国のニーズという観点から最も典型的な指標は一人当たり所得である。例えば、

Alesina, Alberto and Dollar(2000)は、多くのドナーは一人当たり所得の低い国により多く

の援助を行っているとしている。澤田他(2008)は、援助配分の動機と決定についてはあま

り明確な実証はないとした上で、援助の配分と貧困削減についての推計を行っている。興

味深いのは世界銀行について IBRD と IDA では逆の結果が出ているとしている点である。

推計では、IDA 資金の配分は貧困に正であるが、 IBRD 資金の配分は負であり中所得国へ

の配分が大きい。世界銀行の資金は受取国の所得水準によって IDA と IBRD の貸付を使い

分けているので、澤田らの推計するような結果となっているものと思われる。  

援助はそもそも貧しい国に対してより多く行うべきであるという考え方が一般的である

と思われ、ODA の形態の中では特に贈与がそのような考え方によりあてはまる。一方、

ODA ローンは元利の支払いを求める資金であるから、貧しい国へより多くの貸付を行うこ

とが常に好ましい結果を生むとは限らない。返済能力に応じて貸付を適正な規模に抑える

ことが必要である。このような所得水準と援助形態・貸付条件の関係は、二国間の援助の

配分を考える際にも考慮する必要のある要素である。即ち、英米や北欧のように援助の全

てが贈与である国と、日本やフランス、ドイツなどのように贈与と ODA ローンの両方を

提供している国とでは、援助の配分先を決める上で一人当たり所得水準についての考え方

も自ずと異なってくるからである。 

なお、援助の配分について、 IDA はその算定方法をオープンにしている。 IDA の資金の

配分モデルでは、各国へのベース配分額を 1.5 百万 SDR／国とした上で、人口規模と一人

当たり所得で代表される受取国のニーズ、開発のパフォーマンスに関する国別評価の 3 つ

の要素から算出している（IDA(2010)）。一人当たり所得には負の相関を持たせているので、

                                                   
11 Alesina and Dollar(2000)は DI と RN の両方の変数を用いて試算している。推計では、

(a)旧宗主国には統計的に有意に正の相関がある、(b)国連の一票も多くの国で有意に正の相

関がある、(c)多くのドナーは貧しい国により多くの援助を提供している、(d)経済の開放度

は多くの国で有意に正の関係にある、(e)民主主義との相関はドナーによって異なり一定の

傾向ではない等の結果を導いている。  
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例えば 1％の所得の増加は 0.125％の援助配分の減少につながるように設計されている。

開発のパフォーマンスの中ではガバナンスの状況を特に重視しており、全体のうち 68％の

配点を与えている。その他に IDA 資金が IBRD とブレンドされて提供される国には一定の

上限を設定している。これにより小国や紛争国・脆弱国に多く配分されるような配慮がな

されている。 

援助の配分に関する分析はこのように少なからず行われており、いずれも DI と RN を説

明変数とするアプローチのどちらか、あるいは両方を包含するものである。そこで次に、

これまでの研究の中で日本の ODA の国別配分に関してどのようなことが言われてきたの

かを確認する。その上でアジア金融危機以降の東南アジア新興国への日本の ODA は、そ

のような先行研究の延長線上で説明することができるのか否かを検証することとしたい。  

 

日本の ODA の配分に関する先行研究 

日本の ODA の配分についての研究には、ドナー全体の比較を行う中で日本を取り上げ

ているものと、特に日本に着目して行っているものがある。前者の研究において日本の

ODA の特徴として言われていることを総括すると以下のとおりである。  

(a) 日本の ODA は、一人当たり所得が一定の水準となるまでは増加し、そこから減少

するとする見方（Alesina and Dollar(2000)）と、所得が低い程、ODA 額は多いと

する見方（Neumayer(2003)）がある。 

(b) ドナー・インタレストについては、アジア重視であるという見方（Alesina and Dollar 

(2000)） や輸出・宗教・自国との距離を重視しているという見方（Neumayer(2003)）

がある。 

(c) 相手国のガバナンスは、民主化指標の良い国へより多く配分しているという見方

（Neumayer(2003)）と軽視しているという逆の見方（Alesina and Dollar(2000)）

の両方がある。  

一人当り所得に関して Alesina and Dollar(2000)は、多くのドナーは貧しい国により多く

の ODA を配分している中で、援助の所得弾力性が低いのは日本とフランスであるとして

いる。日本は、一人当たり所得が PPP ベースで 1,500 ドルに至るまでは ODA 額を増加さ

せるが、その水準を超えると減少するとしている。このことは前述のとおり ODA ローン

の供与が大きいことと関係が深いと推察される。東南アジア新興国においては、一人当た

り所得（PPP ベース）が 2～5.5 千ドルの時点で ODA 供与額がピークを迎えていることと
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比較すると、金額は異なるものの増減のパターンは符合している。金額が大きいことは東

南アジア重視などの何らかの他の要因が影響していると考えることもできる。  

対象とする年代により、援助配分の決定要因が異なってくると述べたのは Maizel and 

Nissanke(1984)である。彼らは、1970 年代は途上国のニーズがより大きな決定要因であっ

たが、1980 年代は逆にドナーの関心による部分が大きくなっていると述べている。その中

で、日本に関しては 1978～80 年の期間ではドナー・インタレストの影響が小さくなって

いるが、その理由は、当時一人当たり所得が低かったアジアの隣国への ODA が大きかっ

たためであるとしている。  

日本に焦点を当てた研究も比較的早い時期から行われている12。初期の頃の研究である

寺西(1983)は、日本の輸出と輸入に占める相手国の構成比、当該国の GNP に占める外貨

準備の割合及び一人当たり GNP の 4 つの要素を説明変数とする回帰分析を行っている。

最初の 2 項目はドナー・インタレスト、後の 2 つは途上国のニーズを表わす。寺西は一人

当たり GNP をドナーの人道重視の代理変数であると位置づけている。分析対象期間は

1975～79 年の平均である。その結果、輸出と輸入に占める日本の比率は、単独で ODA の

配分に有意に正の相関があるとした。外貨準備と一人当たり GNP は共に単独では有意な

関係ではないものの、輸出と組み合わせると有意に負の相関になるとした（外貨準備や一

人当たり GNP が大きくなると援助の配分は減少する）。全体として最も説明力の高いモデ

ルは、日本の輸出に占める構成比と一人当たり GNP の２変数によるもので、即ち日本の

ODA の配分は輸出振興と人道的な動機（所得水準の低い国に大きな ODA を配分）によっ

て最もよく説明されるとしている。  

Cooley and Shahiduzzaman(2004)は、1981～2001 年の期間の日本の ODA について、

その配分は国益と受取国のニーズの両方に基づいて行われていると述べている。彼らは説

明変数として、対象国の一人当たり GDP、人口、日本との輸出入、民主化の程度、東京か

らの距離、乳幼児死亡率、経済の開放度を用いた。その結果、東京からの距離に負の相関

が見られたが、これは日本のアジア重視の表われであるとした。また日本との輸出入には

正の相関があるとした。受取国のニーズに関しては、一人当たり GDP には正の相関があ

るが、閾値に達すると負の相関へと逆転しており、一人当たり GDP が 1％上がると ODA

は 0.17%減るようになると述べている。中所得バイアスがあるとした点は Alesiana and 

                                                   
12 ここで取り上げる分析とは、主として回帰分析などにより定量的に援助の配分要因を明

らかにしていこうとする範囲のものに限定している。  
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Dollar (2000)と同じ結論である。この他、人口に正（閾値を超えると負）、民主化に負の相

関があるとした。乳幼児死亡率と経済開放度との相関は統計的に有意でないとしている。  

秋山他(2008)は、1995 年と 2005 年について ODA のうち贈与と技術協力を対象に分析

を行った。円借款は年により ODA 額の変動が大きいため分析に適さないので対象から取

り除いているとしている。秋山らは８つの説明変数を用いている。それは、一人当たり

GDP、東アジア・アフリカダミー、日本との貿易量、日本以外の先進国からの ODA 供与

額、国連での投票パターンの類似性、フリーダムハウス指標13、世界銀行の国別政策・制

度評価(Country Policy and Institutional Assessment: CPIA)
14、人口である。その結果、贈

与は所得水準に有意に負の相関があり、他の先進国の援助の大きさ、東アジアダミーには

有意に正の相関があるとした。技術協力は所得水準、日本との貿易、他の先進国の援助の

大きさ、東アジアダミーに有意な相関が見られたとしている。 

円借款を含めた分析を最初に行ったのは今井他(1992)である。彼らは、贈与と円借款と

ODA 全体をそれぞれ対象として、説明変数には相互依存度、一人当たり GDP、外貨準備

の大きさ（対 GDP 比）、人口を採用した。相互依存度は代理変数として輸出入に占める日

本の比率を使った。期間については 1975～77 年、78～80 年、81～85 年、86～88 年、1989

年の 5 つの時期をとって回帰分析を行った。その結果、ほとんどの時期について相関関係

は同じ方向（＝符号が同じ）を示していたとしている（符号が異なったのは、1978～80

年の外貨準備、1978～80 年の人口のみ）。具体的には、相互依存度については ODA 配分

と正の関係がありその有意性は高かった。但し、贈与に比べて円借款については決定係数

が低い。その理由は円借款は贈与よりもサミットや国連 UNCTAD などの国際世論の影響

を受けやすいためであろうとしている。他には、一人当たり GDP と外貨準備の大きさに

は負の相関が、人口には正の相関が見られたとしている。  

 青木(1998)は著書の中で円借款の承諾額の配分についての分析を行っている。対象期間

は 1981～1994 年であり、円借款に関する需要と供給の式を立てて分析を行った。説明変

数は、前期の円借款額、一般会計予算、円ドル上昇率、経常収支、LIBOR と円借款の金利

                                                   
13 フリーダムハウスは世界各国の民主化の進展をウォッチし、1972 年以来、毎年、各国

の自由度を発表し続けている非営利団体であり、政治的権利と市民の自由を 7 段階に評価

して発表している。  
14 CPIA は 1996 年に世銀に導入された考え方であり、(a)経済運営、(b)社会の包摂性と公

平、(c)公共部門管理と組織、(e)構造改革のパフォーマンス、の 4 つの分野における 20 項

目のスコアの平均をレーティングする仕組み。レーティングのスコアは 1～6 の間の数字

となり、その一部は公開されている。  
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差、一人当たり GNP である。アセアン４か国（インドネシア、フィリピン、タイ、マレ

ーシア）及び中国について時系列データを解析したところ、経常収支以外の項目について

は１％水準で有意となる推計結果が得られたとしている。推計によると ODA予算の増加、

ODA と市場との金利差の拡大は円借款の額を増加させ、一人当たり GNP が増加すると円

借款額は減少するとしている。経常収支と相関関係がない点について、青木は国際機関や

他の援助国が経常収支の赤字を補う代替資金源となりうる可能性があることによるとして

いる。 

齊藤(1999)は、日本の ODA は援助形態によって意思決定過程が異なるとして、円借款、

贈与、技術協力それぞれについて、供与対象とする国の選択と選択された後の国別援助配

分の額についての回帰分析を行った。贈与と円借款は承諾、技術協力は実績ベースであり、

対象期間は 1980～1995 年である。説明変数には人口（2 期前）、一人当たり GDP（2 期

前）、貿易額（前期）、東アジアダミー、政治的自由度（前期のフリーダムハウス指標）

を選んでいる。その結果、それぞれの援助スキームは下記のように異なる特徴を有してい

るとした。 

(a) 円借款：供与国の選択については、人口、政治的自由度、貿易は概ね正の影響を与

えている。一人当たり GDP は低中所得国を選択する傾向にあり、一人当たり GDP

が 400～1,100 ドルの間で供与予測確率が最大になる。一方、配分については、一

人当たり GDP、政治的自由度は有意な関係になく、人口は中立、貿易と東アジア

に正の相関が見られた。 

(b) 贈与：供与国の選択については一人当たり GDP に負の相関があり、この要素が支

配的であるとした。他に、貿易と正の相関、人口、東アジア、政治的自由度は中立

であるとしている。配分については、一人当たり GDP、貿易、東アジアが正の相

関、人口は関係なかった。 

(c) 技術協力：かなり多数の国に供与されていることから供与国の選択要因の検出は難

しいとしている。配分については、一人当たり GDP に負の相関があり、東アジア

と政治的自由度と正の相関が見られたとしている。 

以上のように、これまで日本の ODA の配分について行われてきた研究では様々な説明

変数による分析が試みられてきたことがわかる。その結論は変数のみならず時期によって

も異なっており、中には反対の結論を示しているものもある。その中で比較的共通してい

る点を抜き出して見ると以下のとおりである。 
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(a) ほとんど全ての分析が、どの時期を通じても貿易関係は正の相関が強いと結論

付けており、このことは日本との経済関係の強さが ODA の配分を考える上で

一貫して大きな要素であることを意味している。  

(b) 一人当たり GDP に関しては、負の相関が見られるとするものと、中所得選好

が見られるとの分析結果がある。1980 年代頃までは貧しい国に対して配分が多

いとする推計があることと併せて考えると、このような分析結果は経済・地理・

歴史的に関係の深い東・東南アジアの所得水準の向上と、この地域への ODA

が大きな規模で続いてきたことと符号している。 

2000 年代においても日本と東南アジア新興国との経済・貿易関係はむしろ強まっており、

これらの国々の多くは所得水準も中所得国の範囲の中で推移している。そのような状況の

中でアジア金融危機以降の日本の ODA の承諾額は以前に比べ減少している。これは何ら

かの理由でこれらの説明変数のいずれかについて、その説明力に変化が生じていることを

示唆している。次章でこの点についての検証を行う。 

 

援助の変動性に関する先行研究 

 開発途上国が受け取る援助の額は年によって変動する。年による変動幅が一定以上に大

きい場合、特に財政に占める援助の比率が大きい国にとって財政運営を難しくする。この

問題は「援助の変動性（Volatility）」と呼ばれるようになり、2000 年代になって研究が行

われるようになってきた。そこでは援助受取額の変動は途上国経済にどのような影響があ

るのか、それはどういう原因で起こるものであるのかが考察されてきた。そして変動を小

さくするための改善の方向に関する政策提言が行われてきたのである。 

 援助の変動性に関する研究で対象とされる援助額とは、ほとんどの場合、援助の支出実

行額を指している。それは現実の経済・財政運営においては、実際にどの程度の金額が途

上国の財政に届き、そして使われたかが重要だからである。違う言い方をすれば、承諾だ

け行われても支出が実行されないならば、途上国にとっては価値を生まない。このことか

ら、援助の変動性の問題には、支出実行の前提となる援助の承諾の増減と、承諾された援

助がどの程度確実に実行されるかという２つの要素を含むものであることがわかる。本稿

の主題であるアジア金融危機以降の東南アジア新興国に対する ODA の変化を見て行く上

でも、その時々の政策判断を表わす承諾の増減に加えて、承諾された ODA の支出がどの
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ように実行されたのかを見ていく必要がある。本章においては、まず援助の変動性に関す

る先行研究をレビューする。  

 援助の変動性についてよく引用される研究は Bulir and Hamann（2003、2007）による

ものである。彼らは、援助の変動性に関する研究は極めて限定的にしか行われてこなかっ

たことを指摘し、変動の実態を確認するところから論を始める。72 か国についての援助と

歳入の変動率を計測した結果、(a)援助の受取額は財政収入よりも大きく変動する、(b)援助

依存の大きい国ではその傾向が強く、その関係は頑健である、(c)援助の変動は歳入の変動

と同じ方向に動いている（援助が増えると歳入が増える）ということなどが言えたとした。

最後の点は援助の増減は景気の循環と同じ方向に動いていること示唆している。この点は

本論との関係でも重要である。Bulir and Hamann は外的ショックが発生した場合、国内の

政策は適切に調整ができるとしても、援助の支出実行はコントロールできないと述べてい

る。彼らは変動の実態を解明した上で、援助はどの程度に予測可能であるかを検討した。

その結果、統計的に有意となる国においても、承諾の数字から得られる支出実行の予測値

は部分的に当てはまらないことが明らかになったとしている。彼らが、幾つかの予測値を

比較したところ、プロジェクト援助については、途上国の支出実行の予測値（＝予算）の

数字が実績と最も乖離しており、反対に最も誤差が小さかったのは IMF 値の予測であった

（援助機関の予測値はその中間）。プログラム援助15では IMF も援助機関も共に 30％程度

も過大に評価しており、またプログラムが成功した場合でも受取国は承諾額の 3/４しか受

け取っておらず、その原因は、主としてドナー側にあるか、承諾時に課された条件（コン

ディショナリティと呼ぶ）の未達にあるとしている。彼らは 2007 年に最初の研究以降の

動きをレビューしているが、そこでは(a)援助の変動性は 2000 年代に入って更に大きくな

ってきている、(b)引き続き承諾は支出実行のよいインディケーターとなっていない、 (c)

援助は景気循環的に動く、即ち景気変動に対して必ずしも保険の役割を果たせていないと

述べている。援助の変動が歳入の動きよりも大きいことは他の研究でも指摘されている

（Fielding and Mavroas(2005)）。また、Desail and Kharas(2010)は、人口が多く所得水準

の低い国では援助の変動は特に大きいこと、ドナー国別にみるとアメリカで大きく、ＥＵ

と国際機関では小さいことなどを指摘している。 

                                                   
15 例えば道路建設などのプロジェクトを対象とする援助と対比して、特定の事業を対象と

せず財政や国際収支への支援などを目的とする援助をプログラム援助と総称する。援助形

態の詳細は第５章参照。 
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 先行研究において指摘されている援助の変動が与える経済への負の影響は下記のとおり

である。 

(a) 援助は投資を押し上げるので成長にプラスの効果があるが、支出実行が不確かであ

るとその効果は減ぜられる（Lensink and Morrissey(2000))。 

(b) 援助の変動性が大きいと途上国は投資を始めない (Bulir and Hamman(2007))。  

(c) ドナーの優先度が変化すると、途上国にとって予測を行うことが難しくなる

（Kharas(2008)）。 

(d) 援助の変動の方向が景気調整時のマクロ政策の方向と同様の向きにならない

（Celasun and Walliser(2007)、Bulir and Hamann(2003))。 

 援助の投資資金としての側面に着目すれば、援助の変動はそれぞれの国に対する信用の

変動の問題となる。上記(b)の点は、信用供給量が大きく変動する場合の投資行動の問題と

等しくなる。信用の変動が大きければ、一般には短期で投資を回収しようという動きが強

まるので、長期の投資に資金が回りにくくなるとの指摘である。 

援助が変動する原因は幾つか論じられている。Desai and Kharas (2010)はドナーと受取

側の両方に原因があるが、前者の方がより大きいとしている。先行する研究で言われてい

る変動の原因は以下のとおりである。  

(a) 受取国のイベント（選挙や災害など）  

(b) ドナーの優先度の変更（Desai and Kharas(2010)) 

(c) 援助の承諾と支出実行のタイムラグ(Bulir and Hamann(2003)) 

(d) コンディショナリティの未達(Bulir and Hamann(2003)) 

 これから明らかにしていくことになるが、アジア金融危機以降の東南アジア新興国では、

開発ニーズに変化が生じており、また財政運営において ODA に期待する役割も変わって

きていた。ODA 承諾額の増減の理由は、そのような背景にドナー側の要素を加えた上で解

明されるものである。他方、承諾された事業からの支出実行がタイムラグを以って発現す

ることの要因については、それとは全く別の視点から解き明かしていかなければならない

性格のものである。 

 

第 2 章のまとめとこれからの分析の方向性について  

ここまで援助額に関する先行研究をレビューしてきた。まとめと本論との関係において

得られた示唆は以下のとおりである。  



35 

 

(a) 各ドナーの供与する援助規模の決定要因を明らかにしようとする研究はあまり行われ

ていない。本論で東南アジア新興国への我が国の ODA の推移を見る上では、日本の

ODA の総額の変化を確認しておくことは前提として必要である。  

(b) 援助の配分については、どの研究でも受取国側のニーズとドナー・インタレストとい

う援助の出し手と受け手の双方の事情に着目した分析が行われている。日本の ODA の

配分について、先行研究ではアジア重視の他に、貿易関係と一人当たり GDP に相関が

あるとされてきた。このような相関関係はアジア金融危機以降も継続しているのか、

あるいは変化しているのか、仮に相関関係に何らかの変化が確認されるならば、その

要因の背景にあるものを検証していくことが次のステップである。 

(c) 援助の変動は途上国の経済運営に難しさをもたらす。援助の変動は承諾額の増減と承

諾された援助の支出が実行されるまでの間に生じるタイムラグに起因する。後者につ

いて、例えば 2000 年代前半のフィリピンでは、かつて承諾した事業からの支出実行が

新規承諾額を上回る規模で続いていた時期があることが現実に観察された。承諾と支

出実行のタイムラグは何によって決まってくるのかについて、別途その理由を見てい

くことが本論との関係でも必要であると考えられる。 
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第３章 東南アジア新興国への日本の ODA の配分と変動についての要因分析 

 

2000 年代の日本の ODA の配分はどう推移したのか 

本章では先行研究において示唆されていた日本の ODA の特徴は、2000 年以降の東南ア

ジア新興国に対する ODA の推移と依然として整合的であるのか否かについて考察する。

その出発点として日本の ODA の総額が変化しているのかを確認し、次に全体の中での東

南アジア新興国への配分はどのように変化しているのかを検証する。 

図－２２及び表－３は日本の ODA の総額（承諾）と地域別配分の推移である。2000 年

代は 2002 年を除くと 120～160 億ドル程度の新規承諾が続いていることがわかる。そし

てその水準は 1990 年代とそれほどの違いがない。例えば 5 年毎の年平均承諾額で見ると、

1991～95 年の期間が 138.6 億ドル、96～2000 年が 144.2 億ドル、2001～05 年が 126.0

億ドル、2006～2010 年は 153.7 億ドルとなっており、むしろ 2000 年代の後半に日本の

ODA 全体の新規承諾は増えている。このことは、ある地域の受取額が増加や減少を示す場

合、それは ODA の全体額の増減に起因するのではなく、その理由が日本か途上国のどち

らの側にあるにせよ、何らかの事情により ODA の地域配分が変わったことによるもので

あることを示唆している。 

図－２２ 日本の二国間 ODA の総額と地域別配分の推移（承諾）  

 

出所：CRS, OECD から作成  
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表－３で地域別の比率の変化を見ると、最も大きな変化は東・東南アジアの減少である。

1990 年代には日本の ODA の約半分が東・東南アジア向けであったが、2000 年代になる

と 2 割から 4 割の間を推移するようになる。平均では 1990 年代の 49.1％から 2000 年代

は 34.8％へ減少している。その代わりに増加しているのは南・中央アジア、中近東、アフ

リカであり、中でも南・中央アジアに対する ODA は、近年は東・東南アジアを超える規

模にまで増加している。 

表－３ 日本の二国間 ODA の地域別比率の推移（承諾、％表示） 

 

出所：CRS, OECD から作成  

そこで次にこのような地域配分の変化は、特定の援助形態の地域配分の変化に起因するも

のであるかを見る。まず ODA ローンの地域別比率を見ると図－２３のようになる。  

図－２３ 日本の二国間 ODA ローンの地域別比率の推移（承諾）  

 

出所：CRS, OECD から作成  

ODA ローンの承諾は 2000 年代の半ばに全体としては縮小したこと、地域別には全体の

動きと同じで、東・東南アジアが減少し、南・中央アジアが増加していることがわかる。
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ODA ローンの場合、アフリカ向けはそれほど伸びておらず、地域配分の変化は主として

東・東南アジアから南・中央アジアへのシフトであることが明確である。  

次に贈与を見ると図－２４のとおりである。贈与の総額は 2000 年代に入ってから急増

しており、年による ODA 額の変動も大きくなっている。但し、贈与の中には債務救済の

ための無償資金協力が含まれていることに留意する必要がある。例えば図－２４からわか

るように 2005 年の贈与実績が特に大きくなっているが、この中にはこの年にイラクに対

する債務救済として約 32 億ドル、インドネシアのスマトラ沖地震の復興支援のための支

出い猶予の増額分 13.4 億ドルなどが含まれている。その結果、この年の債務救済による

ODA は、日本の ODA 実績全体の約 3 分の１を占めるまでになっている。 

図－２４ 日本の二国間贈与の地域別比率の推移（承諾）  

 

出所：CRS, OECD から作成  

贈与に含まれる債務救済の割合の推移を見たものが図－２５である。図からも明らかな
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Countries；重債務貧困国）イニシアティブによる債務免除がこの時期に多く実施に移され

たことによる。しかし図－２５からは、2000 年代後半には債務救済を除いてみても贈与が

増加していることが分かる。その地域的な配分は図－２４のとおりアフリカ向けのものが
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ている。ODA ローンと贈与以外の ODA は国際機関拠出と技術協力であるが、どちらもあ

まり大きな増減はない（付図－１１参照）。 

図－２５ 日本の二国間贈与に含まれる債務救済の推移  

 

出所：CRS, OECD から作成  
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贈与と南・中央アジアに対する ODA ローンの増加が目立っている。東南アジア新興国に

対する日本の ODA がアジア金融危機以降に減少していることの背景に関して、少なくと
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図－２６ 日本の二国間 ODA ローンの返済（左図）と支出実行の関係（右図）  

 

 

2000 年代の日本の ODA の配分の変化に関する追加的な分析 

そこで次に国別配分を決める事情に何らかの変化があったとの推測に立ち、国別配分に

ついての考察を行う。前章で見たとおり、先行研究では日本の援助の配分を決定する要因

は、経済相互関係、所得水準、アジア重視などの項目に説明力があった。まずこのことが

アジア金融危機以降もあてはまるのかどうかを確かめる。そのため先行研究を参考に変数

によるデータを用いて 2000 年代の後半に変化があったのかどうかを確認してみる。説明

変数は齊藤(1999)が用いた項目を利用する。その理由は、円借款と贈与という異なる援助

形態別に分析を行っていること、アジア金融危機に近い 1995 年までを分析期間としてい

るためである。円借款についてはアジア金融危機時の 1998 年と危機からの回復後の 2004、

2007、2010 の各年、贈与については 2010 年のデータを解析した。  

その結果は表―４のとおりである。円借款に関して見ると、貿易額の大きさとの相関は

符号が一貫してプラスであり有意水準も高いので、依然として経済関係の強さは配分の決
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定要因として説明力がある16。一人当たり GDP の大きさは年によって符号が変わり説明力

に欠ける。これは贈与と負の関係（所得が上がると贈与額が減少する）にあることが 1％

水準で有意と言えることと対照的である。変化が際立ったのは東アジアダミーで、アジア

金融危機の時点までは正の関係であったものが、2004 年から以降の年は全てマイナスに逆

転している。即ち、東アジアに位置するという事情は、2000 年代の円借款の供与額を決め

る際にプラスの要素として働いていないことを意味する。人口はプラスの要素であり有意

水準もある程度高い（人口は大きい程、円借款も贈与も額が大きくなる）。政治的自由度

は符号が一定していない。  

表－４ 日本の ODA の国別配分要因  

変数 

 

円借款 

1998 年 

円借款 

2004 年 

円借款 

2007 年 

円借款 

2010 年 

贈与 

 2010 年 

定数 2.176 

(0.926) 

6.024 

(1.081) 

-4.968 

(-1.114) 

4.466** 

(1.802) 

6.526*** 

(5.171) 

In 人口 t-2 0.275* 

(1.575) 

0.003 

(0.001) 

0.442* 

(1.683) 

0.189 

(0.899) 

0.0511 

(0.617) 

In 一人当たりＧＤＰt-2 -0.079 

(-0.317) 

-0.616 

(-1.170) 

0.612* 

(1.463) 

-0.456** 

(-1.906) 

-0.673*** 

(-4.888) 

In 貿易額 t-１ 0.091 

(0.647) 

0.59* 

(1.357) 

0.181 

(0.706) 

0.428** 

(1.785) 

0.059 

(0.747) 

東アジアダミー  1.44** 

(2.555) 

-1.391 

(-1.194) 

-0.598 

(-0.727) 

-0.827 

(-1.129) 

0.54 

(1.141) 

フリーダムハウス指標 t-1 -0.081 

(-0.660) 

-0.146 

(-0.839) 

0.164 

(0.848) 

-0.133 

(-1.210) 

-0.08 

(-0.947) 

Ｒ２ 0.835 0.683 0.781 0.659 0.366 

標本数 21 13 18 23 86 

（ ）内は t 値、*は 10％有意水準、**は 5％有意水準、***は 1%有意水準  

この結果を齊藤(1999)の行った分析結果と比較して確認すると表－５のとおりである。

1990 年代について齊藤による分析を筆者が要約したものが左の欄であり、右側の 2000 年

代は表－４の要約である。統計的に有意な年は限られているが符号の向きは同じである項

                                                   
16 東南アジア新興国と日本との貿易関係は 2000 年代に入って更に強くなっている。日本

側から見た東南アジア 5 か国との貿易比率の推移は付表－４のとおり。  
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目がほとんどである中で、東アジアに位置することの影響のみ逆転していることが注目さ

れる。なお、同様の試算を 2010 年の贈与に関して行ったが、上述のとおり一人当たり GDP

との負の相関が依然として高い有意水準で継続していた。 

表－５ 円借款の配分の決定要因の変化  

項目 1990 年代央まで 2000 年代 

人口の影響 ＋、統計的に有意な年は限定的 ＋、統計的には有意でない 

一人当たり所得の影響 符号は一定でない 符号は一定でない 

貿易の影響 ＋、統計的に有意な年は限定的 ＋、統計的に有意 

東アジアの影響 ＋、統計的に有意な年は限定的 －、但し統計的に有意でない 

政治自由度の影響 統計的に有意でない 符号は一定でない 

それではこのような東アジアダミーが逆転する理由は何であるのか。全体として見ると、

それは 2000年代にこれらの国において紛争や政治的混乱などがあったからでもなければ、

日本との間で外交関係が悪化したような背景があったからでもない。貿易などの経済関係

が大きく落ち込んだからでもない。またアジア金融危機において経済は大きな落ち込みを

経験し、2000 年代はそこからの回復期にあったことから明らかなように、所得水準が ODA

供与の対象から卒業する程に高まっていたからでもない。つまり東南アジア新興国と日本

との関係全般において大きな変化があったことが理由とは考えられない。従って、これら

の国の国内で生じた何らかの変化が、ODA の受入を控えさせたと考えることが最も自然で

ある。そのような事情は一つの単純な事象ではないだろうし、国によって事情が異なると

考えられるため各国別に詳細に見ていく必要がある。この中で財政は、特に重要である。

言うまでもなく援助の多くはそもそも財政資金として支出されているので、財政政策の影

響を直接受けるし、それは多くの場合に一定の期間継続する。後に述べるが、アジア金融

危機後の財政改革が進行していた時期には、援助の対象は大きな転換を見せることとなっ

た。 

次章以下での分析の導入部として触れるならば、財政当局が ODA ローンの受入を望む

理由は大別すると以下の 3 とおりの動機が考えられる。第 1 に財政収支ギャップが大きい

こと、第 2 に国内資金の利用に制約があること、第 3 に必要な外貨の調達に制約があるこ

とである。最初の点は、ファイナンスニーズが大きい時に財政赤字が大きいならば、ODA

への資金需要は基本的には高まる方向に力が働くはずである。第 2 に途上国では一般的に
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国内の資本市場が育っておらず、政府が国内マーケットから十分な資金調達ができないた

め、多くの途上国では ODA を含む対外借入を行っている。そして一般的には国内の金融

制度が整備され、国内の金融資本市場の整備が進むにつれて ODA への資金需要は小さく

なっていく。第 3 に援助が必要となる理論的背景の一つとして古くから外貨の不足がある

と言われている（いわゆるツーギャップ理論）。現在でも、途上国が開発事業を行うにあ

たっては外国からの資機材の輸入が必要となるケースが多い。また十分な外貨準備は経済

の安定に必須であり、経済危機時には ODA により直接、国際収支支援が行われることも

ある。このため途上国は ODA を含む外国からの借入により外貨資金を取り入れている。

しかし、グローバル化が進展している現在、開発事業を行う上での外貨制約は以前より小

さくなってくる。また、国内の企業が育つにつれて、事業に必要な資機材を国内調達でき

るようになってくることから、開発事業遂行のための外貨資金が必要とされる度合いは小

さくなっていく。以上のような視点を踏まえて、次章と第 5 章において 2000 年代前半に

東アジア新興国向け円借款が減少し、その後、以前の大きさには戻っていないことについ

て各国別の事情を分析していくことになる  

 

日本の東南アジア新興国向け ODA の変動について 

 先行研究では、援助の変動は幾つかの経路を通じて経済にマイナスとなると言われてい

る。ここで言う変動とは傾向的な増減の範囲を超えた年による増減を指している。東南ア

ジア新興国への ODA の推移は第 1 章で見てきたとおりであるが、更に明確化させるため、

マレーシアを除く 4 か国の財政と ODA の対 GDP 比の推移を、アジア金融危機前の 1996

年を基準（＝100）としてその変化見たところ図２７～３０のようになった。 

図－２７ インドネシアの歳入と ODA の変動性 

 

出所：ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 及び CRS, OECD より作成  
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図－２８ フィリピンの歳入と ODA の変動性 

 

出所：ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 及び CRS, OECD より作成  

図－２９ タイの歳入と ODA の変動性 

 

出所：ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 及び CRS, OECD より作成  

図－３０ ベトナムの歳入と ODA の変動性 

 

出所：ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 及び CRS, OECD より作成  
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 これらの図から言えることは以下のとおりである。  

(a) ODA の推移は歳入に比べて変動幅が極めて大きいことが一目瞭然である。  

(b) 歳入の対 GDP 比は、ベトナムではアジア金融危機以降に比率が上がっているのに対し

て、タイとフィリピンでは下がっている。特にフィリピンは、1996、97 年の水準の 7

～9 割の間で推移しており、税収が相対的には減少している。インドネシアは年による

増減があるが一貫して 90～110％の幅の中で上下している。 

(c) ODA の承諾は、インドネシア、タイ、フィリピンではアジア金融危機において一時的

に高くなった後、2000 年代には対 GDP 比で見ても減少している。それは傾向的な動

きであると読み取れる。但しインドネシアの 2000 年代前半は年による振れが大きい。 

(d) ODA の中ではグロスの支出実行の実績が最も変化が小さい。 

(e) タイとフィリピンでは、2000 年代に承諾の対 GDP 比が下がった後も数年の間、グロ

スの支出実行はそれほど急には下がらず、以前の水準で推移する期間が続く（他方、

インドネシアの 2000 年代後半は承諾と支出実行の曲線は相似形である）。  

(f) グロスよりもネットの支出実行に大きな変動が観察される。グロスがなだらかである

ので、その原因は返済が進んでいることにあるものと推察される。  

(g) ベトナムはグロスとネットの支出実行の差が小さいが、これはまだ返済の圧力が大き

くなっていないことを意味している。一見するとグロスとネットの支出実行が大きな

値で推移しているように見えるが、これは基準点を 1996 年としたことによるものであ

る17。 

先行研究では援助の変動性の特徴として、(a)援助は国内歳入よりも大きく変動すること、

(b)2000 年代になって変動が大きくなってきていること、(c)承諾は支出実行のよいインデ

ィケーターにはならないこと、(d)援助は景気循環と同じ方向に変動することなどが言われ

てきた。図－２７～３０による観察を通じて、2000 年代の東南アジア新興国においても

ODA が歳入よりも大きく変動している点は同じであった。2000 年代は 1990 年代よりも

安定的でなくなってきていることは、これらの国でも言えることである。しかし、インド

ネシアとタイではアジア金融危機時に承諾額も支出実行額も一時的に大きくなった実績を

                                                   
17 1996 年はまだベトナムへの ODA が本格的に再開されてから日が浅く、それまでに承諾

された事業のうち、当時はまだ小さい割合の支出しか実行されていなかったと考えられる。

試みに 2002 年を基準として変動を見るとグロスの支出実行額は 78％～132％の間を上下

していており、いまだ変動幅は大きい。他方ネットは 71％～115％と、GDP 比率はやや低

くなっている。これは徐々に返済額が大きくなりつつあるであるからと推測される。  
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考えると、日本の ODA は反景気循環的に対応しており、大きな景気の落ち込みに対して

保険の役割を果たそうとしていたということができる。  

前章で見たとおり援助が変動する要因としては、受取国側（選挙や災害）とドナー側（優

先度の変化やコンディショナリティの未達）の両方にあるとされている。第１章で触れた

ようにスマトラ沖地震への支援のため 2000 年代半ばからインドネシアに対する贈与は急

増した。しかし、それを除けば大きな変動を招くような受取側の要因は見られなかった。

即ち、前述のとおり東南アジアへの ODA を減らすような政治イベントも対外関係の変化

もなく、後述するようにドナーの優先度に関する変化も見られない。残る問題は援助の承

諾と支出実行に間のタイムラグである。一般に大規模な開発事業は援助の承諾から完成ま

でに、例えば 5 年や 7 年というような長期間を必要とするものが多い。そのような実施の

期間は基本的には国内の公共事業の策定と実施の手続きがどのように規定されているのか

に依存する。また実際に事業が開始されると、事業の実施期間中には政治・経済だけでな

く社会も含めて様々な制度環境の変化がある。こうした変化や、あるいは政府職員の能力

などの効率性によっても期日通りに事業が進むかどうかは左右される。一般的には実施の

期間が長いほど不確定要素にさらされる期間も長くなり遅れのリスクは高まる。承諾が支

出実行のよいインディケーターとならない原因はそれらの事情にあると思われる。本稿で

は第７～８章においてこの問題について包括的に分析を行っていく。  

 

第 3 章のまとめ 

日本の ODA の新規承諾は全体としては 2000 年代にはむしろ増加しているが、その中で

南アジア（ODA ローン）やアフリカ（贈与）への援助の比率が高まる中、東南アジアへの

配分が小さくなっている。即ち ODA 総額が制約となって 2000 年代の東南アジア新興国へ

の ODA が落ち込んでいるわけではなく、このことは追加的に行った回帰分析においても、

かつて見られた円借款の東アジア選好が見られなくなってきているという結果に反映され

ている。その理由を明らかにするには個々の国々の事情を掘り下げていく必要があり、そ

の中では特に財政の動きにかかわる視点が重要である。次章で、まず各国のアジア金融危

機以降の変容と経済の構造変化についてレビューを行い、第５章ではそれを踏まえて受取

国のニーズの視点からの検証を、第６章ではドナーのインタレストの検証をそれぞれ行う。

ODA の変動は財政のそれに比べて 2000 年代は遥かに振れ幅が大きくなっている。新規の

承諾は減少しているが、それは変動というよりも傾向的な変化である。援助の承諾から支
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出実行までのタイムラグが大きいと、場合によっては景気循環に対する財政政策の効果を

弱める可能性もある。  
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第４章 東南アジア新興国の変容 

４．１ 概観 

東南アジア新興国におけるアジア金融危機以降の開発ニーズの変化と援助への資金需要

を分析するため、本章ではその前提となるこれらの国のマクロ経済と構造変化について概

観する。振り返ると 2000 年代の東南アジア新興国の経済の動きには、危機を乗り越えて

いく過程で経済・財政構造そのものを変革していこうとする意思が感じられる。例えばイ

ンドネシアでは財政赤字のファイナンスを国内資金に求める方向への構造転換が進む。同

時に進んだ地方分権や民間資金を利用したインフラ整備の方向性は、中央政府主導の経済

構造からの変革を意味していた。これらはいずれも短期的な経済運営を超えた変容であり、

援助への需要の変化もそのような大きな文脈の中でとらえられなければ本質を見逃すこと

になる。 

東南アジア新興国のこの 15 年間の成長率の推移は表－６のとおりである。これら 5 か

国はアジア金融危機直前の 1996 年には世界でも最も成長の高いグループであったが、

1998 年には一転して 5 か国平均の成長率が－8.3％に落ち込み、2000 年代の危機からの回

復の過程では概ね他の開発途上地域と同じ程度の成長が続いていた。再び世界で最も成長

の高い地域となるのは 2010 年以降であるが18、それまでの期間に進められた構造改革によ

り経済のファンダメンタルズが大きく改善したことがその背景にある。そして、そのこと

は東南アジア新興国の経済成長が、かなりの程度に強靭でサステナブルであることを示唆

しているように思われるのである。 

表－６ 世界の主要地域別の GDP 成長率の推移(％) 

 

                                                   
18 表中の「発展途上アジア」には中国が含まれる。発展途上アジアが 1996 年から一貫し

て他地域に比べて高い成長率が続いている理由は、中国の高成長が継続していることによ

るところが大きい。  

国分類 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

世界 3.8 4.1 2.6 3.6 4.8 2.3 2.9 3.7 5.0 4.6 5.3 5.4 2.8 -0.6 5.2 4.0 3.2

先進国 3.0 3.5 2.6 3.6 4.1 1.5 1.7 2.0 3.1 2.6 3.0 2.8 0.1 -3.5 3.0 1.6 1.2

新興国・開発途上国 5.1 5.2 2.6 3.6 5.9 3.7 4.7 6.3 7.7 7.3 8.3 8.8 6.1 2.7 7.6 6.4 5.1

中東欧 5.1 4.8 3.0 0.2 5.1 0.2 4.3 4.8 7.3 5.9 6.4 5.4 3.1 -3.6 4.6 5.2 1.6

旧ソ連移行国 -3.7 1.4 -3.7 5.3 9.2 6.1 5.2 7.7 8.1 6.7 8.8 8.9 5.3 -6.4 4.9 4.8 3.4

発展途上アジア 8.5 6.6 3.6 6.4 7.0 5.9 7.0 8.3 8.6 9.5 10.4 11.6 7.9 6.9 10.0 8.1 6.6

ASEAN-5 7.5 4.0 -8.3 3.1 5.3 3.0 4.9 5.8 6.1 5.5 5.6 6.3 4.8 1.7 7.0 4.5 6.1

ラ米・カリブ 3.5 5.4 2.4 0.4 3.9 0.4 0.4 2.1 6.0 4.7 5.7 5.8 4.2 -1.5 6.1 4.6 3.0

中東、北ア（注） 5.3 4.3 4.1 2.6 5.5 2.9 3.8 7.2 8.0 6.1 6.7 6.3 5.0 2.9 5.3 3.9 4.7

中東、北アフリカ 5.1 4.6 4.2 2.4 5.7 3.0 3.9 7.6 8.1 5.8 6.8 6.2 5.2 3.0 5.5 4.0 4.8

サブサハラアフリカ 5.5 3.7 2.4 2.6 3.6 4.9 7.1 4.8 7.0 6.2 6.4 7.0 5.6 2.7 5.4 5.3 4.8

（注）上段はアフガニスタン・パキスタンを含む実績
出所：IMF, World Economic Outlook Database, April 2013より
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それぞれの国の GDP 成長率の推移は表－７のとおりである。アジア金融危機以降のパ

ターンは、ベトナムとそれ以外に大別される。ベトナムではリーマンショック時も含めて

一貫して高い成長率が継続している。但し、2012 年の成長率は 5.03％に下がっており、

それは 1999 年以来の低い数字であることに留意が必要である。他の 4 か国は概ね 2002～

2004 年のどこかの時点で危機の影響から回復し 5％を超える成長率が継続するようにな

っている。2008 年にリーマンショックが起きると外需への依存が大きいタイ・マレーシア

とそうでないインドネシア・フィリピンでは影響の深刻さに差が生じる。この差は危機か

ら 10 年を経て、これらの国々の間で経済構造の違いがより鮮明になってきていることを

示唆している（次節でその点に触れる）。タイとマレーシアは 10 年ぶりにマイナス成長

を経験する（タイは大洪水の影響を受けた 2011 年もゼロ成長）。インドネシアは落ち込

んだものの 4.6％の成長率で 2009 年を乗り切っている。  

表－７ 東南アジア新興国の GDP 成長率(％) 

 

注：2012 年は推計値、ベトナムのみ 2011 年も推計値  

次に、各国において何がアジア金融危機以降の経済成長を牽引してきたのかを確認する。

その中心の一つは製造業である。1985 年のプラザ合意以降、日本企業が先導役となって中

国を含む東アジア域内への外国投資が増加する。そして、東南アジア地域に対する直接投

資は近年は更に伸びが著しいのである。東南アジア全体に対する日本からの投資額は、

2000～02 年の期間に年平均 27 億ドルであった水準から 2010～12 年の期間は年平均 131

億ドルに急増している。こうした動きにより東アジア地域全体に構築されたサプライチェ

ーンは更に強固なものとなってきている。東アジア域内における貿易の 32％は既に中間財

貿易であるが、これは EU（16%）や NAFTA（17%）と比べはるかに高い比率である。ま

た、東南アジア新興国にとって一番大きな中間財貿易の相手先は、日本でも中国でもなく

域内国である。それほどに域内の製造業サプライチェーンは強固になっている。これらの

数字からだけでも、現在、いかに製造業の域内統合が進んできているのかがわかる。こう

した域内全体の状況の中でも、とりわけタイとベトナムでは輸出を目的とする製造業の経

　 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

インドネシア 7.64 4.70 -13.13 0.79 4.92 3.64 4.50 4.78 5.03 5.69 5.50 6.35 6.01 4.63 6.22 6.49 6.23

フィリピン 5.85 5.19 -0.58 3.08 4.41 2.89 3.65 4.97 6.70 4.78 5.24 6.62 4.15 1.15 7.63 3.91 6.59

タイ 5.90 -1.37 -10.51 4.45 4.75 2.17 5.32 7.14 6.34 4.60 5.09 5.04 2.48 -2.33 7.81 0.08 6.43

マレーシア 10.00 7.32 -7.36 6.14 8.86 0.52 5.39 5.79 6.78 5.33 5.58 6.30 4.83 -1.51 7.15 5.08 5.61

ベトナム 9.34 8.15 5.76 4.77 6.79 6.89 7.08 7.34 7.79 8.44 8.23 8.46 6.31 5.32 6.78 5.96 5.03

出所：IMF, World Economic Outlook Database, April 2013より
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済成長に占める役割が大きい。各国の分野別の成長率を見ると、表－８から明らかなよう

にタイとベトナムでは製造業の成長率が多くの年で他の分野のそれを上回っていた。 

しかしながら、必ずしも全ての東南アジア新興国で製造業が成長の最大のエンジンであ

ったわけではない。インドネシアでは逆に 2001 年から一貫して鉱工業の成長率は全体の

成長率より低く、サービス部門が経済成長を牽引していた。フィリピンもほぼ同様の構造

である（但し、2008 年及び 2010 年には鉱工業が全体の成長率より高くなっている）。マ

レーシアは 2004 年までは鉱工業が全体の成長率を上回っていたが、2005 年以降は逆転し

ており、成長のエンジンが変化している可能性がある。それぞれの国の詳細は次項以降で

触れるが、これら 3 か国では資源価格の高騰や海外労働者の送金の増加という、製造業の

輸出に代わる外貨獲得源に対する追い風があり、それが消費を下支えし経済成長を後押し

しているような事情がある。大胆に分類すれば、外貨収入に裏打ちされた内需が経済を牽

引するインドネシア・フィリピンと製造業輸出が経済を牽引するタイ・ベトナムという図

式になる。 

表－８ 東南アジア新興国の分野別 GDP 成長率の推移(％) 

 

 

生産性の動向について 

成長率を決める要素は、生産関数に従って分解すれば投資と雇用の大きさと経済の生産

性である。そのうちの生産性について、近年の東南アジア新興国では必ずしも望ましい方

向に向かっていないという見方がある。世界銀行は半期ごとに発表している経済アップデ

 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

Indonesia GDP 7.8 4.7 -13.1 0.8 4.9 3.6 4.5 4.8 5.0 5.7 5.5 6.3 6.0 4.6 6.2 6.5

Agriculture 3.1 1.0 -1.3 2.2 1.9 3.3 3.4 3.8 2.8 2.7 3.4 3.5 4.8 4.0 3.0 3.0

Industry 10.7 5.2 -14.0 2.0 5.9 2.7 4.3 3.8 3.9 4.7 4.5 4.7 3.7 3.5 4.9 5.3

Services 6.8 5.6 -16.5 -1.0 5.2 4.9 5.2 6.4 7.1 7.9 7.3 9.0 8.7 5.7 8.4 8.5

Philippines GDP 5.9 5.2 -0.6 3.1 4.4 2.9 3.6 5.0 6.7 4.8 5.2 6.6 4.2 1.1 7.6 3.9

Agriculture 3.8 3.1 -7.0 9.6 3.4 3.4 3.3 4.7 4.3 2.2 3.6 4.7 3.2 -0.7 -0.2 2.7

Industry 6.4 6.1 -2.7 -1.5 6.5 1.0 2.9 4.3 5.2 4.2 4.6 5.8 4.8 -1.9 11.6 2.3

Services 6.4 5.4 2.8 4.5 3.3 4.0 4.2 5.5 8.3 5.8 6.0 7.6 4.0 3.4 7.2 5.1

Thailand GDP 5.7 -2.8 -7.7 4.6 4.5 3.4 6.2 7.2 6.3 4.2 4.9 5.4 1.6 -1.1 7.5 0.1

Agriculture 5.3 -0.5 0.7 4.8 6.8 3.1 0.1 11.9 -1.1 -0.1 3.9 1.9 2.9 -0.9 -2.5 4.1

Industry 6.7 -4.0 -11.3 6.7 2.7 2.3 8.4 9.0 7.2 5.2 5.1 6.6 2.0 -1.7 10.8 -3.9

Services 4.9 -2.2 -6.5 3.0 5.3 4.2 5.7 5.1 7.0 4.2 5.0 5.3 1.1 -0.8 7.1 3.8

Malaysia GDP 10.0 7.3 -7.4 6.1 8.9 0.5 5.4 5.8 6.8 5.3 5.6 6.5 4.8 -1.6 7.2 5.1

Agriculture 4.5 0.7 -2.8 0.5 6.1 -0.2 2.9 6.0 4.7 2.6 5.8 1.4 3.8 0.6 2.4 5.9

Industry 14.4 7.5 -10.6 8.8 13.6 -2.6 4.2 7.5 7.3 3.6 4.5 3.0 0.8 -5.6 7.0 2.7

Services 8.9 11.1 -1.1 4.4 6.0 4.1 5.8 4.2 6.4 7.3 7.3 10.4 8.9 2.9 7.2 7.2

Vietnam GDP 9.3 8.2 5.8 4.8 6.8 6.9 7.1 7.3 7.8 8.4 8.2 8.5 6.3 5.3 6.8 5.9

Agriculture 4.8 4.3 3.5 5.2 4.6 3.0 4.2 3.6 4.4 4.0 3.7 3.8 4.7 1.8 2.8 4.0

Industry 13.6 12.6 8.3 7.7 10.1 10.4 9.5 10.5 10.2 10.7 10.4 10.2 6.0 5.5 7.7 5.5

Services 9.8 7.1 5.1 2.3 5.3 6.1 6.5 6.5 7.3 8.5 8.3 8.9 7.4 6.6 7.5 7.0

(出所）ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2012より作成
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ートにおいて、近年は毎回この問題を取り上げている。彼らの分析によれば全要素生産性

（Total Factor Productivity: TFP）の伸びは 5 か国全てにおいて、2000 年代半ば以降、停

滞もしくは低下している（付図－１２参照）。その要因について世界銀行は以下のように

分析している19。 

第 1 に、アジア金融危機以降の期間を通じて農村部から都市部への労働シフトが起こる

ことで TFP は改善してきたが、近年は労働のシフト以上に人的資源の質の改善が重要な局

面に移り始めている。例えば、インドネシアにおいては未だ製造業への職業転換が所得変

化の最大の要因であるが、タイでは既に農村部の所得の向上が見られているとする（それ

が貧困率改善の最も大きな要因となっている）。第 2 に、TFP を改善する大きな原動力で

あるイノベーションが更に必要であるとしている。企業においてイノベーションが起こる

ためには教育への投資が必要である。制度・ビジネス環境の改善も必要であり、例えば R&D

が生まれやすいような規制の改革やファイナンスの構築、国際的技術へのアクセスの向上、

インフラ整備、イノベーションが起きる都市部環境の整備、ガバナンスの改善などが必要

であるとしている。この中でインフラの不足は繰り返し強調されている（インフラ投資が

不足するようになった理由はアジア金融危機後の財政の構造改革と密接に関係があるのだ

が、それについては次節以降で明らかにしていく）。その結果として投資の絶対水準も、

現在の 4 か国の固定資本投資の対 GDP 比は、世界の中所得国の平均（2000～2011 年）を

下回っている（世界平均 27.6％に対して、フィリピン 20.4％、マレーシア 23％、タイ 26％、

インドネシア 26.3％）。世界銀行は過去半世紀の東アジア途上国の発展の凡そ 1/3 は人口

ボーナスに起因するものであると述べている。今後、これらの国の中において高齢化が進

展していくことを考えると、投資額そのものを大きくしていくことと生産性を改善させて

いくことが共に重要であり、そのための政策提言を近年、数多く行っている。それは教育

を通じた人的資源の向上、女性の活用、ビジネス環境整備、公共投資の改善、防災等の多

岐に亘る分野に及んでいるのである。 

 

外貨準備の動き 

アジア金融危機の当時、各国は十分な外貨準備を有しておらず、そのことが海外からの

短期資金流出の際に自国通貨の信認を保てなかった一因である。このため対外債務を減ら

                                                   
19 世銀による分析は World Bank（2011a、2011b、2012a、2012b、2013）から筆者が

要約したものである。  
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しつつ、充分な水準の外貨準備を維持することは 2000 年代における東南アジア新興国の

経済運営において共通して目指されていたことの一つであった。前述したような製造業の

成長に伴う輸出の増加、あるいは資源価格の高騰や海外労働者送金の増加は各国における

外貨準備を増加させている。図－３１で明らかなように、ベトナムを除く 4 か国において

1990 年代と比較すると外貨準備は大幅に増加し、これら 4 か国では一般的な目安とされ

る輸入の 3 ヶ月分という水準をはるかに超える外貨準備高となっている20。 

図－３１ 東南アジア新興国の外貨準備の推移 

 

2013 年 5 月の米国 FRB 議長の発言により米国の量的金融緩和の終わりが予測されるよ

うになると、東南アジア新興国でも為替の下落の動きが見られるなど、今後の経済見通し

への懸念が広がる。特には 2012 年から経常収支が赤字を示すようになったインドネシア

経済の先行き、為替がドルに実質的に連動しているベトナムの輸出減退などが心配されて

いる。しかし、これまでのところマーケットやシンクタンクなどからはアジア金融危機の

再燃を懸念するような声は聞こえてこない。これは上記の外貨準備の数字に表わされるよ

うに主要な経済指標の改善がその背景にある。以下の節ではそれぞれの国の概況と 2000

年代の構造改善についてレビューを行う。  

 

                                                   
20 インドネシア 7.44 か月分、マレーシア 7.64、フィリピン 10.84、タイ 9.18、ベトナム

1.86（ADB、Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より計算、ベトナムのみ 2010

年、他の 4 か国は 2011 年時点での数字）  
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出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012より作成 
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４．２ 各国の状況 

インドネシア 

インドネシアはアジア金融危機による影響が長く残り、経済回復に最も長い年月を要し

た。2003 年に IMF プログラムが終了し、2004 年以降は 5％を超える成長が継続するよう

になるが、それでもしばらくの間、頻発したテロによる不安やスマトラ沖地震などの災害、

鳥インフルエンザの発生などが重なり外国投資はなかなか伸びなかった。分野別に成長率

を見るとサービス部門の伸びが特に大きく、その中では金額的には商業部門が大きい。そ

れに続く金融と輸送は成長が著しく全体の成長率を大きく上回って伸びている。製造業の

伸びは全体を下回っており、GDP に占めるシェアはこの 10 年間で 2％も縮小するなど長

期的に停滞している（付表－５参照）。 

輸出は毎年 1 割ずつ増加しており、資源輸出が全体の約４割を占めている。主な輸出品

は石炭、ガス、パーム油、原油、銅、ゴムで、これら 5 品目の国際価格の推移を表わした

ものが図－３２である。2000 年と比較するとピークの 2008 年頃には全体的には約 6 倍に

まで上がっており、インドネシアの輸出が好調である大きな要因が資源価格の高騰にあっ

たことがよくわかる。反対に製造業輸出の主力商品のシェアは大きく減少している。 

図－３２ インドネシアの輸出品目に関する資源価格の推移  

 

出所：World Bank(2012),”Indonesia Economic Quarterly December 2012” (http://www.worldbank.org/ 

content/dam/ Worldbank/document/IEQ-presentation-Dec-2012-en.pdf)より抜粋  

貿易収支の推移を詳しく見ると図－３３のとおりである。項目別には天然ガス等の鉱物

性燃料が以前から最大の輸出品目で変わりはないが、2000 年時点でこれに次ぐ電気機器

http://www.worldbank.org/
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（10.4％）が 2010 年には 6.6％へ減少した。同様に衣類（7.3％から 4.1％へ）、機械（6.2％

から 3.2％へ）、木材・木製品（5.9％から 1.9％へ）も減少し、その結果 4 品目の構成比は

10 年間で合計 14.1％も下がっている。これらに代わって台頭しているのが資源関連品目

である。油脂（2.8％から 10.3％へ）、鉄鉱石をはじめとした鉱石（2.7％から 5.2％へ）、

ゴム製品（2.2％から 5.9％へ）、銅・銅製品（0.7％から 2.1％へ）だけで、構成比は 15.2％

上昇している。但し、製造業輸出の中でも自動車・二輪車及び関連部品が含まれる輸送機

器・部品は、輸出品目順位が 22 位（0.8％）から 11 位（1.8％）へと大きく上がっている。

今後のサプライチェーンへの更なる強い統合の方向性を表わす数字として注目されるとこ

ろである。 

図－３３ インドネシアの貿易収支の推移

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

2000 年代の半ばまでは GDP に占める消費の割合は 70％近くに達しており、東南アジア

新興国の中ではフィリピンに次いで高かった。投資に関しては、2000 年代半ばまでには対

GDP 比 24～25％と停滞していた資本形成が 2007 年頃から上昇し始め、2009 年からは

30％を超えるようになった。これは東南アジア新興国ではベトナムに次ぐ高い数字である。

低迷していた投資に増加が見られているのは良い兆候であり、それが効率的に行われるな

らば、今後のインドネシア経済の持続的な発展につながる可能性が高まるものと思われる。

しかし、後述するように投資環境に未だ課題は大きい。財政再建を優先し開発支出を長年

にわたり抑制してきたためインフラ整備は遅れ、投資を呼び込む上でのボトルネックとな

っている。前述のとおり投資の生産性にも負の影響を与えているのである。  
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表－９ インドネシアの中央政府財政の推移 

（名目値、単位 :兆ルピア）  

  2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

歳入  205 301 300 341 403 495 638 708 982 849 995 

 経常歳入  205 301 300 341 403 494 636 706 979 847 992 

  税収  116 186 211 242 281 347 409 491 659 620 723 

  その他収入  89 115 89 99 123 147 227 215 321 227 269 

 贈与受取    1 0 1 0 1 2 2 2 2 3 

歳出  220 342 328 377 427 510 667 758 986 937 1042 

   経常歳出  177 219 189 307 366 477 612 693 913 862 962 

   資本支出  43 123 139 69 62 33 55 64 73 76 80 

財政収支  -15 -41 -28 -35 -24 -14 -29 -50 -4 -89 -47 

(ファイナンス）                       

  国内借入  19 30 21 35 52 21 56 69 103 128 96 

  対外借入  10 10 7 1 -28 -10 -27 -27 -18 -16 -5 

  現金繰り入れ -14   0 0   3 0 7 -80 -24 -45 

財政赤字対 GDP 比 % -1.1 -2.5 -1.5 -1.7 -1.0 -0.5 -0.9 -1.3 -0.1 -1.6 -0.7 

出所：  ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

財政を概観すると 2000 年代を通じて赤字幅は小さく抑えられている（表－９参照）。

財政の赤字は対 GDP 比で平均 1.3％と健全な水準で推移している。アジア金融危機後に再

建を進める方策として、政府は銀行の破たん処理のために巨額の国債を発行する。それま

でのインドネシアは、財政赤字のファイナンスの全てを援助を中心とする海外からの借入

により賄っていたので、このことは財政運営上の大きな転換点になった。アジア金融危機

時に銀行への公的資本注入を目的として、GDP の 52％にも達する期限 5 年前後の資本注

入国債が発行されると、そのわずか 2 年後の 2000 年には国債残高は対 GDP 比 133％にま

で跳ね上がる。そして皮肉にもこれを契機に国内の債券市場は形成されていくのである。

また、多額の短期資金の流出が危機の直接的原因であったことから対外債務には特に慎重

になる。このような背景により、財政赤字のファイナンスは国内借入を中心とする資金調

達に大きく方向転換し、対外借入は控えられてネットでは 2004 年以降、マイナスが続く

ようになる。歳入の動きと連動して 2000 年代を通じて歳出は抑制的に推移する。ほとん

どの年で歳出の対 GDP 比は 20％を超えておらず、支出項目の中では 1990 年代に比べる

と資本支出が特に大きく抑制されるようになる。この結果、インフラ整備の遅れは深刻に
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なる。期待した民間資金の動員も進まなかったため、2000 年代後半には投資環境の最大の

障害となっていることは前述のとおりである21。 

インドネシアではアジア金融危機後、大きな経済の構造改革が進んだ。筆者は、それを

大きな 3 つの原動力によるものと考えている。第 1 に民主化という政治の変革、第 2 にア

ジア金融危機のようなショックを再び起こさない構造を構築しようとする政府の意思、第

3 は経済のグローバル化の影響である。それぞれを原動力にして何が起こったのかを以下

に整理する。 

第 1 の点について、スハルト政権の崩壊を契機に民主化が進む。世界最大の人口を対象

とする大統領の直接選挙が行われ、地方への分権が大規模に進展し地方へ権限が委譲され

る。紛争の絶えなかったアチェでは和平が実現する。これらは国民の民主化を求める声を

背景としたものである。このような政治の動きに呼応して、経済においても地方の役割を

高める方向へ改革が推し進められた。そこでは当然、より大きな地方への財政の委譲も含

まれることになる。また、大衆の声がより直接的に政治に反映されるようになったことは、

貧困対策や経済的弱者への補助金などがより重要な政治的課題として扱われるようになっ

たことを意味した。このことは同時にポピュリズム的な政策が採用されるリスクが高まる

ことでもある。例えば、財政支出の 4 割近くにも達する電力やエネルギーへの補助金につ

いて、これを削減しようとする議論が政府内で高まるたびに大規模な反対デモが発生し、

その結果、なかなか改訂できなかったことはその一つの表われであろう。  

第 2 の点について、強靭な経済構造作りを進めるという意思の下、直接的な金融監督の

強化などに加えて、財政運営上でもはっきりとした方向が窺われる。アジア金融危機以降、

財政の再建と債務問題の解決はインドネシア経済の最大のテーマの一つであった。このた

め前述のとおり資本支出を大きく抑制し、ファイナンスにあたっては、全体の債務を縮減

するだけでなく国内からの資金調達を増やしていく方向性へと大きく舵が切られる。この

間、税収の対 GDP 比は大きく変化していないので、基本的には歳出側をコントロールす

ることで 2000 年代の財政構造を変えてきたと言える。  

第 3 の点について、東アジアのサプライチェーンの一員としてグローバルな需要を成長

に取り込んでいくことは高成長を実現するために欠かすことができない。インドネシアの

                                                   
21 例えば『ジェトロ世界貿易投資報告 2013 年版』では日本企業への投資アンケートの結

果、インフラの未整備が最大（全体の 36.4％）のビジネス上のリスクとされており、その

数字は 2007 年の結果よりも悪化していることを紹介している。  
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ように大きな人口を抱える国にとっては、雇用の創出という観点からも製造業の育成は重

要である。そのためには外国投資が必要であり、実際にインドネシアにおいても多くの投

資環境改善のための制度変更やインセンティブの付与が行われてきた。しかし、インドネ

シアには資源収入という強力な外貨獲得セクターがある。大きな国内市場もある。近年の

成長を支えているのは資源輸出と国内消費であり、その存在がリーマンショックの影響を

小さくしたと考えられてもいる。こうした事情から、タイやベトナムのように製造業輸出

のための外国投資が死活的に重要である国とは、自ずと外国投資への切迫感は異なってい

たように思われる。投資環境には、例えば投資のネガティブリストを始めとする規制的な

側面が依然として残っている。投資環境を示す世界銀行による Doing Business 指標では、

2006 年の 131 位（175 か国中）から 2013 年度は 128 位（185 か国中）となるなど、相対

的には良くなっていると言えない。投資の促進については未だ途上であり、先に紹介した

自動車部品などの分野で見られるサプライチェーンへの統合の動きが、今後どのように展

開していくのかが注目されるところである。  

 

フィリピン 

フィリピンは、かつてはアジア全体で見ても最も豊かな国の一つであったが、次第に周

辺諸国に追い抜かれていく。大土地所有や財閥を中心とする経済構造の弊害、治安の悪さ、

多発する災害など、その要因は様々に挙げられているが、1980 年代後半以降に日本などか

らの外国投資が大きく伸びなかったことは、他の東南アジア新興国との決定的な違いとし

て重要である。製造業の育成は大きく遅れたまま、現在に至るまでの期間、東アジアのサ

プライチェーンの中で重要な地位を築けていない。 

アジア金融危機後、フィリピンでも不安定な時期が続くが、2003 年頃からは経済成長率

が安定的に 5％を超えて推移するようになる。経済成長を牽引したのは消費である。GDP

に占める民間消費の比率は常に 7 割を超えており周辺国と比較して一貫して高く、フィリ

ピン経済の最大の特徴となっている。この高い水準の消費は海外からの労働者（Overseas 

Filipino Worker: OFW）送金に支えられている。OFW 送金は 2000 年代を通じて一貫して

増え続けており、その規模は現在、200 億ドルを超えているとも言われ、移転収支の黒字

は貿易収支の赤字を大きく補って余りある規模となっている。フィリピンの輸出は FOB

ベースでは 2011 年で 480 億ドル程度であるから、外貨獲得手段として OFW 送金が如何
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に大きい数字であるかがよくわかる22（図－３４参照）。リーマンショック時にも先進国

の景気後退をよそに OFW 送金は増え続け、現在 OFW の規模は 1 千万人とも言われてい

る。フィリピンにおける OFW 送金は、インドネシアにおける資源価格の高騰と似通った

効果を与えている。マクロ的には、「資源の罠」「オランダ病」を招くリスクがあるが、

短期的には消費を浮揚させて景気を下支えしている。問題はむしろそのような消費の好調

さが国内製造業などの成長に必ずしも波及していない点である。  

図－３４ フィリピンの経常収支の推移  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

OFW 送金に支えられた消費の底堅さに加えて、2000 年代後半にはマクロの指標と財政が

改善する。手堅い経済運営によりインフレも抑制され、経済の好調さは継続している。BPO

産業（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）はインドに肩を並べ、その中でコールセ

ンター部門はインドを凌駕するまでに育つ。高齢化が始まっている東南アジアの国々をよ

そに、若年層が多く人口の伸びが東南アジアで最も高いことも相俟って将来の成長が期待

されている。こうした好材料によりフィリピン国債は投資適格に格上げされ、株式市場も

2013 年には連続して最高値を更新した。他方で外国投資は 1990 年代から 2000 年代後半

に至るまで周辺国に比べると一貫して低位の水準で推移している。先に見たように製造業

の成長率は全体の成長率を下回っており育成は進んでいない。輸出産業は電子部品が主力

であるが、全体の輸出額は人口が同規模のベトナムの半分ほどの規模でしかない（しかも

ベトナムの一人当たり所得はフィリピンの 1/2 程度である）。電子部品についても国内の

                                                   
22 OFW からの送金は、1990 年代は輸出額の 1 割に満たない規模であった。2000 年代を

通じて急速に国民経済に占める比重は大きくなってきている。  
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裾野産業は育っておらず、輸出の拡大がそれほど国内産業に波及していない 23。それでも

経済の好調さや国内消費の拡大、あるいはチャイナリスクの高まりやタイの労賃上昇など

の要因もあって、2011 年頃より日本企業による投資に増加の兆しが見え始めている。  

財政に目を転じると、2002 年に対 GDP 比 5％であった財政赤字は、その後の VAT 税率

引き上げや歳出削減努力により徐々に改善し、2007 年と 2008 年には 1％を下回るまでに

改善している。2009 年と 2010 年はリーマンショックに対する景気浮揚策のため赤字幅が

3％となったが、2011 年に再び 2％に低下するなど財政の運営状況は良好である。公的債

務の状況も改善し、2001 年のピーク時には対 GDP 比で 74％あった公的債務残高は、2010

年には 36.2％に半減した。債務の内訳も変化し 1997 年には 23.3％あった短期債務は 2010

年には 8.7％にまで低下している。借入先については表－１０に見られるように国内借入

と海外からの借入は不規則に増減しており、インドネシアにおける国内借入へのシフトの

ような一方向への強い動きは見られていない。 

表－１０ フィリピンの中央政府財政の推移  

（名目値、単位：10 億ペソ）  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

フィリピンは、アジア金融危機ではインドネシアやタイほどの大きな影響を受けなかっ

た。しかし筆者は、インドネシア程に明確ではないものの、かなり似通った構造の変革が

                                                   
23 試みに投入産出(IO)表を活用して計算を行った。2006 年の IO 表からフィリピンにお

ける輸出の生産誘発効果と影響力係数を計算し、タイの 2005 年のそれと比較した。その
結果、フィリピンが 1.577 であるのに対してタイは 1.620 であったことから、フィリピン
においては輸出の増加がタイよりも国内の生産の増加に結びつきにくいことが確認できた。
また影響力係数を計算したところ、輸出の主力である電子部品は 0.6511 と全産業の中で最
も小さかった。即ち、原材料を輸入し加工の上、部品輸出を行っている構造上、フィリピ
ンの電子部品部門が国内の生産に及ぼす影響は小さいことが IO 表からも確認された。 

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

歳入 410 470 462 478 513 565 577 639 707 816 979 1,136 1,203 1,123 1,208 1,360

　経常歳入 404 461 460 474 509 564 577 638 706 814 974 1,046 1,171 1,122 1,207 1,359

　　税収 368 412 417 432 460 494 508 550 605 706 860 933 1,049 982 1,094 1,202

　　その他収入 36 49 44 42 49 71 69 88 101 108 114 113 122 140 113 157

　　資本受取 6 9 2 4 5 1 1 1 0 2 6 91 31 1 1 1

　贈与 1 2 0 0 1 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

歳出 403 469 512 587 646 711 787 834 888 961 1,044 1,139 1,257 1,417 1,513 1,540

　貸付(ネット） 1 1 0 3 3 4 3 6 6 2 0 10 14 5 9 18

財政収支 6 2 -50 -112 -134 -147 -211 -200 -187 -147 -65 -12 -68 -299 -314 -198

（借入）

　　国内 49 -20 77 99 119 152 155 143 161 143 -11 43 169 77 219 64

　　海外 -6 -7 12 83 84 23 109 144 81 93 121 56 -9 152 133 51

　　現金繰入 -50 26 -39 -70 -70 -28 -53 -87 -55 -89 -45 -87 -92 69 -37 82
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危機以降にあったと考えている。先にインドネシアにおいて構造改革の原動力を、政治の

変革、危機に強い構造作り、経済のグローバル化という３つのキーワードで表わした。フ

ィリピンの文脈では、政治にはそれほど大きな変革はなかった、しかし危機に強い構造作

りは相当程度に進展し、その内容はほぼインドネシアと同じであった。また、グローバル

化の影響はサプライチェーンの深化による投資の拡大という形ではなく、海外労働者の増

加とそれによる送金の拡大という形でフィリピン経済に大きな影響を与えた。 

３つのキーワードのそれぞれについて簡単に触れる。政治面では改革と呼べるような動

きは見られなかったが、それはフィリピンでは、既に 1986 年にマルコス政権の崩壊によ

り開発独裁からの変革を経験していたからである。その流れを受けて分権化も 1990 年代

初頭から開始されていた（後述するように税の移管が行われていないなど未だ道は半ばで

ある）。しかし 2000 年代半ばには左派の活動家の政治的殺害に対して国連から調査団が

派遣されるなど、ガバナンスへの懸念は依然として強く残っていた。これに対して 2010

年に誕生したアキノ政権は、クリーンなガバナンスにより国民の評価が高く、更には長年

の懸案であったミンダナオ紛争も和平の基本合意を実現している。ガバナンス面での変革

も今後期待されるところである。 

次に、フィリピン経済が特に好調となった時期はまさにアキノ政権が誕生した時期と重

なっているが、無論のこと 2010 年に突然経済が良くなったわけではなく、それ以前に進

められた経済・財政政策によるところが大きい。振り返れば経済・財政的にはアジア金融

危機の直接的影響はそれほど強くはなかったものの、財政の赤字は 1990 年代終わりから

拡大し、2004 年になって当時のアロヨ大統領が財政危機宣言を出すほどにまで悪化してい

た。その大きな要因は、アジア金融危機による税収の伸び悩みと政府公社の債務の問題に

あった。この苦境からの脱却を試みる中で危機に強い財政作りが政府の大きなアジェンダ

となったのである。この点が２番目のキーワードの中心である。税収の回復と対外債務の

縮減（政府公社の借入は海外からのものが大きい）は、危機に強い財政作りの中心的課題

となった。その中で歳出は抑えられ、特に資本支出が抑制された。インフラは民間部門に

参画を求めた。これらの動きはインドネシアと全く同じであった。 

第 3 のグローバル化の影響について、外国投資の動きはインドネシアと事情が似ている。

輸出の国民経済に占める役割が小さく、アジアのサプライチェーンへの統合が遅れている

フィリピンでは、タイやベトナム程に外国投資に依存する割合が高くはなかった。他方で

グローバル化のもう一つの側面としてフィリピン人の海外労働者が拡大し OFW 送金が増
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加する。そして流入する送金に支えられた高い消費は、成長における製造業振興の必要性

に対する切迫感を減じているように思われる。このため投資環境の改善は未だ遅れており、

前述の Doing Business 指標を見るならば、2013 年は 138 位とベトナム（99 位）と比べ

て低く、2006 年の 121 位からむしろ順位を下げている。しかし大きな人口と高い人口増

加率を抱えるため若年層の雇用創出の必要性が高いこと、高度成長の達成のためにはグロ

ーバルな需要を取り込んでいくことが必要であり、そのためには東アジアのサプライチェ

ーンにおける位置付けを高め輸出産業を育成することが重要であることもインドネシアと

同じである。  

 

タイ 

 タイはインドネシアと並んでアジア金融危機で最も大きな影響を受けた国である。一人

当たり GDP は 2000 年代半ばになるまで危機以前の水準に戻らなかった。しかし製造業輸

出が経済を牽引する形で成長が継続し、現在のファンダメンタルズは良好である。  

図－３５ 東南アジア新興国に対する外国投資の推移  

 

出所：Open Government Data Kit, Data, World Bank より作成  

 タイでは 1980 年代半ばから日本を中心とした海外の直接投資が増加し、特にアジア金

融危機以降のほとんどの年で、東南アジア新興国の中では最大の外国投資の受取額を記録

しいる（図－３５参照）。外国投資が原動力となって工業化が進み、第 2 次産業のシェア

は一貫して高まった。第 2 次産業の中では電子、自動車の比率が高まり、繊維、衣類は低

下した。日本からの投資はタイの製造業の発展を牽引しており、全外国直接投資に占める

シェアは累積で 31.4％（2011 年末）と高い数字となっている（図－３６参照）。タイで
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は加工・組み立てを主体として製造業輸出を伸ばしてきたが、近年では裾野産業も発展し

てきている。例えば自動車産業を見ると、現在ではタイは世界第 10 位の自動車生産国で

あり、自動車生産の中に占める日本企業のシェアは 9 割に達しているが、部品の現地調達

比率は 7～9 割を超えるに至っている。  

図－３６ タイに対する日本からの外国投資の推移  

 

出所：Open Government Data Kit, Data, World Bank 及び JETRO ホームページより作成  

タイでは輸出の成長への寄与率が 74％と高い。その中心は工業製品であり輸出全体の 8

割を占めている。タイはアセアンにおけるサプライチェーンの中核をなしており、原材料

や資本財を輸入して加工・組立を行い、中間財として他国への輸出を行っている。但し、

部品を輸入して輸出を行う加工貿易であるため、貿易黒字額を見るとコメなどの一次産品

の方が大きな黒字を生み出している。  

財政を見ると、アジア金融危機の際に対 GDP 比 97％あった対外債務は 2 割前後にまで

縮減した（表－１１参照）。1999 年の財政赤字は対 GDP 比 9.6％に達していたが、大幅

に改善して 2003 年以降は安定している。2000 年代を通じた資本支出の抑制の動きはイン

ドネシアやフィリピンと同じである。そして財政の改善によりフィスカルスペースは回復

したため、リーマンショック時や 2011 年の大洪水時にも大規模な財政出動を行うことが

可能であった。国際収支、為替は安定的に推移しており、失業率は低くファンダメンタル

ズは強固なものとなっている。  
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表－１１ タイの中央政府財政の推移  

（名目値、単位：10 億バーツ）  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

今後の経済成長を制約しかねない要素として、IMF(2013)は、(a)経済の生産性の停滞

（TFP は低下）、(b)インフラの不足、(c)人口の高齢化を挙げている。2011 年にタイを襲

った大洪水の際にはその影響が心配されたが、回復は早かった。外国投資は引き続き堅調

であり、自動車を中心として投資の集積が既に進んでいることから、今後もサプライチェ

ーンの中心拠点となり続けると見られている。反面、外国投資の好調さは労働力不足を呼

び労賃の上昇を招いている。加えてタイ政府は、産業の高度化や国内地域格差の是正とい

う長期的な観点から 2012 年に大幅な最低賃金の切り上げを行った。賃金の上昇はタイの

コスト面での優位性を低下させ始めており、既にカンボジアなどの周辺国へ生産拠点を移

転する企業が出始めているのである。 

先に述べた 3 つのキーワードに関して、第 1 に政治面では、タイにおける 2000 年代の

改革は 2001 年に誕生したタクシン政権と切り離して考えることはできない。末廣 (2008)

は、タクシンの政策は、ともすれば地方部への社会政策をとりだしてポピュリスト的側面

が強調されているが、その本質は時代の波に乗り遅れないための国家改造計画であったと

している。第 2 に経済・財政構造の面では、財政における債務の縮減、インフラ整備にお

ける民間や政府公社の活用（従って政府の資本支出は抑制）、対外借入から国内資金への

資金ソースの転換などの方向性が打ち出されたが、これらはインドネシアやフィリピンと

似ている。即ち、タイの場合でも危機に強い構造への転換が進んだと言える。最後にグロ

ーバル化の下での外国投資の動きについては、改めて言及するまでもなく輸出を基盤とす

る成長はタイの競争力の源泉であり、既に確固たる基盤が構築されている。タイは、アセ

アンのサプライチェーンの中心にあり、カンボジアやミャンマー、ラオスなどの周辺諸国

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

歳入 854 849 732 713 748 834 872 1,046 1,169 1,321 1,430 1,489 1,653 1,502 1,804 2,023

　経常歳入 851 846 728 709 744 830 869 1,043 1,166 1,319 1,428 1,487 1,652 1,501 1,803 2,021

　　税収 771 754 642 613 651 687 764 898 1,024 1,161 1,275 1,321 1,461 1,321 1,568 1,800

　　その他収入 80 92 86 96 92 143 105 145 143 158 153 166 191 179 235 221

　　贈与受取 3 3 4 4 4 4 3 3 2 2 2 2 2 1 1 3

歳出 740 937 1,035 1,145 853 921 1,311 1,041 1,197 1,311 1,450 1,603 1,709 1,878 2,061 2,229

    経常歳出 502 604 758 921 657 750 1,155 921 1,084 1,146 1,293 1,462 1,584 1,698 1,826 1,971

    資本支出 238 333 277 223 196 171 156 120 112 166 157 141 125 179 234 258

財政収支 99 -105 -329 -457 -139 -137 -440 4 -28 10 -21 -114 -56 -376 -257 -206

国内借入 -102 95 257 405 73 114 501 30 46 56 71 199 96 380 265 215

対外借入 3 10 71 53 66 22 -61 -34 -18 -66 -51 -84 -41 -4 -9 -10

財政赤字対GDP比 2.1 -2.2 -7 -9.6 -2.8 -2.6 -7.6 0.1 -0.4 0.1 -0.2 -1.3 -0.6 -3.9 -2.4 -1.8



64 

 

と益々強く結びつくようになっている。人件費の高騰や高齢化という新たな状況の出現に

対して、中進国の罠を回避するための政策転換が果たして成就するのかは注目されるとこ

ろである。 

 

マレーシア 

アジア金融危機ではマレーシアも大きな影響を受けたが、よく知られるようにワシント

ン・コンセンサスに基づいた処方箋を受け入れることなく独自の対応で乗り切った。危機

時に財政緊縮を図り安定を模索したインドネシアやタイと異なり、積極的な財政出動を行

ったことが早期の安定と回復に結びついた。その後 2000 年代に入ってからも財政赤字幅

を対 GDP 比 5％超の大きさで推移させている。リーマンショック時には大きな財政出動を

行い、その年の赤字幅は 6.6％に及んだ。このような財政運営は東南アジア新興国の中で

異色である。但し、公的対外債務は図－３７で見られるようにアジア金融危機後もそれほ

ど高い水準となることはなく、近年は減少している。リーマンショック時に財政出動を行

ったことから債務の規模はやや増加するが、それでも債務残高の対 GDP 比は 35％にとど

まっている。 

図－３７ 東南アジア新興国の対外債務対 GDP 比の推移 

 

マレーシアはアセアン新興国の中では人口が小さく国内市場が小さい。このため外需依

存の大きい経済構造である。かつて輸出の中心は天然ゴム、パーム油、錫、原油等の天然

資源であった。現在でも資源品目輸出は全体の 1/4 を超え、財政収入を下支えしている。

1960 年代の一時期、輸入代替化が志向されるが、1970 年代から輸出志向の工業化政策が
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とられ、1980 年代後半には工業品の輸出が一次産品輸出を上回るようになった。このよう

な工業化を支えたのが日本を中心とする外国直接投資であったことはタイと同じである。

累積では全体の 25％が日本からの投資である。 

輸出を見ると現在では機械・輸送機器が輸出の 4 割強を占めており、その中では電子製

品のシェアが大きい。他方、同時に中間財を輸入しているため製造業全体の輸出入は均衡

している。貿易黒字を支えているのは天然資源であり、特に 2000 年代後半の資源価格の

高騰の恩恵により製造業に比べて伸び率が大きくなっている。貿易量が近年伸びている相

手国は中国である。中国との貿易構造は、資源部門が黒字、製造業部門は輸送機器では輸

入超過、繊維や金属原料は概して均衡している。 

マレーシアの財政に占める資本支出の割合はインドネシアやタイ、フィリピンに比べて

一貫して高い。資源収入をこのような形で投資に回しており大きな政府を選択しているこ

とは、これまでの 3 か国とは政府の役割に対する考え方が異なっていると言えるであろう。 

表－１２ マレーシアの中央政府財政の推移  

（名目値、単位：10 億リンギット）  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

マレーシアの財政の推移は表－１２のとおりである。既に述べたように支出に占める資

本支出の割合が高く、歳入面では資源関連収入の占める割合が大きい。ある程度大きな財

政赤字を容認しており、赤字のファイナンスは基本的には国内借入が中心である。マレー

シアは早くから資本市場の整備に熱心であり、加えてイスラム金融を積極的に推進してき

た。現在、世界のイスラム債券市場において最大のイスラム債の発行国となるに至ってい

る。その結果、国内の金融市場の規模は東南アジア新興国の中では特に大きくなっている。

例えば金融資産の対 GDP 比（2006 年）は 387％であるが、この規模はタイ（230％）、

　 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

歳入 58.3 65.7 56.7 58.7 61.9 79.6 83.5 92.6 99.4 106.3 123.5 139.9 159.8 158.6 159.7 185.4

　税収 47.3 53.6 45.3 45.3 47.2 61.5 66.9 64.9 72.1 80.6 86.6 95.2 112.9 106.5 109.5 134.9

　税外収入 11.0 12.1 11.4 13.3 14.7 18.1 16.7 27.7 27.3 25.7 36.9 44.7 46.9 52.1 50.1 50.5

歳出 56.5 59.1 61.7 68.2 81.6 98.0 103.8 113.5 118.8 125.0 142.7 160.5 195.4 206.1 202.9 227.9

　経常歳出 43.9 44.7 44.6 46.7 56.5 63.8 68.7 75.2 91.3 97.7 107.7 123.1 153.5 157.1 151.6 182.6

　資本支出 12.6 14.4 17.1 21.5 25.0 34.2 35.1 38.3 27.5 27.3 35.0 37.5 41.9 49.0 51.3 45.3

財政収支 1.8 6.6 -5.0 -9.5 -19.7 -18.4 -20.3 -20.9 -19.4 -18.7 -19.1 -20.7 -35.6 -47.4 -43.3 -42.5

国内借入 1.3 -2.0 11.0 5.4 12.7 13.4 6.1 23.3 25.7 12.7 17.8 25.8 35.7 56.9 36.5 45.1

対外借入 -2.2 -1.7 1.8 2.9 0.9 6.3 8.0 -3.7 0.1 -3.5 -3.1 -4.3 -0.5 -6.3 3.7 0.6

その他 0.5 0.1 0.0 0.2 0.0 0.0 0.1 0.0 0.5 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

財政赤字対GDP比(%) 0.7 2.4 -1.8 -3.2 -5.5 -5.2 -5.3 -5.0 -4.1 -3.4 -3.2 -3.1 -4.6 -6.7 -5.4 -4.8
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インドネシア（105％）、フィリピン（142％）などの周辺国だけでなく、韓国（308％）

などより大きい規模である。 

マレーシアは、これまで見てきた 3 か国とは多くの点で異なっている。アジア金融危機

において財政出動を重視した対応が良い結果をもたらしたとの認識もその背景にあるもの

と思われる。政府の資本支出はこれまでの 3 か国と比べると大きな水準で推移しており、

インフラ整備を過度に民間に期待しすぎていない。ファイナンスについては、国内の金融

市場の発展と大きさを背景に 2000 年代を通して所要資金のほとんどを国内借入で賄うよ

うな政策が採られている。 

 

ベトナム 

ベトナムは 1986 年にドイモイ政策を採択し市場化による経済改革をスタートさせる。

日本は西欧諸国に先駆けて 1992 年に本格的な ODA を再開する。1990 年代半ばからは外

国投資が拡大を始め、アジア金融危機後の数年間は停滞するが 2006 年から再び急増し始

める。近年ではタイやインドネシアと同水準の直接投資の流入が続くようになっている。  

図－３８ ベトナムの貿易収支の推移  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

ベトナムは 1990 年代前半からアセアンの中で最も高い経済成長を実現してきた。その

原動力は製造業の成長を背景とする高い輸出の伸びにある。貿易依存度（ (輸出＋輸入)／

GDP）は東南アジア新興国の中ではマレーシアに次いで高く、成長に占める外需の寄与率

が高い。図－３８のとおり GDP に占める輸出の割合は 1996 年には 24％であったが、外

国投資の受入により製造業が著しく拡大し、2011 年には約 8 割となるまでにその役割が
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大きくなっている。貿易収支は資本財や中間財の輸入が大きいことから赤字基調であるが、

これを直接投資と越僑からの送金が補う構造となっている。  

経常収支の赤字とインフレという、発展途上にある開発途上国に典型的に見られる現象

が続いている中でリーマンショックが発生する。インフレ率は図－３９のとおり著しく上

昇し、輸出も 2009 年度には前年比で減少を記録した。外国投資は停滞し外貨準備も大き

く落ち込んだため、政府は 2011 年 2 月にはインフレとマクロ経済の安定を目指す決議 11

号を国会で採択する。その後インフレは収まり経常収支は黒字に転換したものの、2012

年の成長率は 5.0％と 1999 年以来の低い数字となっている。 

図－３９ ベトナムのインフレ率の推移  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

財政ではインドネシアやフィリピンと異なり歳出に占める資本支出の割合が高い（表－

１３参照）。開発資金のニーズの大きさに比べて国内資金に制約があることから、政府は

援助による対外借入に積極的である。これはアジア金融危機までの先発アセアン 4 か国に

おいて見られた状況と類似している。つまり現在のベトナムは先発アセアン 4 か国の 1990

年代の開発の構図に近いと言うことができる。ベトナムに対する我が国の ODA の規模は、

現在ではインドに次いで大きく、過去東南アジア新興国に対する供与額の中でも最大であ

る。 

ベトナムはこれまで述べたようにアジア金融危機時にも 5％程度の成長を達成していた。

インドネシアやタイなどのように危機によって壊滅的な影響を受けたわけではないため、

これらの国のように危機回避を最重点とするような政策を展開する動機は強く働いていな

かったように思われる。現在は先発アセアンを追いかけている最中であり、国内のインフ

ラ建設を進め外国投資を招いて成長を図ろうとする右肩上がりのトレンドの中にいる。し
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かし公的部門の不良債権などの構造的な問題を抱えており、今後、これらが顕在化してく

る懸念がある。ベトナムにおける構造改革の動きは、むしろこれから本格的に強まってい

く可能性があるように思われる。その程度がどれほどのものとなるのか、他国での経験か

ら予防的な対応がとられ、ハードランディングを避けることができるるのかは注目される

ところである。  

表－１３ ベトナムの中央政府財政の推移  

（名目値、単位：10 億ドン）  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

 

第 4 章のまとめ 

2000 年代の産業別成長率の推移を見ると、タイとベトナムでは製造業が成長の原動力で

あったが、インドネシアとフィリピンでは事情は異なっていた。成長の源泉が輸出か国内

かを見るために民間消費と輸出の対 GDP 比（2011 年）を比較すると図－４０のようにな

るが、既に述べたようにタイ、ベトナム、マレーシアでは輸出の依存度が高く、インドネ

シアとフィリピンでは低い。インドネシアでは資源価格の高騰が、フィリピンでは OFW

送金の増加が内需による成長を下支えしていた24。原動力は違えどベトナムを除く 4 か国

において 2000 年代後半の経済の好調さを支えた理由に、アジア金融危機以降の構造改革

により経済のファンダメンタルズが改善したことが挙げられる。中でも財政の再建ぶりは

                                                   
24 図－40 ではインドネシアの GDP に占める消費の割合は 54.6％とそれほど高くない。し

かし 2000 年代前半は 7 割に近く、リーマンショックのあった 2009 年に 58.7％を記録す

るまでの 2000 年代は、一貫して 6 割を超えていた。  

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

歳入 60.5 65.4 73.0 78.5 90.7 103.9 121.7 158.1 198.6 238.7 289.2 336.3 434.8 466.3 559.2 674.5

　経常歳入 58.6 61.9 70.0 75.4 87.9 100.9 118.3 145.8 180.2 219.4 263.9 299.1 392.5 418.8 510.5 624.4

　　税収 52.3 55.5 59.6 66.8 79.5 91.7 106.2 127.9 155.6 191.7 236.3 268.6 363.0 373.2 481.3 586.2

　　税外収入 6.3 6.4 10.4 8.5 8.4 9.2 12.2 17.9 24.6 27.7 27.5 30.5 29.4 45.6 29.2 38.3

　　資本受取 0.3 0.8 0.8 0.8 0.8 1.0 1.1 9.3 15.5 15.5 17.4 31.2 32.9 39.6 43.2 44.6

贈与 1.5 2.6 2.1 2.4 2.0 2.0 2.3 3.0 2.9 3.8 7.9 6.0 9.4 7.9 5.5 5.5

歳出 62.9 77.6 78.8 91.9 109.6 121.0 134.1 171.4 197.5 247.7 276.2 347.5 424.9 531.7 648.6 738.8

　経常歳出 47.3 51.3 52.9 55.1 70.1 77.0 84.2 102.5 121.2 149.9 180.1 232.0 292.4 326.7 434.7 535.2

　資本支出 15.6 19.5 20.5 29.7 29.6 40.2 45.2 59.6 66.1 79.2 88.3 104.3 119.5 181.4 172.7 175.0

　貸付（ネット） - 6.9 5.4 7.1 9.9 3.7 4.7 9.3 10.1 18.7 7.8 11.2 13.0 23.7 41.3 28.6

財政収支 -2.4 -12.3 -5.8 -13.4 -18.9 -17.1 -12.4 -13.4 1.1 -9.1 13.0 -11.2 9.9 -65.4 -89.5 -64.3

国内借入 0.6 5.2 -2.8 1.5 6.1 7.3 4.7 6.3 4.7 4.5 3.2 -6.7 -38.0 11.4 25.6 -

対外借入 1.9 0.2 3.3 4.8 6.3 4.8 5.3 4.6 3.2 2.6 5.8 6.8 15.0 30.3 22.6 -

現金繰入 - 6.9 5.4 7.1 6.5 4.9 2.4 2.4 -9.0 1.9 -22.0 11.2 13.0 23.7 41.3 28.6

財政赤字対GDP比 -0.9 -3.9 -1.6 -3.3 -4.3 -3.5 -2.3 -2.2 0.2 -1.1 1.3 -1.0 0.7 -3.9 -4.5 -2.5
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著しかった。インドネシア、フィリピン、タイでは財政支出を抑制し、債務状況の改善を

はかりながら国内借入の比率を高めていった。一方、ベトナムとマレーシアは歳出に占め

る資本支出の割合が大きく、そもそも財政の経済に占める役割も大きい。このような方向

性の中で 2000 年代の援助にはどのような役割が期待されたのであろうか。  

図－４０ 東南アジア新興国の民間消費・輸出の対 GDP 比 

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  
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第５章 受取側に起因する要因 

５．１ 財政の改善と援助の役割の変化 

前章においてアジア金融危機後の 5 か国の経済の状況と構造の変化を概観した。2000

年代のこれらの国に対する日本の ODA の役割を考察するに当たって、前提となる大きな

流れは何であったのかを明らかにしようと試みたわけである。本章では、そのような経済

構造や社会の変化が援助に対するニーズをどのように変えたのかを検証する。  

そこでまず財政に着目する。前述のとおり 2000 年代に東南アジア新興国が取り組んで

きた改革の根本には、1990 年代末のような危機を繰り返さないという決意が感じられる。

そのような文脈では財政が援助に求めるものも 1990 年代とは変わってくる。援助の多く

は財政資金として使われるものであるから、財政に求められる役割が変われば、援助の規

模も内容も否応なしに変化する。本章では財政支出のニーズを変化させたものの本質を明

らかにしていきながら、各国の財政構造と援助の変化を考察していく。  

最初に財政構造の転換の特徴を要約するならば、以下の 5 点が特にインドネシア、フィ

リピン、タイの 3 か国で起きた変化である。第 1 に公的債務の削減を進め ODA ローンを

借り控えた。第 2 に借入資金のソースを国内からの調達へ転換させていこうとした。第 3

に歳出構造を変えていく中で弾力的に利用できるような資金を求めた。第４には政府は資

本支出を控えた（その代わりに民間によるインフラ整備が推進されるようになった）。第

5 にアジア金融危機以降の政治の動きに呼応した分野への財政支出の拡大が求められるよ

うになった。 

図－４１ 東南アジア新興国の歳出対 GDP 比の推移 
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第 1 と第 2 の点については既に述べてきたことである。ODA ローンの供与条件の相対的

な優位性とも関係するので、このテーマは次章で取り上げる。本章の以下ではそれ以外の

項目、即ち歳出面について検証していく。まず歳出規模と、その中で伝統的に日本の ODA

が協力の中心においてきた資本支出（インフラ整備）の規模について 5 か国の比較を行っ

た。前者について、東南アジア新興国の財政支出の対 GDP 比は図－４１のとおりであっ

た。ベトナム以外の国は対 GDP 比で見た歳出の大きさにはあまり変化がない。ベトナム

は財政の拡大傾向が著しく、歳出の対 GDP 比は 1990 年代末の 20％から 2010 年代には

30％を超えるほどに高まっている。マレーシアが次に高く 25～30％程度である。これに

対して、インドネシアとフィリピンは 2 割を下回る程度で推移している。タイも 20～25％

程度である。要約すれば、ベトナムとマレーシアは積極財政を展開し、他の 3 か国は小さ

な政府を標榜していると言える。  

図－４２ 東南アジア新興国の政府歳出に占める資本支出の推移  

 

次に後者について、歳出に占める資本支出の比率の推移は図－４２のとおりである。イ

ンドネシアとタイにおいて危機以降に大きく減少したことが極めてはっきりとした傾向で

ある。またフィリピンは、元々資本支出の比率が特徴的に低かった。図－４２の出所であ

る ADB の統計では 2001 年以降の数字が記載されていないが、IMF(2010)によれば過去 10

年、公共インフラ投資は対 GDP 比 3％程度と変化がないとされている。つまり、これらの

3 か国はそもそもの財政支出対 GDP 比が低い上に、更に歳出の中での資本支出の比率を下

げていったわけであるから（フィリピンは一貫して低位で推移）、2000 年代の政府予算に
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よるインフラ支出は非常に抑制的であったと言える。後述するように、その代わりとして

民間資金によるインフラ整備を期待したのである。これに対して、ベトナムとマレーシア

は 30％前後の歳出が資本支出にあてられる状況が継続しており、インドネシアなどの 3

か国とは財政支出の水準も資本支出の割合も異なるのである。資本支出比率の大きさは、

政府債務の推移とも連動する。インドネシアなどの 3 か国に見られる債務の減少は、支出

を抑制してきたことの結果でもある。反対にベトナムとマレーシアでは政府債務の比率は、

横ばいが又は増加している（付図―１３参照）。  

財政における ODA の比重を端的に表わす指標は、ODA のグロスの支出実行額が財政支

出に占める比率である。これまで ODA の推移を紹介してきたが、ここで ODA 単独及び

ODA と OOF 資金の合計について、グロスの支出実行額が財政支出に占める比率の推移を

見た。後者はタイでは著しく減少しているが、インドネシアとベトナムでは比率にほとん

ど変化がなかった。フィリピンでは 2000 年代前半に減少した後、後半にはやや増加した

（付表－６、７参照）。つまりタイではインフラに対する財政支出が抑えられると同時に

ODA も小さくなっているが、インドネシアなどでは必ずしもそのように小さくなってはい

ない。つまりインフラ以外の分野への OOF 資金の利用が増加していることが示唆されて

いるのである。その実態と理由を把握するために、これらの事情についてより詳細に見て

いく必要がある。以下においてマレーシアを除く 4 か国それぞれについて、歳出構造の変

化と ODA を含むファイナンスの変化を見ていく。  

 

インドネシア 

インドネシアの歳出構造を見ると、1990 年代と 2000 年代で様変わりの様相である。図

－４３は元本返済分を含む中央政府支出の内訳であるが、資本支出の比率は 91～93 年平

均で 4 割程度あった水準から、2006～08 年の平均では 13％へと大幅に減少している。こ

のことはインフラ整備への支援を中核とする日本の ODA 資金への需要が相対的に小さく

なったことを意味する。前述のとおり資本支出の抑制はインフラ整備の遅れを深刻化させ

ている。例えば外国投資が集中するジャカルタ首都圏は世界でも日本の首都圏に次ぐ人口

集中地域と言われるが、今や世界でも最も交通渋滞の激しい都市の一つとなっている。

2000 年代の製造業への投資が伸び悩んだ主因の一つであると考えられている。 
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図－４３ インドネシア政府の歳出構成の変化 

 
出所：Biro Pusat Statistik(1994), Statistik Indonesia 及び Ministry of Finance, Republic of Indonesia, 
Budget Statistics 2005-2011 より予算項目の変化を考慮して筆者が計算(広田 2013 より) 
 

歳出に占める元利払いの割合は小さくなっている。これはアジア金融危機以降の対外債

務の縮小を漸次進めてきた結果である。代わって増えている項目が補助金と地方政府への

移転である。この 2 項目で予算の半分を超える程になっている。地方政府への財政移転は

アジア金融危機を契機として進んだ地方分権化を反映したものである。インドネシアでは

1999 年の地方分権法の成立を契機に地方への権限委譲が進む。政治・体制面での改革の進

展を財政面で支える動きが、中央から地方への財政移転の劇的な増加である。これは歳入

構造面で地方の自主財源の拡充が資源収入の分与などの一部に限定されたためである。基

本的には中央が税を徴収して交付金として地方に配布する形へ移行したのである。しかも

その大きさは中央政府の全支出の 3 割にも及ぶ程の規模となった。そして、地方政府への

移転は主として使途の定めのない一般補助金であった25。このような大規模な資金の移転

を地方の自主性に委ねる形で急速に進めたため、不慣れな地方自治体は 2000 年代半ばに

割り振られた交付金を十分に利用することができず、大きな使い残しを発生させていた。

図－４３で見られるとおり補助金は 1990 年代にはほとんど計上されていなかったが、

2000 年代後半には 2 割を超えるまでに増加している。その約 9 割程度は、家庭用の灯油

や家庭で使用する電力料金への補助を含む燃料と電力に対する補助金である。補助金改革

がなかなか実現できない理由は、アジア金融危機後の民主化を背景とするものであるとす

る筆者の考えは先に述べたとおりである。  

                                                   
25 使途の定めがないため地方政府への交付金は地方政府が主管する資本支出にも充てら

れる。地方分権によるインフラ整備主体の変化に伴い、実際の開発支出の比率も図－４３

程には落ち込んではいないと推察される。  
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歳出項目が大きく変化していく中では、援助に求める資金需要の強さと分野にも変化が

生じる。典型的には弾力的な資金利用が可能である一般財政支援へのニーズが高まった。

2005 年に最初のプログラム援助が日本、世界銀行、ADB の協調融資で開始されて以降、

後述するようにそれはプロジェクト援助を上回るように推移する。それらの融資は、財政

構造を変えていくために支出項目間で大胆な調整が必要であった時期に、それを後押しす

るような公的資金として利用されるものであったと言うことができるであろう。 

財政赤字は全体として 2001 年を最後に 2％を超えることがなく、毎年の借入対 GDP 比

は 2000 年代を通して低い水準で推移した。歳入面では 1990 年代に比べると税収の比率は

高まったが、それでも依然として対 GDP 比は 13.3％（2008 年）と低い水準のままである。

特徴的なことは図－４４に見られるとおり 1990 年代初期にはグロスベースで全収入の

17％に達していた外国からのプロジェクト援助が、2000 年代半ばでは 2％にまで縮小して

いることである。他方では 1990 年代には見られなかった国内からの資金調達（ネット）

が１割近くとなっている。  

図－４４ インドネシア政府の歳入構成の変化 

 

国内借入について、アジア金融危機以前のインドネシアでは前述のとおり国債が発行さ

れていなかった。危機後に国債発行は恒常化され、国内借入が資金調達の大半を占めるよ

うになる。インドネシアでは、アジア金融危機以前の債券市場の大きさは対 GDP 比 3％に

とどまっていたが、2006 年には対 GDP 比 24％にまで成長する。しかし、その比率は周辺

国と比べると未だ最も小さい。政府は国内資金を十分に動員しているとは言えない状況が

続いているのである。  
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対外借入はネットでは 2004 年以降、一貫してマイナスである。全体として図－４５の

とおりネットのマイナスが続いているため債務残高は絶対値でも傾向的に縮小している。

しかし、グロスの受取では ODA＋OOF を合計してみると、歳出の 3～6％の範囲で年によ

る増減を繰り返している（付表－７）。即ち海外からの公的資金の受入は一定程度の大き

さで継続しており、その規模は仮にそれらが全て政府の資本支出に回されるならば、その

3 割を超える程の大きさに達するものである。役割が小さくなっているとはいえ、開発に

おけるドナーからの公的資金は依然として一定の重要性があると言える。対外借入の構成

を見ると、2000 年代後半に OOF が増加している（付図－１４参照）。全体的な構造とし

ては、一定の海外からの公的資金の流入が継続している中で円借款の比率が下がり IBRD

や ADB などの資金の割合が高まっているのである。借入を含む全ての財政収入のソース

を種類別にまとめると表－１４のとおりとなる。近年は中央政府の支出のおよそ 9 割が税

収と国債という国内資金と賄われている。残り 1 割を海外に依存しており、そのうちの 2/3

程度は外債とプログラム援助という財政資金として弾力的に利用できる資金である。海外

からのプロジェクト援助の比率は借入資金全体のうち 2～4％にとどまっているのである。 

図－４５ インドネシアの公的対外借入と債務返済の推移  

 

出所：Directorate General of Debt Management, Ministry of Finance of the Republic of 

Indonesia(may 2010), Government Debt Profile より作成   
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表－１４ インドネシア財政収入の資金ソース種類別内訳の推移  

単位：兆ルピア  

 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 

税収・税外収入  347.0 409.2 491.0 658.7 619.9 743.3 

新規国債発行  47.0 61.0 100.0 126.2 144.7 178.0 

新規外債発行  24.5 18.5 13.6 39.3 47.0 41.4 

プログラム援助  12.3 13.6 19.6 30.1 28.6 29.4 

プロジェクト援助  14.6 12.5 14.5 20.1 28.4 41.4 

合計 445.4 514.8 638.7 874.4 868.6 1033.5 

（構成比） 

税収・税外収入  77.9% 79.5% 76.9% 75.3% 71.4% 71.9% 

新規国債発行  10.6% 11.8% 15.7% 14.4% 16.7% 17.2% 

新規外債発行  5.5% 3.6% 2.1% 4.5% 5.4% 4.0% 

プログラム援助  2.8% 2.6% 3.1% 3.4% 3.3% 2.8% 

プロジェクト援助  3.3% 2.4% 2.3% 2.3% 3.3% 4.0% 

出所：Ministry of Finance, Republic of Indonesia, Budget Statistics 2005-2011 より作成  

 

フィリピン 

フィリピンの財政規模は、対 GDP 比では 17％程度である。この比率は東南アジア新興

国の中で最小である。 

表－１５ フィリピン政府の歳出項目別対 GDP 比推移 

 

出所：Statistical Bulletin, Department of Finance,GOP、1980 年のみ Dohner and Intal Jr.(1989) 

参考
1980

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

歳出計 14.4 17.4 18.2 18.1 18.4 18.8 18.5 17.5 17.0 16.7 16.7 16.5 17.7 16.9

　経常支出 9.3 15.8 16.2 16.3 16.8

　うち人件費 3.5 5.9 5.1 5.1 4.9

　　　管理費等 3.7 4.0 4.4 4.2 4.0

　　　税還付等 n.a. 0.0 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.2 0.2 0.4 0.6 0.6 0.4

　　　地方政府割当 0.6 2.4 3.0 2.8 3.0 3.3 3.2 2.9 2.8 2.8 2.8 2.9 3.3 3.1

　　　利払い 0.9 3.4 3.3 3.9 4.5 4.4 5.0 5.1 5.3 4.9 3.9 3.5 3.5 3.2

　　　補助金 n.a. 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3 0.2 0.2 0.4 0.3 0.2 0.2

資本支出 3.1 1.5 1.9 1.7 1.5

　うちインフラ 2.8 0.4 0.4 0.5 0.4

　　　その他 0.4 1.1 1.5 1.2 1.1

出資 1.7 0.03 0.05 0.01 0.01 0.04 0.1 0 0 0.1 0.1 0.02 0.02 0.02

貸付ネット 0.3 0.01 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.03 0 0.1 0.2 0.1 0.1
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表－１６ フィリピン政府の分野別歳出対 GDP 比推移 

 

 出所：Manasan(2011)による  

表－１５と１６から見て取れる歳出構造の推移の特徴は以下の 3 点である。第 1 に資本

支出又はインフラ支出の比率が小さく 2000 年代半ばに更に低下したこと、第 2 に 2000

年代央に利払いが増加したこと、第 3 に社会サービス支出は 2000 年代央にやや縮小して

いることである。最初の点について、表－１５には統計の連続性の問題があるものの、1980

年当時は現在よりも高い比率で資本支出に財政資金を投じていたと思われる。フィリピン

でもインフラ整備の遅れは投資の大きな制約要因である。マニラは世界第 5 位の人口を抱

える都市圏とも言われるが、ジャカルタと同様にインフラの整備は遅れ交通渋滞が著しく、

毎年のように大きな洪水被害を出している。フィリピンの GDP に占める投資の比率は東

南アジア新興国で一貫して最低の水準で推移している。2011 年では 21.7％とベトナムよ

り 10％以上小さい26。 

 第 2 の点に関連して、フィリピンの特徴の一つは市場原理主義に基づく政策が比較的

早くから取り入れられてきたことであった。世界銀行や ADB からの構造調整借款も東南

アジア新興国の中で最も早くから数多く受け入れてきた。これらの協議を通じた政策面へ

の影響も大きかったと思われる。インフラ分野では他国に先んじて大規模な電力の民営化

が進められる。1980 年代の政治的混乱の時期を経て、1990 年代初頭にはインフラの不足

が顕在化したが、特に電力は長時間の停電が起こるなど事態が深刻であったので、その解

                                                   
26 World Bank(2011c)によれば、1996～2000 年と 2002～2008 年のフィリピンにおける

資本支出の対 GDP 比は、平均 3.6％から 2.7％に減少している。周辺国ではこの期間にマ

レーシアでは 6.0％から 7.3％、ベトナムでは 6.1％から 9.2％へと増加している。減少し

たタイにおいても、5.4％から 3.5％であり、絶対水準では 1990 年代のフィリピンと同じ

程度の規模は確保されていた。世界銀行はこのようなインフラ整備への支出の配分の少な

さが民間投資比率の低さを招いていると述べている。  

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
2010

暫定

2011

見込
中央政府支出計 19.5 19.2 20.3 20.2 19.6 20.3 19.5 19.2 19.2 17.8 17.4 17.3 17.4 17.7 18.7 18.1 17.8

経済サービス計 4.4 3.9 4.5 3.8 3.6 3.8 3.2 2.6 2.7 2.5 2.2 2.7 3.4 3.8 4.0 3.0 2.4

　うちインフラ 2.7 2.2 2.5 2.4 2.3 2.4 2.0 1.5 1.6 1.6 1.2 1.7 2.1 2.2 2.6 1.9 1.6

社会サービス計 4.4 4.9 5.4 5.5 5.2 5.0 4.5 4.4 3.9 3.5 3.2 3.2 3.4 3.4 3.6 3.9 4.2

　うち教育 3.2 3.4 3.9 4.0 3.7 3.5 3.4 3.3 3.1 2.7 2.5 2.5 2.6 2.5 2.8 3.0 3.1

国防 1.3 1.2 1.2 1.2 1.1 1.1 1.0 1.0 1.3 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2

公共管理 1.5 1.6 1.6 1.6 1.2 1.3 1.3 1.2 1.1 1.0 1.3 1.1 1.2 1.4 1.4 1.2 0.9

和平と秩序 1.2 1.3 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.2 1.3 1.3 1.3 1.4 1.4 1.4

利払い 3.8 3.5 3.2 3.7 3.6 4.2 4.8 4.8 5.2 5.4 5.5 5.1 4.0 3.7 3.6 3.2 3.9

その他 2.9 2.7 2.9 3.0 3.4 3.6 3.3 3.6 4.5 3.0 2.9 2.8 3.0 3.1 3.4 4.1 3.9
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決のため政府は大規模な BOT（build, operate and transfer）方式による民営化を推し進め

た。背景には財政難による財政資金の不足があった。その結果、民間の投資が進んだこと

により電力不足は短期間で解消するが、その一方で、電力料金は投資がサステナブルであ

るため一定の収益をあげることができるように高く設定され、加えて民間投資を呼び込む

ために政府及び政府系企業は民間に広範囲な保証を提供したので、これが後に財政の大き

な問題となった。このような保証（いわゆる偶発債務）は、大部分が電力公社（National 

Power Cooperation: NPC）などの政府系企業による対外債務であり、1997 年を境に国内

債務より大きい規模となったのである。これらの偶発債務は、アジア金融危機以降、政府

系企業、中でも電力公社の経営が悪化したことで顕在化する。2004 年 8 月にはアロヨ大

統領による財政危機宣言が出されたが、政府系企業の債務はその最大の原因であった（野

沢(2005)）。2000 年代半ばに政府の債務残高が増加し利払いが増加するのは、NPC の債

権処理27、政府系金融機関の不良債権引き受けによるものである。野沢(2005)は、1996 年

に成立した ODA 法において借入上限（100 億ドル）を定めたにも拘らず、別に成立した

BOT 法に基づき民活インフラの推進のために政府保証を提供していったことにより、事実

上 ODA 法の借入上限は外されてしまっていたと述べている。このような経験からフィリ

ピン政府は、その後のインフラ整備において引き続き民間資本の積極的活用を模索しなが

らも、政府保証の提供には慎重な態度をとるようになる。それは、政府が資本支出を抑え

る中で期待した民間との分担によるインフラ開発が進展しない一つの原因となる。政府保

証の提供を敬遠する方針はインドネシアでも見られた現象である。  

第 3 に社会サービスに対する歳出については資本支出同様、2000 年代にその配分を小

さくしている。対 GDP 比で見ると東南アジア新興国の中でフィリピンは水準は相対的に

最低となっている28。 

近年の歳出の変化を統計が利用可能な 2006年と 2011年の比較でみたものが図－４６で

ある。借入関係の支出（利払い、対外返済、国内返済）のいずれの割合も小さくなり、地

方政府への移転が 13％から 22％へと近年、特に拡大していることに財政政策の成果と方

                                                   
27 例えば政府は 1999 年から 2003 年間に 445 億ペソの債務を NPC から引き受けた。 

28 World Bank(2011c)によれば、教育支出対 GDP 比（2002～07 年）はフィリピンが 2.5％
であるのに対して、インドネシア 3.5％、マレーシア 4.6％、タイ 4.3％である。また、保
健支出対 GDP 比（2006 年）についても、フィリピンの 1.3％に対して、インドネシア 1.9％
マレーシア 2.3％、タイ 2.1％、ベトナム 1.9％といずれもフィリピンが最低である。  
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向性がよく表われている29。返済と利払いの総額は、2006 年度には全支出の 54％と、1/2

を超えていたのに対して、2011 年度には全体の 36％にまで低下したのである。反面、フ

ィスカルスペースの大幅な拡大にもかかわらず、資本支出は 7％か 9％へと微増したにと

どまっている。 

図－４６ フィリピン政府の歳出内訳の変化 

 

出所：”Budget Expenditures and Sources of Financing”, Department of Budget Management, 

Government of the Republic of the Philippines 

ファイナンスについて、2000 年代前半の財政課題は債務の削減にあった点ではインドネ

シアと共通している。表－１５で見られるように、2000 年代半ばに利払いの増加が見られ

たが、徐々にその比率を下げていく。そのためのファイナンスは主として国債・外債であ

る。図―４７を見ると、2002 年以降 2006 年までの期間、国債・外債の発行はそれ以前よ

り大きな増加を示している。外債は 2007 年に大きく減少するが国際金融市場が回復する

                                                   
29 地方政府への財政移転に関しては、フィリピンは東南アジアにおいて最も早くに地方分

権の取り組みを始めた国であった。1991 年に地方政府法を制定し新たな枠組みを整備する。

そこでは中央政府は国税の 40％を地方政府に交付金として配布されることが定められた。

交付金の 20％は開発目的とされているが、実態は一般補助金的性格が強いとの分析もある

（内村(2009)）。他方で歳入サイドにおいては、地方政府に自主的な収入を与えるなどの

改革は行わなかったので、地方政府は中央からの交付金に依存度するようになる。即ち、

1990 年代から開発の主体の一部が地方に移り始めるが、財政的には中央からの交付金に依

存するようになるのである。このような現象は 1990 年代終わりから遅れて地方分権の動

きが本格化したインドネシアと全く同様である。  
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2009 年に再びそれ以前の水準に戻っている。フィリピンの場合はインドネシアと異なり、

元々国内に一定の規模の債券市場が存在しているが、1996 年と 2006 年を比較すると債券

市場の大きさ（対 GDP 比）はほとんど変化がない。2006 年頃からはドナーによる一般財

政支援（プログラム援助）の受入が見られるようになっている。これはインドネシア同様、

そのような資金が財政の構造転換に呼応する資金として望まれたからであると考えられる。

一方でプロジェクト援助は 2011 年度の実績で 255 億ペソと、財政規模との比較では 2％

以下である。しかし、仮にそれが全て資本支出に回っているとするならば、その規模は 2011

年度の資本支出の 14％に相当する。財政統計で確認したところ、2013 年の予算書でも資

本支出の 11％が外国資金によるものであるとされており、依然としてプロジェクト援助は

開発に一定の役割を果たしている。金額的には公共事業省や運輸通信省などが大きく、ま

たドナー資金の比率が高い省は農地改革省である。  

図―４７ フィリピン政府のファイナンス内訳と推移  

 

ODA＋OOF では、付表－７で見られるように 2008 年を底にその後の受入規模は拡大す

る方向にある。資金供給元の内訳について、以前は日本からの ODA が中核的な役割を果

たしていたのに対して、近年は世界銀行や ADB が増えている（付図－１５参照）。 

 

タイ 

タイの歳出構造はアジア金融危機を境に大きく変化した。図－４８は歳出項目の内訳の

経年変化を見たものであるが、そこからわかる特徴は、2000 年代に資本支出が減少してい

ることと、反対に交付金の割合が大きくなっていることの 2 点に集約される。他に目立つ
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点は、1998 年、1999 年、2002 年の 3 年度について、アジア金融危機への対応のための特

別の支出が一時的に発生していることである。 

図－４８ タイ政府の歳出項目内訳の変化 

 

タイでは 1997 年憲法、それを受けた 1999 年の分権計画と手続きに関する法律によって

地方への税収・負担金・交付金の配分率の引き上げが定められる。2006 年までに全支出の

35％とすることが目標であった。この比率は達成はされなかったものの、1999 年の 14％

から 2008 年には 25％を超えるまでに地方への配分は増加した（木村(2009)）。地方政府

の自主財源は限られたままであったので、財源の 9 割は中央政府からの移転又は交付金で

あった。中央政府からの移転は、中央が徴収する税の一定の割合を地方へ配分するか、ま

たは中央政府が地方政府分を上乗せして徴収するという仕組みであり、交付金は使途の特

定があるかないかで一般交付金と特定交付金に分けられている。2001 年に誕生したタクシ

ン政権は、輸出の拡大（そのための外国資本の呼び込み）と農村部の経済振興を同時に推

進したとされる。後者について農民の債務モラトリアムなどの農村や地方部への配慮を行

ったが、そのような草の根の経済振興策にも中央政府予算を使ったのである。 

資本支出に関してタクシン政権は、政府支出とそのための政府による海外借入に依存す

るのではなく民間投資に期待する。国有財産の証券化や国営企業の民営化が進められた結

果、2000 年代の資本支出比率は 1990 年代から半減することになる。但し、タイ政府の資

本支出は、減ったとはいえ一定の大きさ（2002～08 年の対 GDP 比では平均 3.5％）があ

り、例えば国際協力銀行の投資アンケートを見ると、日本企業にとってタイのインフラは、

現時点ではまだ投資環境の課題として認識されていない。このこともあって政府の資本支
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出の抑制にも拘らず、2000 年から 2007 年までの期間、タイは毎年、アセアンの中で最大

の外国投資を呼び込む国であり続けたのである。その他の項目については 1990 年代に比

べて大きな変動は見られない。利払いは 2000 年代は安定した比率で推移している。表－

１１で見たように対外借入は 2000 年代を通じてネットではマイナスが続き、対 GDP 比だ

けでなく絶対値でも残高は縮小している。国内借入の水準はアジア金融危機以降、2000

年代後半のリーマンショックと大洪水の年を除き安定的に推移している。 

ファイナンスに関しては、2000 年代には海外からの ODA や OOF を活用したインフラ

事業は限定的となる。2000 年代にプロジェクト援助を提供したのは、ほとんど日本だけで

ある。またインドネシアやフィリピンと異なり、プログラム援助は 2000 年代末のリーマ

ンショック、2011 年の大洪水が発生するまで全く利用されていない。その理由は国内の資

本市場がインドネシアやフィリピンに比べて大きく、また安定した条件で国内から財政の

調整に必要なファイナンスを賄うことができたためであると考えられる。 ADB(2008)に

よれば、タイの債券市場の規模は 1996 年には対 GDP 比 10％であったが 2006 年には 55％

にまで拡大している（同じ年のインドネシアは 24％、フィリピン 38％）。 

 

ベトナム 

ベトナムの歳出構造はインドネシアやタイと異なり、表－１３や図－４２で見たように、

今日に至るまで資本支出の比率が高いままで推移している。GDP に占める歳出の割合が高

いこと、歳出の中に占める資本支出の割合が高いことに加えて、インフラ整備のための予

算外の支出も、年によって対 GDP 比 4％を超える程に大きい。予算外支出の中身は主とし

てインフラ建設などにたずさわる国営企業による支出であり、その原資として ODA が政

府からの転貸という形で提供されている。  

表－１７ ベトナム政府の予算外支出と ODA（対 GDP 比） 

  2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

政府支出 24.4 24.1 26.2 25.8 27.1 27.5 29.4 27.6 27.5 27.4 27.8 

その他支出 2.2 3.3 5.2 3.7 4.7 1.5 1.2 2.2 4.4 3.7 3.7 

ＯＤＡ転貸 2.2 2.4 3.2 2.4 2.7 0.5 -0.3 0.4 0.5 0.5 1.4 

注：2009、10 年は予算、2011 年は見通し  

出所：IMF(2010),VIETNAM Staff Report for the 2010 Article IV Consultation（2006 年以降）及び IMF 

statistical annex 2006(2001～2005 年）より作成  

公的債務の内訳は、国内債務 61％、対外債務 39％（2011 年末）であり、海外からの借

入は ODA が中心である。2011 年の元利払いの比率は国内債務に対する支出が 74.6％、対
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外債務に対しては 25.4％である（Public Debt Profile より）。予算に占める債務支払い関

連の支出は、2011 年の予算では合計で 11.7％（元本返済 6.8％、利払い 4.9％）であり、

インドネシアやフィリピンなどで、以前に財政を圧迫していたような高い水準とはなって

いない。対 GDP 比で見ると、利払いの推移は今のところ 1％程度で安定している（表－１

８参照）。最近では国内・対外債務共に、返済額は新規借入額の約 4 割相当の大きさにま

で増加しつつあり、今後、徐々に返済圧力は高まっていくことが予想される。 

表－１８ ベトナム政府の利払いの推移  

  2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011* 2012* 

利払い対 GDP 比 0.9 1.0 1.0 1.0 0.8 0.9 1.1 1.1 1.2 1.3 1.6 1.3 

注)2011 年は予算ベース、2012 年は見通し  

出所：IMF(2010),VIETNAM Staff Report for the 2010 Article IV Consultation（2006 年以降）及び IMF 

statistical annex 2006(2001～2005 年）より作成  

 

５．１のまとめ 

 2000 年代の東南アジア新興国は積極財政を進めたマレーシア・ベトナムと、財政再建を

優先し歳出を抑制しながら債務問題の解決を図ったそれ以外の 3 か国で別の道を歩んだ。

後者の 3 か国の歳出内訳を見ると、資本支出を抑制する一方、地方政府への交付金を増加

させている。そのような財政支出の変化は援助へのニーズに影響する。例えば、経済回復

の過程で構造的な調整を進めるため、弾力的に利用できるような資金へのニーズが強まる。

インドネシアやフィリピンでは 2000 年代が進むにつれて、海外からの公的資金の借入が

一定の規模に回復するが、タイではそのようには進まなかった。これはタイではその時点

で既に国内資本市場がある程度の大きさにまで発展しており、必要な資金を国内から動員

することが可能であったことがその理由であると思われる。国内の金融制度の整備が 2000

年代に進んだこともそれを可能にしたと考えられるのである30。 

 

  

                                                   
30 世界経済フォーラムが発表している Financial Development Report 2012 では政策・制

度、金融仲介機関、金融アクセスの 3 分野 7 項目について評価を行いレーティングしてい

る。全 62 か国中の東南アジア新興国の総合点は以下のとおり。マレーシア 18 位、タイ

34 位、フィリピン 49 位、インドネシア 50 位、ベトナム 52 位。因みに 1 位は香港であり、

日本は第 7 位にランクされている。  
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５．２ 開発ニーズと援助に求めるものの変化  

援助形態と開発ニーズ 

東南アジア新興国の財政を分析することにより、地方への交付金の増加、資本支出の抑

制、ファイナンス構造の変化などが確認された。これらの財政ニーズの変化の動きに対し

て、海外援助はどのような役割を果たすことができるのであろうか。その一つは調整時の

移行の円滑化への貢献である。この点を考える上で、まず援助形態の選択に関する議論を

振り返る。ドナーが援助形態をどのような考え方で発展させてきたのかは、援助がどうい

う役割を果たすことができるのかを考える上での出発点となるからである。  

表－１９ 援助分類と二国間 ODA の形態別実績（2011 年） 

カテゴリー  DAC 計（ネッ

トの支出実行） 

日本（ネット

の支出実行） 

日本（承諾） 

Budget support（財政支援）  3% －11% 2% 

Bilateral core contributions & pooled 

programme & funds（プール資金）  

16% 11% 5% 

Project-type interventions（プロジェクト援助） 54% 80% 83% 

Experts & other technical assistance（専門家、

技術援助）  

7% 3% 1% 

Scholarships & student costs in donor 

countries （奨学金等）  

4% 5% 3% 

Debt relief （債務救済）  4% 1% 1% 

Administrative costs not included elsewhere 

（その他管理費用等）  

7% 11% 5% 

Other in-donor expenditures（ドナー国内支出） 5% 0% 0% 

出所：定義は OECD(2009)より、実績は CRS, OECD から抽出  

OECD は援助を８形態に分類している。その種類と日本を含む実績の内訳は表－１９の

とおりである。日本は OECD 平均に比べてプロジェクト援助の比率が格段に高い点が最大

の特徴である。財政支援は DAC 全体も日本も比率は小さいが、世界銀行では約３割程度

であるなど国際機関でその比率が高い。これまで見てきた東南アジア新興国への援助実績

の全体の中では、プロジェクト援助と並んで重要な形態である。 

援助は、このような形態別の他にも幾つかの切り口で分類されている。例えば DCI（2005）

は、資金の性格（贈与か借款か）、調達（現金か現物か、タイドかアンタイドか）、資金



85 

 

使途（限定されているか、弾力的に利用できるか）、支出実行のチャネル（例えば政府経

由か NGO 経由なのか）などを挙げている。Tilley and Tavalcoli (2012)は文献レビューを

基に、(a)国分類、(b)資金の性格、(c)調達、(d)資金使途、(e)支出実行のチャネル、(f)手続

きを分類基準として提案している。Foster and Leavy (2001)は、(a)コンディショナリティ、

(b)資金使途、(c)支出実行のチャネルを挙げている。Tilley and Tavalcoli (2012)は、受取側

にとって重要であるのは、(a)承諾の確かさ、(b)各国別に異なる事情に応じた対応、(c)受

取国のオーナーシップであるが、そのような視点で分類を行うような先行研究はほとんど

行われていないとしている。 

この 10 数年の間で援助形態の選択について最も多く論じられているテーマは、プロジ

ェクト援助の限界とそれを乗り超えるための方法論である。プロジェクト援助の限界とし

て論じられている点は以下の２つである。第 1 に、個々の事業が成功しても全体としては

途上国の経済成長に必ずしもつながらない例が多くみられたことに端を発する、プロジェ

クトの範囲を超えた制度・政策の重要性の問題である。そこから出てきた考え方はマクロ

の構造改革の重要性で、1980 年代には既に構造調整融資（Structural Adjustment Lending: 

SAL）が開始されていたが、1990 年代末になって過去の SAL の成果が捗々しくなかった

ことから、その見直しの機運が高まり、制度と政策と援助の有効性を考察するような研究

が多く行われる。代表的なものは、第１章で紹介した Burnside and Dollar (2000)によるも

のである。  

第 2 に多くのドナーがそれぞれ独自にプロジェクト援助を行うことによる援助の氾濫、

又は援助の取引コストである。多数のドナーが未調整のまま援助を行うことによって、援

助に重複や手戻りが生まれるから非効率になり、また受取国の事務負担はドナーの数が増

すほど大きくなる。そこで援助協調が必要となる。これを回避するために最も簡単な方法

は、ドナーが個々にプロジェクト援助を行うのではなく、受取国の財政に直接資金を投入

したり、あるいは資金をプールするなりして援助を提供していこうとする考え方である。

この考え方は第 1 の点と結びつく。2000 年前後には、援助パラダイムのシフトとも言え

るこのような議論が活発となり、少なからぬ数の報告書も発表された（OECD (2005)、IDD 

and Associate(2006)など）。当時のこれらの議論を振り返ってみると、ともするとあるべ

き論としての主張が中心であり実証の裏付けのあるものではなかったように思われる。実

際、その後の研究においてセクター・ワイド・アプローチ（個々の事業ではなく特定セク

ター全体への支援を行おうとするアプローチ）の取り組みが取引コストを下げるというこ
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とは実証されていないとする例なども出てきている（Patrik(2005)、Vandeninden (2012)

など）。以上がプロジェクト援助の限界と、そこから生まれた新しい援助形態についての考

え方である。財政支援やプール資金などの新しい援助形態は、表－１９で見られるとおり

DAC 全体の約 2 割を占めている。これに対して日本のこれらの分野への承諾は 7％程度に

とどまっている。  

それでは途上国の状況に応じた援助形態の選択とはどうあるべきなのであろうか。

Foster and Leavy(2001)は、マクロの政策からプロジェクトレベルに至る意思決定ツリー

を作り、途上国によって異なる状況に応じた援助形態とは何であるかを導こうとした。結

論として、政策環境の弱い国では技術協力や政策研究、パイロット事業の支援などを行い、

他方で援助依存度が低く政策対話に積極的でない国についてはプロジェクト援助が最善で

あるとしている。 IMF(2003)は国の状況に応じて望ましい援助形態は異なり、政府が脆弱

な低所得国には技術援助を、政治や経済が安定し政府の能力が確立している低所得国に対

しては、プロジェクト援助からプログラム援助へ移行していくべきであるとしている。

Cordella and Arricia(2007)はプロジェクト援助と財政支援のアプレイザルの視点はどうあ

るべきかを論じている。その中で彼らは、被援助国の財政における援助の割合が小さい場

合は財政支援が望ましく、また大規模な開発プログラムが対象となるような場合はプロジ

ェクト援助が望ましいとしている。大野・二井矢(2005)は、政策と実施、マクロとセクタ

ーのマトリックスを考え、それぞれの象限により望ましい援助モダリティは異なるから適

切な選択が必要であるとした。  

近年の東南アジア新興国を見ると、これらの先行研究で言われている諸要素は下記のよ

うに整理されると考えられる。 

(a) 財政における援助の割合はベトナム以外の国では小さく、かつ縮小の傾向にある  

(b) “大規模なプログラム”の前提となる資本支出はベトナム以外の国では相対的に縮小

の傾向にある。 

(c) 政治・経済は 2000 年代前半はやや不安定であったが、後半には安定してきている。 

(d) 政府の能力は途上国平均の中程度以上の水準にあると考えられる（第８章参照）。 

(e) 制度に関しては、ビジネスを例にとると Doing Business 指標などで見られるように、

インドネシア、フィリピン、ベトナムの場合、必ずしも良いとみなされていない。 
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これらの事情を単純に先行研究の考え方に当てはめるならば、インドネシアやフィリピン

のような経路を辿った国には 2000 年代前半の不安定期には技術支援や政策研究が重要で

あり、後半はプログラム援助を活用していくことが望ましいということになる31。 

次に、前節で見た財政の支出項目の変化のうち、地方分権に伴う地方政府への交付金や

貧困層への補助金などはどのように考えればよいのであろうか。インドネシア他の予算の

動きやその開発への影響を考えると、効果的な地方開発や貧困層支援を促すような制度を

設計し運用していくことは非常に重要な開発課題である。しかし、このような分野への協

力は従来のプロジェクト援助の範囲では考えることのできないものであるから、何らかの

協力を考えるならばこれまでにない新しいアプローチが必要となる。実は、そのような領

域へ開発協力を展開していくことは、DAC のパリ宣言で言われている「カントリーシステ

ム」（それぞれの国の国内制度、第７章で詳述）を活用した開発協力という方向性と合致

するものである。  

これまでの議論をまとめると、従来、日本の ODA はプロジェクト援助を中心としてき

たこと、近年の東南アジア新興国の財政のレビューを通じて以下の開発ニーズが大きくな

ってきていることが明らかになったと言える。 

(a) 財政構造を変換していくための移行期の調整資金。 

(b) 資本支出の抑制とその代りとして民間を活用したインフラ整備。 

(c) 地方政府の役割の増大と地方交付金の増加。 

これらは従来のプロジェクト援助というまとまりでは捉えられない領域へニーズが拡大し

ていることを意味している。このような変化に応えるためには、これまで従来、日本の

ODA が中心としてきたプロジェクト援助からの多様化を考えていくことが必要となって

きている。その一つは財政支援である。 

 

財政支援と制度の改革 

OECD の定義では、財政支援とは「国庫への資金移転を通じた相手国予算に対するファ

イナンスであり、その資金は相手国の予算手続きに従って使用されるもの」である。財政

支援は、援助資金が入る対象によって一般財政支援（General Budget Support: GBS）とセ

                                                   
31 東南アジア新興国においてはセクター・ワイド・アプローチやプール資金による協力の

実績は限定的である。その代わりに行われている調整の方法は、ドナー間での分野や地域

の分担というアプローチである。例えばインドネシアの地方開発への支援では、ドナー毎

に異なる地域を対象として協力が進められている。 
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クター財政支援（Sector Budget Support: SBS）に区分される。前者は財政資金として国

庫に入るが、後者は特定セクターの支出に限定して利用される。財政支援は 2000 年代前

半から広がり、対象は貧困国から新興国までの広い範囲に提供されている。財政支援の形

で提供される援助資金は、相手国の予算・会計手続きを経て予算の一部として利用される。

World Bank(2006)では、財政支援とは下記のような特徴を持つものであるとしている。  

(a) 相手国の開発プログラムをサポートする。 

(b) 貧困削減や中期財政支出計画を実現する政策や財政枠組みの一環として位置づけら

れる。 

(c) 相手国の予算策定と調和する継続的な資金供与である。 

(d) 援助資金の使途は特定されないが、財政支出全体の優先度についての合意がある。 

GBS は一般的に政策対話に基づく政策アクションの実行に対して資金が提供される。政策

アクションは、以前はコンディショナリティと呼ばれており、融資前に融資の実行条件と

して約束されるものであった。構造調整融資の経験を踏まえて 2000 年代に現在の GBS へ

と大きな変容を遂げる。筆者の整理ではその主な変更点は以下のとおりである。 

(a) 資金供与の目的が国際収支支援から財政への支援を含むものへ拡大した。 

(b) 多年度の政策実行を条件とするプログラムから、毎年の政策対話とそのレビューの積

み重ねへと変更し、資金の供与も毎年の協議に基づいて決定されることなった。 

(c) 政策アクションの内容や協議の進め方が変更した（経済以外の分野への拡大、条件の

数の減少、事後の確認重視など）。 

(d) 公共財政管理の強化を通じて援助資金の適正な使用を担保するようになった。 

東南アジア新興国に対しては 2000 年代半ば頃からインドネシア、フィリピン、ベトナ

ムに対して GBS が多く提供されるようになる。フィリピン以外の 2 か国では 1990 年代に

はほとんど見られなかったことである。 

財政支援は受取国の財政上のニーズと政策対話が前提である。財政支援の資金は弾力的

に利用できるものであるから、一般的には財政当局にとっては使い勝手がよく歓迎される

性格のものであろう。しかし他方では自国の政策を外部のドナーと協議するという難しさ

がある。つまり外部からの政策介入を嫌う国にとっては、海外からの公的資金借入の選択

肢の一つとなりにくい性格を有している。また、援助資金の受入を協議する官庁（財務省）

と政策対話の各論で政策を担当する分野別の所管官庁が別であることも多く、所管官庁に
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とっては対話のインセンティブが生まれにくいという別の難しさもある。以下、財政支援

の実績のある 3 か国の状況とそれに対する筆者の考察である。  

 

（インドネシア） 

インドネシアの中期的な歳出構造の転換の概要は既に述べたが、歳出の内訳を見るとそ

の他にも幾つかの構造変化に関係する動きが見られた。例えば、燃料補助金の一部削減と

引き換えに導入した貧困層への所得補償と社会支出の拡大、汚職撲滅のための公務員給与

の引き上げ、社会支出の増加（例えば、憲法の求めに従った教育支出の増加）などである。

このような歳出構造の大きな変化に対応するために、海外の公的資金には弾力的に利用で

きるプログラム援助を求める傾向が強まっていく。つまり少なくとも 2000 年代の後半に

なるまでは、財政支出の大きな構造的変化を軟着陸させるための資金を、援助にも求める

傾向が強まっていたのである。コンディショナリティ達成までのコストを援助資金で負担

するという考え方は、元々の SAL が意図していた発想である。インドネシアのこの時期は

そのような調整時の資金ニーズが存在したのだが、実務的にこのような支援が可能となっ

たのは 2004年に世界銀行が SALを発展させて開発政策融資（Development Policy Lending: 

DPL）を導入した際、融資する資金の利用目的を、それまでの国際収支支援から財政難へ

の対応を含むものへと拡大したからである。SAL が DPL へ変わる過程では、この他にも

オペレーションの進め方に変化が見られる。例えば、多年度の約束から毎年の協議への変

化は、毎年の予算編成との調和を促し、それによって政府側にとっての予測可能性を高め

た。これらの変化もインドネシアの財政支援へのニーズを高めたものと考えられる。  

政策面では、初期の DPL にはマクロ経済の安定が含まれていたが、その後の経済回復と

安定に従って政策対話のテーマから除かれるようになる。2004 年に就任したユドヨノ大統

領は汚職撲滅を掲げたが、財政支援における世界銀行の公共支出管理重視の傾向はこのよ

うな政治の動きと合致していたと思われる。また、投資の水準が 2000 年代終わり頃にな

るまで低位で推移していたインドネシアにとって、投資環境の整備は重要な課題であった。

最大の投資国である日本が財政支援を行うドナーとして政策対話に加わることは、インド

ネシアにとっても自然な流れであったものと考えられる。  

インドネシアに対する日本、世界銀行、ADB の融資実績（承諾）の内訳は図－４９のと

おりである。 IMF プログラムが終了した 2004 年から世界銀行や日本による財政支援が開

始されるが、2000 年代は一貫して伸び続け、2009 年には世界銀行、ADB、日本の融資合
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計の 7 割を超えるまでに増えている。これらはひとえにインドネシア政府の財政支援への

要望が強かった故に起こった変化である。世界銀行全体の財政支援比率は平均で 3 割であ

るから、いかにインドネシア向けでは財政支援が突出しているかがよくわかる。世界銀行

はそれまでも 1980 年代末及び 1990 年代末の経済危機時に SAL を提供した例があるが、

その 2 回はいわば反景気循環的な貸付であったのに対して、2000 代中盤以降の DPL は財

政に恒常的に組み込まれる形での供与となっている点が根本的に異なるものである。この

動きと対照的に 2000 年代前半には最大のシェアを占めていた円借款によるプロジェクト

援助は 2000 年代後半に大きく減少する。代わりに財政支援が増えるものの、国際機関の

ような大胆なシフトは行われていないのが現状である。  

図－４９ インドネシアに対する日本、世界銀行、ADB の財政支援  

 

出所：各機関年次報告書より計算、会計年度は世界銀行（7-6 月）、ADB（1-12 月）、円借款（4-3 月）  

（フィリピン）  

フィリピンは構造調整融資が始まった初期の 1980 年代からプログラム援助を受け入れ

ていた。ADB(2007)によれば、プログラム援助の供与が開始された 1978-1986 年の期間、

ADB 全体で 521 百万ドル（16 件）のプログラム援助が供与されたが、そのうちの実に 22.5％

にあたる 117.3 百万ドル（4 件）がフィリピン向けのものであった。その後も、プログラ

ム援助は継続的に供与され続けており、2006 年までの累計では ADB 全体の 9.8％がフィ

リピン向けのものとなっている。世界銀行は、構造調整借款が始まった 1980 年に既にフ

ィリピンに対する SAL を供与した。World Bank (2001)によれば 1980～2000 年の期間に
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10 件の SAL を供与しているが、これは世界銀行全体で見ると世界第 9 位の件数である。

このような歴史からフィリピン政府が援助資金の受入を考える中では、プログラム援助は

日常的な選択肢の一つと言える程になじみのあるものであったと思われる。 

財政ニーズはインドネシアと類似している。債務の元利返済が 2000 年代半ばまでは財

政支出の大きな割合を占めていたことは前述のとおりである。支出構成の中で地方政府へ

の移転が 2000 年代後半に大きく増えている。フィリピンの場合は補助金はインドネシア

に比べると限定的であるが、しかし貧困対策としての条件付き現金供与プログラムが開始

されるなどの共通する動きもある。つまりプロジェクト的でない使われ方をする財政支出

が増加していた。そのような支出ニーズの変化の中で 2000 年代前半には国債と外債の発

行が増加し、2004 年の財政危機宣言以降にはドナーからのプログラム援助の受入が急増す

る。そのあたりの事情はインドネシアと大変よく似ているのである。 

図－５０ フィリピンに対する日本、世界銀行、ADB の財政支援  

  

出所：各機関年次報告書より計算、会計年度は世界銀行（7-6 月）、ADB（1-12 月）、円借款（4-3 月）  

政策面では、公共財政管理、税制改革、投資振興、資本市場育成、電力セクター改革、

食糧自給などの様々な分野がプログラム援助の政策対話の対象となっている。フィリピン

は早くから構造調整による政策対話を国際機関との間で行ってきているものの、依然とし

て税収の伸び悩み、電力公社の経営危機、投資の伸び悩みなどの構造的問題は存在してい

る。投資環境の改善について、最大の投資国である日本の財政支援への参加が有意義であ

ることもインドネシアと同じである。フィリピンに対する日本、世界銀行、ADB による貸

付実績の内訳の推移は図－５０のとおりである。インドネシア程ではないにせよ 2006～
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2009 年の期間、開発資金の主な供給先である 3 者合計の 5 割以上が財政支援となってい

る。即ちインドネシアと同様にプログラム援助のような性格の資金に対する需要が高かっ

たことが実績に反映されているのである。  

 

（タイ） 

タイでは、インドネシアやフィリピンと異なりアジア金融危機発生以前に国際機関によ

る構造調整融資はほとんど行われていなかった。しかし危機時には IMFとの協議が行われ、

世界銀行、日本、ADB からの支援が行われる。その後の財政運営の中では、2000 年代を

通じてタイ政府にとって財政支援は政策手段の選択肢とはならなかった。そして 2000 年

代末のリーマンショックと 2011 年 10 月の大洪水の発生を受けて、タイ政府は対策に必要

な資金の一部を世界銀行（10 億ドル、2011 年度）と ADB（3 億ドル、2010 年度）から一

般財政支援の形で調達する。即ちタイの場合、インドネシアやフィリピンが 2000 年代の

半ばから構造調整のために恒常的にプログラム援助を導入したのとは動機が異なり、反景

気循環のための資金として一時的に利用しようとしたのである。反景気循環のための支援

という考え方は、援助のような公的資金に本来的に求められるものでもあり、特にタイの

ように中進国の段階に到達してきている国に対する ODA のあり方として、今後の一つの

方向性を示唆するものであると考えられる。 

図－５１ タイに対する日本、世界銀行、ADB の財政支援  

 

出所：各機関年次報告書より計算、会計年度は世界銀行（7-6 月）、ADB（1-12 月）、円借款（4-3 月）  

図－５１から明らかなように 2000 年代のほとんどの期間を通じて、タイが受け入れて

きたドナーの資金は円借款のみである状態が続いてきた。ところがタイは 2010 年代に入
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ると、それまでプロジェクト融資が途絶えていた ADB と世界銀行から、それぞれ道路事

業のための借入（ADB は 2009 年に 77 百万ドル、世界銀行は 2010 年に 79 百万ドル）を

受け入れる。他方で日本からのプロジェクト融資は縮小している。この変化の原因はどこ

にあるのだろうか。既に述べたように日本の ODA ではそもそも財政支援は限定的である。

加えてタイ側の視点から見れば、タイ政府の対外債務の大半が日本からの円借款となって

いるポートフォリオ上のリスク回避の観点などもあるだろう。円借款の条件面での考察は

次章で行うことになる。 

 

（ベトナム） 

ベトナムは、リーマンショックを迎えるまでの対外借入は基本的にプロジェクト援助が

中心であった。図－５２から明らかなとおり、2009 年までは財政支援の割合は 10％程度

と、小さい割合で推移していた。これはベトナム側のニーズが資本支出のための資金にあ

ったことの裏返しである。  

図－５２ ベトナムに対する日本、世界銀行、ADB の財政支援  

 

出所：各機関年次報告書より計算、会計年度は世界銀行（7-6 月）、ADB（1-12 月）、円借款（4-3 月）  
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せるが、そのための対外借入も右肩上がりで増加する。しかし、依然としてインフラの不

足は外国投資家が問題とする投資環境の上位に位置しており、当面の間は経済発展を維持
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れにせよベトナムの 2000 年代の資金ニーズはインフラ整備に高いプライオリティがあっ

たことが明確であり、そのような背景の下でドナーの資金もプロジェクト援助に向けられ

たのである。 

しかしながらリーマンショック時には、税収減への対応や景気浮揚のための財源が追加

的に必要となる。そしてベトナムにおいても、他の 3 か国同様、このような時期には財政

支援の比率が高まった。しかしベトナムの場合に懸念されるのはむしろ今後の動向である。

前述のとおり、ベトナム財政にはオフバジェットによる国営企業の支出が多く、国営企業

に対する貸付の中には不良債権も多いと言われている。その大きさによっては追加的な財

政資金が必要となる可能性もある。あるいはそれ程の深刻さとはならずとも、経済成長が

スローダウンし税収が減る場合、一定の支出水準を継続するための資金を海外からの財政

支援に求める声が高まってくるかもしれない。 

 

プロジェクト援助の枠を超えた開発活動の高まり 

（地方分権の進展） 

前節で東南アジア新興国では 1990 年代に地方分権に向けて大きな動きがあったことに

触れた。最も早いフィリピンでは 1991 年に、それに続いてベトナムが 1996 年、タイが

1997 年、インドネシアでは 1999 年から地方分権の推進が法改正などにより国家の基本的

方向として位置付けられる。アジア金融危機を挟んで 2000 年代には経済開発における地

方の役割を高めていこうとする動きが本格化する。  

前節で見たとおり、いずれの国においても地方政府からの財政支出は、分権化が始まる

以前に比べて格段に増加する。歳出ベースで見ると、フィリピンでは全体に占める地方政

府の比率は 1985 年の 10％から 2006 年には 20％へ増加する。タイでも 1 割未満から 25％

へ、ベトナムでは 40％から 56％へと増加する。しかしながら歳入面ではベトナム以外の

国では基本的に中央政府が徴収する構造が変わっておらず、その結果、地方の財源は国か

らの財政移転に依存する構造となっている。地方政府の国からの交付金に依存する割合は、

フィリピンでは 60％、インドネシアでは 70％である。タイでも地方政府の歳出比率が 2

倍以上となっているにもかかわらず税源移譲は行われなかったため、そのギャップは交付

金によって賄われている（ベトナムでは税源の移譲も行われたので、2002 年に 25％であ

った地方政府の歳入に占める自主財源の割合が 2006 年には 32％に増加している）。交付

金の使途については、インドネシアやフィリピンでは一般交付金が中心であり、タイでは
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一般交付金であるが使途について細かい制限が設けられている。地方政府の歳出を見ると、

地方での行政サービス、例えば教育や衛生、廃棄物やインフラなどの開発に関係する項目

が含まれる。インフラについては自治体の管轄下にあるような中小規模のもの（たとえば

州道や県道）だけでなく、地方政府が主体となる官民連携方式による事業なども見られる

ようになってきた。 

これらの動きに対して援助ではどのような支援が可能であり、あるいは既に行われてい

るのであろうか。従来の援助は基本的には中央政府が窓口となっている。その内容はナシ

ョナルレベルの事業が中心であるが、事業の内容によっては中央政府が全体のプログラム

を統括する形式で、自治体に権限のある中小規模のインフラ（例えば州道や県道、浄水場

の整備など）が対象とされることもあった。それらは資金の流れで見ると、中央政府から

の使途が定められたプロジェクトに対する資金移転又は転貸であった。しかし 2000 年代

に強まってきた流れは、分権の中で地方が自分達で決めて実施するという方法論であり、

それに対して中央政府は使途を縛らず交付金として資金を移転するという考え方である。

このような方法論の転換に対して、これまで援助による支援は限定的である。一つの例と

して、インドネシアでは中央政府が提供する村落への交付金の利用を、自治体構成員によ

る委員会が自ら計画し実行するという仕組みが存在する。2000 年代中盤に世界銀行や日本、

ADB がそれぞれに支援してきた異なる方法論の地方開発プログラムを統一のものにまと

めた結果、共通のプラットホームとして確立したものである。これに対して世界銀行や日

本などが、地域を分担して資金協力を行っている。このような方法論は、従来のプロジェ

クトベースの援助と政府の交付金システムのハイブリット型とも言えるものであろう。 

分権化の支援を通じた開発協力は、東南アジア新興国へのこれからの開発援助の一つの

可能性であると思われる。そのような協力は、それぞれの国が進める大きな構造改革にア

ラインするものであり、何より住民の判断が開発活動に反映されやすいからである。その

ための方策として、中央政府から地方への特定目的の交付金などと連携した援助、あるい

はドナーが地方自治体と直接対話を行い資金を供与していくことが有効であるだろう。同

時に地方分権の方向を後押しするためには、地方政府が効率的に予算を執行するための計

画能力や実施管理能力の強化が必要である。実際、インドネシアで見られたようにそれが

不足していたため、移転された財政資金が大きく使い残されて国債の購入などに回されて

しまっていた例が報道されていたこともあった。このため、例えば地方自治体の人材育成

と資金協力を一体的に行うようなアプローチが強化されていく必要があるものと思われる。 
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（官民パートナーシップ方式によるインフラ整備） 

インドネシア、フィリピン、タイではアジア金融危機以降、歳出に占める資本支出の割

合は小さくなった。その背景には、財政再建のための支出の抑制だけでなく、官民パート

ナーシップ（Public Private Partnership: PPP）を通じたインフラ整備への期待が高まった

ことがある。野田(2003)によれば、民間の資金やノウハウを公共事業に活用しようとする

動きは 1992 年にイギリスで生まれ、1990 年代後半に欧州やオーストラリアなどの旧英連

邦諸国を中心に広がっていった。東南アジア新興国でのインフラ整備における民間資金の

活用は、まず 1990 年代に BOT 方式や民営化などの手法から広がる。図－５３～５７に現

在までの各国における PPP の実績を分野別にまとめたが、ベトナムを除く東南アジア新興

国においては、1990 年代半ばに一度、PPP プロジェクトの実績のピークが来る。分野を

見ると電力と通信が中心であり、それ以外ではフィリピンにおいて 1997 年にマニラの上

水道事業に対して 2 件で合計 75 億ドルの投資が行われたことが際立っている。その後、

タイ、ベトナムを除く３か国では、アジア金融危機でインフラ分野への民間投資は一度、

大きく落ち込み、その後も 1990 年代の投資水準を超えていない32。 

各国ともに PPP の推進を積極的に進めようとして、いろいろな取り組みを行ってきた。

インドネシアでは 2005 年にインフラサミットを開催した。インドネシアでは 2005～09

年の期間のインフラ整備のための所要資金 1,450 億ドルのうち 800 億ドルを民間事業者に

期待するとして推進する事業を発表した33。年平均で 160 億ドルの民間資金が期待された

わけであるが、実績を見ると、図からも明らかとおり最も大きな民間からのインフラ投資

が行われた 2008 年でも 60 億ドルに届いてはいない。フィリピンにおいても、アキノ大統

領は 2010 年の就任演説において PPP を主体としてインフラ整備を進めることを発表して

いるが、思うようには進んでいないようである。 

                                                   
32 インフラ需要は、ADB(2009)によれば 2010～2011 年の間の東アジアにおいて約 8 兆ド

ルにのぼるとされている（そのうちの 68％は新設インフラであるが、32％は維持管理）。

即ち、東アジア全体では、年平均 7,500 億ドル程度の資金が必要とされている。分野は電

力が最も大きく 51％、次に道路が 29％となっている。  
33 民間以外からの資金 650 億ドルの内訳は、国家予算から 250 億ドル、年金・保険等か

ら 300 億ドル、ODA などの海外の公的資金から 100 億ドルとされている。  
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図－５３ インドネシアの PPP インフラプロジェクトの推移

 

図－５４ フィリピンの PPP インフラプロジェクトの推移

 

図－５５ タイの PPP インフラプロジェクトの推移
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出所：PPI Database, Public-Private Infrastructure Advisory Facility より作成 
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図－５６ マレーシアの PPP インフラプロジェクトの推移  

 

図－５７ ベトナムの PPP インフラプロジェクトの推移  
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インドネシアのようにアジア金融危機において為替が大幅に下落した場合、実施機関にと

っては徴収するルピア建ての収入と IPP へのドル建ての支払いとの間の乖離が極めて大き

くなる。実際にインドネシアの電力公社は当時、支払不能に陥ったのである。このような

事情は同じように 1990 年代に電力不足が深刻であり、電源開発が急がれたフィリピンで

も同じであった。澤田(2006)は、フィリピンにおいて 2003 年当時に「実現した」偶発債

務はフィリピン全体の債務の 25％にのぼること、そして偶発債務の 25％が IPP に対する

保証であり、18.5％が BOT に対する保証であることを紹介している（残りの大半にあたる

43％は政府系企業の借入保証）。このような経験を経て、現在、東南アジア新興国の政府

は保証による偶発債務の引き受けには極めて慎重である。以前のような保証の提供には消

極的となり、保証の範囲をできるだけ限定するか、又は財政の予見性を高めるため政府の

分担を事前により明確にする方向を模索するようになっている。そこに PPP という、民活

インフラをより広い概念でとらえようとする考え方が適合した。 

即ち、従来の BOT などの方式では、民間が自らの資金で投資してリターンを得ること

が前提である。従って、一般的に収益性の低いインフラ分野では BOT 方式を適用できる

公共事業が限定されてしまう。それにもかかわらず、民間主導により広い範囲でインフラ

整備を進めたいとするならば、民間が参画できるように収益を保証しなければならなくな

る。しかしそのような方法論を追及して、将来に不確かな需要リスクや支払リスクを更に

保証していくという方向性は、もはや政府にとってリスクが高すぎる。そこで現在の東南

アジア新興国では、政府が将来にわたって何らかの保証を提供する代わりに、事前に官民

の役割分担を明らかにし、場合によっては資金も政府が事前に提供することで投資コスト

を引き下げることによって、民間を参画させていこうとする考え方が主流となっている。

典型的には、建設工事を官部分と民部分に分けて実施する方法で、俗に上下分離方式と呼

ばれるものである。官が建設を分担することによって全体の建設コストが下がり、事業と

しての収益性が確保できるようになる。加えて最近では、官の分担を建設工事の対象で決

める代わりに、建設工事は全て民間が行うが、政府は一定の補助金を提供することによっ

て（Viability Gap Funding: VGF）民間にとっての投資コストを引き下げるような方式も始

まっている。即ち、事業の収益性や公共性の高さに応じて政府の分担割合を定め、その額

を民間に補助金として提供することで、民間が事業運営できるような収益性が確保できる

ようになるはずであるという考え方である。  
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この他にも譲許的な長期の政策融資、政府が出資を行うことによるリスク負担、保証機

関を政府の外に出した上での部分的な保証の供与など様々な官民分担の方法が登場してい

る。いずれも事前に政府の分担の範囲と大きさを特定し偶発的要素を排除している点が共

通している。この他にも民間資金がインフラ開発に入りやすくするような工夫、例えば再

生可能エネルギー推進のための地熱発電の促進という政策目的を実現するため、固定買取

価格制度を導入したインドネシアのような国も出てきた。このような制度づくりは、どの

国においても途上であり実績が積み重なるにはしばらく時間がかかりそうである。  

PPP 制度が未成熟であるという問題は、PPP が期待ほどに進まない大きな要因の一つで

ある。EIU(2011)は ADB の協力を得てアジアを中心とする各国の PPP の進展状況を包括

的に分析している。そこでは東南アジア新興国は（マレーシアは分析に含まれていない）、

法、制度的枠組み、投資環境、ファイナンス、自治体の対応などを勘案した総合的な制度

環境が未成熟であるとされている（付表－８参照）。 

このように民間との連携によりインフラ整備を進めていこうとする動きが強まる中で、

ODA にはどのような役割が期待されているのであろうか。第 1 に、現状では未だ PPP に

関する制度が整備途上の段階であることから、制度づくりや人材育成への協力が挙げられ

る。インドネシアやフィリピンにおいては、日本とオーストラリア、ADB がこのような支

援を行っている。第 2 に PPP による事業は、通常の公共事業に比べて官民の適切な役割

分担についての分析やファイナンスの組成、モニタリングなどの追加的要素が加わるため、

事業形成は難しくなる。従って、ドナーが複雑化する案件の形成を支援することによって、

案件の成熟度を高めることが期待される。第 3 にファイナンスである。幾つかある PPP

方式の下での官民連携の方法論の中で、官民それぞれが建設する部分を分担して行う上下

分離型の案件は、これまでの伝統的なプロジェクト援助がなじむ方法である。例えば 2011

年 11 月に円借款が承諾されたベトナムのラクフェン国際港建設事業などのような例が幾

つか存在する（この例では港の土木工事を政府と ODA が、荷役設備等を民間が建設）。

しかしながらこのような方法が望ましい事業とそうでないものが存在する。建設部分を事

前に完全に分離するよりも、建設は事業運営を行う民間が一体的に全て行い、公的セクタ

ーが負うにふさわしいリスクを政府が資金負担する方が全体として事業の効率性が上がる

場合もありうる。VGF としての補助金、長期・譲許的な公的融資などがその場合のファイ

ナンス方法であるが、特に VGF は新しい手法であり、そのような方式を想定した案件の

形成は始まったばかりである。そしてこのような開発資金ニーズは、従来のプロジェクト
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援助の枠の中では考えられていなかったものである。この他に、ADB はアセアンを対象に

インフラファンドの設立に協力し、世界銀行はインドネシアではインフラ開発のための保

証基金の設立資金の一部に対して融資を行うなど様々な取り組みが始まっている。いずれ

も単なる資金援助ではなく、制度と資金メカニズムの構築の段階から受取国と共同で取り

組んできたところに意義が大きい。要約すれば、PPP に対する資金協力は未だ手探りの状

況にあり、受取国の制度構築支援と一体的に考えられていく段階にある。日本の ODA に

おいても、このような新しいニーズにどのように対応していくかは今後の重要な課題の一

つである。 

 

５．２のまとめ～プロジェクトの枠を超えた開発ニーズの変化、そして国際機関の対応 

こうして見てくるとインドネシアやフィリピン、そして部分的にはタイやベトナムにお

いて２つの傾向が見えてくる。第 1 には開発のステイクホルダーの多様化で、開発におけ

る地方自治体や民間の役割の拡大である。第 2 は受取国の財政運営力がより強まったとい

うことである。後者は、債務の削減や支出構成の変化が強い意志の下で進められているこ

と、PPP による事業への様々な財政負担のツールの開発、あるいはこれまで計画機関が中

心的役割を果たしていたプロジェクト援助から財政支援へのシフトが見られることも、財

政当局の財政運営力が強くなってきたことの表われと言えるであろう。 

このような傾向が強まる中で近年の国際機関の実績を見たところ図５８～６０のように

なった。インドネシア、フィリピン、ベトナムの 3 か国に対する世界銀行と ADB を合計

した新規の承諾額を、財政支援（通常）、財政支援（危機対応）、補助金等、投資プロジ

ェクトの 4 分類で整理し、その推移を見たところ、そこに極めてはっきりとした変化が見

られたのである。一見して明らかなとおり、インドネシアとフィリピンは似通った推移を

辿っており、それはベトナムと全く異なっている。インドネシアとフィリピンでは毎年、

一定の財政支援がベースとして継続しており、危機時には財政支援が跳ね上がる。投資プ

ロジェクトは年によって変動が大きく、全体的には補助金等に関係する融資と同程度の大

きさである。これに対してベトナムでは、投資プロジェクトの割合が圧倒的に大きいので

ある。 
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図―５８ インドネシアに対する世界銀行、ADB の融資内訳の推移 

 

図－５９ フィリピンに対する世界銀行、ADB の融資内訳の推移  

 

図－６０ ベトナムに対する世界銀行、ADB の融資内訳の推移
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図中の「補助金等」に含まれる融資とは、(a)地方分権、(b)PPP、(c)その他補助金等で

ある。これらは、いずれも従来型のプロジェクト援助とは異なる財政支出の流れに対する

貸付である34。地方分権に関する協力は、特にインドネシアで多く見られる。また PPP に

関しては、インドネシアにおいてインフラ融資会社が設立されており、同社が行う融資活

動に対するバックファイナンスが世界銀行と ADB により行われている。ADB はインドネ

シアやベトナムでは案件形成のための費用を貸し付けている。その他にも政府が提供する

補助金に対しての貸付が見られる。例えば、インドネシア政府は小学校等に対して学校補

助金を提供しており、保護者などの関係者が実際の現場の改善を立案し実施するという制

度が整ってきた（元々は日本の技術協力により導入されたものである）。世界銀行はこの

枠組みに対して融資を行っているのである。またフィリピンでは、アキノ政権の政策の柱

の一つとして貧困削減のための条件付き現金供与（Conditonal Cash Transfer: CCT）が導

入されている。これは、貧困層が、例えば妊婦の定期検診や児童を通学させるなどの一定

の要件を満たした場合に現金を受け取ることができる仕組みである。世界銀行と ADB は

このような新しい仕組みの導入にあたっての調査や準備、パイロット事業などに協力し、

その上で全国に拡大する際に融資を行って協力しているのである。 

更に危機が発生した場合、従来はその都度、新たな財政支援を提供したり、あるいは継

続プログラムを増額するという対応が一般的であった。これに対して近年は、いざ危機が

発生した場合には迅速に引き出すことができるよう、予め予防的に貸付契約を結んでおく

ような方法も導入され始めている。それは経済危機だけでなく、災害にも応用されている。

即ち、災害が起きた際に迅速に資金が使えるよう、一定額をあらかじめスタンドバイとし

て約束しておくという方法である。 

筆者は、インドネシアやフィリピンに対する国際機関の最近の貸付プログラムを要約す

ると、以下の４点が大きな変化であると考えている。第 1 は、経済危機や災害などの困難

な状況が発生した場合、予防的枠組みを含めて強めていこうとする動きである。公的機関

の本来的役割として、反景気循環な機能を果たそうとするものであろう。  

第 2 に、交付金や補助金のような仕組みを支援目的の実現のために積極的に活用してい

こうとしていることである。補助金という考え方は、そもそもは市場を歪める性格を内包

                                                   
34 筆者の分類による。付表－９として 2007 年以降のインドネシア、フィリピン、ベトナ

ム、タイに対する世界銀行及び ADB による投資プロジェクト以外に分類された新規貸付

承諾案件リストを参考として添付している。  
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しているものであるから、これまでの伝統的なワシントン・コンセンサスの考え方からす

ると受け入れられるものではなかったはずである。しかし地方分権や貧困対策のような政

策は、本来的に市場に委ねるだけで実現できる性格のものではなく、発展途上にある国に

ついては格差の是正などのために補助金は避けて通ることができないテーマである。近年、

国際機関がこのような補助金政策に正面から取り組み始め、それを推進するための融資を

積極的に進めていることには驚きも感じる。また PPP における建設補助金（VGF）などは、

インフラの適正な官民分担を構築する中で出てきた新しい考え方である。補助金の活用は、

OECD でも推奨されているカントリーシステムの活用に通じるところがある。国際機関が、

このような視点から制度改善の一環として交付金や補助金に目を向け始めたことは、近年

の新しい動きであると筆者は考えている。 

このことは第 3 の特徴、即ち制度構築ための資金のレバレッジを活かそうとする方向に

つながっていると考える。それは新興国などにおいて、財政に占める海外からの公的資金

の役割が小さくなっていることに対する方向性であると思われる。財政支援の対象となっ

ている政策アクションを見ると、地方交付金改革、CCT パイロット事業なども含まれてい

る。新しい政策の導入について財政支援をレバレッジとして政策対話を行い、その実現の

ために別途の貸付と技術協力のプログラムを立ち上げているのである。このようにして、

国際機関は協力の効果を最大化しようとしているのである。  

第 4 には、所得水準が上がるにつれて投資プロジェクトへの直接的な融資が減少してい

る中、PPP の推進や国内資金の動員のための資本市場整備などを支援し、多角的に公共投

資をサポートしようとしていることである。インドネシアやフィリピンに対しても、かつ

てはベトナムと同じように投資プロジェクトが融資の中心であった。国内資金や民間資金

が相対的に豊富になり、あるいは国内企業だけで遂行できる事業が増加するにつれ、支援

の対象を変化させてきているのである。2000 年代後半になって、特にインドネシアとフィ

リピンにおいて国際機関からの資金供与が大きくなってきていることについて、筆者は開

発ニーズの変化に融資プログラムを順応させてきた結果であると考えている。日本の東南

アジア新興国への ODA を考える上で、このような国際機関の近年の変化は注目していく

必要があるものと思われる。  
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第６章 供与側の検証 

６．１ ドナーの優先度  

 本章では 2000 年代の東南アジア新興国に対する日本の ODA の推移を解明するにあたっ

て、ドナー側での変化とそれが及ぼした ODA の推移への影響の程度について考察する。

ODA の推移に影響をもたらすドナーの要因として考えられることは、大別すると以下の２

点である。 

(a) ドナー国の政治・外交・財政等の理由による ODA の重点対象国や優先分野等の変化。 

(b)  ODA の供与条件等が変化することによる途上国からの ODA 需要の変化。 

もとより ODA はドナーと受取国という 2 者の間の取引であるから、例えば受取国の経済

成長に伴う贈与の対象国からの卒業などは、受取国の変化とドナーの ODA 供与の枠組み

の両方に基づいて起こる現象である。しかし、ここでは主としてドナー側の事情の変化に

より引き起こされる援助の変化の可能性に焦点を当てる。 

(a)による変化に含まれるものは、援助の総額、援助形態の選好（例えば贈与か借款か）、

対象とする地域と国の選好（例えばアジア重視、アフリカ重視など）、対象とする分野の

選好（例えば MDG 重視など）である。結論を述べるならば、このような諸点に関して 2000

年代に東南アジア新興国への日本の ODA を減らす動きにつながるような変化は特には見

当たらない。日本の ODA 全体の承諾の大きさについては、第３章で見たとおり 1990 年代

以降にグロスでは大きな変化はなく、むしろ 2000 年代の後半に増加している。次に援助

形態の選好に関しては、第２章で見たとおり贈与はやや増え、円借款は 2000 年代の前半

に多少の減少が見られる。特に後者について、この現象が意図したものであるのか、ある

いは結果としてそのような実績となったのかを検証することは困難である。しかし、円借

款の地域別内訳を見ると、南アジア向けは絶対額でも比率でも大きく増えていることから、

援助形態そのものに関する選好に変化があって円借款を減少させたとは考えにくい。むし

ろ東アジア向けの円借款が固有の理由により減ったことが、全体の円借款の承諾額を押し

下げたと考える方が自然である。  

地域の優先度について、地域配分の変化の要因を個別に見ていくと、(イ)2007 年を最後

に中国向け円借款が新規に供与されなくなったこと、(ロ)東南アジアの中でベトナムを除

く新興国向けの新規承諾が 10～30 億ドルにとどまったため、全体としては縮小したこと

（1990 年代は 1997 年を除き 30～50 億ドル）が特徴的である。後者について、東南アジ
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ア新興国との関係に大きな懸案などもなく、二国間の共同声明などにおいても関係強化の

方向が打ち出されているなど、日本側の方針によりこれらの国への ODA の配分を減らし

たとは考えられない35。最後に ODA の対象分野に関する優先度が変わったため東南アジア

新興国に対する援助が減少したという要素も見当たらない。これらの国に対する援助額の

太宗を占めていた円借款については、それ以前も現在もインフラを中心とするプロジェク

ト援助が中心である。そしてそのことは、前章で見たように逆の意味で東南アジア新興国

に対する日本の ODA が以前ほどの大きさとなっていないことの説明と考えられるのであ

る。 

 

６．２ 東南アジア新興国にとっての ODA ローンの譲許性 

次に日本の ODA の供与条件である。ここでは、円借款の融資条件が東南アジア新興国

にとって、どの程度に譲許的なものと映っているのかを考察する。そもそも ODA ローン

の定義は OECD に拠っており、グラントエレメント（Grant Element: GE）が 25％以上の

政府に対する貸付を指す。GE は商業借入と比較した場合の譲許性を表わす指標であり、

例えば贈与は 100％となる。譲許性の計算に使用する割引率は 10％であり、そもそも絶対

基準で定められているものである。従って、同じ GE 値であっても、その時々の金利水準

や受取国の格付けの変化によって、受取国にとっての譲許性が以前より高いように受け取

られたり、あるいは逆に低くなったように受け取られたりする性格を有している。 

ODA ローンはその性格上、対象国は一定以上の債務負担能力のある国となる。そして日

本の円借款では、所得水準が高くなる程に条件は厳しくなるよう設定されている。商業金

融であれば、所得水準が上がれば一般的には信用力と返済能力は高まるから貸付先として

安全になる。その分だけリスクは下がるから、より良い条件で貸せるはずである。つまり

円借款の供与条件はマーケットの考え方とは逆の思想で成り立っている。現時点での供与

条件表は表－２２のとおりである。所得階層区分に加えて、政策誘導を行いたい分野に優

遇金利を設け、条件の差別化を行っている点が特徴的である。  

                                                   
35  2006 年度に行われた外務省のベトナム国別評価の中で「援助規模の定性的な方向性

検討のためのメカニズム」について言及がある。そこでは、二国間関係、開発ニーズ、制

度政策環境、援助吸収能力、ODA 大綱における援助実施の原則との関係の 5 項目を評価し

援助規模の方向性を決めていこうとする試みが行われたとされている。同じ報告書の中で

は、日本政府が援助金額の国別配分を横断的に検討する仕組みを整備していないとも記述

されている。しかし、その後は他の文書でこのような援助規模の検討メカニズムについて

の言及は見られていない。  
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表－２０ 円借款の供与条件表（平成 25 年 4 月以降適用）  

 

出所：国際協力機構ホームページより  
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所得階層による条件差は、世界銀行や ADB の融資でも同様であり、一人当たり所得水

準が高いと譲許性は低くなるという基本的建てつけとなっている。これらの機関では貸付

を譲許的条件とより市場に近い条件に大別している。世界銀行の場合を見ると、後者の市

場近似条件で供与を行う国の中でも、更に所得水準の違いによって償還期間に差をつけ、

3 とおりの平均償還期間に対してスプレッドを上乗せしている。また、貸付通貨別、変動

金利と固定金利というオプションも用意されている。これに対して円借款は所得階層と政

策上の誘導を行いたい優先分野が条件に反映させるような設計になっている。例えば、中

所得国から中進国へ所得水準が上がれば、金利が上がるだけでなく、貸付対象分野も限定

される。2013 年度の円借款の供与条件の改訂により低所得国以上には変動金利オプション

が加わることなった。これにより世界銀行等との比較が容易に行えるようになった。2013

年 7 月 1 日現在の IBRD の円建て変動貸付の金利を見ると平均償還期間が 15～18 年の場

合で LIBOR＋0.47％である。償還期間 25 年（うち据置 7 年）のローン（半年均等返済）

は平均償還期間が 15 年を少し超えるので、この条件の円借款を表－２２から取り出して

みる。そうすると低所得・中所得国のどちらの場合の標準条件も円借款の方が譲許的であ

ることがわかる。更に優先条件の場合はどの所得階層においても円借款の方が相当に譲許

的である。 

表－２１ 円借款の平均貸付金利の推移  

 

出所：海外経済協力基金、国際協力銀行及び外務省の実績発表から作成  

実際に貸し付けられた円借款の平均貸付条件は表－２１のとおりである。1990 年代には

2％台半ばであったが、近年では 1％を下回る金利で推移していることがわかる。1997 年

から 1998 年の間に大きく変化したが、これは 1997 年に地球温暖化対策を推進するため特

別金利を導入し、また金利全般の引き下げを行ったことによるものと思われる。この様な

改定を受けて優先分野への政策誘導が進んだことなどにより平均金利の実績値は低くなっ

ていった。貸付期間の平均は概ね 30～35 年の間であり、グラントエレメントは 1998 年以

降、70％台で推移している。  

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

期間 28.75 29.5 32.5 33 33.17 35 33 30.6 35.2 32.1 34.2 32.6 32 33.3 31.8

据置期間 9.25 9.42 9.58 9.33 9.83 10 9.8 9.3 9.8 9.3 9.8 9.2 9.1 9.4 8.8

円借款金利 2.47 2.34 1.33 1.37 1.34 1.45 1.54 1.22 0.94 0.99 1.01 0.86 0.77 0.76 0.64

グラントエレメント 60.59 62.15 72.18 71.96 72.6 72.73 70.54 71.25 76.48 73.36 75.34 74.78 74.43 76.46 74.61
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これを 10 年国債の応募利回りと比較すると図－６１のようになる。期間も返済スケジ

ュールも異なるので参考としての比較であるものの、2003 年頃までは概ね長期国債の利回

りとほぼ同じ水準で推移していたが、2004 年以降は下回るようになっていることがわかる。

即ち、近年の円借款の平均貸付条件は全体的には以前よりも譲許的になっており、それは

絶対的な水準が下がっているだけでなく、相対的にもより譲許的になっているのである。  

図―６１ 長期国債（10 年）の応募利回りと円借款平均貸付金利の推移  

 

出所：円借款金利は表－2１と同じ出所より、国債応募利回りは日銀金融経済統計月報より作成  

次に 2000 年代の東南アジア新興国の所得階層を確認する。これらの国に対する条件が

厳しくなったのかどうかを見るためである。結果は表－２２のとおり 2000 年代にはほと

んど変化がなく、所得階層が上がったのは 2010 年代に入ってからであった36。 

表－２２ 東南アジア新興国の円借款金利表所得階層区分の推移

 

出所：海外経済協力基金、国際協力銀行及び外務省の実績発表から作成  

                                                   
36 低所得国の金利条件の推移を実績により確認したが、例えば 2001 年のインドネシアに

対する承諾案件の条件は、金利 1.8％（返済 30 年、据置 10 年）であるのに対し、2004 年

にはこれが 1.5％となり、2007 年に 1.4％に変更されていた。中所得国を見ても、2000 年

の 2.2％が、2004 年に 1.5％、2008 年 1.4％と、絶対水準が低下の傾向していることがわ

かった。つまり各階層の金利は全体的に下がる方向で推移していた。  

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010

円借款 長期国債(10年） 

1998 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

インドネシア 低所得 低所得 低所得 低所得 低所得 低所得 低所得 中所得 中所得 中所得 中所得

フィリピン 低所得 低所得 低所得 低所得 低所得 低所得 低所得 中所得 低所得 中所得 中所得

タイ 中所得 中所得 中所得 中所得 中所得 中所得 中所得 中所得 中所得 中進 中進

マレーシア 中所得 中進 中進 中進 中進 中進
(中進国

超）

(中進国

超）

(中進国

超）

(中進国

超）

(中進国

超）

ベトナム 貧困 貧困 貧困 貧困 貧困 貧困 貧困 貧困 低所得 低所得 低所得
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そこで、受取側で円借款条件を相対的にどのように受けとめている可能性があるのかに

ついて考察するため、以下についての確認を行った。第 1 に受取国の国内資金の調達金利

の動き、第 2 に受取国の金利水準との相対的な関係、第 3 には為替の変化の 3 点である。 

第 1 の点について 5 か国それぞれの長期国債（10 年）の利回りの推移は付図１６～２０

のとおりである。2000 年代の国債利回りの間の最低と最高、及び期間平均の利回りをまと

めたところ表－２３のとおりとなった（マーケットの指標が存在するのはインドネシアで

は 2003 年以降、ベトナムでは 2007 年以降）。 

表－２３ 東南アジア新興国の国債利回りの推移  

 最低  最高  直近(2013/9) 期間平均  

インドネシア  

2003-2013 

4.99 

(2012.2) 

20.75 

(2008.10) 

8.66 

 

10.0 

フィリピン  

2001-2013 

3.04 

(2013.5) 

18.64 

(2001.1) 

3.74 9.4 

タイ  

2000-2013 

2.4 

(2008.12) 

6.7 

(2005.11) 

4.35 4.5 

マレーシア  

2001―2013 

2.87 

(2009.1) 

5.25 

(2004.4) 

3.7 4.1 

ベトナム  

2003-2013 

7.25 

(2007.6) 

12.53 

(2011.5) 

8.81 10.1 

出所：Tradingeconomics より作成  

全体的には ODA への依存度が小さいタイとマレーシアにおいては、平均 4％台と名目金

利が低く変動幅も小さかった。これに対して、一定の ODA の流入が続いているインドネ

シアとフィリピンでは、平均の利回りは 10％程度であり、加えて変動幅も大きいなど、タ

イやマレーシアに比べて不安定であった。つまり円借款の大きさは受取国の名目金利水準

の高さと変動の幅に何らかの相関がある可能性が考えられるのである。 

その中で近年の国債利回りの推移を見ると、フィリピンでは 2005 年頃を境に国債利回

りは安定し始め、最近まで金利の低い局面が続いておりタイやマレーシアと近い動きを示

すようになってきている。またインドネシアにおいてもリーマンショックの前に一度、ひ

とけた台に下がり、2008 年前後には急上昇したものの 2009 年からは再度ひと桁台に下が

って推移している。名目の国内金利の動きだけで ODA ローンへの需要を議論することは

無論できないが、国内マーケットがそれまでに比べて低金利の局面が続くことによって名

目の利払いが小さくなり、更に変動幅が小さくなることによってそれが安定してきている
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ことは、円借款などの対外借入への需要にマイナスの影響を与えたのではないかと思われ

る。 

第 2 に、受取国の金利水準との相対的関係をスワップの考え方を用いて確認する。表―

２４は円借款の供与条件を現地通貨に置き換えてみたものである。クロスカレンシースワ

ップが行われたとして円借款の金利は現地通貨では、理論上では何％に置き換えられるの

かという試算を行った。実際にタイなどでは、例えば 10 年などの一定の期間について現

地通貨とのスワップは現実に行われるようになっている。なお、ベトナム・ドンとのスワ

ップは仮定とはいえ現実的ではないので試算は行っていない。そこで得られた理論上の金

利を、次にインドネシア、フィリピン、タイの国債利回りと比較してみる（国債のイール

ドカーブは付図－１８～２１参照、2013 年 8 月 16 日時点で計算）。  

表－２４ 円借款条件の現地通貨換算  

 

出所：円借款供与条件表より筆者試算（2013 年 8 月 16 日時点）  

実際のマーケットでは円借款のような長期のローンとの通貨スワップは存在せず、また償

還スケジュールも異なるのであくまで参考値ではあるものの、円借款の一般条件との比較

ではインドネシアは返済期間が 25 年、20 年、15 年いずれのケースでも円借款の条件の方

が国債利回りより有利であったが、フィリピンでは 25 年について、タイでは 3 つの期間

全てについて国債利回りの方が低くなった。そして優先条件の場合はいずれも円借款金利

の方がかなり低くなった。理論的には、少なくとも円借款の一般条件は、受取国にとって

国債発行による資金調達に比べて常に優位性があるとは言い難いものとなっていると考え

られるのである。もっとも、付図－１６～２０でわかるように、特にインドネシア、フィ

(単位:%) 金利
償還期

間
うち据
置期間

インドネ
シアルピ

フィリピ
ンペソ

タイ
バーツ

中所得国 一般条件 基準 1.40 25 7 6.50 3.97

オプション１ 0.95 20 6 7.65 4.02

オプション２ 0.80 15 5 7.11 4.07

優先条件 基準 0.30 40 10 2.85 1.49

オプション１ 0.25 30 10 4.10 1.57

オプション２ 0.20 20 6 5.82 2.43

オプション３ 0.15 15 5 6.21 2.31

STEP 0.10 40 10 2.32 1.23

中進国 一般条件 基準 1.70 25 7 4.88

オプション１ 1.60 20 6 5.41

オプション２ 1.50 15 5 4.99

優先条件 基準 0.60 40 10 2.67

オプション１ 0.50 30 10 2.86

オプション２ 0.40 20 6 2.84

オプション３ 0.30 15 5 3.57
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リピン、ベトナムでは国債利回りの変動は大きい。例えば、インドネシアの例では 2013

年 5 月と 8 月の間で短期国債の利回りは 3％も上昇するなど依然として変動が大きいので

（付図－２１、２２）、安定した長期ファイナンスは、それが外国からの借入であっても

依然として魅力があるのではないかと思われる。  

最後に為替の変動である。円借款は基本的に円建てによる貸付であるから、受取国は返

済時の為替変動リスクを抱えている37。受取国の財務当局が為替リスクのヘッジを考える

場合、通貨スワップによるヘッジを行うことが可能な中所得国以上の国であっても、平均

貸付期間が 30 年を超える通貨スワップを市場で取引することはできない。そうなると財

務当局は為替リスクを抱えなければいけない。付図－２５～２９は 2000 年以降の 5 か国

の為替変動を図示したものである。各通貨とも 2007 年を境に対ドルと対円の変動に差が

見え始めている。つまり 2007 年以降、特に円が強くなり、返済時の現地通貨換算による

負担額が大きくなるように推移したのである。従って 2000 年代半ばまでは、東南アジア

新興国の財政当局にとっては、外国からのファンナンスを考える上で返済通貨の違いは、

近年ほどの意味を持たなかったかもしれないが、2000 年代の後半に円高が続いたことは、

現地通貨換算での返済負担の増加を通じて新規の円借款借入に慎重さを加えている可能性

がある。また、現在の東南アジア新興国のように当座の財政の流動性に懸念がない状況の

国にとっては、長期であることによる為替リスクへの懸念が、返済期間が長期であるとい

うメリットを相殺するものであるように受け止められる可能性も生まれているかもしれな

い。 

 

６．２のまとめ 

以上をまとめると、2000 年代を通じて円借款の金利は相対的にも絶対的にもより譲許的

となっているが、それにも拘らず東南アジア新興国においては円借款への需要を押し下げ

る可能性をもたらすような変化が見られた。それは第 1 に東南アジア新興国政府が、国債

を通じてかなりの程度安定的に国内から資金調達できるようになってきたこと、第 2 にそ

の絶対水準は低くなり名目上の金利負担が小さくなったこと、第 3 に 2000 年代後半の円

の独歩高が円建ての借入に慎重さを与えているのかもしれないことなどである。  

 

                                                   
37 2013 年より外貨返済型円借款が導入され、借入人が希望する場合には貸付完了済の円

貨建てから米ドル建てに転換できるオプションが加わっている。  
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６．３ 取引コスト 

取引コストとは何であるのか  

最後にドナーに起因する問題として、援助の取引コストについて触れることにしたい。

援助は受取国とドナーの二者の間での取引があって初めて成立するものであるから、そこ

には取引のコストが発生する。そしてそれは一般の商取引とは異なる内容のものである。

例えばマクロ経済やセクター開発に関する政策対話、事業の計画や実施段階での協議、事

後の評価などのドナーの介入は援助に固有である。このような取引コストは援助の効率性

との関係においてよく議論にのぼる。  

ここでこの問題をとりあげる理由は、第 1 に受取国は表面的な貸付条件だけで ODA の

受入を判断しているわけではないと思われること、第 2 に多くの場合に援助の取引コスト

は貧困国について論じられているが、新興国ではどのように受け止められているのかにつ

いてほとんど分析が行われていないからである。例えば受取国の発展水準が違えば取引コ

ストは相対的に変わってくるかもしれない。そのような問題意識から東南アジア新興国に

とって援助の取引コストはどのように映っているのかを考えてみたい。 

経済学における取引コストの概念は Ronald Coase(1937)に始まる。Coase は経済学が

前提としている市場における取引はコストなしでは起こりえないこと、即ち価格メカニズ

ムが機能するためには交渉や契約の費用が必要であるとした。彼が取引費用として挙げた

項目は、searching、 writing、 monitoring、 enforcement の 4 項目である。それを発展さ

せた Oliver Williamson は、ある取引が組織の中で行われるか、それとも外部との契約で行

われるかを決めるものが取引コストであるとした。企業の規模と範囲を特定するものが取

引コストであるとの考え方である。彼が取引費用として挙げた項目は、searching、decision、

policing and enforcement である。これらの学説は新制度学派と呼ばれ、その後様々な範囲

の分析で応用されるようになる。例えば経済全体を対象にした分析、金融費用に着目した

分析、環境や生態学などがその例である（Wan(2003)）。援助の分野では、援助の効率性

を論じる際に取引コストの概念が登場する。Yeager (1999)は、一般に途上国においては取

引コストは高くなるが、海外援助はそのような途上国を相手にする取引であるから、一定

の取引コストの発生は不可避であるとしている。 
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取引コストは計測できるのか  

取引コストを計測することは、多くの論文において難しいとされている。よく引用され

る例は、Wallis and North(1986)による米国における 1870 年代からの取引セクターの大き

さの変遷に関する研究である。彼らは企業内の取引部門と保険や不動産、商業などの取引

業界、更に政府部門の合計を取引セクターと分類した上で、その大きさを推計した。その

結果、1870 年には対 GDP 比 26.09％であった取引セクターの大きさは、1970 年には

54.71％に拡大しているとした。Polski(2001)はアメリカの商業銀行の取引コストの大きさ

を測定した。その結果、1934 年には全収入の 69％であったものが、1998 年には 77％に

拡大しているとした。商業銀行にとっての取引コストとは利払いと金利以外の費用である。

時代を下るに従って取引コストが増加している点については、Wallis and North(1986)と整

合的であると述べている。   

経済の発展に伴う取引コストが増加する理由について、Wallis and Norh はそれまで見え

なかったものが市場化されることによって取引費用として表面化することによるものとし

ており、技術進歩もこれを促しているとした。近年の例に当てはめると、例えばインター

ネットの発展に伴うアウトソーシング・ビジネスやコールセンターなどの新しいビジネス

が生まれていることなどが、そのような解釈に当てはまるものと考えられる。 

 

援助における取引コスト項目とは何であるか 

先行研究では、援助における取引コストが何を指すのかについての定説はない。

Lawson(2009)は Williamson らの定義に基づき、プロジェクトの発掘（searching）、交渉

（bargaining）、モニタリング（enforcement）を取引コストと定義した。Ashford and Biswas 

(2010)は交渉、調整、実施コストを援助の取引コスト項目に挙げた。Acharya(2006)は援助

の取引コストには管理費用と間接費があるとした。Brown(2000)や CIEM/JICA(2003)は、

機会費用も取引コストと考えらるべきであるとしている。機会費用とは、例えば受取国の

政府高官が援助業務で時間を取られるため、政策立案などに時間を割けなくなることによ

る損失をコストとして考えるものである。CIEM／JICA(2003)は、援助という取引におい

て、どのような取引コストが発生しているのか、それはドナー・受取国のどちらが発生さ

せているのかをまとめている（表－２５参照）。  
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表－２５ ベトナムにおける援助の取引コスト 

段階  取引コスト（TC）の種類  TC を発生させる主体  

実施前段階  ドナードリブンな事業準備  ドナー  

  国際コンサルタントの質  ドナー  

  ドナーからの事業開始までの長いプロセス  ドナー  

  不十分な事業デザイン  ドナー  

  事業管理能力の欠如  ベトナム側  

  複雑な国内手続き（審査・承認）  ベトナム側  

  複雑な国内手続き（事業の内貨予算）  ベトナム側  

実施段階  ドナーのオーバープレゼンス  ドナー  

  国際コンサルタントの質  ドナー  

  事業費に占める高い国際コンサルタントの割合  ドナー・ベトナム側  

  受取国をいかにして事業管理に巻き込むか  ドナー・ベトナム側  

  カウンタパートの事業参加インセンティブ不足  ベトナム側  

  ドナー本部に集中する調達システム  ドナー  

  ドナーの複雑な予算承認手続き  ドナー  

  援助デリバリーメカニズムの変更  ドナー  

  事業管理能力の欠如  ドナー  

  ドナーの現地事務所への権限移譲  ドナー  

出所：CIEM/JICA(2003)  

Coase は生産者に帰する生産のための費用以外のコストを取引コストとしていた。援助

にこの考え方を当てはめると、生産のための費用とは、プロジェクトの対象、例えば道路

建設のための設計や建設費などの直接的費用となる。そしてその部分は基本的に国内予算

で事業を実施する場合と同じである。援助の事業の場合は取引者として国内外の援助関係

者が加わる分だけ取引コストは追加されると考えることができる。この関係を図示すると

図－６２のようになる。一番外側の円が、通常、援助の取引コストとして議論される部分

である。しかし、それは単独で切り離されて追加されるものではなく、国内での取引コス

トと相互に影響しあう性格を持つと考えられる。例えば、援助機関の介入により受取国の

国内調達の透明性が高まる場合があるが（援助機関は調達のためのガイドラインに従うこ

とを受取国に求める）、それは国内のルールに影響を与え取引コストの大きさを変える可
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能性がある。なおここで注意を要する点は、取引コストがかかることはそれ自体が常にマ

イナスであるというわけではなく、それによって得られる便益との比較で論じられるべき

ものであるということである。 

 

なお、取引コストの経済学においては、取引コストとは元々は生産者が市場において取

引を行うためのコストを指している。逆の言い方をすれば、消費者の側で発生するコスト

に着目して考察が行われているわけではないということである。これを援助に置き換える

ならば、本来的にドナー側において発生する「生産」、即ち援助を行うためのコストを取

引コストと呼ぶべきであろう。しかし上記の例から明らかなとおり、これまで援助の文脈

では、基本的に受取国の視点から見た場合の援助を受ける際に発生する追加的コストを取

引コストとして分析の対象としているのである。逆にドナーの取引コスト（負担）につい

ては、それが例えば援助形態によってどのように異なるのか、あるいは援助の効率性から

どうあるべきなのかという点はほとんど分析されていない。このように受取国の負担に着

目して議論を行う視点は相手国の発展を目的とする援助に特有のことなのかもしれない。  

 

援助の取引コストの計測について 

援助の取引コストの計測はほとんど行われていない。ほとんどの先行研究で計測は困難

であるとされている。Brown et al.(2000)は、以下の 4 項目をその理由に挙げている。    

出所：筆者作成による  

図－６２ 
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(a) 援助は取引のためのコストを追加的に発生させるが、それによって効率が改善す

ることもあるなど、負担であるのか便益なのかの区分が不明確であること。 

(b) 間接費用・機会費用は観察できないこと。 

(c) どこで発生しているかが複雑でわからないこと。 

(d) 政府とドナーで認識が異なること。 

Amis, Green and Hubbard(2005)は取引コストそのものの計測は実際的ではないとして、

負担として認識される程度の順位付けによって取引コストを特定しようとした。彼らは、

アフリカとアジアの数か国を対象としたインタビューを通じて、受取国が最も大きな負担

と感じている項目を聞き出して集計した。その結果、問題と認識された項目は、(a)ドナー

ドリブンな優先度・ドナーのシステム、(b)ドナー手続き（その中では調達が最大）、(c)

ドナー間の不調和、(d)時間の制約、(e)支出実行の遅れ、(f)情報不足、(g)国の能力を超え

た要請を受けること等であった。CIEM/JICA (2003)は、ベトナムにおいて取引コストの程

度をインタビューしたところ、その結果は取引コストを“heavy”と感じた割合は 10.9%、

“reasonable”が 40%、“neglible”が 34.5%、“no”が 14.5%であったとしている。ま

た、プロジェクトサイクルのどこで取引コストが発生しているかという問いに対しては、

事業実施の中での調達、レポーティング、アプレイザル、モニタリングなどの段階で比較

的大きいとする答えが多かったとしている。Paul and Vandeninden(2010)は、インタビュ

ーあるいは代理変数を用いた分析は理論の裏付けを欠いているとして、モデルの構築を試

みた。彼らの考えたモデルは、取引コストを実際には投資として考えられる部分と付加価

値を生まないネットの取引コストに分けた上で、調和化、資産特化、不確実性の程度を説

明変数として説明を試みようとした。モデルでは調和化が進むと不確実性が下がり、長期

的なネットの取引コストは下がると推計されたとしている。  

 

援助の取引コストを下げることに関して何が議論されてきたのか 

援助の取引コストは受取国にとって追加的負担であるので、これを軽くすべきであると

いう認識が OECD における議論などの出発点である。かつてよく引用された例は、タンザ

ニアは年間に 1,000 回に上るドナーのミッションを受け入れ、2,400 の報告書を提出しな

ければならないから、政府の関係者はこれらの負担で手一杯となるので、効率的に開発を

推進するためにはこのような負担を軽減しなければならないというものである。OECD に

おける調和化にかかるローマ宣言（2003 年）、援助の効率化のためのパリ宣言（2005 年）



118 

 

にもそれらの主張は盛り込まれている。そこではドナーの手続きの違いにより発生してい

る取引コストは非生産的であるとされている。所謂、援助の氾濫は援助の効率性を下げ、

成長にマイナスであるとする研究も行われている（Rachman and Sawada(2010)、

Ohler(2013)など）。Anderson(2012)は、調和化されていない援助は全体として援助の取

引コストを押し上げるとしている。 

援助の取引コストを下げて効率的な援助を行おうという認識で生まれてきたコンセプト

が前述の援助資金のプール化やセクター・ワイド・アプローチ、あるいは援助の調和化や

手続きの共通化である。その他にも取引コストを下げるためには案件の大型化が望ましい

などとする提言も行われている（Brown(2000))。Martens(2005)は、援助機関はそもそも

援助の取引コストを下げる目的で存在しているとしていると述べている。即ち、ドナーと

受取国には自ずと開発の優先度や選好について違いがあるため、それを一致させていくこ

とが必要である。あるいは援助が決定した後にそのような違いが判明することにより生じ

るコストを予め減じておくこと（事後の不確実性を減らすこと）が必要である。援助機関

はこのような調整のために存在しており、その目的のために事前に取引コストをかけてい

るとしている。  

OECD諸国の間では2000年代に入って援助の調和化の動きが進む一方で、近年急増して

いる新興ドナーの登場は受取国の取引コストを増加させる危険性を孕んでいる。新興ドナ

ーの実績は付表－１０のとおりであるが、DACの推計では新興ドナーによる援助額は120

～140億ドルにのぼり、それはOECD全体の9～10％に相当するとされている。その中でも

中国の援助の規模は30億ドル（2008年）と推計されるなど、既に相当の大きさとなってい

る（外務省『ODA白書2011』）。中国政府が2011年に発表した対外援助白書によれば、

中国の援助の地域別実績は、アフリカが最大で45.7％、次いでアジア向けが32.8％と続い

ている38。渡辺(2011)によれば、中国の借款条件では金利が最高でも5％を越えず貸付期間

は8～10年であるのでODA条件を満たしているが、OECD諸国が一般に供与している貸付

条件よりも厳しいとの批判があるとしている。中国の援助にどのような取引コストがかか

っているのかは不明であるが、最初に政治的なコミットメントに基づいて大枠を合意する

ような方式であることが報道されている。実際の建設は中国企業が担うようであり、援助

事業に伴って中国人労働者が大量に現地に動員されていることもよく報じられるところで

                                                   
38「中国「対外援助白書」初公表  アフリカ向け 45.7％で最大」『日本経済新聞』2011 年 4

月 21 日（http://www.nikkei.com/article/DGXNASGM21041_R20C11A4FF1000/）より 

http://www.nikkei.com/article/DGXNASGM21041_R20C11A4FF1000/
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ある。OECD加盟国ではないので、OECDの援助や輸出信用ルールに縛られておらず、あ

るいはDACが公表しているような環境ガイドラインなどへの配慮の程度も不明である。筆

者の経験では援助協調やドナー協議の場には積極的でない。このようなことから、現状に

おいて中国などの新興国の援助が増大していくことによって、受取国にとっての援助の取

引コストは大きくなっていく可能性があるものと考えられるのである。  

 

６．３のまとめと東南アジア新興国における援助の取引コストに関する考察 

確認できた中ではこれまでそのような視点から指摘されたことはないが、筆者は援助の

取引コストが図－６２で表わされるとすれば、国によってその範囲や大きさは異なるので

はないかと考える。その根拠は、一般には取引コストの理論ではその大きさは、取引の不

確実性、対象となる資産の特殊性、取引の頻度に影響されているが、国の発展水準によっ

てこのうちの前 2 者が異なると思われるからである。最初の点、取引の不確実性が高けれ

ば取引コストは大きくなるということであるが、これを援助にあてはめてみると、一般的

には貧困国よりも新興国では政治や経済は相対的に安定しており、国内の制度や人材の水

準も高いので、取引の予見可能性は高く不確実性は小さいと思われる。例えば、新興国で

は行政機構や公共事業の調達制度、会計検査や司法制度などが相対的に整っている。よっ

て、新興国では取引コストは小さくなるケースが多いと思われる。これに対して、仮にド

ナーが新興国に対しても貧困国と同じようなセーフガードや手続きを求めるような場合に

は、それは新興国にとってより重い負担に受け止められるかもしれない（一般にドナー側

の援助手続やセーフガードはユニバーサルである場合が多い）。 

第 2 の点について、取引コストの理論では資産が特殊である場合の取引では、当事者が

お互いに駆け引きをしやすいので取引コストが高まるとしている。そして取引コストの理

論では一旦契約が結ばれると、生産者は取引からの回収を行っていくために長くこの関係

を続ける必要性が生じることになる。これを援助に当てはめると、援助の対象が特殊で当

該取引が少数のドナーに限定される程、取引コストは高まるということになるものと思わ

れる。貧困国と新興国を比較した場合、一般的には貧困国においてよりベーシックなニー

ズが大きく、それはより多くのドナーによる援助が可能であるものと思われる。これに比

べて新興国の段階に進んでいる国のニーズは、より特化してくる。そうすると、それに対

応するドナーの数は少なくなってくるだろう。また所得水準が高くなれば贈与のみにより

援助を行っているドナーは供与を行わなくなる。つまり、取引理論で言う資産の特殊性が
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高まるので、それだけ取引コストが高まる可能性が含まれているものと解釈が成り立ちう

る。なお、第 3 の頻度については発展段階の違いによる差があるとは考えられない。  

援助の取引コストの計測は前述のとおり、ほとんどの識者が難しいとしており、ミクロ

でコストを積み上げることは実務的にほとんど不可能とされている。しかしその範囲を推

定することは可能であると考える。ここでは、ODA の中で特に ODA ローンに着目する。

ODA ローンの金利と市場からの資金調達条件には差がある。援助が追加的な取引コストを

内在しているのであれば、市場条件との比較により取引コストの範囲を推定することが可

能になると思われるからである。即ち、例えばある返済期間の資金をマーケットから 5％

で調達できるとして、同じ返済期間の援助の金利が 2％、取引コストが α％相当である場

合、2+α>5 であれば、そもそも援助は求められないから、ODA ローンが存在している限り、

α≦3 とならなければいけない。即ち、取引コストは 0＜α≦3 の範囲のどこかに存在する

はずである。それでは、その中でのどこに位置するのか。一般的には ODA の資金量には

制約があると考えられるから、援助の取引コストが上記のような範囲の中にあるならば、

受取国はドナーから融資枠の上限まで援助を受け入れようとするであろう。  

これをアジア金融危機以降の東南アジア新興国に当てはめて考える。時期を区分して考

えると、まずアジア金融危機の最中には安定化のための緊急資金を多く必要とした。ODA

はその中で一定の役割を果たしたが、この当時渦中にいた国にとってマーケットからの資

金調達にはそもそも大きな困難があったので、援助の取引コストの大小は意識されていな

かったであろう。次に、その後の経済回復の過程では、何より債務の削減が重視された。

短期資金が外国に逃避した経験から、特に外国からの借入に慎重になった。例えばインド

ネシアでは 2003 年までは IMF プログラムによる“治療期間”が続いていたし、フィリピ

ンでは 2004 年に財政危機を迎えていた。いわば、特殊な状況が続いていたので、ODA の

受入の動きも、引き続き取引コストの大きさが意識された上で判断が行われるような状況

にはなかったと思われる。しかし 2000 年代後半になると、経済は回復し安定的な成長が

続くようになる。平時の状況が続くにつれて徐々にファイナンスのコストへの意識が強く

なっていったように思われる。この中でプログラム援助は資金を弾力的に利用できる点に

着目すれば外債との比較で見ることが可能である。そして近年、これらの国へのプログラ

ム援助が急増していたことは、そこでの取引コストと金利の合計が市場からの資金の調達
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金利ほどには高くないことを示唆していると考えられる39。これを円借款に当てはめて考

えてみる。インドネシアの 30 年国債の利回りは 8.5％程度、円借款は基準条件のスワップ

換算で 6.5％、優先条件 4.1％である。円借款の現地通貨相当の金利を仮に単純平均して

5.3％と置くならば、取引コストαの金利換算は 0＜α≦3.2％のどこかに存在することに

なる。 

日本の場合、融資枠という考え方はないが、例えば、インドネシアに対する危機時を除

く過去の最大の年間の最大可能額と考えた場合、近年はその 2 分の 1 以下の規模である。

このような変化は、主として前述の国内資金の利用可能性の拡大や開発ニーズの変化によ

るものと考えられるが、程度は不明であるものの取引コストを更に下げる余地がないのか

を点検してみることは必要であるように思われる。その際に大きい要素の一つと考えられ

るのは、個々の手続きの負担に加えて、総体として公的資金には時間がかかるという一般

的な受取国の認識であるように思われる。経済のグローバル化が進む中では、迅速に開発

成果を求める必要性は強くなっており、このことはドナー側でも意識されている。日本政

府の ODA 見直しの議論や経団連など財界からの提言においても、度々迅速化が取り上げ

られていることがその傍証である。これに対して、例えば近年増大している中国のソフト

ローンは OECD のルールに従う必要がなく、決定が迅速であるとも言われる。そういった

新興ドナーの登場により伝統的なドナーとは異なるスタイルが持ち込まれることは、円借

款の取引コストの相対的な大きさを変化させる可能性もある。また取引コストを考える際

には援助の“商品”特性（使いやすさや制約）から来る要素も含めて考えるべきである。

例えば援助資金の利用に一定の制限があることなどがその例である。途上国にとっての負

担が図－６１の「援助の取引コスト」として示した一番外の範囲であるとするならば、そ

こには援助の商品特性と援助特有の事務負担の両方を含めた全体の追加的負担が問題とな

る。手続きも“商品”の改善も併せて考えていかなければならないように思われる。 

                                                   
39 外債の発行にはそれを販売するためのコストがかかる。プログラム援助は政策アクショ

ンを作成・協議すること、そのための調査やモニタリング、交渉、評価などの行為を伴う。

このうち政策アクション作成のための調査やモニタリングはドナーの資金で行われること

もある。 
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第７章 援助の承諾と支出実行のタイムラグに関する考察 

７．１ 概観 

第 1 章と 2 章では援助の変動性の問題にも触れた。先行研究ではどのようなことが言わ

れているのかをレビューし、それに照らして東南アジア新興国に対する日本の ODA の

2000 年代の変動について概観した。その際、先行研究において変動をもたらす一つの要因

として援助の承諾と支出実行のタイムラグの問題が挙げられていることに触れた。本章と

次章ではこの問題について詳しく考察を行う。 

援助の承諾と支出実行のタイムラグとは、当該援助が承諾されてからそもそもどのくら

いの期間で実行されることが想定されていたのかという側面と、それが実施される過程で

どのくらい遅れるのかという側面に分解される。この問題は受取国にとってもドナーにと

っても共通の関心である。しかし実務的に重要であっても、あるいは実務的であるからこ

そ、これまで理論的にこの問題を分析した研究例は非常に限られている。「援助の支出実

行の遅れ」という課題に対して、本章で行う成長理論を交えて途上国とドナーの両者の側

からの要因分析を行うような体系的なアプローチは初めての試みであるものと考えている。

いわば、本論の第 2 のテーマである。そして次章において、東南アジア新興国の援助の遅

れに関し本章での考察結果を応用して論じることになる。 

 近年、日本国内で ODA についての制度的議論が行われる際には、多くの場合に迅速化

が大きなイシューの一つとなっている。一般的に迅速化の議論では、援助が決まるまでの

スピードがより強く意識される。しかし、開発の効果の発現のためには事業が承諾されて

からの速度も援助が決まるまでのスピードと同等に重要である。途上国での援助事業は、

そのほとんどは受取国の国内において予算化され、工事の進捗などの事業の進み具合に応

じて予算からの支出が行われている。ドナーはそのように発生する支出に対して、受取国

の実施機関などを通じて契約者に支払いを行うことで実際に援助資金が移転する。これが

支出実行である。従ってプロジェクト援助における実行は、実際の工事の進行に応じて発

生する。即ち、予算執行が遅れると支出実行が遅れるという関係になる。 

海外援助の大きさを測る最も一般的な指標は、一定の期間の支出実行額である。途上国

における開発活動は、支出が発生することによって初めて進展するものであるから、支出

実行額が開発援助の実績を表わす指標として最も普通に使われることは理に適っている。

それでは一定期間、例えば毎年の支出実行額の大きさは何によって決まってくるのか。そ
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れは、第 1 に前提となる承諾額の大きさ、第 2 に承諾された金額の中から実際に実行され

る割合の大きさ、第 3 にそのスピードである40。 

 海外援助は約束に基づいて実行されるから、承諾の大きさは重要な指標である。しかし、

第２章で触れたように、先行研究の中には承諾は実行のよい指標とはなっていないとする

ものもある。承諾と実行の間にはほとんどの場合タイムラグがあるし、その間の事情変更

や条件の未達があったりするので、その一部は実現しないことがあるためである。多くの

場合、ドナーが供与を約束した額に対して実際に貸付や贈与として実行される額は、程度

の差は別にして小さくなる。また、援助の対象となる事業が、例えば 3 年の内に完成する

のか、あるいは 6 年かかるのかによって、全体として実行される金額は同じでも、毎年の

支出実行額、即ち毎年の援助額の実績は大きく異なる。仮に均等に支出されるならこの場

合の大きさの違いは 2 倍にもなる。しかしながら、これまで援助の関する多くの研究では、

第 2、第 3 の点、即ち承諾から支出実行される割合とそのスピードについて留意されるこ

とはあまり多くなかった。例えば、「援助は成長に貢献するのか」という問いは長い間の開

発援助研究の大きな命題の一つであるが、それに関する分析の中にこのような視点が含ま

れている例はほとんど見られないのである。 

そもそも支出実行の数字は、途上国の開発活動の何を表わしているのであろうか。それ

は言うまでもなく開発活動の実績を表わす指標として意味がある。無論のこと、金額だけ

で具体的な開発活動の効果は測ることができない。どのように使われているのか、その中

                                                   
40 OECD 開発援助委員会（Development Assistance Committee :DAC）による支出実行の

定義は下記参照（DAC Glossary of Key Terms and Concepts, 

http://www.oecd.org/dac/dacglossaryofkeytermsandconcepts.htm#Disbursement）。支出実

行には、注 3 で述べたように返済分を控除しないグロスベースの統計と返済分を控除した

ネットベースの統計がある。本章で支出実行という場合には、特に断りのない場合は控除

（返済）部分を含めないグロスの支出実行を意味するものとする。  

“The release of funds to or the purchase of goods or services for a recipient; by extension, 

the amount thus spent. Disbursements record the actual international transfer of financial 

resources, or of goods or services valued at the cost to the donor. In the case of activities 

carried out in donor countries, such as training, administration or public awareness 

programmes, disbursement is taken to have occurred when the funds have been 

transferred to the service provider or the recipient. They may be recorded gross (the total 

amount disbursed over a given accounting period) or net (the gross amount less any 

repayments of loan principal or recoveries on grants received during the same period). It 

can take several years to disburse a commitment”. 

  

http://www.oecd.org/dac/dacglossaryofkeytermsandconcepts.htm#Loans
http://www.oecd.org/dac/dacglossaryofkeytermsandconcepts.htm#Grant
http://www.oecd.org/dac/dacglossaryofkeytermsandconcepts.htm#Commitment
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身が重要である。あるいは同じ大きさの支出実行額であっても、それが贈与であるか ODA

条件の貸付であるかによって、途上国の負担が異なるので一国の財政に与える効果も異な

ってくる。それにも拘わらず、支出実行額で表わされる数字は、依然として海外援助の実

績をシンプルに最もよく表わす指標である。支出実行の数字を眺めるだけでも一定のこと

がわかる。例えば、上述のように承諾されたのに実行される額が小さいならば、それは途

上国にとっての予測性が低いことを意味する。あるいは、支出実行の開始までに時間がか

かっていることが観察されるならば、それは開発活動が遅れていること、即ち援助の効率

性が損なわれていることを意味する。案件の効果発現が遅れることは、それは即ち個々の

事業の収益性・経済性が低下することを意味する。そして個々の事業の経済性が低下する

ことは、経済全体としての投資の収益率や生産性の低下につながるのである。 

 それでは、支出実行を早め、開発効果をより迅速に発現させるためには何を議論してい

かなければならないのであろうか。基本的な視点は以下の４点であると考える。第 1 に

ODA の公共事業としての側面である。ODA の支出実行はいろいろな援助活動の総和であ

り、その中には、NGO やボランティアによる活動など、政府と直接関係のない活動も多く

含まれている。しかしながら、日本の援助において金額的に大きな部分は、受取国政府の

行う事業への資金的な支援である。従って、支出実行が早く発生するかどうかは、一義的

にはそれぞれの国の事業でどのような実施のスケジュールが想定されているかに依存する。

そして事業実施のスケジュールは、その国の政府による公共事業の制度がどのように制定

されているかに左右される。また実施の段階において、決められた公共事業制度が当初予

定どおりに進むのか否かも重要である。遅れが観察されるとすれば、それは政府職員の能

力不足や公共事業制度自体に後れを招きやすいような問題など何らかの要因が内在してい

ることを意味する。ドナーとしては、承諾と支出実行のタイムラグを縮めるため、公共事

業制度改善や政府の効率性向上を図る上で援助が果たし得る役割は何であるのかという視

点が必要となってくる。 

第 2 に、公共事業の制度にとどまらずより広い範囲の制度環境が実施の期間に影響を与

える場合がある。例えばガバナンスや財政制度、政治的安定性などは直接・間接に開発活

動に影響を与える。援助と制度と成長に関する研究としてよく引用される Burnside and 

Dollar(2000)は、援助は良い制度の下では成長に貢献することを実証している。成長理論

に即して考えるならば、援助により制度が改善されれば全要素生産性を上げる可能性があ

るし、また投資環境に関する制度を改善させることを通じて民間投資が拡大すれば経済成
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長が実現する。ところが、一方では援助は制度を悪くする要素を含んでいるとの指摘もあ

る。援助は税収のインセンティブを損なうし、あるいはオランダ病を招き外貨の獲得を損

なうなどの指摘がその代表的な考え方である。マイナスの側面も含めてどのように援助と

制度と支出実行の関連を考えるかが 2 つめの切り口である。 

 第 3 にドナーの要素である。援助事業を進めるためにはドナーと受取国それぞれの側で

所要の手続きが必要である。これを受取国側の立場から見ると、事業の実施手順が国内の

規則などで定まっている中で、援助事業ではドナーから求められる手続きが追加されるこ

とになる。勿論、このようなプロセスを経ることによって事業計画の精度が向上したり、

あるいは透明性が高まったりする効果もあるだろう。他方で、前述した援助の氾濫は開発

効果を損なっている可能性も指摘されている。ドナーの手続きが支出実行とどのように関

係しているのかが第 3 の切り口である。  

以上の 3 点（公共事業の制度と効率、制度環境、ドナー要素）はそれぞれに関連しあう

部分もある。そしてこれらの総体として援助の吸収能力（Absorptive Capacity）という議

論がある。それぞれの国への援助には適正とされる量があり、それを超えることによって

援助の限界収益が低下していく可能性などがこれまでに論じられている。援助の吸収能力

の観点から追加的に支出実行に関する考察を行ってみることが必要であると思われる。 

  

７．２ 開発指標としての支出実行 

承諾と支出実行のタイムラグは何故、問題であるのか 

 援助の承諾と支出実行のタイムラグが大きいと何故問題であるのか、敢えて問うまでも

ないことのように思われるが、事業が遅延するとどのように経済・社会的便益が失われて

いるのか、あるいは負の影響が生じているのかという点に関する定量的な分析は、それほ

ど多くは行われていない41。 

個別事業のベースで見ると、事業の完成までに時間がかかると事業効果の発現が遅れる。

加えて時間がかかることによって事業費も大きくなる場合が多いから事業の収益率は低下

                                                   
41 多田他（2004）の整理によれば、個別事業の遅延による経済・社会的損失に関する研究

とは、第 1 に最適な投資時期の考え方に関するもの、第 2 に遅延損出の試算、第 3 に遅延

の制度的要因を分析するものであるとされる。第 1 の点は、例えばリスクを考慮した不確

実性の下でのオプションなどがその研究の対象である。第 2 の点に関しては単なる事前・

事後の収益率の比較にとどまらない、即ち評価時点の状況が異なることも考慮した試算が

行われている。第 3 の点については本章と関係するので後に詳しく触れる。  
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する42。一般的に開発事業の効果は内部収益率によって計算されるが、計算式をみれば明

らかなとおり、効果の発現が遅れれば遅れるほど収益の現在価値は小さくなるので収益率

は低下する43。援助機関は、一般的に個別事業が完成した後に事後評価の一環として内部

収益率を計算している。事後に計算された内部収益率を計画時に想定されていたそれと比

較することによって、事業の完成までに時間を要した場合にどの程度、事業の収益が損な

われたのかを把握することができる。しかしながら計画時点と実際に事業が完成した時点

では、当初予測しえなかった事情が追加されたりすることもあるので、単純に同じ前提を

使って算出して比較することが適当ではない可能性が存在している。 

個々の事業の収益率の低下は、それらの総体である経済全体の投資の収益を下げる。ま

た、ある年の事業の支出実行が遅れ時間がかかるという場合、経済全体で見た場合、その

年の投資の実績額が小さくなることを意味する。投資の実績額が小さくなれば、社会全体

の資本のストックが小さくなる。経済全体の生産は、通常、資本のストックと労働によっ

て決まるから、支出実行額が遅れることは、即ち経済全体の成長がその分だけ小さくなる

ことを意味する。後に改めて論じるが、簡単に言えば一国の経済全体の生産はコブ・ダグ

ラス生産関数Y = A𝐾𝛼𝐿1−𝛼 で表わされるから、成長率はその対数を微分した式  
𝑌̇

𝑌
=

𝐴̇̇

𝐴
+ 𝛼

𝐾̇

𝐾
+

(1 − 𝛼)
𝐿̇

𝐿
 で表わされる（Y は GDP、 𝑌̇は増分、A は全要素生産性、K は資本のストック、

L は労働力、α は資本の配分率）。従って、資本の増分が小さくなることを意味する支出実

行の遅れは、成長率の低下に直結することが数式上、明らかである。多田他（2004）は、

動学モデルを用いて、我が国の公共投資の事業期間が短縮した場合の経済効果を試算して

いる。事業期間が短縮すれば、それによって利用可能となる社会資本が増えるので、企業

の生産は増大し、家計の消費も増えるという経路を通じて、押し上げられる GDP の額を

試算した。彼らの試算によれば平均的な事業期間を 5 年と置き、事業実施の期間を 10％短

                                                   
42 Gohou and Soumaré(2010)は、支出実行の遅れは事業費の増加を招くだけではなく、開

発に携わる人員の機会損失（遅れなかりせば他の活動に従事できた）なども遅れによる損

失項目の一つであると述べている。 
43 収益率の計算方法には、現在価値法（Net Present Value）、内部収益率法（Internal Rate 

of Return）など幾つかの手法がある。内部収益率とは事業の期待収益の現在価値が費用の

現在価値に等しくなるような割引率で、計算式で表わせば、 

∑
𝐵𝑡−𝐶𝑡

(1+𝑟)𝑡
𝑛
𝑡=0 = 0     (7.2.1) 

(𝐵𝑡は t 期の便益、𝐶𝑡は t 期の費用） 

を満たすような割引率 r となる。 
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縮できる場合、期間短縮前の日本の GDP500 兆円に対して 1 兆 3,000 億円のプラスの経済

効果が得られるとされている。  

以上のように事業の完成までに時間かがかることは明らかにマイナスである。これを定

量的に分析する手法は、マクロ的にも個別事業のレベルにおいてもまだまだ研究の余地が

あるが、影響の大きさはさておき、事業の完成に時間がかかることは経済全体の成長にと

ってもマイナスの効果をもたらす。海外援助の承諾と支出実行のタイムラグが大きいと、

経済協力の成果が当初考えられた計画に比べて、マクロにもミクロにも損なわれていると

いうことになるのである。 

 

支出実行分析のための指標  

それでは支出実行の進捗は、どのような指標で測られているのであろうか。確認した範

囲では、既往の研究でその計測や分析方法を体系的に整理したものはない。既存の文献で

見られる指標のとり方を確認したところ、以下の 4 とおりがあった。 

(a) 個々に事業の承諾が行われた金額に対して実際に支出が実行された金額の割合（例

えば、A 事業 100 億円の承諾に対して、実際の支出実行が 80 億円であれば、その比

率は 80％） 

(b) 一定期間における承諾と支出実行の比率（例えば、2012 年度の支出実行対承諾比

は 80％というような指標） 

(c) 承諾された金額から既に利用した額を除いた額、即ち、今後利用可能な金額に対し

て、一定期間に実際に支出が実行される金額の割合（例えば、2012 年度のそのよう

な執行の比率は 15％というような指標） 

(d) 各年の個別事業の想定された支出予定額に対して、実際に支出される金額の割合

（例えば A 事業は 2012 年度の予定支出額に対して支出実行の実績は 80％というよ

うな指標） 

これらの 4 つの指標はそれぞれに支出実行の異なる側面を表わしている。以下にそれぞれ

の特徴とそこから読み取れること、そして限界について述べる。  

 

（a）承諾された額に対して実際に支出が実行される割合  

 この指標からは、承諾に対する支出実行の比率を通じて承諾された金額のうちどの程度

が実際に実現したのかがわかる。効率性や効果の大きさはさておき、少なくとも資金が実
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際に使われなければ、ミクロの事業効果もマクロの経済成長もそもそも発現しないから、

この比率が高いか低いかは援助の実効性を見る上で重要である。とりわけ一般財政支援で

は重要である。承諾された金額がどの程度実行されるかは、援助の予測性という命題に大

きく影響しており、幾つかの研究ではそれを低下させる要因としてプログラム援助のコン

ディショナリティの未達成の問題が論じられている44。それ以外には、ドナー国の政治的

背景や予算事情、あるいは受取国の政策の変更や政治事情による事業のキャンセルや縮小

などがこの比率の大小に影響する。また、キャンセルの理由として不十分な案件の準備に

より、実施段階に至ってから社会問題や環境問題が顕在化するようなこともあるのかもし

れない。 

しかしながら、そのような指標はあまりとられていない。その大きな理由は、一般に承

諾と支出実行には相当の時差があるためであると思われる。Kraay(2012)は、世界銀行の

債務報告システムに報告された 70 年代から 2010 年までの公的借入のデータを集計したと

ころ、貸付が承諾された年の内に実行される支出額は平均で 22％（二国間の公的資金では

29％、国際機関からの場合は 13％）であり、当該年に支出が実行される額の 89％はその

年よりも以前に承諾された中からの支出実行であることがわかったとしている。一般的に

は大きな事業は開始してから完成までに数年かかることが普通であるし、事業開始時に承

諾した援助額が、実際に全て支出実行されるまでには数年が必要となる。このため、この

統計を得るためには、長い期間を経て事業が完成するまで待たなければならない。また、

統計上の整理としてどの時点を基準にとるかを決めることも困難である（例えば承諾が行

われた年の統計とするのか、あるいは事業が完成して全ての支出実行が終わった時点での

統計とするのか等）。この様に実務的に整理が容易ではないため、承諾されたうち、実際に

どの程度が支出実行されたかを表わすようなな統計はあまり見られない。 

なお、承諾された金額の一定の割合が支出実行されない理由については留意が必要であ

る。一見すると援助の予測性を高めるためには、約束された承諾額の全額が想定された時

期に支出実行されることがよいように思われる。しかし凡そ公共事業の制度上、多くの場

合は承諾の一定の割合の支出はそもそも実行されないことが普通である。それは、一般に

                                                   
44 プログラム援助では前述のとおり、かつてはコンディショナリティが満たされなければ

当初承諾された金額の一部の支出は実行されなかった。従ってコンディショナリティは援

助の変動を大きくしているとの指摘も行われきた。現在のプログラム援助は、前述のとお

り何らかの政策アクションの達成を以って供与額を決めて承諾を行う方式（事後のコンデ

ィショナリティ）に変更されている。  
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援助の承諾は計画時点で積算された予算に基づいて行われているのに対して、事業の実施

段階では、事業を担う企業が入札により競争で選ばれるため、通常、予算（＝承諾額）を

下回る範囲内で契約が結ばれるからである45。このように一般的には承諾より小さい契約

の額が支出実行額となる。  

従って承諾額が支出実行額を下回る理由、即ち実施の段階においてその一部の支出が実

行されない理由は、入札の結果という合理的な理由によるものと、ドナーと受取国に起因

する何らかの問題によるものに区別して考えることが必要である。援助の予測性に関する

研究では、前者は言及されることがほとんどないので、支出実行額と承諾額に差異が発生

する要因について、この点を忘れたまま論じてしまうと、結果的に後者の要因が過大に評

価されてしまう危険がある。  

以上をまとめると、承諾された額のうちどれだけが支出実行されたのかを見る指標の特

徴と限界とは、（イ）援助の予測性や実効性を見る指標として意味がある、（ロ）実務的に

統計をとることが難しい、（ハ）承諾を下回る部分のどれだけが自然に発生したものである

のか、そうではなくて何らかの問題により下回ったのかは指標からだけでは読み取ること

ができないということになる。  

 

（b）一定期間における承諾と支出実行の比率 

 前述の指標は個々の承諾に対して実際に利用された割合を測るものであるから、そこで

の支出実行額は承諾された事業から発生するものである。これに対して承諾と支出実行の

つながりと関係なく、一定期間について単純に両方の数字を比較して得られる比率を取り

出している例が見られる。そのような指標は何より計測が最も簡単である。ドナーの新規

の承諾額が毎年安定しているならば、（a）と近似する結果になってくる可能性もある。ま

た支出実行額の趨勢的推移や、ドナーや援助形態による特徴・違いも把握することができ

るかもしれない。  

                                                   
45 試みに国際協力機構（JICA）が公表している事後評価報告書（2010、2011 年度）から、

承諾額と支出実行額合計の両方の実績が記載されている事業 29 件について、その比率を

計算してみたところ 95.2％であった。筆者が確認した限りでは、特に問題が生じてキャン

セルなどが発生したとの記載はなかったので、承諾額と支出実行額の差額が入札の結果に

よるものとみなすことができる。但し、当初予定されていなかったものの、事業実施の過

程で追加工事の必要性が確認される場合があるから、承諾額と支出実行額の差額は単純に

入札結果に起因するものだけではない。 
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Bulïř and Lane(2002)は、ドナー総計での 1975～97 年の期間のこの比率は 74％、その

中で IMF プログラムが存在するケースでは 65％であると推計している。そして承諾され

た援助の一部が実現しない結果、援助は不確実であり途上国の経済運営を難しくすると述

べている。また、Bulïř and Hamann(2006)は、期間別に承諾対支出実行の金額の比率（上

記の比率の逆数）を見ると、1975～78 年の期間が 1.8 程度と最も悪く、過去 20 年の期間

に限って見た場合、2000-03 年の期間が 1.5 と最も悪い数字であるとしている。これはそ

の期間にドナーの承諾が急増したことにより支出実行額が相対的に小さくなったためであ

ると述べている。彼らはこのような分析を通じて援助資金は財政収入より変動が大きいこ

と、更に以前に比べて変動性は大きくなっているとした。Odedokun(2003)は長期の期間に

ついてこの比率をとっており、過去 30 年間の支出実行額対承諾額の比は 86％であるとし

ている。 

この指標の難点は、既に述べたように指標自体の論理性に難点があることである。現実

には承諾された事業は多くの場合に多年度にわたって支出されている。ドナーによって承

諾方式が違うし（単年度の承諾か複数年度のものか等）、援助形態によっても、例えば技術

協力のように承諾額という概念のないものや、財政支援のように承諾と同時に全額が支出

実行されるものと、完成までに数年を要するような大規模インフラなどの事業では大きく

異なる。相手国の政策にも大きく左右される。例えば、財政再建のために対外借入を抑制

するならば、新規借入が減るから、逆に承諾に対する支出実行の比率は大きくなったりす

る。この指標は統計的な計測が容易であり承諾が安定して一定期間続く場合には傾向を知

るには便利であるものの、それ以上の利用には上記のように難点も多いのである。 

 

（c）パイプライン・アプローチ  

こうした分析上の欠点を補うものが、パイプライン・アプローチである。これは承諾さ

れた事業について、今後支出実行される予定金額の中から、当該年度にどの程度の割合が

実際に支出実行されるのかを見ていこうという考え方である。計算の分母となるのは、承

諾された総額から既に支出が実行された金額と何らかの事情によりキャンセルされた金額

を除いたものである（これを「パイプライン」と定義）。つまり、パイプラインとは承諾さ

れた額のうち今後利用可能な金額がいくら残っているかを表わす数字を意味する。分子は

年間の支出実行額である。パイプライン執行率とは、パイプラインの金額と毎年の支出実
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行額の比率である46。例えば円借款のパイプラインの執行率は総計で見ると 15％程度であ

る（表－２６参照）。その意味をモデル的に説明するなら、例えば約束された額 100 に対

して、入札した結果としての契約額が 90 となり、事業期間 6 年の間について、毎年 15 ず

つの支出が発生し資金が移転されていく場合、初年度のパイプライン執行率は 15％、2 年

目は 17.6％というように推移する。日本のように事業の実施に数年を要するようなインフ

ラ事業を中心として、長年にわたり安定的な金額の ODA を提供しているドナーの場合、

この数字は比較的安定しているはずである。そして、そのようなドナーの数字が改善する

ならば、それは援助の実施が迅速化したことを意味するのである47。 

表－２６ 円借款の期首パイプライン執行率（％） (注 ) 

 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

PL 執行率 14 14 15 15 16 16 17 

(注) 期首パイプライン執行率＝(当期中の貸付実行額－当期中承諾案件の貸付実行額)／当期初未貸出額  

(出所) 国際協力銀行業務運営評価（平成 14～16 年度及び 17～19 年度）から  

 パイプライン執行率は、新規承諾が安定的に供与され続ける場合は有効な指標となりう

る。一定の大きさの援助を継続的に受け取っている国であったり、あるいは援助規模の大

きいドナーについての集計値として良い指標と言える。しかし確認した限りでは、パイプ

ライン執行率を算出して支出実行の実績を公表している受取国はほとんどない。表－２７

はフィリピン政府が毎年の援助実績をとりまとめて発表しているレポートに中に見られる

例である。フィリピンの場合、2010～2011 年のパイプラインの執行率は、財政支援も含

めた全体では 30％程度であり、プロジェクト援助では 18～19％となっている。この表か

らは幾つかの傾向がわかる。例えば 2011 年は 2010 年より支出実行額は増えたが全体の執

                                                   

46  Diarra(2010)はパイプライン（PL）を(7.2.2)式のように定義する。  

PL𝑡 =∑(

𝑡−1

−∞

𝐶1𝑡 − 𝐶2𝑡) −∑𝐷𝑡

𝑡−1

−∞

 𝑤𝑖𝑡ℎ 𝑃𝐿 ≥ 0   (7.2.2) 

（C1 は当期の新規承諾、C2 は承諾済の中から当期にキャンセルされた額、D は当期の

支出実行額）  

毎期の支出実行の能力（CD）は(7.2.3)式となり、執行率（d）は(7.2.4)式で定義される。 

𝐶𝐷𝑡 = 𝑃𝐿𝑡 + 𝐶1𝑡 − 𝐶2𝑡    𝑤𝑖𝑡ℎ 𝐶𝐷 ≥ 0          (7.2.3) 

𝑑𝑡 =
𝐶𝐷𝑡

𝐷𝑡
    𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒   𝑑 ≥ 1    ∀ 𝐷 ≠ 0           (7.2.4) 

47 なお、パイプラインからの執行率を計測する際には、一般的には緊急援助や一般財政支

援のように調印と同時に支出実行される形態の援助は除かれる。  
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行率は小さくなっている。これは 2011 年内の新規承諾が増えたためであることが窺い知

れる。この他にドナー別の特徴もわかる。なお、フィリピン政府はこの指標に加えて、毎

年の支出実行見通しに対する実績、累積ベースでの実績も同時に公表するなど、援助の執

行に高い関心を払って取り組んでいる。    

以上のように、パイプライン・アプローチは承諾が中期的に安定的である場合に支出実

行の速度を表わす指標として有効である。このため受取国政府や援助機関において実際に

利用されているのである。 

表－２７ フィリピンに対する援助（借款）のパイプライン執行率    （単位 :百万ドル）  

 

(出所) National Economic and Development Authority(2012)  

 

（d）想定された支出スケジュールと実際の支出実行額の比較 

この比率は個々の事業の進捗管理で重要な指標である。毎年のベースでその年の支出予定

を立て、それに対する支出実行額の比較を行うもので、要すれば予算管理である。受取国

でもドナーでも行っているものであり実務的に重要である。但し、この比率からは累積さ

れた遅れは判明せず、当該年度内に起こる遅れが分かるのみである。一般的に個々の事業

の予算と事業スケジュールの管理は、経営管理やプロジェクト・マネジメントの領域での

テーマであろう。それぞれの事業において、承諾時の支出計画と実際の支出の推移を累計

ベースで比較していけば、個々の事業の全体としての遅れが分かるし、それらを集計すれ

ば国全体としての遅れがどの程度であるのかがわかる可能性がある。  

 

 

資金ソース CY2010 CY2011
　　 期首未引出し 新規発効分 キャンセル分 バランス計 実行額 執行率 期首未引出し 新規発効分 キャンセル分 バランス計 実行額 執行率

ADB 255.18 0.00 18.89 236.29 31.06 13.14% 610.37 200.00 17.19 793.18 280.76 35.40%
 プロジェクト 255.18 0.00 18.89 236.29 31.06 13.14% 610.37 0.00 17.19 593.18 80.76 13.61%
　プログラム - - - - - - - 200.00 0.00 200.00 200.00 100.00%
中国 486.99 0.00 0.00 486.99 79.78 16.38% 407.21 0.00 0.00 407.21 83.53 20.51%
　プロジェクト 486.99 0.00 0.00 486.99 79.78 16.38% 407.21 0.00 0.00 407.21 83.53 20.51%
　プログラム - - - - - - - - - - - -
日本/JICA 2,005.75 0.00 47.69 1,958.06 551.10 28.15% 1,499.10 523.54 9.13 2,013.51 312.01 15.50%
　プロジェクト 1,748.24 0.00 47.69 1,700.55 293.59 17.26% 1,499.10 523.54 9.13 2,013.51 312.01 15.50%
　プログラム 257.51 0.00 0.00 257.51 257.51 100.00% - 0.00 0.00 - - -
その他 1,281.63 9.72 128.11 1,163.24 494.41 42.50% 906.18 0.00 141.34 764.84 219.76 28.73%
　プロジェクト 1,071.97 9.72 128.11 953.58 285.61 29.95% 905.32 0.00 141.34 763.98 219.76 28.77%
　プログラム 209.66 0.00 0.00 209.66 208.80 99.59% 0.86 0.00 0.00 0.86 - -
世界銀行 1,438.08 30.00 1.95 1,466.13 455.98 31.10% 1,318.39 510.00 17.54 1,810.85 974.19 53.80%
　プロジェクト 578.09 30.00 1.95 606.14 74.79 12.34% 593.90 10.00 17.54 586.36 101.28 17.27%
　プログラム 859.99 0.00 0.00 859.99 381.19 44.32% 724.49 500.00 0.00 1,224.49 872.91 71.29%
合計 5,467.63 39.72 194.64 5,310.71 1,612.23 30.36% 4,741.25 1,233.54 185.20 5,789.59 1,870.25 32.30%
　プロジェクト 4,140.47 39.72 194.64 3,983.55 764.83 19.20% 4,015.90 533.54 185.20 4,364.24 797.34 18.27%
　プログラム 1,327.16 0.00 0.00 1,327.16 847.50 63.86% 725.35 700.00 0.00 1,425.35 1,072.91 75.27%
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図－６３ 公的借入プロジェクトの事業の年度別の平均支出実行額  

 

（出所）Kraay(2012)より抜粋  
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Kraay(2012)によれば、公的信用によるプロジェクトの年別支出実行額は図－６３のよ

うに推移している。平均すると貸付契約締結年に 22％、2 年目 18％、3 年目 13％、以降

の 10 年間にわたって、年を経るごとにその比率はなだらかに少なくなるように推移する。

また国際機関と二国間の援助では支出カーブが大きく異なっている。国際機関が融資する

事業の方が支出カーブは平均すると後倒しである。Kraay は、国際機関がより長期の期間

を要する事業、あるいは遅れが発生しやすい事業（例えば貧困削減の分野など）の比率が

高いためであるとしている。 

大型の事業で設計部分も融資の一部として含まれるような場合は、事業の前半は設計と

いう支出の小さい業務が中心となるので、事業期間の後半に支出が集中することが多い。

事業の前半については、設計期間や入札などの手続き期間であるため支出実行額は小さい

から、その数字を確認するだけでは遅れがあってもどの程度深刻なものであるのか分かり

にくい。これを図－６４によりモデル的に図示する。 

 

出所：筆者作成による  

例えば、当初の支出予定 OCEAに対して、事業が遅れ支出実績が ODFBになったとする。

この場合、事業の前半において、例えば t1 時点の支出累計の差 CD はわずか 1％であるが、

後半 t2 時点では EF となるので 70％にもなる。このように、支出実行予定と実績を比較し

た数字からだけでは遅れの程度は必ずしもよくわからない。また、建設段階では契約で納

期が定められるため、契約が結ばれてから以降の遅れは一般的には小さい。遅れが発生す

図－６４  
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ることが多いのは、契約の前段階の期間である。そして現実に遅れが多く発生している事

業の前半期間については、図－６４のように遅れの差が支出実行額にあまり反映されない

ことになるわけである。いずれにせよ、このように事業の規模や種類、あるいは融資の範

囲などによって個々の事業の支出カーブは全く異なる形状となるのである。 

Putranto et al.(2012)は、海外の援助資金を利用して実施されているインドネシアの運輸

交通事業に関して、支出実行額と事業開始からの経過期間の両方に着目して遅れの分析を

行っている。彼らの手法は、全事業期間に占める事業開始から経過した期間の割合と承諾

額に占める支出実行額累計の比率の比較により遅れを計測する（これを Progress Variant: 

PV と呼んだ）48。この手法においても図－６４のような支出カーブによる違いは反映され

ていないので、支出カーブのそもそもの形状を考えると、大規模で設計部分を融資の範囲

に含むような事業の場合、前半の期間の PV は基本的にはマイナスになるはずである。但

し、一定の数以上を分析することによって全体としての傾向値は得られると思われる。  

表－２８ インドネシアの外国援助による運輸事業の進展 

 

 Putranto らは、2006～2010 年の 5 年間を対象に統計を整理したところ、その結果は

表－２８のとおりであったとしている。彼らは PV が－30％以上の場合を「深刻な遅延」

と定義しているが、2006 年から 2009 年まではそのような案件が増えたもののその後改善

していること、「深刻な遅延」を招いている事業の遅れの平均は 39％であることなどがわ

かったとしている。その一方で、深刻な遅延は事業開始後 30～40％の期間が経過した時点

から発生するようになるとの記載がある。個別の事業を集計した国全体の援助事業につい

ては、そもそもそのような集計が難しいことにあって行っていない。 

事業の進捗の計測を支出実行額ではなく、特定のメルクマールとなる時点に至るまでの

日数の差により測ろうとするアプローチもある。アフリカ開発銀行の Gohou and 

                                                   

48 事業からの経過時間は 
現時点ー貸付開始日

貸付終了日ー貸付開始日
 X 100 により計算している。 

実施機関 N(注） 平均PV(%) PV標準偏差(%) 最小PV(%) 最大PV(%)
道路 188 -25.4 18 -67.3 8.5
海運 83 -27.8 18.8 -62.7 24.7
鉄道 169 -19.8 24.9 -83.6 26.1
空運 32 8.8 25.5 -39.4 43.1
教育・訓練 24 -46.9 13.5 -64.6 -26.1
海難救助 12 -53.4 10.2 -67.6 -34.5
(注）Nは、対象期間の四半期の数 X プロジェクト数
(出所） Putranto et al. (2012)
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Soumaré(2010)は、事業の遅れを、理事会承認の日とアフリカ開発銀行が支出を実行する

めの全ての条件が満たされた日との差で測り、その要因を分析しようとしている。  

 まとめると、この指標は予算の執行状況を表わすものであるが、その数字だけからでは

累積した全体の遅れの程度はわかりにくいという難点がある。以上に４とおりの指標を紹

介したが、支出実行の実績やその遅れを分析するための確立した指標はこれまでのところ

存在しない。研究も限られており、これまでその数字自体が注目されることは少なかった

と言える。しかし支出実行額をより深く分析することで、開発の進展や開発課題について

のヒントが得られる可能性がある。例えば、援助は途上国の国内で行われる開発活動であ

るから、国内事業と援助事業の支出実行の進捗を比較すれば、援助に特有の問題点が浮か

び上がる可能性がある。あるいは、ドナーによる支出実行の進捗の違いを分析すれば、そ

れぞれのドナーに固有の問題点が浮かびあがる可能性がある。ドナーの視点から見た場合、

ドナー国は同じ手続きで多くの国に協力を行っているから、受取国別の支出の進捗の違い

を比較することによって、それぞれの受取国特有の問題が浮かびあがる可能性がある。次

節では承諾と支出実行のタイムラグの要因について先行研究で指摘されていることを紹介

しつつ、併せて筆者の考えを述べていく。  

 

７．３ 承諾と支出実行のタイムラグが大きい要因 

承諾と支出実行のタイムラグが大きい要因の分析について、遅れそのものを直接的にモ

デル化して表わそうとする試みは極めて限られている。他方、援助を何らかの説明変数に

よる推計式で表わそうとする試みは、関連する研究の中に見ることができる。通常、援助

の額としては支出実行の数字が用いられる。それが増減する理由は、分解するとその元と

なる承諾が増減するためか（又は承諾の一部が実現しないため）、支出実行が遅れたり早ま

ったりするためかのどちらかである。従って、先行研究において推計式の説明変数として

用いられている項目を見ていくと、支出実行が遅れる要因の特定につながる可能性がある。

例えば、援助と成長に関する代表的な研究の一つである Burnside and Dollar(2000)では、
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援助を政策の関数で表わして考察を進めている49。そして制度・政策変数として知的所有

権などの項目を選択している。  

援助と制度を例にとるならば、例えば制度が悪化して汚職が増えればドナーは新しい援

助を控えるだろうし（承諾額の減少）、また官僚主義がはびこって手続きに時間がかかるよ

うになれば援助の実施の遅れ（支出実行の遅れ）により援助額が小さくなるかもしれない。

このように、関連する研究における援助額を推計する際の説明変数の考え方を見ていくと、

援助の遅れが生じる要因に関するヒントが得られる可能性がある。制度・政策はそのひと

つである。 

これに対して、少数ではあるが遅れそのものを回帰式で定量的に表わそうとする分析も

行われている。Gohou and Soumaré(2010)は、アフリカ開発銀行が融資する事業の遅れを、

理事会承認の日と受取国が支出実行条件を満たした日との差の期間と定義して（DELAY）、

遅れを下記の回帰式により分析を行っている。  

                 DELAY＝𝛼0 + 𝛼1 ∗ 𝐶𝑂𝑆𝑇 

+∑(𝛽𝑖 ∗ 𝑆𝐸𝐶𝑇𝑂𝑅) +∑(𝛿𝑗 ∗ 𝑅𝐸𝐺𝐼𝑂𝑁) +∑(𝛾𝑘 ∗ 𝐹𝐼𝑁𝐴𝑁𝐶𝐼𝐴𝐿) + 𝜆 ∗ 𝐺𝐷𝑃𝑃𝑂𝑃      (7.3.2)   

（Cost はアフリカ開銀のプロジェクト融資額、SECTOR はセクター（ダミー変数）、

REGION はアフリカの 5 つの地域のダミー変数、FINANCIAL とはローンと贈与と両方の

ミックスのいずれか（ダミー変数）、GDPPOP は一人当たり GDP） 

解析の結果、彼らは、事業が大きい程予定より遅れにくい、贈与はローンより遅れにく

い、貧困削減を目的とする事業は遅れやすい、一人当たり GDP が大きい程（国の発展水

準が高い程）事業は遅れない、プログラム援助の方が事業は遅れないなどの推計結果を得

ている。これらの変数からも明らかなように、彼らは基本的に援助の対象となる事業の種

類に着目して分析を行っている。違う言い方をすれば、その背景にある受取国やドナーの

                                                   

49 Burnside and Dollar(2000)は、成長と制度と援助の関係を検証する中で、援助

（𝑎𝑖𝑡：i 国 t 期の援助対 GDP 比）を政策の関数として考察を進めている。推計式は以下の

とおりである。 

𝑎𝑖𝑡 = 𝛽𝑎0 + 𝑦𝑖𝑡𝛽𝑎𝑦 + 𝑝′𝑖𝑡𝛽𝑎𝑝 + 𝑥′𝑖𝑡𝛽𝑎𝑥 + 𝜀𝑎𝑖𝑡      (7.3.1) 

 （𝑦𝑖𝑡は一人当たり GDP、𝑝𝑖𝑡は制度・政策変数、𝑥𝑖𝑡は外生変数、𝜀𝑎𝑖𝑡は誤差） 

なお、援助額を自己回帰モデルで表わそうとする考え方もある。例えば、Lensink and 

Morrissey(1999)は、援助の対 GDP 比を自己回帰モデルにより表わし、誤差項の標準偏差に

より援助の不確実性を見ようとしている。即ち、援助の大きさは、前期や前々期の水準か

ら決まってくるという考え方で、援助の変動性、予測性を考える上では有用であると思わ

れるが、本章で目的とする支出実行の遅れや援助のスピードに関する示唆は得られない。 
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制度や手続きは前提としており、それらが遅れをもたらす構造的要因となりうるという分

析アプローチは採用していない。  

 Diaara(2010)は確認できる限り、パイプラインの考え方を用いて支出実行の遅れを分析

した唯一の例である。Diaara は、遅れをドナー側と受取国側の要素という 2 種類に分け、

支出実行の遅れを推計式で表わす。即ち、一方ではある国（ i 国）における全体的な遅れを

各ドナーの援助事業の遅れの加重平均で表わし、他方ではあるドナー（ j ドナー）の援助事

業の全体的な遅れをそれぞれの援助対象国における遅れの加重平均によって算出する50。

Diaara はこの考え方を用いて、更に緊急援助、食糧援助、債務救済、技術協力を除くこと

によって、より精緻に援助の遅れを分析した結果、以下のことが言えるとした。  

(a) ある受取国について複数のドナーを分析すると、遅れの程度が異なることからドナー

特有の要因が存在し、それが遅れに影響している。  

(b) 受取国、援助形態によって遅れが異なるので、それぞれが遅れに影響している（但し

後者についてデータが少なく証明できないとしている）。  

(c) 遅れの振れ幅を、グローバルな動きとその国固有の動きで見た場合、グローバルな動

きに影響される部分が大きい。  

(d) 遅れの振れ幅が大きいので、支出実行は予測し難い（その理由に援助の吸収能力、コ

ンディショナリティの未達を挙げている）。  

Diaara が指摘している(a)や(b)に関する推計の結果からは、ドナーや受取国の制度による

違いが遅れに影響を与えていることが示唆されているものと考えられる。 

 

タイムラグをもたらす可能性のある要因のグループ化 

 上記のとおり援助の遅れをテーマとする先行研究や関連する研究から得られたヒントを

踏まえて、以下に承諾と支出実行のタイムラグをもたらす要因について考察する。Diaara

の分析を踏まえると、それは大別して(a)主として受取国に起因するもの、(b)主としてドナ

ーに起因するもの、(c)グローバルな要因に起因するものに分類されると思われる。それぞ

れについて筆者は以下のように考える。 

                                                   
50 受取国で見たアプローチは 𝑑𝑟𝑖,𝑡 = ∑ 𝛼𝑖𝑗,𝑡𝑑𝑖𝑗,𝑡

𝑝
𝑗=1 、ドナーで見たアプローチは 𝑑𝑑𝑗,𝑡 =

∑ 𝛽𝑖𝑗,𝑡𝑑𝑖𝑗,𝑡
𝑛
𝑖=1  で表わされる。𝑑𝑖 （の逆数）は注 45 にある（7.2.4）式による支出実行の執

行率（遅れ）、𝑑𝑟𝑖𝑡 は i 国における t 期の支出実行の遅れの加重平均、𝛼𝑖𝑗,𝑡は i 国における j

ドナーの重み  、𝑑𝑑𝑗,𝑡 はドナー j の遅れの加重平均、𝛽𝑖𝑗,𝑡はドナー j の全ての受取国の中での

i 国の重み。更にグローバルな平均と平均からの乖離に 2 分することによって、グローバ

ルな影響による部分がどれだけあるかを見ている。 
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第 1 の受取国に起因するタイムラグの要因である。前述の公共事業の制度と政府の効率

がその筆頭である。同じような事業であっても国によって実施のスピードは同じではない。

その理由は、国内の公共事業の実施手続きの違いによって必要とされる期間に差が生じて

いるからである。更に実際の建設などの段階においては、定められた手続きを効率的に行

う職員が必要である。Diaara(2010)は、官僚的な手続きや調達、契約時の問題は事業の遅

れを招いていると述べているし、Luers(2005)は事業実施スタッフの頻繁な交代や計画能力

不足が遅れを招くとしている。これらを整理すると、公共事業の制度と実施時の政府の能

力は、承諾と支出実行にタイムラグをもたらす要因として最初に挙げられるのである。 

更に事業のレベルを超えた範囲の問題、例えばマクロ経済運営やガバナンスなどの制約

により事業の実施に影響が出る場合がある。Burnside and Dollar(2000)を始めとする多く

の成長回帰分析では、制度・政策を援助の大きさを決める変数の一つとしているが、この

ような分析においては、民族問題や暗殺、知的所有権、M2 の大きさ（金融発展度）貿易

開放度などを制度・政策の説明の代理変数として用いている。従って、これらの項目のう

ちの幾つかは何らかの経路を経て事業の進捗に影響を与えうる可能性があるかもしれない。

支出実行の遅れに影響がある広い意味での制度環境とはどのようなものであるのかについ

て後に掘り下げて考える。 

第 2 にドナーに起因する要因である。援助額についてのモデル式においてはドナーのイ

ンタレストを変数とする考え方がある。例えば貿易の大きさなどの要素が、援助の大きさ

にどのように影響するのかという観点であるので、それらの要素は基本的には実施の速度

ではなく援助の承諾額の大きさを左右する要因であろう。但し、ドナーのインセンティブ

が小さいと、種々のやり取りが迅速に行われず、そのため事業が遅れる可能性はあるかも

しれない。ドナーに起因するタイムラグに関する問題とは、基本的には援助の氾濫やドナ

ー毎に異なる援助手続きの問題であろう。ドナーと受取国との間の取引コストにも関連し

てくるであろう。以上の 2 点に関係して援助の吸収能力という問題がある。受取国・ドナ

ーそれぞれの制度などの様々な要素の総体として、受取国がどれくらいの規模までなら援

助を効果的に使うことができるのかという適正規模の問題である。支出実行のスピードも

受取国の援助吸収能力に左右される可能性があると思われるのである。 

第 3 にグローバルな要因により事業が遅れる場合がある。例えば、ユーロ危機が発生し

たため、金融市場からの資金の調達が難しくなり事業に必要な予算手当てに不足が生じる

かもしれない。企業の投資意欲が減退し、予測されていた需要が縮小するため公共投資を
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見直すようなことがあるかもしれない。これらは、予期せぬグローバルな環境の変化とい

う意味で外生的であるためコントロールすることは難しい。対処するためには政府がマク

ロのショックへの強靭性を高め、あるいは個別事業のリスク管理を強めていくべきであろ

う。後者は、感応度分析の手法を用いて分析を深めたり、あるいは、セキュリティパッケ

ージや予防策を講じたりして対応するなど、個別事業の計画・分析能力の問題に帰着して

いくものと思われる。 

 

承諾と支出実行のタイムラグはどのような経路で経済成長に影響するのか  

 タイムラグを起こす要因を類型化したが、それらは経済成長にどのように影響するので

あろうか。前節で簡単に触れたが、ここで承諾から支出実行に時間がかかることが経済成

長にどのような意味を持つのかを、内生的成長理論の考え方に即して改めてまとめてみた

い。 

 近代的な成長理論は 1940 年代にハロッド＝ドーマー経済成長モデルが発表されたこと

に始まる。簡単に言えば、経済成長率は投資率に比例するとされた。これに対して Robert 

Solow は、経済成長は外生的に決まる技術進歩率に依拠するとした。コブ・ダグラス生産

関数 Y=AK
α
L

1－α について A の変化率(Ȧ/A)を技術進歩によるものとする考え方である。ソ

ロー・モデルは生産関数と資本蓄積方程式の 2 つの式を中心に構成される。生産は技術と

貯蓄（投資）と人口増加（労働）によって決まるが、貯蓄率と人口増加率は産出量の水準

には影響するがそれは定常状態に落ち着くまでの一時的なものであるから、持続的な成長

の源泉は技術の進歩にあるとする。Solow の理論は、その後技術の進歩を内生的に説明し

ようとする議論へ展開されていく。収穫逓減の制約を受けず恒久的に成長が続いていくと

いう道筋を明らかにしていこうとする考え方が進められていくのである。1980 年代後半に

なると Robert Lucas や Paul Romer らにより成長理論は改めて脚光を浴びるようになる。

そこでは技術進歩以外の幾つかの要素についても、内生的成長を生みだす源泉として検討

が行われるようになってくるのである。 

 Solow(2000)の整理によれば、内生的経済成長へのアプローチには以下の 3 とおりの考

え方がある。第 1 は人的資本の内生的成長を研究しようとするもの、第 2 は技術進歩（革

新）をもたらすものとして研究開発やその他の何物かを理論化しようとするもの、第 3 は

新古典派のモデルの標準的仮定から何物かを取り除くもの（通常は収穫逓減の仮定を取り

除く）である。第 3 の点について詳しく述べることは本章の趣旨から外れるので、ここで
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は前 2 者に関わる生産関数の考え方を紹介し、援助の支出実行が遅れると経済成長にどの

ように影響を与えるのかについて筆者の考えを述べたい。  

 生産関数は内生的成長理論の中心となる考え方であるが、物的資本や人的資本がどのよ

うに内生的に蓄積していくかについては、幾つかの考え方がある。大別すれば、第 1 に学

習効果による内生的成長、第 2 に人的資本の成長による蓄積、第 3 に（生産に対して収穫

逓増である）アイデアを生産関数に組み込むこと、第 4 に経済政策や制度が他の要素の増

加を促すという考え方である。Jones(1998)に沿って生産関数 Y=AK
α
L

1－α に基づき整理す

るならば下記のように要約できる。 

(a) 学習効果：技術水準 A は、時間の経過に従い熟練により上昇するので A(t)となる。

技術の熟練 G(t) は投資の集積によって決まるので、v 期の投資を I(v)とすれば、

G(t) = ∫ 𝐼(𝑣)𝑑𝑣
ｔ

０
  、A(t) = 𝐺(𝑡)𝜔 ω < 1 となる。他の生産要素は時間の関数ではな

く、一方で技術水準は時間の経過と共に蓄積され内生的な成長の源泉となる。  

(b) 人的資本の成長：人的資本が、資本ストックではなく技能獲得に費やす時間に応

じて（即ち教育や職場での訓練に応じて）変化していくとする。Lucas は生産関

数Y = A𝐾𝛼(ℎ𝐿)1−𝛼（h は一人当たりの人的資本）を仮定すると、人的資本は 

ℎ̇ = (1 − 𝑢)ℎ に従って変化するとしている（u は仕事に使う時間なので、1－u は

技能蓄積に費やされる時間）。この式を h で微分すると人的資本の蓄積は技能蓄積

に費やされる時間によって決まることが分かる。  

(c) アイデア：核となるのは、アイデアは非競合的なので生産に対して収穫逓増であ

るという考え方である。アイデアが生まれるためには研究開発投資が必要であり、

そのためには独占的市場が必要とされる。Romer のモデルでは、アイデアのスト

ックを A とする生産関数  Y = 𝐾𝛼(𝐴𝐿𝑦)
1−𝛼を仮定する。労働者（𝐿𝑦）+研究者（𝐿𝐴）

＝L であるから、ここで一定時間に生まれたアイデアの数（ 𝐴̇ ）は研究者（𝐿𝐴）

とアイデア発見率（𝛿̅）の積となる。アイデアの発見率を既に発見されたアイデア

のストックに依存すると考えると、𝛿̅ = δ𝐴∅（∅は定数）であり、∅ > 0であれば過

去に発見されたアイデアの蓄積は、研究開発の生産性を増加させることとなる。  

(d) 経済政策・制度：経済政策・制度が、より多くの投資を実現し、また新しい技術

獲得のためにより多くの時間をかけることを促すことによって生産性を向上させ

るという考え方である。この場合の生産関数は、Y = I𝐾𝛼(ℎ𝐿)1−𝛼で、I は投入の生

産性に影響を与える経済政策や制度である（制度や政策には非常に多様な要素が
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含まれるので、その中で重要と思われる幾つかの要素について成長に与える影響

を見ていくため、多くの成長回帰分析が行われていると考えられる）。 

生産関数 Y=AK
α
L

1－α において、支出実行が遅れることは資本のストック K を小さくする

ことと同義であるため、それにより生産 Y の絶対額は小さくなり成長率も低くなる。それ

は一回限りのショックである。投資の種類を考慮すると、成長率は
𝑌̇

 𝑌
=

𝐴̇̇

𝐴
+ 𝛼

𝐾̇

𝐾
+ (1 − 𝛼)

𝐿̇

𝐿
 で

あり、資本ストックの増分は民間投資と公共投資の合計（但し、減価償却分を控除）であ

るから、援助は直接的には公共投資の増加を通じて成長率を押し上げることになる。公共

投資の実施手続きに時間がかかるならば、支出実行は遅れ成長率は小さくなる。それだけ

でなく民間投資の蓄積が鈍化することによって、学習効果は小さくなるので内生的な成長

が抑えられる。  

ところで、援助とは種類の異なる幾つかの活動を総称する言葉である。例えば、災害に

対する緊急支援や食糧援助は経済状況が悪い時期に提供されるため、結果的には援助が行

われても短期的には成長率は高くならない。むしろ緊急援助が多く行われ、援助額が大き

くなっている時期は経済成長率の低い時期に一致するかもしれない。他方で、経済基盤と

なるインフラ整備は経済成長に直結するし、また人材育成のような分野も効果が出るには

長期を要するかもしれないが成長にプラスである。そこで Clemens et al.(2012)は、援助

を３つの種類に分け、経済成長に直結する援助を第 1 グループとして他と区別して短期的

な成長へのインパクトを分析した。その結果、それまでに行われてきた分析に比べて、そ

のような援助の成長への寄与度はより高いことが確認されたとした。次に、人材育成に関

する援助を第 2 のクループとして長期的な成長との関係を確認したところ、有意にプラス

であった（第 3 グループは緊急・食糧援助である）。このようなアプローチはこれまで行

われてこなかったものである。 

人材育成に向けられた援助は、内生的経済成長論の考え方に従えば、(b)のように訓練・

教育を通じて技術水準が高まり、人的資本が成長することによって成長率を押し上げる。

Clemens et al.(2012)は長期的にのみ効果があるとしているが、その効果がどれほど早く発

現するかはよくわかっていない。逆に言えば人材育成に向けられる事業の支出実行が遅れ

たとしても、それがどの程度の影響を短期的な成長に与えるのかは不明である。  

援助には後述するように国内の制度改善の要素が含まれるので、TFP を改善したり（𝐴̇ を

より大きくする）、投資環境の改善を通じて民間投資の増加を生む（K̇をより大きくする）

機能もある。例えば、DPL などのプログラム援助によって投資環境の改善や経済改革など
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の政策が推進されることにより民間投資が大きくなる可能性がある。あるいは制度改善を

通じて、例えば税制の変更などによりアイデアの発見率が高まるようなこともあるかもし

れない。このような援助の支出実行の遅れは制度の改善の遅れを意味するから、成長に間

接的にマイナスであるかもしれない。  

以上のように、援助の形態によっても承諾と支出実行のタイムラグが経済成長に与える

影響は異なると考えられる。それは援助の目的と内容の違いに由来する。成長に与える影

響が生じる経路も異なったものがある。これまで、このタイムラグがどのような経路を辿

って成長に影響するのかについてはほとんど意識されてこなかったと思われる。そもそも

援助と成長に関する分析でさえも相反する主張が存在し、加えて援助自体が制度を悪くす

るとの見解や、あるいは援助の規模によって収益率が変わる（限界収益が逓減する）など

の見方もあるので、承諾と支出実行のタイムラグが成長に与える影響には考えなければな

らない要素が多い。次節以下では、承諾と支出実行のタイムラグをもたらす４つの要因（公

共事業制度と効率、制度環境、吸収能力、ドナー要因）について、順に紹介しながら筆者

の見解を付け加えていく。  

 

７．４ 受取国の公的事業の制度と支出実行 

公共投資の質と効率 

前述の Clemens et al.(2004)の分析による短期のインパクトをもたらす援助とは、具体

的には、財政支援・プログラム援助、インフラ投資プロジェクト、直接的に生産を支援す

るようなプロジェクト（運輸・通信・エネルギー・金融・農業・産業）である。一方、長

期のインパクトをもたらす援助とは、技術協力全般、教育・保健・水などの社会セクター

である。その大きさを 1997～2001 年の期間について計測したところ、承諾の割合は、前

者は 45.3％、後者は 46.1％（8.5％は緊急援助と食糧援助）であったとしている。  

このうち研修などの一部の技術協力を除く多くの援助は、受取国の国内において公的な

事業として実施される51。金額的には援助の太宗はそれぞれの受取国の公的な事業の実施

手順と手続きに従って実施されているのである。従って、そもそも受取国の国内全般に適

用されている公的な事業手続きがどのようになっているのか（＝当初期間の設定）、またそ

                                                   
51 技術協力に関する支出はドナーの国内で発生する支出（例えば受取国の政府職員をドナ

ーの本国に呼び寄せて行う研修など）が含まれる。  
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れぞれのパフォーマンスがどのような状況であるのか（実施時の遅れの発生）が事業の実

施期間を決める一義的な要素となる。 

まず公的な事業の実施制度についてどのような研究が行われているかを見る52。そして

受取国の公的な事業運営に対して、援助機関がどのようにかかわっているのかをレビュー

して、援助が公共の事業制度の改善に貢献できる可能性があるのかについて考察する。後

者に関しては、援助を利用して行う事業の実施にあたっては、ドナーが課す環境や調達な

どのガイドラインを満たすことが求められる。あるいは対象となる事業の実施に関する協

議や制度作りへの技術協力を通じて、個別事業の範囲を越え公共事業全般の運用手続きに

影響を与える可能性もある。その影響度の大きさは、公共支出に占める援助の割合、ドナ

ーの援助方針や活動領域の違いなどによって異なってくるであろう。 

公的な事業の実施制度について、先に紹介した多田他（2004）は、我が国の公共事業の

遅延について、進捗が遅れる理由は不確実性を考慮した、言わば戦略的遅延ではなく、ほ

とんどが制度的な要因によるものであるとしている。社会資本整備の時間管理に関する議

論は端を発したばかりであるとしつつ、これまで言われてきた事業が遅延する要因は以下

の 6 点であるとしている。これらの項目には本節で述べる援助事業において円滑な実施を

妨げる問題点と共通している点も見られる。 

(a) 予算制度：単年度主義と補助金交付時期。 

(b) 入札・契約制度：最低価格で決まるので工期短縮技術が評価されない。 

(c) 関係主体間協議制度：調整に関する時間規定がない。 

(d) 合意形成・用地取得制度：時間価値が考慮されない。 

(e) 不明瞭な投資基準：このため集中投資が行われず供用までに時間を要する。 

(f) リスク・不確実性への不十分な対処：現行の予算制度、入札・契約制度はリスクに柔

軟に対応できない。 

Dabla-Norris et al.(2011)は、公共投資の効率性に関する評価インデックスの作成を試みて

いる。これはフィジカルな指標で効率性を評価する代わりに、公共投資の 4 つの段階につ

いて 17 項目のプロセスの質的な面を評価することによって公共投資の効率性を見ようと

する試みである。言わば公共投資制度の質の評価である。その背景には公共投資支出と資

                                                   
52 ここでは個々の事業の実施に直接関係する制度と手続きに限定して論じる。例えば、調

達手続きは公共の事業の実施手続きの一環としてその範囲として考えるが、ガバナンスな

どの広義の制度は次節で考察する。  
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本ストックの蓄積のリンク（即ち援助の支出実行と成長のリンク）は、公共投資が非効率

的に行われる場合には弱められるとの事実があるからであるとしている。こうした公共投

資のマネジメント・プロセスの分析による公共投資の効率性の評価は初めての試みである

としている。彼らが設定した評価項目は表－２９、それに基づく国際的な比較の結果は表

－３０のとおりである。 

表－２９ 公共投資の効率性インデックス  

事業の段階 評価の項目  

戦略のガイダン

スとアプレイザ

ル（審査） 

① セクター戦略は準備され、コストが見積もられているか  

② 審査基準は公表されているか  

③ 経済性の審査（費用便益分析）は行われているか  

④ 審査の質を確保するため独立したチェックは行われているか  

プロジェクトの

選択 

⑤ 中期の計画と予算枠組みが存在するか  

⑥ ドナー資金は財政に組み込まれているか  

⑦ セクター戦略や発生するリカレント費用を踏まえてプロジェ

クトは選択されているか 

⑧ どこまでの範囲で法令上のレビューが行われているか  

⑨ 重要な財政上の情報にどこまで一般国民はアクセスできるか  

プロジェクトの

実施 

⑩ 契約の落札は一般競争によるものか  

⑪ 調達に対する不服申し立ての仕組みが存在するか  

⑫ 過去 3 年間についての資本支出に対する予算執行の履歴  

⑬ 支出約束に関して効果的な内部統制が行われているか  

⑭ 効率的な内部監査システムが存在するか  

プロジェクトの

評価と監査 

⑮ 国内事業について日常的に事後評価が行われているか  

⑯ 適切な時期に法に基づく事後の外部監査が行われているか  

⑰ 政府は公共資産の登録と棚卸しを継続的に行っているか  

（出所）Dabla-Norris et al.(2011)より  

表－３０のとおり、彼らは東南アジアの新興国の中では 3 か国について評価が行ってい

る。その中でタイは全体のスコアが 71 か国中 5 位であり、公共投資の質の高い国である

とされている。4 段階のスコアを見ると実施と評価は両方とも全 71 国中の 1 位である。同

じ地域の新興国であってもフィリピン、インドネシアは中位の評価である。フィリピンは



146 

 

全体スコア 28 位で 4 段階とも 20 位台、インドネシアは全体 45 位で４段階の中では相対

的には実施が最も弱いとされている。なお、東南アジアからはこのほかラオスが評価対象

となっているが、全体の 65 位とほぼ最低のランクの評価となっている。 

表－３０ 公共投資効率性の国別比較

 

 

(出所) Dabla-Norris et al(2010)より抜粋  
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事業進捗のレビュー 

 通常、ドナーは受取国で展開する援助事業の進捗を恒常的にレビューしている。その中

でドナーと受取国が定期的に進捗の確認等を行う場をポートフォリオ・レビューと呼ぶこ

ともある。援助調和化の流れの中で幾つかのドナーが共同で行う場合もある。日本の援助

が大きい東南アジア地域では、世界銀行と ADB などと合同で行われている例もある。そ

の内容は個々の案件の進捗や遅れなどの実施上の問題点、解決のための方策などの協議が

中心である。ポートフォリオ・レビューで取り上げられる項目の多くは、援助に特有のも

のというよりも公共事業全般についての実施上の問題点である。そもそも実務的な性格の

ものであるのでレポートにまとめられ公表されるような例はほとんどないが、例えばフィ

リピン政府の援助の窓口となる国家経済開発庁（National Economic and Development 

Authority: NEDA）は、年次報告のような形式で ODA Portfolio Review と題するレポートを

公開している。  

表－３１ ポートフォリオ・レビューに見るフィリピンの ODA 事業の遅れ  

遅れの要因カテゴ

リー 

遅れた事

業の数 

遅れの理由  

立ち上がりの遅れ  3 人員の未配置、政府保証の遅れなど  

予算・資金の流れ  2 予算の未配分、予算引き出し手続きの遅れ  

調達の遅延 4 入札不調、評価能力不足など  

地方政府 5 地方と中央政府のコスト分担が進む中での地方政

府側の予算不足、建設不許可など  

ODA を原資とする

貸付の低利用 

5 金利が競争的でないため 2 ステップローンの利用

率が低いなど  

コスト超過 6 認可時点からの事業費の増加、追加工事、物価上

昇、為替の変動、土地補償費の増加など  

その他 12 手続きの不慣れ、コントラクターの能力不足、天

候異常、組織変更、関係省庁との調整など  

(出所) National Economic and Development Authority(2012)より筆者取りまとめ  

付表も含めると 300 ページに達する大部のレポートであり、ODA の毎年のパフォーマ

ンス（支出実行の実績、形態別・分野別・ドナー別などの実績）、主な実施上の問題点、改

善の方向、ドナーと共同での改善取り組みとアクションプランなどが含まれている。また、

遅れの深刻さの程度に応じて優先モニタリングを行うためのアラートの仕組みを設けるな
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どの工夫も見られる。そして、主要ドナーと共同で問題点の改善のための分析を行い、改

善のためのアクションプランも作成している。表－３１は、同レポートで記載されている

事業実施上の主な問題点をまとめたものである。個別の事業名も明記した上でそれぞれの

問題点を記載しているなど、情報の開示が大変に進んでいる例であろう。  

ここで取り上げられている問題点の中には、遅れを生じさせるものだけではなく、事業そ

のもの実施を難しくするリスクも含まれている。表－３１に書かれているような事由は、

程度の差こそあれ、多かれ少なかれどの途上国において共通するものであろう。例えば、

Putranto et al.(2012)は、インドネシアの事業官庁へのインタビューを通じて、国内とドナ

ーのガイドラインの違い、プロジェクトの準備不足、政府内の関係機関の調整、実施中に

発生する資金・管理・技術上の問題などが遅れの要因として指摘されたとしている。また、

インドネシアの計画官庁の四半期報告では、調達の国内手続きの遅れ・ドナー同意の遅れ、

予算手続きの遅れ、地方政府の能力不足、土地収用などが指摘されているとしている。こ

れらは表－３１で見られる項目と共通しているのである。また、多田他(2004)に見られる

ように、これらの問題の幾つかは先進国にも共通している。つまり公共事業には国の所得

水準に拘らず実施時に遅れを招きやすい共通の問題が普遍的に存在するということであり、

そのことは解決が容易ではないことを意味しているとも言えるであろう。例えば、事業対

象となる土地の収用やそれによって生じる住民の移転は、国民の権利意識の高まりや社会

環境への配慮の意識の高まりなどにつれて、より複雑で時間がかかるようになる。あるい

は汚職防止の意識や透明性と説明責任の要求の高まりを受けて、入札や契約には時間がか

かるようになっている。従って、経済が成長し民主化が進展すれば支出実行が早くなると

いう方向にだけ進むものではなく、逆の結果を招くことも多いのである。 

 

援助によって公共投資の質は改善するのか 

 それでは、援助は公共投資の質に影響を与えているのであろうか。援助によって公共投

資の質が改善し、また完成までの想定期間が短縮された上で、更に実施段階で発生する遅

れの程度も小さくなるようなことはありうるのであろうか。その可能性の第 1 は技術協力

である。援助の対象の一つに公共投資の質の改善を狙いとするものは少なからず存在する。

例えば近年インドネシアやフィリピンでは河川の管理を複数の異なる組織で行うのではな

く、一元的な水資源管理組織に集約することによって機関間の調整をなくし個別事業の迅
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速化を目指す動きがある。そのような改革を技術協力により支援したり、あるいは職員の

育成を支援するような協力がこれにあたる。  

 第 2 にドナーが行う案件監理は援助の個別事業に限らず、受取国の公共事業の制度全般

に通じるような問題点とその解決策を含む議論につながることがある。あるいはプログラ

ム援助による政策対話において、公共財政管理など受取国の公共事業の制度の改善をテー

マに含む例も見られる。公共財政管理の狙いの一つは予算の執行管理の改善であるので、

そこには公共事業の制度も含まれるのである。一例をあげれば、World Bank(2012c)では、

インドネシアのインフラ部門に関する予算の執行の制約要因を、計画の作成・調達・実施

の各段階にわけて分析している。そこで指摘している問題点は、例えば、年度前半の手続

きに時間を要するため支出が第 4 四半期に集中していること、土地収用の手続き、単年度

予算制度による弊害などであり、その解決のために幾つかの方策を同時に提言している（表

－３２参照）。これらは公共事業制度の改善の議論に他ならないのである。  

日本の ODA では、従来から組織能力の強化を技術協力の柱としてきた。これまで多く

の事業を通じて公共事業制度の整備を支援し人材育成を行ってきた。またインドネシアや

ベトナムなどの国では DPL などのプログラム援助も提供されており、世界銀行などとの協

調融資により共同で公共事業の制度改善の協議も行ってきた。加えて、円借款により融資

される事業に関しては一定の手続きを満たすことが求められてきた。例えば、事業を実施

する際の環境配慮や、国際的なスタンダードに基いて公正な調達が実施されるためのガイ

ドラインの順守を求めることなどがそれにあたる。これらは世界銀行や他の開発金融機関

においても同様に行われてきたことである。このような仕組みは、一義的にはドナーにと

って資金が適正に使われることを確認するための案件管理の活動であるが、同時に相手国

の公共制度の改善に一定の影響を与えるものとなっている。例えば、片務的条件の契約条

項、発注者の過度に強い権限などがドナーの介在によって是正され、長期的には当該国に

おける契約の公正性の浸透などにつながっていく可能性がある。ある国際機関の職員から

聴取したところによれば、タイの地場の大手建設会社は今や公的資金に拠らない建設工事

を行う際にも、世界銀行の環境ガイドラインを用いて確認を行っているとのことであり、

政府の事業にとどまらない範囲にまで影響が及んでいる可能性さえあるのである。 
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表－３２ インドネシアの開発予算執行における問題点と政策提言  

段

階  

課題  提言  

2012 年  2013 年  中期  

予

算

作

成  

事業スタッフが毎年

任命し直されること、

その遅れ  

モニタリング強化  任命が財政年度に縛られ

ないよう政令を改正  

 

Bintang（予算差し止

め）  

ガイドラインの立案、

ターゲットの設定な

ど  

Bintang の最小化、

Bintang 設定・取りやめ

基準の明確化  

Bintang の廃止、事

前管理から事後管

理への移行  

予算認可（DIPA）変

更に長期間を要する

こと  

優先事業から取り組

み、DIPA の変更の促

進のための地方事務

所強化  

IT 活用による中央と地方

の予算書・執行の統合化、

地方でのワンストップサ

ービス化  

予算変更に関する

省庁への権限移譲、

IT 化の進展  

計画・予算化能力の不

足  

 事業スタッフ能力強化と

多年度予算管理  

国家経済開発庁と

財務省予算局の計

画・予算統合  

硬直的で詳細すぎる

予算論議  

  より高次のレベル

の予算配賦  

調

達  

大統領規則 54 号の理

解の不足  

周知、省庁・調達庁・

汚職委員会間の協力  

  

長期を要する調達プ

ロセス  

 不服申し立て手続きの合

理化  

 

調達委員会参加のイ

ンセンティブ  

 調達委員会の実績を事業

の実績指標とすること、

リスクに基づくインセン

ティブ構造の検討  

 

電子調達   電子調達のための IT投資

予算の配賦  

 

実

施  

複雑で長期を要する

土地収用  

大規模インフラのモ

ニタリング強化、州政

府との緊密な調整  

土地収用の規則変更   

調整の不足  許認可等の迅速化    

年度末に集中する支

出実行  

支払いスケジュール

に関する財務省令

170 号の実行  

支出実行を事業実績にリ

ンクさせること、e モニ

タリング、多年度契約に

関する財務省令 194 / 

2011 改訂、実施官庁によ

る契約多年度化促進、銀

行保証による未完工事部

分の支出認可  

 

そ

の

他  

2011 年に導入された

予算執行を妨げる幾

つかの政策  

十分な準備とソーシ

ャリゼーション  

  

（出所）World Bank(2012c) より筆者要約  
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これまでこのような観点が論じられることはほとんどなかったと思われる。しかし途上

国が発展の初期段階において援助資金への依存が大きいことを考えると、公共事業の制度

の改善過程でドナーが与える影響は小さくないものと考えられる。制度は一般に長い期間

を経て徐々に改善されていくものである。また初期にどのような制度が導入されたかはそ

の後の発展を相当程度左右することも多い。従って、それぞれの受取国において主要なド

ナーがどういう国や機関であったのか（例えば旧宗主国）、それらのドナーがどういう活動

を行っていたのかは、長期的な改善の前提となる重要な要素であるように思われる。 

 最後に、このようなドナーの活動によって、公共事業の制度が実際にどの程度、改善し

ているのであろうか。それには、公共事業の制度の質の評価と制度の改善に与える援助の

寄与の程度という 2 つの要素がある。公共事業の制度の質に対する評価は前述のとおりほ

とんど行われていない。制度の良しあしを、公共投資の収益性、あるいは経済成長率への

寄与率から評価するという考え方は不適当であるように思われる。それは透明度の高く民

主的手続きが整っている制度を持つ先進国での投資収益率が、そうでない開発途上国のそ

れに比べて必ず高いとは言えないことからも明らかである。従って、Dabla-Norris et 

al.(2011)のような試みが今後充実していくことが望まれる。例えば世界経済フォーラムの

Global Competitiveness report やその他のスタディでは、投資環境を国際的比較において

測る物差しとして、起業手続きに要する日数という指標がよく使われているが、このよう

な時間の要素なども盛り込んで、公共事業制度についての評価が進んでいくことが期待さ

れるところである。 

  第 2 の公共事業の制度の改善に援助がどれだけ寄与するのかという点については、そ

もそもドナーは制度改善に関心を有しているのか、ドナーの影響力がどの程度あるのか、

援助受取国がドナーの支援を望むのか、個々の能力強化や制度改善の協力の内容は良い方

向に導くものであるのか、など様々な要素に依存する。ドナーの中では世界銀行は、前述

のとおり公共財政管理を開発政策融資の柱としており、一般的に財政当局を中心に影響力

が大きい。そして政策協議を進める前提として受取国と共同による調査研究も行っている。

前述の World Bank(2012c)などはその典型的な例である。その上で協議の結果を実施に移

すためのレバレッジとして政策ベースの貸付などのプログラム援助を活用している。公共

制度の改善を目指すという意図も明確である。受取国もそのような共同調査などを歓迎し

ていることも多い。制度改善の何割がドナーの貢献によるものかを評価するようなことは

難しいが、ドナーとの共同調査の内容や頻度などを確認することを通じて実質的な貢献が
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行われているのか否かを推し測ることは可能であるように思われる。また、個々の技術協

力がどれほど有効であったのか否かはドナー自身でも評価しており、これらもドナーによ

る寄与の程度を測る際には参考になるであろう。 

 以上をまとめると、公共事業の制度の質は国によって差異があり、その違いは事業の実

施期間の長短を規定する。援助事業の多くは公共の事業として遂行されるから、援助の支

出実行の発現は一義的に公共事業の制度に質に左右される。援助は幾つかの経路を通じて、

公共事業の制度の改善に貢献する可能性があり、少なくともドナーはその意思を持ってい

るが、実務的には援助実施における重要な協議の対象の一つであるにも拘らず、その分野

の研究はほとんど行われていない。実施の段階において当初想定した期間よりも実際のス

ケジュールが遅れる可能性があり、政府職員のキャパシティや公共事業制度に内在する遅

れを発生させやすい構造などがその要因として考えられる。  

 

７．５ 制度と援助と支出実行 

 前節では公共事業の制度が援助の承諾と支出実行のタイムラグに影響することについて

考察した。しかし、支出実行に影響を及ぼす制度の範囲は、公共事業に限定されたものに

とどまらず、より広い範囲、例えば法制度や金融システム、ガバナンスなどを含むもので

あるかもしれない。本節では制度環境が支出実行に影響しうるのかについて考察する。  

これまで援助と制度と経済成長の関係に関しては多くの研究が行われてきた。多くの研

究の方法論は、援助の実績（支出実行額）や制度を説明変数として成長との相関を分析す

る手法をとっている。確認する限り、その中で支出実行の遅れと制度の相関関係について

考察されているものはない。従って、公共事業の制度で検討したように、まず制度と援助

と経済成長についてどのようなことが言われているのかを出発点としてレビューする。そ

こで論じられていることを明らかにすることによって、支出実行の遅れと制度環境の関係

を考察するヒントが得られるかもしれないからである。なお、援助がそもそも受取国の制

度にマイナスであるとの見解も存在するので、その点も含めて考察を行うことが必要であ

る。 

 

何故、制度は成長に重要であるのか 

そもそも“制度”（ institutions）とは何を意味するのか。North(1994) は、制度とは、人と

人との間でおこる相互作用を規定する制約であり、それは法律のような公的な制約と行動
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規範のようなインフォーマルな制約、そしてそれらの実効から成るとしている。同時に社

会と経済のインセンティブ構造を規定するものとしている。制度という言葉は非常に広い

範囲を含むものであり、そのままでは分析が困難であるから、何らかの事象に代表させて

検討を行う場合が多い。例えば、Shirily（2005）のまとめによれば、経済成長と制度に統

計的に有意な正の相関があると分析した過去の研究を見ると、知的所有権を変数にとる研

究数が 7、市民の自由が 10、政治の権利と民主主義が 10、政治的不安定性が 15、協調を

促す制度（宗教他）が 4 となっているとのことである。  

成長理論の視点から制度が経済成長にどのように影響しうるのかは既に述べたとおりで

ある。制度の変更は、投資を増加させたり、R&D や人材の質の改善を通じて内生的成長を

促す。あるいは全要素生産性を上げるなどの経路により経済成長を促進する。結論は同様

に制度が経済成長に重要であるということであっても、その経路については、政治や文化

も含めた様々なアプローチがある。例えば Acemoglu et al.(2004)は、経済制度の違いが長

期的な経済発展の違いの根源であり、そしてそれらを規定するものは政治制度にあると述

べている（図－６５）。その最も典型的な例は第 2 次大戦後の韓国と北朝鮮で、独立直後

の初期条件を見ると、一人当たり所得は同水準、北朝鮮の方がむしろ天然資源に恵まれて

いた。独立直後の制度は似通っており、植民地時代を通じてむしろ北朝鮮に工業の集積が

見られていた。それにもかかわらずその後の発展に大きな違いが生まれたのはその後の経

済制度の違いによるもので、その背景に政治体制の違いがあると述べている。  

図－６５ 政治・経済制度と経済成長の相関図 

 

政治制度 t ⇒ 法的な政治権力 t   ⇒ 経済制度 t  ⇒  経済実績 t 

                   &                                   資源配分 t+1 

資源配分 t ⇒  事実上の政治権力 t  ⇒ 政治制度 t＋1 

 

（出所）Acemoglu et al.(2004) 

制度と経済発展について研究を行っているのは、いわゆる新制度学派と総称される研究

者たちである。新制度学派は Coase が 1957 年に発表した論文において、市場の取引コス

トや組織内の取引コストの考え方を明らかにすることによって、企業が生産を行う時の効
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率の要素を呈示したことに始まる53。Coase による取引コストという概念は、その後様々

な視点からの研究が行われ、またその範囲も企業にとどまらず様々な分野に応用されてい

くことは前章で述べたとおりである。 

制度と経済成長に関して、North(1994)は制度と技術は取引コストや変革コストを決める

ので、従って政治・経済制度が経済パフォーマンスを決定するとしている。Yeager(1999）

は、長期的な生産関数のシフトは技術の向上によってもたらされるが、新古典派や成長理

論では何が技術を向上させるかについて語っていないとする。彼らの基本的な出発点は取

引コストの考え方にある。取引コストの存在によって完全競争という新古典派の仮定は実

現しないし、それが大きいと多くの潜在的な取引が実現せず効率的な経済活動が実現しな

い。それを下げるためには制度の変革が重要であり、とりわけ途上国において重要である

とする。Yeager は、体制移行国を例にとりながら、成功するための鍵（それは途上国の経

済成長の鍵に通じる）は、低い取引費用と技術進歩のためのダイナミックなインセンティ

ブを提供する制度的枠組みであるとしている。そして、マクロではインフレの抑制、財政

赤字の削減、通貨の安定、貿易投資制度を、ミクロでは価格自由化、民営化、資本市場経

済、司法制度などをあげている。このような要素は成長理論に基づいた制度と成長の関係

を回帰分析する際に用いられる要素（代理変数）と通じるところがある。例えば、

Barro(2001)が行った経済成長の要因に関するクロスカントリー分析では、結論として成長

率を高めるのは法適用原則、低いインフレーション、平均余命、男性の中等・高等教育の

高い水準、低い出生率、交易条件、政治的権利の拡大（但し適度の民主主義が達成される

と成長は妨げられる）であるとしている。  

 制度の何が経済成長をもたらすのかという考え方を総括するならば、制度の改善は成長

理論の視点からは人的資源の向上と投資量と全生産性要素を引き上げることを通じて成長

に貢献することになるし、新制度学派の視点からは制度の改善は取引コストを引き下げる

ことによって成長に貢献することになる。拠って立つ視点によって経路は違うが、大きな

文脈では結論に共通性がある。以下において、更に援助の役割を含めた分析を紹介し考察

を進める54。 

                                                   
53 経済的取引は市場に委ねられることが最も合理的であるとの理論に対して、市場は人為

的であるから監督が必要であるとの主張を制度学派と呼ぶ。これに対して、取引コストの

概念を導入して新しい考え方を示したことから新制度学派と呼ばれている。 
54 この他に近代部門（中心）と伝統的部門（周辺）という二重構造を基本とした構造主義

（あるいは従属理論）という考え方がある。構造主義と言えば、輸入代替化というひと頃

大いに流行した政策が思い浮かぶ。途上国が外貨を獲得する主要な手段である一次産品は、
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「良い制度の下で援助は効果を発現する」について 

 制度が全体として経済成長に重要であるとして、それでは援助はどのようにその相関に

関係するのであろうか。援助は経済成長にプラスであるのか、あるいはどのように貢献す

るのかという点は、今に至るまで開発経済学の最大のテーマの一つである。そのような論

争の中で、特に 1990 年代終わり頃から援助と成長と制度に関する議論が多く行われるよ

うになった。  

Boone(1996)は、政治支配層の効用最大化インセンティブという要素に基づいて論理を

展開し、援助は政府支出の規模を大きくするが、投資を増加させることにはつながらず政

府消費を増加させるとした。そして民主的で平等な体制の下で援助はより効果をあげるこ

とができるとした。Burnside and Dollar(2000)は Boone のモデルが展開した考え方を発展

させ、56 か国に関して 1970-73 年から 1990-93 年までの期間について、4 年間のデータを

6 度の異なる期間について取り出して分析を行った55。そこで得られた主な結論は、(a)経

済政策のよい国では援助は経済成長にプラスの効果があり、そうでない国では成長への効

果がないこと、(b)援助が政策に影響を与えている証拠は見いだせなかったこと、(c)内生化

を試みたが援助額と財政・金融・貿易政策には関係を見いだせなかったので、援助の配分

は制度の良しあしとは関係なく行われていることなどであるとしている。そして、援助の

配分にあたっては、対象国においてどのような政策がとられているかを重視すべきである

との提言を行った。彼らの試算によれば、もし援助がドナーのインタレストではなく政策

                                                                                                                                                               

長期的には工業製品に比べて交易条件が悪化するので、中心との貿易を減らし悪循環を断

ち切るために輸入代替工業化が成長に必要であるとの考え方が展開された。プレビジュや

シンガーなどがその主な論者であり、1960～70 年代の途上国の政策決定に大きな影響を与

えた。これらの考え方は歴史や政治も含めた構造が経済を規定するという意味で制度重視

の側面がある。近年、Lin(2011)は市場メカニズムを基本としながらも、経済の外部性の問

題に対処するために政府の役割やインフラ開発が重要であるとし、そのような視点を新構

造主義と称している。その内容は、従来の構造主義がマルクス経済学の影響下に構築され

ていたのに対して、新古典派の考え方を踏まえて再構築しようとしている点が基本的に異

なる。例えば、構造主義では外国投資は中心の支配を強めるから害であるが、新構造主義

ではより好ましい比較優位を実現するために他の投資よりも望ましいとされている。そし

て産業構造が最適の時に投資は最も高いリターンを得るとするのである。その範囲も財政、

金融、投資、貿易などに加えて、構造主義では目が向けられていなかった人的資本も含も

うしている。 
55 成長のモデル式は、初期所得、制度・政治変数、経済政策変数、援助を説明変数として

いる。制度・政策変数は、知的所有権と政府の効率性（Knack and Keefer の先行研究によ

る指数）からなる制度のクオリティ、民族問題、暗殺（民政不安の代理変数）、民族問題×

暗殺、M2 の対 GDP 比からなり、全て外生変数である。経済政策変数は、財政余剰、イン

フレ、Sachs and Warner(1995)により開発された開放度のダミー変数、政府消費からなる

変数とした。  
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ベースで配分されるならば、貧困国の成長率の平均は 1.0％から 1.44％に増加するとして

いる。彼らの結論を改めて簡単にまとめるならば、 (a) 制度⇒成長：よい制度は高い成長

をもたらす、（b）援助⇒成長：援助が成長に効果があるかどうかは制度次第、 (c) 援助⇒

制度：援助は制度に影響力がない、ということになる。彼らが得た推計結果は、1998 年に

は World Bank(1998)の一部としても発表され、その後の援助のオペレーションに大きな影

響を与えた。即ち、制度の良い国に援助を集中させるという援助の選択性（例えばその考

え方に基づくアメリカのミレニアム・チャレンジ・アカウントの誕生など）、制度重視の援

助（例えば世界銀行が一般財政支援を再構築したこと）などが登場してくることになる。  

 その後、多くの分析が登場する。Burnside and Dollar(2000)は財政余剰とインフレと開

放度などを経済政策の代理変数にとったが、異なる変数を用いた研究が他にも多く行われ

た56。また Burnside and Dollar(2000)とは結論を異とする分析も現れる。例えば、Hansen 

and Tarp(2001)は制度に関係なく援助は成長に貢献するとしたし、Easterly(2003)は同じ手

法を用いながら期間を延長して ODA の定義を拡張した結果、Burnside and Dollar の結論

は統計的に有意とは言えないと述べている（後者に対して Burnside and Dollar は分析を拡

張した実証研究を 2004 年に発表している）。 

上記のような分析は、一国の制度や政策を考える上での重要な要素として、例えば知的

所有権やインフレなどを用いて行っている。制度と総称されるものの範囲は極めて広いの

で、全ての要素を包含するような指標を用いることはできないため代理変数も用いられて

いる。Alvi and Senbeta(2012)は、被説明変数を成長率ではなく、資本蓄積と TFP に分解

することによりその関係をより直接的に表わそうと試みた。初めての試みとのことである。

そこで用いられている説明変数は、貯蓄率、経済成長率、貿易開放度、政府消費、金融の

発展度、外国投資、インフレ率、レントシーキング、政治的安定性などである。結論は、

援助は資本の蓄積には正の効果があるが、TFP の成長にはマイナスであるということであ

った。Alvi and Senbeta は、金融の発展はそれを通じて資源配分の効率化が実現するため

生産性の向上に与える効果が特に大きいが、援助はそのような金融機関の資金の流れを妨

げるので生産性にとってマイナスとなるのではないかとの解釈を付け加えている。このよ

                                                   
56 Clemens et al.(2004)の中での紹介によれば、輸出価格ショック、気候と交易条件ショ

ック、政策と制度の質、政策と福祉、経済自由度指数、援助がファンジブルである程度な

どである。 
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うに制度を代理させるような変数が、どのようなメカニズムで援助の効果発現を妨げるの

かについての道筋を明確にすることは重要であると思われる。 

 以上のように、全体的には良い制度は高い成長をもたらし、援助は良い制度の下では効

果を発現するとの意見が多い。制度の何が援助の効果を高めるのかについては、制度を代

表する経済政策やガバナンスなどの指標がとられて分析が行われてきており、統計的に有

意な結果も出てきている。しかしながら良い制度が援助の支出実行の時期を早め、実施時

の遅れを防ぐことができるのかについては明示的には論じられたことがないのである。 

 

援助は制度を改善できるのか 

 Burnside and Dollar(2000)は援助が制度に影響を与えているとの実証は得られなかった

としている。North(1994)は、とらなければいけない政策はわかっているが、それをどう実

現するかはわかっていないと述べている。また、制度は徐々にしか変化しない経路と歴史

に依存するものであるから、根本的には変わりにくいと述べている。Shirey(2005)は、こ

のため援助を通じて制度を改善させようとしても、その大本となるところは変わらないの

だから、援助による制度改善は成功せずに不調和を招くと述べている。  

 援助が制度の改善に貢献できる可能性は、基本的には前節で公共事業の制度について述

べたことと同様である。個別の資金協力事業や技術協力の要素として制度構築や能力強化

のための支援が行われたり、共同の調査研究と政策対話に基づき約束された政策アクショ

ンによって制度は改善する可能性がある。世界銀行は SAL から DPL に至るまで 30 年以上

にわたり政策ベースの貸付を継続しており、その時代時代の主流となる考え方に基づき政

策対話を続けてきた。1980 年代にはそれは規制緩和、貿易自由化を中心としたもので、そ

れは後にワシントン・コンセンサスと呼ばれていた。SAL を通じて一定の政策改革は行わ

れてきているにも関わらず、上記のような評価（援助は制度を変えられない）が行われて

いる理由については、一つには制度が変わるには時間がかかるという側面もあるだろう。

それに加えて前述のとおり制度改革は行われたが実効が伴わないという実施の制約、ある

いは処方箋そのものに問題があったため実効が難しく結果として制度が変わらなかった

（コンディショナリティの未達成）というような事情も影響していると思われるのである。 

また、そもそも援助そのものが制度に負の影響を与えがちであるという議論も古くから

ある。その理由は、第 1 に援助がもたらされることにより国内貯蓄を高めるような制度構

築が妨げられるということ、第 2 に投資よりも政府消費を促しやすくレントシーキングや
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汚職をもたらすということ、第 3 に為替が高止まりになることから輸出努力を損なうこと

（オランダ病）である。第 1 の点は特に説明はいらないであろう。第 2 の点について前述

のとおり Boone(1996) は援助は政府消費を上げるとの実証を示した（援助額の 4 分の 3

に相当する額の政府消費が増加）。その理由は政府指導層は自身が裨益するような政策を変

えるインセンティブに乏しいからとしている。そのためレントシーキング、あるいは汚職

が発生し効率性が損なわれる。あるいは民主主義の進展を妨げる。Hartford(2003)は、1960

年代に民主主義が最も悪化した 10 か国は援助を多く受けていた国である一方、最も民主

主義に改善が見られた 10 か国は援助が適度の大きさであったとしている。他方で

Tavares(2003)は、国際的な汚職インデックスと援助量との相関を分析した上で、汚職は援

助により減少するという逆の見方を示し、その理由は前節で述べたような点、即ちドナー

が援助の実施を監視するからであるとしている。  

第 3 に援助の資金が大きな規模で流入すると、経済の実力に比べて為替が高く評価され

るという「オランダ病」につながる可能性があると古くから言われてきた。しかし援助の

流入がマクロに与える影響はその点にとどまらない。Hartford and Klein(2005)は、援助と

資源を比較しながら、資源収入は、(a)政府収入の変動性を大きくし、(b)オランダ病を招き、

(c)制度に間接的にダメージを与える点が経済全体にとってマイナスであるとした上で、援

助がこれと同じ性格を持つ可能性について言及している。そして援助によるオランダ病は

労働集約的な産業の発展を制約するなど、「援助はよい制度の下で機能する」という見解に

対して、そうはならない可能性にも言及している（但し、彼らは結論では 1990 年代のア

フリカでは援助とガバナンスの向上が共に進んだ実例もあるので、援助が資源とは異なる

可能性もあると述べている）。 

 援助が制度に歪みをもたらす可能性については、マクロ経済への影響やインセンティブ

の観点から、幾つかの論点が提示されてきた。上記に加えて Moss and Subramanian（2005)

は、援助の事業をドナーが選ぶために損なわれるインセンティブ、あるいは税とは異なり

国民との契約とならないことから発生するアカウンタビリティの不足は、援助の支出実行

を不確かにするとした。具体的にガーナで援助量が増加した後、予算と実際の支出の差が

大きくなったことを例として挙げている。  

 現在ではこのような制約は全て知られているところであるし、また SAL の包括的レビュ

ーを経て 2000 年代半ばからは政策ベースの貸付も大幅にその様体を変えてきている。こ

れまで言われてきたことに対する反省が実際のオペレーションにどのように反映されてい
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るのかは、DPL の評価の事例が積みあがっていく中で確認が待たれるところである。また、

援助が制度の悪化を避けられるかどうかという問題について、Shirey(2005)は興味深い指

摘を行っている。即ち、援助が制度を損なうような事態が生じることを避けるために以下

が行われているとしている。第 1 に、特定の援助事業のみを実施するための機関（Project 

Implementation Unit などと呼ばれるもの）を作って切り離すやり方をとること。但し、こ

れは必ずしも良い結果を生んでいないとも述べている57。第 2 には NGO を経由して政府

をバイパスすることによって制度の悪化を防ぐこと。但し、同時に NGO を活用すること

は本来は社会や政治の代表が行うべきである開発努力を損ない、また NGO は社会の病巣

を制度的に取り除くことはできないことが問題であると述べている。第 3 に制度の良い

国・セクターに集中するということである。  

 まとめると、援助が制度に影響を与えるか否かという命題には、ミクロでは援助案件で

の制度改善の努力とその成功が積み重なっていることに対して、先行研究では援助は制度

に影響を与えていないとする実証も見られている。援助そのものには制度を損なう要素が

内在されているという見方が古くからあるが、それらを緩和する努力も同時に講じられて

いる。 

 

制度と支出実行はどのような関係にあるのか 

それでは以上を踏まえて、結局、制度環境と支出実行について何が言えるのであろうか。

先行研究では、制度環境と支出実行の関係について直接的に論じられることも、制度のど

ういう要素がどれだけ支出実行の発現に影響しているのかについての解析も行われていな

い。そのような中で、これまで行われてきた関連する研究から、制度環境が支出実行を遅

らせる可能性についての論点を整理したい。  

比較的その関係が明確であるのは、一般財政支援又は政策ベースの貸付の場合である。

かつては複数回のトランシェ58により SAL が提供されていた。そこでは、コンディショナ

リティの実現が支出実行条件であった。コンディショナリティは多くの場合、制度の改善

を意味するものであるので、支出実行予定と実績を評価することによって援助が制度に影

                                                   
57 このような実施の方法は、OECD の場における援助の効率性の議論、あるいはパリ宣言

などでは勧められてはいない。 
58 貸付の回数を指す。例えばコンディショナリティを 3 段階で設定する場合、一つ一つの

段階を満たすごとに貸付が支出実行される仕組みが採用されている。この場合のトランシ

ェ数は３である。以前はそのような仕組みであるため、承諾されても条件の未達が続く限

り資金の提供は行われなかった。  
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響を与えた度合いが評価できることになる。SAL が提供されていた当時については、支出

実行が遅れるならば、それは主として条件に関係していた省庁が主管する分野での制度が

改善していないことを意味したと言えるであろう。2000 年代の SAL の改革を通じて、現

在の一般財政支援は様態を変えている。トランシェがなくなり事前のコンディショナリテ

ィ（政策アクション）に変わった。公共セクターの制度と能力に問題がある場合は、基本

的には DPL そのものの供与時期が遅れるという結果となって現れるため、SAL に比べて

その因果関係は分かりにくくなったと言える。  

これに対してプロジェクトに対する資金協力の場合は複雑であり特定が難しい。貿易開

放度や金融発展度等の制度指標が高い国に援助の資金が移転されれば、投資の増加や経済

全体への波及効果のようなルートを辿ってマクロ経済へのプラスの影響を与えるだろう。

しかし、制度指標は支出実行にどのような影響を与えるのか（制度な要素がスピードに関

係するのか）、その程度をどのように考えればよいのかは整理されたことがない。 

そこで試みに、成長と制度と援助の関係を分析するような先行研究において制度を代理

する説明変数にはどのようなものが用いられているのかを取り出して、それらが支出実行

に影響を与えうるのか否か、与えるとすればその程度はどのくらいに評価されるのかを考

察した。筆者の整理は表－３３のとおりである。指標の幾つかは、制度の良しあしを測る

上での代理変数として選ばれているものであるため、明らかに直接的には援助の支出実行

と関係がない。また表－３３でまとめたとおり、必ずしも指標が改善することが事業のス

ピードアップにつながるものばかりではない。例えば汚職の監視を強めれば、勿論資金は

効率的に利用されることになるが、事業の手続きが厳しくなることによって執行は遅くな

る方向に進む可能性が強まるかもしれない。つまり制度改善と実施の速度は相反する場合

がありそうである。このことは次章の東南アジア新興国を例にとったケーススタディで確

かめられることになる。いずれにせよ、先行研究において制度と成長、援助の効果の関係

を分析するために選ばれている変数は、程度は不明であるが現実の援助事業の速度に影響

するものが少なくないと言えるであろう。  

これらの変数は、援助をより円滑に進めるために適切にコントロールされる必要がある。

例えば援助資金の流入が為替の変動を招かないようモニタリングが必要である。制度の改

善にとりかかる際には、同時に時間の要素を意識して事前に事業の速度に与える影響を視

野に入れて評価していくことが望まれる。  
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表－３３ 制度の主な要素と支出実行を遅らせる可能性  

主な説明変数 支出実行との関連 関連の

大きさ  

方向注 

知的所有権 

政府効率性 

市民の自由・政治の権利  

政治的安定性 

宗教等協調を促す制度  

民族問題 

暗殺 

福祉 

インフレ率 

金融システムの発展  

通貨の安定 

財政余剰 

政府消費の大きさ  

輸出価格の安定性 

貿易・投資制度  

交易条件 

開放度 

政府統制 

経済自由度指数  

価格自由化 

民営化 

司法制度 

援助ファンジビリティ  

反汚職 

レントシーキング監視 

特には関係なし  

効率が悪いと遅れる可能性  

向上すると遅れる可能性（事業の質は向上） 

不安定の場合長期の事業継続に難を招く  

特には関係なし  

調整の難しさなどにより遅れの可能性 

稀なケースを除き関係なし  

特には関係なし  

高いと予算管理が難しくなり遅延の可能性  

資金調達が容易になり進捗が円滑化  

コストの安定により進捗が円滑化  

大きいと予算が安定し進捗は円滑化  

増えると投資予算に負の影響の可能性  

不安定になると財政収支悪化を通じて遅れ  

同上 

同上 

外国企業参入による事業円滑化可能性  

統制が働くことで調整は早まる可能性  

直接的な評価困難 

安定している限り特に関係ない  

完成までの期間には基本的に関係なし  

契約遵守・監視強化により遅くなる可能性

特に関係なし  

汚職を減らすため監視強化すると遅れ  

同上 

ｘ 

大 

大 

大 

ｘ 

小 

ｘ 

ｘ 

中 

中 

中 

大 

小 

小 

小 

小 

小 

中 

ｘ 

ｘ 

ｘ 

大 

ｘ 

大 

大 

ｘ 

＋ 

＋－ 

＋ 

ｘ 

＋ 

ｘ 

ｘ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

－ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

ｘ 

ｘ 

ｘ 

＋－ 

ｘ 

－ 

－ 

(注)制度が改善すると支出実行が早まると考えられる場合は＋、逆は－と記載した  

（出所）筆者作成による  
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７．６ 承諾と支出実行のタイムラグとドナー要因  

承諾と支出実行のタイムラグはドナー手続きとどういう関係にあるのか  

 援助事業の実施には、様々な段階でドナーが関与する。従って、ドナーのプラクティス

が支出実行の速度に影響を与えていることは十分にありそうなことである。  

援助事業は、一般的には国内予算で行う事業に比べて規模が大きいため調達等に時間が

かかる（World Bank(2012c)）。加えて、受取国の側から見ると、援助事業であるが故に国

内手続きにはないドナーとの協議や報告、同意手続きなどが付け加わることになる。また、

援助事業に固有のドナーからの条件付けなどが加わる。ドナーとの意見の不一致、ドナー

国の財政事情や援助政策の変更による影響、援助事業であるが故に第 3 者の関心も引きや

すく関係者が増えることによる取引コストの増大等々により遅れを招くことがあるかもし

れない。このような事情や手続きはドナーによって必ずしも同じではないから、支出実行

の発現はドナーによっても異なると考えることが自然である。  

それでは、どのようなドナー要因が承諾と支出実行のタイムラグと関係しているのであ

ろうか。Odedokun(2003)はこのような視点に立った分析を初めて定量的に行っている。

ODA の承諾額と支出実行額の比率(対数、D/C 比と称する)を被説明変数として、幾つかの

ドナー要因を説明変数として回帰分析を行ったのである。即ち承諾された中から支出実行

額として実現する比率が、どのようなドナー要因によってどの程度影響を受けるのかを見

ようとした。分析結果をまとめたものが表－３４である。一見して明らかなように、そこ

での指標はドナー国の経済や援助の特徴を表わすものである。このため Odedokun の分析

からは、D/C 比を上げるため実務的にどのような改善の余地があるのかを考えていくこと

には難しさがあるが、このようなパイオニア的試みが行われたことで、今後の同様の分析

が更に進むかもしれない。  

表－３４ 支出実行・承諾比（D/C 比）とドナー要因  

項目 D/C 比への影響  解釈 

ドナーの一人当

たり所得 

統計的に有意でない 

(係数はネガティブ) 

但し、対 GDP 比支出実行額は統計的に有意に

正 

G7 国か否か ネガティブ  国際経済社会に影響あるドナーの方が D/C 比

が小さい  
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ドナーの寛容度  

（ODA/GDP） 

ネガティブ  ODA に寛容なドナーの方が D/C 比が小さい

（ODA 比の小さいドナーは国益上ミニマムな

ODA しか出さないので実現比が高い) 

贈与/ODA 比率 ネガティブ  贈与の ODA が多いドナーの方が D/C 比が小

さい（ローンの方がよりフォーマルで契約に

縛られるため） 

Pro-poor への援

助比率（低所得国

向け比率） 

ネガティブ  低所得国向け ODA の比率の高いドナーの方

が D/C 比が小さい（ドナー国のビジネス上の

関心が小さいので支出実行促進上の圧力が小

さい） 

ドナーの経済成

長 

ネガティブ  ドナー国の経済成長は D/C 比を小さくする

（理由は難しいとしながら、経済成長と承

諾・支出実行のタイムラグなどが原因である

可能性に言及）  

ドナー経済の循

環（上向きか）  

統計的に有意でない 

（係数はマイナス） 

支出実行が承諾から時差あることによる  

タイド援助の比

率 

ポジティブ  タイド調達比が高いと D/C 比は高まる（輸出

企業のロビーイングのため） 

ドナー政府支出

の対 GDP 比 

ポジティブ  対 GDP 比政府支出が大きい国ほど D/C 比が

高い 

ドナーの財政バ

ランス 

弱くポジティブ  

(統計上有意でない) 

ドナーの予算に占める ODA 比（1.2％）等の

理由により、ドナー財政余剰の D/C 比との関

係は弱い  

ドナー国の政治

的要素 

ネガティブ  チェック機構が強まる程、また分極化（例え

ば議会と有力者の方向性の違い）の度合いが

高まる程、D/C 比は下がる 

トレンド ポジティブ  データ期間（1970～2000 年）の支出実行額対

GDP 比の低下が承諾対 GDP 比の低下より大

きかったため  

(出所)Odedokun(2003)より筆者要約  
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Odedokun(2003)は、承諾された金額のうち支出実行額として実現する比率を分析の対象

としているが、本章のテーマの中心である、承諾と支出実行のタイムラグの程度とドナー

側の要因との関係についての定量的な分析は確認する限り行われたことがない。定性的な

指摘としては、例えば Leurs(2005) は支出実行の遅れを招く要因として以下を挙げている。 

(a) ドナーと受取国の優先度の違い。 

(b) 政策アクションの未達成。 

(c) ドナーの求める手続き（ドナー数がそもそも多すぎること、ドナーの同意手続きが

多いこと・それがドナーによって異なること、（特に国際機関について）手続きが複

雑で柔軟性に欠けること、ドナーと国内の手続きが異なっていること、受取国が十

分にドナー手続きを理解していないこと）。 

(d) ドナーの現地事務所への不十分な権限の移譲（特に調達時のドナーの同意にかかる

時間に対して受取国の不満が大きい）。 

(e) ドナーの協調プロジェクトは追加的な負担と時間がかかる。 

(f) 不十分なドナーの要員配置。 

2000 年代前半にさかんに議論された援助効果の向上のための手続き調和化の中には、受取

国の負担に関する議論が含まれていた。承諾と支出実行のタイムラグに関係するドナー要

因についても、このような調和化に関する議論をレビューすることによってヒントを得る

ことができる。例えば、Amis and Green (2002) は OECD 開発援助委員会（DAC）の援助

調和化タスクフォースに提出した報告書の中で主な受取国の負担を以下のようにまとめて

いる。 

（a） 受取国のプライオリティやシステムとドナーの活動の不調和  。 

（b） ドナーの援助手続き、特に調達及びドナーが頻繁に政策やスタッフ、システムを変

更すること。 

（c） ドナーによる要求の違い。 

（d） ドナーのミッションへの対応。 

（e） 支出実行の遅れ（官僚的な手続きやコンディショナリティ等）。 

（f） 情報不足。 

（g） 受取国のキャパシティを超えた要求。 
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これらの項目は Luers(2005) と共通しているところがある。要すれば何がドナー要因によ

る受取国の負担であり、それによって追加的な時間を要する可能性があることについては

既に周知のことであると言ってもよいのだろうと思われる。  

当時の OECD の場を中心とする議論は、2005 年には援助効果にかかるパリ宣言に集約

され、そこでは受取国のカントリーシステムの活用が唱えられた。更に、2008 年のアクラ

行動計画、2011 年の釜山ハイレベルフォーラムでの宣言でも繰り返し、その実施が求めら

れることになる。カントリーシステムとは、具体的に言えば、それぞれの国において採用

されている会計や監査などを含む財政管理、調達、モニタリングなどにかかる制度や手続

きのことであり、援助を実施する際にはできるだけこれらを活用していくこと、更にドナ

ーによって異なっている手続きを共通化していくことが慫慂されたのである。  

パリ宣言以降、カントリーシステムの活用やドナー手続きの調和化は進捗を見せている。

例えば開発金融機関は共通の調達ガイドラインを作成し、途上国の負担が減るよう調和化

を図った。しかしながら、まだ道半ばである。例えば調達を例にとってみると、NEDA(2012)

によれば、フィリピンにおいて 2011 年度に結んだ援助事業における契約は 180 件であっ

たが、そのうちの 170 件はドナーの調達ガイドラインが適用されており、比国法 RA9184

のみに基づく調達は 10 件となっている。理想的には、“強化された”国内の調達システムと

ルールに援助事業も従うことである。しかし、どの受取国においても固有の国内事情に基

づく特定の政策意図（歪み）がある。ドナー側が国際的スタンダードの適用により調達の

水準を高めていくことを支援するという開発協力上の意義から、調達の公平性や経済性を

求めていくと、そこに何らかの摩擦が生じる可能性が常に存在しているのである。 

 

どうすればドナー要因を改善できるのか 

 それではどのようにして改善を図ることができるのであろうか。Leurs(2005) や

Diarra(2010)が論じているドナーの要因は、大別すると援助手続きと援助モダリティに分

けられる。ここではその 2 点について、支出実行の観点からの考察を行う。  

 第 1 に、ドナーの手続きについて、先に遅れを招きかねないドナー要因がどこにあるの

かはわかっていると述べた。それから国際的にもカントリーシステムの活用を進めていく

合意があることも述べた。しかしながら、現実的にはドナーの手続きやルールに従って進

む場合が多い。その理由としては、受取国のカントリーシステムが不十分であるからドナ

ーにとっての説明責任を果たすことが難しいこと、もしくは受取国のカントリーシステム
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とドナー側の原則や考え方に不一致が生じるために活用が難しいこと等が考えられる59。

ドナー側にとってはなかなか自身のルールを変更するインセンティブが働きにくい分野で

あるのかもしれない。  

 今後については、まずは入り口の議論として、受取国のカントリーシステムと実施能力

の把握を客観的に行い、また現実の取引コストの分析を進める必要があると思われる。こ

のような試みは、特に我が国の ODA に関して重要である。即ち、伝統的に援助の大きな

割合を占めている東南アジア諸国の多くが既に新興国と呼ばれる段階に入っており、それ

は経済の発展が著しくカントリーシステムも強固なものになりつつあることを意味するか

らである。制度の弱い国に関しては、ドナーの自国民への説明責任という観点から、受取

国のカントリーシステムの活用は難しい面がある。援助事業に固有のドナーの条件、例え

ば調達の同意行為、環境や調達のガイドライン遵守を求める規程などは、資金の効率的利

用、適正な使用を担保し、ドナー国民への説明責任を果たすために行われるものであるか

ら、言わば援助の必要コストと呼べるものである。実際にドナーの関与により資金の適正

利用が図られてきた。しかし発展に伴い、キャパシティは向上し調達の経験も積み重なっ

てくる。そして、仮に受取国のカントリーシステムの活用が可能になれば、それは受取国

のみならずドナーにとっても事務負担とコストを省くこともできるようになるだろう。こ

れによって支出実行の迅速化が進む可能性もある。経済発展とカントリーシステムの強化

に伴って、ドナーの介入の範囲を変えていくことは、受取国にとっての取引コストを下げ

ると同時に、承諾と支出実行のタイムラグを小さくするという観点からも求められるとこ

ろであろう。 

第 2 に援助モダリティに関して、援助の氾濫を避け取引コストを下げるためには一般財

政支援やセクター・ワイド・アプローチを広げることがその解決になるとの議論が 2000

年代前半には多く行われた。幾つかの研究では、コンディショナリティの未達が支出実行

の遅れを招き、援助の予測性を低下させると指摘されている（Leurs(2005)）。現在は事前

のコンディショナリティによる DPL が中心となっているから、もし合意された政策アクシ

ョンが実現されないのであれば、それは承諾そのもの遅らせるか、あるいは承諾額の大き

さが影響を受ける（＝小さくなる）ことになるだろう。一般財政支援の場合は、現在は承

                                                   
59 現実にはそのようなヒッチを小さくするための工夫が行われている。例えば受取国にお

いて国内の公共事業の調達ルールを改めるに際して、いずれかの時点で主要なドナーとの

協議が行われることがある。これは国内法とドナーガイドラインの間の齟齬により事業の

実施が遅れることを避けるため必要な調整として行われるものである。 
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諾と同時に支出が実行されるので、基本的に遅れというものは発生しない仕組みである。

違う言い方をするならば、承諾と支出実行に時差がない援助形態である。従って、必ずし

もこれまでの本章の問題意識とは直接的には関係がない。注目すべきは、近年、世界銀行

が進めている連動型プログラム援助（P4R: Program-for Results Lending）の動きである。

これは簡単に言えば、受取国の  特定のセクターの歳出プログラムに対して、あらかじめ合

意した成果が達成された時点で支出実行を行うという仕組みである。一般財政支援の場合、

援助された資金は国庫に入り予算執行の一環として使われるという意味でカントリーシス

テムが活用されている。P4R では、予めターゲットが明確になり、また制度・能力上の問

題がないことが明らかとなった場合に“強化された”カントリーシステムを活用して資金を

流していくことで、特定の分野の対象プログラムの充実を狙っていくという点が異なる。

このような方式が広がっていけば、カントリーシステム活用によって承諾と支出実行のタ

イムラグが小さくなる可能性があるものと思われる。  

カントリーシステムの活用とドナーの関与と取引コストは一つのものとして考えるべき

問題である。国際的な流れ、とりわけ新興国で見られる能力の向上というような事情を考

えると、世界銀行のようにカントリーシステムを活用した新たなモダリティを創出してい

くことは、この方向へ進むための新たなブレークスルーとなる可能性があるように思われ

る。 

 

７．７ 吸収能力と支出実行 

援助の吸収能力とは何か 

ここまでタイムラグが発生する要因について、受取国とドナーの両者の側面に分解し、

また受取国の側では公共の事業に関係する制度にとどまらず広く影響を及ぼし得る範囲に

ついて考察を行ってきた。そうした様々な要素が総体として受取国の援助実施能力を決め

ている。そのような総体としての能力を表わす時に、よく吸収能力(Absorptive Capacity)

という用語が用いられる。本章との関係で言えば援助の吸収能力が高いと支出実行に遅れ

が起こりにくいということになる。  

吸収能力というコンセプトは古くから存在する考え方で、一般に資本を有効に使うこと

のできる能力を示す言葉として使われている。援助に関する議論の場では既に半世紀以上

も前から使われている言葉である。例えば、離陸論で有名なロストーも援助の配分は吸収

能力に応じて行うべきであると提言している。フィリピン NEDA 長官であった
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Reyes(1990)は外国援助のための吸収能力に関する研究の中で、吸収能力と資本の収益率

の関係を図－６６のように表わしている。 

図－６６ 吸収能力と内部収益率  

 

（出所）Reyes(1990) 

図－６６において、横軸は投資の額、縦軸は期待される投資の内部収益率である（経済

的内部収益率を指標としている）。単純化のために ABC を途上国の曲線、DBE は先進国の

曲線であるとすると、内部収益率 20％となるような投資の額はどちらでも ɪ1 となり同じ

である。今、資本の機会費用が 15％であるとすると、15％を下回るような投資は行われな

いから、投資の額は途上国では ɪ2、先進国では ɪ3 となる。吸収能力が上がるということ

は曲線 ABC が DBE の傾斜に近づいていくとしている。この考え方に従えば、吸収能力が

改善すれば、社会全体としてより大きな投資事業が見いだされ、より大きな投資機会が得

られるので、その結果、投資額は増加し経済は成長していくことになる。  

図－６７は Buouguigon et al(2006)による援助と吸収能力の概念図である。投資（援助）

額が増加すると限界収益率は逓減していく。その形状は国によって異なっている。  
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図－６７ 援助と吸収能力（1） 

   

（出所）Bourguignon et al(2006) 

援助事業の期待される限界収益率は一般の投資同様に収穫逓減する。援助対 GDP 比が上

がることによって、その傾きはなだらかになる。そのことはこれまで見てきたことと整合

的である。即ち、限界収益が逓減する仮定の下、吸収能力の制約から承諾と支出実行のタ

イムラグが大きくなるような環境下では、事業の遅延を通じて事業便益の発現が遅れるの

で限界収益率は低くなる60。 

援助の吸収能力について論じられている先行研究を見ると、本章においてこれまで取り

上げてきたような要素について議論を展開していることがわかる。援助の吸収を制約する

要因として、例えば Feeny and de Silva(2012)は、人的・物的リソース、制度、ドナーに

よる違い、社会・文化を挙げている。Guillaumont and Guillaumont(2007)は、吸収能力に

                                                   
60 事業の収益率は、承諾と支出実行のタイムラグを小さくしたり、支出実行を遅れにくく

させること以外の事由でも改善する。例えば、事業の形成や準備に問題があり事業計画そ

のものが最適な内容で立案できていないとすると、立案能力が改善すれば事業から得られ

る便益は大きくなる。Reyes(1990)は、その点に関して、受取国の行政官等の能力に不足

があり十分な形成や準備ができない場合には、援助の一部をそのような活動に振り向ける

ことによって吸収能力のギャップを補うことが可能である点が援助という活動の一つの特

徴であるとしている。一般に技術革新や全要素生産性の向上は投資の収益率を上げる。こ

れを図－６６にあてはめると曲線 ABC 自体が右にシフトすることで表わされる。即ち、

途上国の投資収益率全体の改善は、曲線 ABC の傾斜がなだらかになることと右にシフト

することの両方で表わされるのである。それは即ち、生産性の向上と吸収能力の改善の両

方によるものと考えられる。 
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制約があると以下が引き起こされると論じている。即ち、(a) 支出実行の遅れ、(b) マクロ

経済が影響を受ける（特にオランダ病、援助の変動）、(c) 援助の限界収益率が低下する、

(d) 援助により制度が悪化するという 4 つの事象である。いずれもこれまで論じてきた点

である。Clemens and Radelet（2003）は米のミレニアムアカウントという援助資金は有

効に使われるのかというテーマの研究の中で、援助の吸収を難しくする要素として、(a) マ

クロ経済運営を困難にしかねない援助の側面（為替、税収と貯蓄の減少など）、(b)制度の

質の低下を招きかねない援助の側面、(c) 援助事業の投入が新たな不足を呼ぶ可能性（例

えば薬を援助すると冷蔵庫が必要になる等）、(d) ドナーのプラクティスの 4 点を挙げてい

る。 

 様々な要素が統合されて援助の吸収能力は定まる。そして、その大きさは支出実行のス

ピードを左右する。援助の吸収能力の要素の中で支出実行に影響を与えうるものは、上述

の例のようにこれまでの節でカバーされている。しかしながら、吸収能力という考え方に

特有の幾つかの点について追加的に考察を行う必要がある。  

 

吸収能力と支出実行に関する考察 

 援助の吸収能力というコンセプトと、それがどのように支出実行に影響を与えるのかと

いう点について、追加的に考えなければいけないことは以下の 3 点であると考えられる。 

（a） 援助量が一定の大きさを超え飽和点に達すると本当に吸収能力を超えるのか、そし

てそのことによって支出実行に影響をもたらすことになるのか。 

（b） 吸収能力の考え方の前提となっている資本の限界収益の逓減は、援助事業において

本当に起こるのか。  

（c） 吸収能力の改善により承諾と支出実行のタイムラグは小さくなり遅れは発生しに

くくなるのか。  

そもそも“Capacity”という言葉が意味することは、一定量の援助額を超えると援助はマ

クロ経済や制度に悪い影響を与え、また行政能力を超えると援助の効果（収益率）にマイ

ナスの影響を与える可能性があるということである。逆に言えば、一定の範囲の中であれ

ば投資の収益率を下げるようなことにはならず、援助が本来意図する効果が発揮できると

いうことになる。それでは、一定量とはどの程度を指すのであろうか。  

 Clemens and Radelet（2003）は、それは対 GDP 比で 15～45％までの援助量であると

述べている。彼らは援助と成長の関係を分析する 8 つの先行研究をとりあげ、援助の収益
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は限界的に逓減することを示しているとする。その上で限界収益率がゼロになるような点

（飽和点と呼んでいる）を追加的に計算して推計値を得た。その結果が上述のような幅の

数字である。吸収能力について一定のガイダンスを与えうる値であろう。彼らは、実際の

吸収能力は、それぞれの国の制度や開発政策、ドナーの調和化の程度等々により異なると

している61。試みに公的資金（ネット）の対 GNI 比を確認したところ(World Development 

Indicators 2012 による)、45％を超えている国は１国（リベリア）、15～45％の間には 10

か国が存在した（アフガニスタンを除き全てアフリカの国々、但し島嶼国などの小国は除

かれている）。このような国に対する援助事業においては、特に注意深く事業計画を作成し

実施をモニタリングしていくことが必要であろう。  

図－６８ 援助と吸収能力（2） 

 

（出所）Feeny and McGillivray(2010) 

Feeny and McGillivray(2010)は、援助と吸収能力の関係を図－６８で表わしている。図中

で a*j で表わされる点が飽和点であり、それを超えると限界収益率は逓減を始める。先行

する９つの研究で呈示されている a* j の値を平均するとそれは 20.74%となるとしている。

実績では、2002~2005 年の間、途上国全体では ODA/GDP 比は平均 8.9%となり、主とし

てサブサハラや大洋州の島嶼国に位置する 16 か国が a*j の値を超える援助を受け入れてい

                                                   
61 例えば Collier and Dollar(2002)は CPIA を利用して分析しているが、それに従えば CPIA

のスコアが最低の 2 の場合の飽和点は対 GDP 比 19％である一方、4.5 の場合の飽和点は

43％となるなど幅が大きいとしている。  
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ると述べている。厳密な飽和点の測定は困難であると思われるが、援助対 GDP 比は吸収

能力を見る一つの指標として参考になるものと思われる。確かに経済規模に比してあまり

に大きい援助は受取国に弊害をもたらしそうである。  

次に、このような吸収能力の考え方の前提である資本の限界収益は、本当に援助におい

てもあてはまるのであろうか。資本の限界収益率が逓減するという基本的原理は援助にお

いてのみ例外であることは考えにくいし、ミクロでは例えば Guillaumont and 

Guillaumont(2007)のように、世界銀行が融資を行っている事業の評価結果から、援助の量

が増えると事業の成功率が下がることが観察されているという推計もある。他方で反対す

る結論を支持する、即ち援助においては限界収益逓減が観察されていないとする研究も存

在している62。この点を考えるにあたっては以下への留意が必要である。第 1 にこれは勿

論、援助形態による。即ち食糧援助や緊急援助、ボランティア活動などにはそもそも当て

はまらない。技術協力が資本形成と結びつかずに単独で行われる場合、例えば税務のアド

バイザーを派遣するような活動などについても同様に当てはまらない。いわゆる投資プロ

ジェクトについて考える必要のある事象であるということ。第 2 に、ミクロの事業レベル

においては、例えば、投資プロジェクトに技術協力が組み合わされることによって技術水

準や生産性が改善されるならば、資本の増加が収益率を逓減させる程度は小さくなるかも

しれない。違う言い方をすれば、何もなければ収穫逓減する途上国での開発事業において、

その程度を緩和、もしくは逓増させるために援助は行われていると言ってもよいのかもし

れない。   

最後に既に述べてきたとおり、吸収能力の改善は必ずしも支出事項を早める方向にだけ

動かない。例えば Kang(2010)は、フィリピンでは 1986－88 年に比べて 2003－08 年の期

間の支出実行の執行速度が下がっているとしている。しかし、そのことが直ちにフィリピ

ンの吸収能力が低下していることにはならない。即ち汚職の防止などの制度的改善や透明

性の強化により吸収能力高まった結果として現われている事象であるのかもしれない。そ

のようなプラスの面は数字になって現われにくいものであるものの、忘れてはならない側

面である。 

                                                   
62

 Gomanae, Grima and Morrissey(2003)は、援助が成長に貢献する閾値に関して、下限は

存在するが（対 GDP 比 2％）限界的な収益が減じるという実証は得られなかったとする見

解を発表している。  
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 以上をとりまとめると援助の吸収能力とは、基本的にはこれまで見てきた要素の総体で

あり、キャパシティという用語のとおり一定の額を超えると援助の効果（収益率）を減じ

る可能性があるという議論が行われてきた。飽和点を意識することは短期的には重要であ

る。加えてより根本的には、援助が与えるマイナスの要因、行政管理面やドナー要因の改

善を図り、また収益率が落ちないような工夫（例えば技術支援などを強化すること）がこ

れからの課題として重要である。  

 

第 7 章のまとめ 

本章では、海外援助の承諾と支出実行のタイムラグについてその要因や影響を包括的に

論じた。その過程において、支出実行を直接的に対象とした先行研究は極めて限定的にし

か行われていないことが改めて確認された。  

 援助の大きさは、承諾額の大きさ、そこから支出実行額として実現される比率、支出実

行の速度という３つの要素によって定まる。後の 2 つを表わす統計は国際的には整理され

ていないし、その手法も未だ定まったものがなく研究者がそれぞれ工夫をしている段階で

ある。従って支出実行を今後論じるためには、まずその指標の開発と国際的な統計の整備

が望まれる。  

 支出実行の遅れは開発効果の発現に遅れをもたらすので、援助の収益率を低下させる。

これを経済成長の理論に当てはめて考えるならば、支出実行の遅れは、一義的には資本の

ストック K の低下を意味する。援助が制度改善を目的とするものであれば、承諾と支出実

行のタイムラグが大きいと投資の呼び込みが遅れ、あるいは全要素生産性の伸びが停滞す

る可能性がある。  

承諾と支出実行のタイムラグをもたらず要因は、受取国に起因するものとドナーに起因

するものがある。前者を更に公共の事業の制度とそれ以外の要因に分解して考察を試みた。

受取国の公共事業の制度は承諾から完成に至るまでの期間を左右する。また職員の能力な

どの政府の効率性は事業の実施の速度に影響を与える。公共事業制度の質の国際的比較の

ような研究はほとんど行われていなかったが、近年、公共事業の効率性に関する研究も見

られるようになってきている。それとは別にドナーと受取国の間では、長年にわたり多く

の国で援助の進捗をレビューし、事業実施の改善について議論が行われてきた。このよう

な取り組みを通じて、受取国の公共事業の制度は長年にわたってドナーの影響を受けてき

たと思われる。  
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公共事業の制度の範囲を超えた制度環境も支出実行の速度に影響を与えうる。近年の援

助と成長と制度に関する研究では、援助は良い制度の下で成長に貢献するという考え方が

主流となっている。そして、制度の幾つかの要素を用いた成長回帰分析が行われてきた。

これらの中には支出実行の遅れに深く関係するものが少なからず含まれていると思われる

が、その程度については不明である。また、援助が制度の改善に貢献できるのかという点

は複雑である。明らかにドナーは受取国の制度の改善に貢献しようとする意思はあるし、

実際に個別の事業あるいは SAL やその後継である DPL などの一般財政支援を通じて実践

しようとしている。他方で Burnside and Dollar (2000)など、援助は制度に影響を及ぼして

こなかったとする推計もある。事情をより複雑にするのは、援助という行為自体に含まれ

る受取国の制度を損なう可能性があるとされている要素である。このため慎重なモニタリ

ングが必要となってくる。  

 援助事業の実施では様々な段階でドナーが関与する。従ってドナーの手続きや行動は支

出実行の速度に影響を与える可能性がある。但し、そのような介入による腐敗の防止や公

平性の強化などの効果とトレードオフの関係を考慮しなければならない。負担につながる

要因のほとんどは、2000 年前後以降の援助の効率化と援助手続き調和化の中で既に議論さ

れている。援助の氾濫やドナーの官僚主義などに対して、国際的には受取国のカントリー

システムの活用と手続き調和化が合意されている方向性である。これらが進むことによっ

て援助の承諾と支出実行のタイムラグが改善する可能性があると考えられる。我が国にと

って主要な援助対象である東南アジア諸国が新興国へと成長しカントリーシステムが強ま

っていることを考えると、この方向性は特に日本にとって重要な意味を持つであろう。 

 最後に受取国の公共事業や制度環境、ドナー要因などが総体となって受取国の援助の吸

収能力が定まる。吸収能力は支出実行の速度に関係し、援助事業の限界的な収益率を逓減

させる形で現れるので、一定の飽和点（閾値）以内に援助の大きさは収まっている必要が

ある。但し、援助事業の収益率が限界的に逓減するという点については異論もあるし、ま

た東南アジア新興国は援助対 GDP 比が相対的に小さいので、飽和点の議論は本稿との主

題との関係ではあまり重要とは言えないであろう。 
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第８章 東南アジア新興国における援助の遅れとその要因 

 

第３章でみてきたように、援助は受取国のイベント（例えば選挙や災害）、ドナーの優

先度の変化、コンディショナリティなどにより変動する。援助は税収よりも変動が大きい

資金ソースであり、援助額の変動は途上国に負の影響を与える。また、前章で見たように

プロジェクト援助では一般的に承諾された時点から数年をかけて、実際の事業の進捗に応

じて支出実行が発生する。先行研究によれば必ずしも承諾は支出実行の先行指標にはなら

ない。支出実行は承諾からタイムラグをもって発現するため、時としてそれは景気循環と

同じ方向に変動することがあり、このため景気に対して保険の役割を果たせない可能性も

生まれる。 

アジア金融危機以降の東南アジア新興国における支出実行額の変動はどのように整理さ

れるのであろうか。現象的には下記のように要約される。  

（a） ベトナムは承諾額、支出実行額（グロス）共に右肩上がりで推移している。この

動き（やや時差のある右肩上がり）はアジア金融危機以前の先発アセアンで見られた

推移と同じパターンである。 

（b） フィリピンとタイは 2000 年代前半は似通った動きをしていた。どちらの国におい

ても 2000 年代前半は支出実行額が新規承諾額を上回っていた。フィリピンではその後

2000 年代を通じて、支出実行額（グロス）はほぼ 10 億ドルで安定する。タイでは数

年かけて少しずつ減少したが、これは承諾の減少に伴うものである。 

（c） インドネシアはアジア金融危機以降、承諾額と支出実行額のカーブの形状には時

差のある類似性が見られる。但し、インドネシアは 2004 年末のスマトラ沖地震の後、

2005 年から贈与が急増したという事情があるため、この要素を除いて見てみたところ

2000 年代後半は承諾額と支出実行額が毎年ほぼ同じとなっていた（図－６９参照）。

その一つの要因として挙げられるのは、プログラム援助が新規承諾の太宗を占めるよ

うになったことである。プログラム援助は基本的に承諾とほぼ同時に全額の支出が実

行されるからである。しかし、過去に承諾された事業からの支出実行は続いており、

事実、2000 年代後半においても年によって支出実行額はプログラム援助より大きいの

で、この図からだけでは何らかの法則性を得ることは困難である。  
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図－６９ インドネシアに対する ODA ローンの承諾と支出実行の推移 

 

出所：CRS, OECD から作成  

援助の承諾と支出実行のタイムラグには、そもそも想定されている実施期間の長さと実

施時に発生する遅れという 2 つの側面がある。このうち本章では後者について計測を試み

る。単純だが確かな方法として、そもそも一つ一つの事業で考えられている当初予定を完

成後に実際の実績と比較していけば、理論的には総体として援助がどの程度遅れたのかを

計測できるはずである。そこで個々の事業ベースのミクロの遅れの集計を試みた。円借款

については事後評価が公表されており、その中には当初計画期間と実績の比較がどの案件

についても記載されている。これらを集計すれば、全体としてどの程度の遅れが見られた

のかがわかることになる。公表されている中から、過去 5 年間の事後評価 274 件（36 か

国）の円借款について、それぞれの事業における当初計画期間と完成後の実績を比較し当

初予定比を算出した。それを国別に整理したところ、結果は表－３５のとおりとなった。  

表－３５ 円借款案件実施期間の実績／計画比 

国名 事後評価事業数 当初予定比 

インドネシア  27 1.70 

タイ 15 1.74 

フィリピン  37 1.77 

ベトナム 23 1.60 

マレーシア  6 1.52 

サンプル合計 274 1.69 

出所：国際協力機構ホームページ、事業評価（http://www.jica.go.jp/activities/evaluation/after.html）

より掲載のある評価報告書から筆者集計  
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 当初計画期間を 1 とした時の実績平均は 1.69 となっており、全体として途上国におけ

る開発事業は実施時に遅れる傾向にあることがわかる。その中で東南アジア新興国を見る

とインドネシア、フィリピン、タイがともに 1.7 程度と途上国全体の平均並みであり、ベ

トナム、マレーシアがそれぞれ 1.60 と 1.52 と平均よりやや良い程度であった。ここで対

象となっている案件は、事後評価が 2007 年から 2011 年の間に行われている。事業の完成

は評価が行われた年の 2 年以上前となるので、実際に事業の実施期間は 1990 年代後半か

ら 2000 年代半ばまでのものが中心となる。即ち、その期間の平均的な実施状況を表わす

指標であると考えられるのである。このため、例えば近年に大きな制度改善などがあった

としても、それはほとんど反映されない。今回対象となる案件の実施期間にはアジア金融

危機の時期が含まれているので、マクロの混乱の影響からは逃れられていないという意味

で、相対的に東南アジア新興国のパフォーマンスは他国より悪くてもおかしくはなかった

と考えられる。その意味では世界平均並みという結果は、肯定的に捉えてもよいのかもし

れない。 

 

支出実行の遅れの要因の解析 

事業実施時の支出実行の遅れがどういう要因で発生しているのかを解析する。どのよう

な要因が考えられるのかについては第７章で考察を行った。前章での考察を振り返ると、

事業が開始してから支出実行の発現が遅れる（実施が遅れる）理由には、政府の効率性（職

員の能力や公共事業制度が内包する遅れを誘発しやすい弱さなど）、制度環境、ドナー要

因、吸収能力があった。このうち吸収能力に関しては表－３５で対象とした 36 か国のう

ち、吸収能力に影響を与える恐れのある水準とされる ODA 対 GDP 比が 20%以上の国は一

国のみであったので、今回の分析からは捨象した。 

事業の実施期間は多様な活動に分解される。事業開始が決まってからの活動として、例

えば、プロジェクトオフィスの設立、スタッフのリクルート、予算獲得、公聴会の実施、

土地の収用、入札手続き等を経て、工事契約者が決まり実際の建設工事は開始する。これ

らの並行する活動を横に並べてもっとも長い線をつなぎ合わせて合計した期間（Critical 

Path）が事業全体の実施期間となる。これらを分類すると、国内の準備手続き（DomP、

政府実施機関が主体）、建設期間（ConP、工事契約者が主体）、ドナーとのやりとり（DonP）

となる。即ち、事業の実施期間(ProP)は以下のように表される。 

  ProP = DomP + ConP + DonP         (8.1)                          
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実施時の遅れはそれぞれの期間で発生する遅れの合計となる。  

  D∗ProP =  𝑑
I
∗ 𝐷  𝑃 +  𝑑

2
∗ 𝐶  𝑃 + 𝑑

3
∗ 𝐷  𝑃    (8.2) 

（D は事業全体の遅れ率、d は各段階での遅れ率）  

国内準備手続きがどの程度遅れるかは、一義的にはそれぞれの国の職員の能力や公共事業

制度などの政府の効率性（P）に左右され、また法制度やガバナンスなどの制度環境（I）

の影響を受ける。即ち、 

 𝑑 
I
＝f (P, I)             (8.3) 

建設期間に遅れが発生するかどうかは、一義的には契約者の能力（ConA）に左右される。

そして上記の 2 要素に加えて、更に予算状況（B）の影響を受ける。即ち、  

    𝑑
2
＝  (   A, P, I,  )         (8.4)

 

但し、実際の建設工事にあたる企業のパフォーマンスは、計測が難しいだけでなく国際入

札で選定されている環境下では国による傾向の違いが特定困難である。最後にドナーとの

やりとりが遅れるかどうかは、ドナーの手続きへの慣れ（DP）に左右される。  

以上により推計式に用いる説明変数として、政府の効率性、制度環境、予算状況、ドナ

ー手続きへの慣れの 4 項目を採用した。被説明変数は支出実行の遅れであるが、わかりや

すくするためにその逆数を採用した。従って事業の遅れは下記の式で表される。  

    D
i
＝a + α

1i 
P

i
+ α

2i 
I
i
+α

3i 
B

i
 +α

4i 
DP

i
+  

I  
 （ i=1,2・・・） (8.5) 

（D
i
は i 国における支出実行の遅れ指数、a は定数、 は誤差） 

D
i
には対象期間に事後評価が行われた事業について国別の平均値を用いた。但し期間中

の事後評価案件数が少ない場合、当該数値を国の平均として利用することは不適切である

ので、実績の少ない国（3 件未満）は推計から除いた。説明変数のデータソースについて

は下記のとおりである。 

政府の効率性については、世界銀行が発表している World Governance Indicators（WGI）

から「政府の効率性」の指標値を用いた63。同指標値は、公共サービス、政府職員の質、

政治からの独立の程度、政策の質、政府の政策遂行能力の 5 項目を総合したものである。

                                                   
63 WGI ではガバナンスの 6 つの指標（説明責任と国民の声、政治安定と暴力の排除、政

府の効率性、規制の質、法制度、汚職）が発表されている。その作成にあたっては国際機

関やシンクタンク等が発表している 30 の指標がベースとされている。 
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支出実行の遅れが発生している時期に合わせるために 1996 年、2000 年、2004 年の各年

の数字を取り出し、単純平均してそれぞれの国の変数とした64。 

制度環境については、同じく WGI の指標から、規制の質、法制度、政治的安定性の 3

項目の平均値を指標化した。期間については同様に、1996 年、2000 年、2004 年の 3 年の

平均を算出した。この指標を利用することにより「政府の効率性」との重複を避けること

ができる。 

財政は、事業実施にあたって通常は一定割合の受取国側の負担が必要であるから、受取

国の財政状況は直接的に事業実施に影響を与える。財政に余剰が大きければ一般的には受

取国のフィスカルスペースが大きくなるので、事業の推進には負の影響が出にくいはずで

ある。但し、財政余剰のデータには制約があったので65、ここでは財政のネットの借入（歳

入マイナス支出、対 GDP 比）のデータを用いた。期間については 1996 年から 2007 年ま

での期間平均をとった。 

ドナーの手続きへの慣れについては、円借款手続きの習熟度をその指標とした。毎年継

続的に円借款が供与されている国については習熟度を１、そうでない場合を 0 とした。な

お、前述のとおり、実際の工事にあたる企業の工事施工能力や財務などは説明変数として

いない（誤差に反映される）。対象となった国の指標と推計結果は表－３６のとおりであ

る。サンプル数が少ないながら、表－３６からは政府の効率性が高い国ほど事業は遅れな

いという結果が得られた。他方、制度環境（法整備・規制の質、政治的安定性）は事業の

進捗にはマイナスであるという結果が得られた。考えられる理由は以下のとおりである。

法や規制が整備されると、それは国内手続きが整備され、事業に関係する調達や支出手続

きの透明性が高まることを意味する。あるいは政治的に民主化が進むことは、政府の事業

に対する国会やマスコミからの監視が強まることを意味する。そのような事象は、事業の

透明性や説明責任を改善するし、ひいては事業の質の向上という結果をもたらす。但し、

それと当面の事業実施のスピードとは別の話である。むしろ、手続きの整備や監視が厳し

くなることは事業の実施の速度にはマイナスの要素となる。例えば、手続きが追加された

り、監査や報告が増えるかもしれない。あるいは行政の担当者が責任を回避するために決

                                                   
64 この他に、例えば第 7 章で紹介した Dabla-Norris et al.(2010)は公共事業の制度にかか

るインデックス（事業審査、事業選択と予算、事業実施、評価・監査の項目を総合）を作

成しているが、サンプル国が少なく国別分析には利用できなかった。今後、この分野の研

究が進むことが望まれる。  
65 IMF の World Economic Outlook では対象 36 か国のうち 1996～2007 年の期間の 8 割以

上の年数の財政余剰データが存在している国は半数の 18 か国のみ。 
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裁が特定の責任者に集中したり、なかなか判断を行わないように振舞うかもしれない。推

計結果はこのような可能性を示唆していると解釈することができる。  

表－３６ 円借款の遅れと説明変数  

 

(推計結果) 

 説明変数（t 値） 

定数項 0.555 (4.888) 

政府の効率性  0.104 (1.765) 

制度環境 -0.095 (-2.012) 

財政ネット借入  -0.010 (-1.132) 

ドナー手続  -0.021 (-0.435) 

R２  0.314 

財政のネット借入の大きさとドナー要因は有意と言える水準ではなかった。財政につい

ては、個々の事業のカウンターパート予算の配布充足度を指標で的確に表わすことが困難

であるためかもしれない。例えば、政府に十分な借入能力があれば、ネットの借入の数値

が既に大きいとしても、更に借入を進めて積極的に公共事業を推進するかもしれない。ド

ナー要因については、円借款の手続きに対する慣れの問題はそれほど重要ではないという

ことを示唆している。但し、援助固有の手続きは慣れ・不慣れによる負担（遅れ）の違い

を生むものではないとしても、国内手続きに追加される負担そのものは存在していること

には留意する必要がある。  

国 案件数
事業の遅
れ（被説
明変数）

政府の効
率性

制度環境
財政ネッ
ト借入

ドナー
手続き

中国 62 0.58 2.39 2.18 -1.99 1

フィリピン 37 0.57 2.33 2.01 -1.85 1

インドネシア 27 0.59 2.14 1.65 -0.94 1

ベトナム 23 0.63 2.05 2.26 -1.55 1

スリランカ 21 0.70 2.16 2.06 -7.75 1

インド 16 0.59 2.39 2.11 -7.72 1

タイ 15 0.58 2.78 2.75 -1.44 1

チュニジア 9 0.58 2.97 2.53 -2.42 1

ペルー 8 0.54 2.30 2.09 -0.40 1

バングラデシュ 7 0.62 1.81 1.53 -3.01 1

マレーシア 6 0.66 3.48 2.95 -2.56 1

モロッコ 5 0.51 2.45 2.41 -1.63 1

パキスタン 4 0.54 1.96 1.57 -3.87 0

ブラジル 4 0.68 2.49 2.44 -4.32 0

モンゴル 3 0.60 2.11 2.64 -3.75 0

ウズベキスタン 3 0.79 2.50 1.09 -0.83 1
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表－３６による東南アジア新興国の指標を見ると、タイとマレーシアにおいて政府の効

率性は高く、フィリピン、インドネシア、ベトナムは中程度である。制度環境も同じよう

な傾向にあった。上記の推計結果では、これらの指標はお互いが打ち消す方向で作用する

ので、多くの国の間で実施の遅れにあまり差が出ない結果となっている可能性がある。一

般論として制度環境の質が高くなれば、公共事業制度の質も良くなり、政府の効率性も高

まる蓋然性が高いと思われる。そしてそれは行政府を中心とするパブリックセクターの能

力と関係するし、更には教育水準と一人当たり所得とも相関する方向にあると思われる。

事業の遅れとの関係において、国の発展（所得）水準と事業の遅れが反比例しないことに

は、このように打ち消し合う要素があることが背景にあるのかもしれない。近年の東南ア

ジア新興国では、反汚職の取り締まり強化の中で行政府による監視が強まっており、ある

いは公聴会などを通じた住民意思の確認や開発事業の選択や監視における国会の役割が充

実する方向へと動いていることが観察されている。これらの成熟した社会へ向けた動きに

より、事業実施にはより時間がかかるようになっている可能性は増しているのである。 

最後に、景気循環と援助の承諾・支出実行のタイムラグの関係について、ODA はアジア

金融危機の際には保険的役割を果たしていたが、その後の調整期においては、新規の承諾

が減少したにもかかわらず支出の実行はそのペースでは減少しなかったことが観察された。

支出実行の遅れは、それは例えば財政緊縮に方向を転換したい場合にも、思うように支出

が減らず政策との不調和をもたらす可能性がある。その対策として、事業の整理などの荒

療治もありえるが、それには大きなコストがかかる。一義的には支出実行の迅速化によっ

て、承諾からのリードタイムを短縮させ、実施時の遅れを回避していくことが肝要である。

その際、前述のとおり透明性の向上は逆向きに働く可能性がある。透明性の向上自体は基

本的には正しい方向であることは疑いの余地がないのであるが、透明性の強化により追加

される負担と遅れることによって失われる事業便益を比較してみることも同時に必要であ

るように思われる。 

 

第 8 章のまとめ 

 援助の承諾と支出実行のタイムラグに関する包括的な考察を踏まえ、東南アジア新興国

における実施時の援助の遅れの要因について推計を行ったところ、政府の効率性が良くな

れば事業の遅れは減じるが、事業を取り巻く制度環境の改善はむしろ事業のスピードに負

の影響を与えるとの結果を得た。後者については民主化や透明性の強化は事業の質を向上
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させることのトレードオフとして、事業の監視が強まり手続きや報告などが追加されるこ

とがその理由であると考えられる。  
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第９章 まとめと今後の東南アジア新興国に対する我が国 ODA への提言 

 

 本稿では東南アジア新興国に対する ODA がどのように変遷したのか、それはどのよう

な理由によるものかを明らかにし、我が国の ODA 政策への提言を行おうとした。その中

で第 2 のテーマとして、海外援助の実施時の遅れに関する包括的な考察を試みた。後者に

関しては第７章末でやや詳しくまとめを行っているので、以下では主題についてのまとめ

を行い、併せて我が国 ODA への提言を導く。  

ODA の推移は受取国とドナーそれぞれの側の変化に要因がある。このような視点から受

取側に関しては、経済の変容とそれによる開発ニーズの構造的要因について考察を、また

ドナー側については ODA 政策や条件に変化があったのかをレビューした。その結果、明

らかになったことは以下のとおりであった。  

(a) 東南アジア新興国に対する日本の ODA は、ベトナムを除きアジア金融危機を境に

減少し、1990 年代水準に戻っていない。2000 年代前半に大きく減少した後、イン

ドネシアとフィリピンでは 2000 年代後半に一定の増加が見られるが、タイとマレ

ーシアでは低位の水準のままである。一方、ベトナムでは一貫して右肩上がりの増

加が続いている。  

(b) 1990 年代、東南アジア新興国に対する ODA は一人当たり所得が 500 ドルを超える

と急増し、ベトナムを除く 4 か国では 1990 年代に新規承諾の水準は横ばいに転じ

ていた。これらの国の間では所得水準が異なっていたにも関わらず同じような動き

を示したことは、供与を行うドナーの側による資金上の制約が ODA の推移の主因

であることを示唆している。また、援助の承諾と支出実行の推移を比較すると、そ

こには一定のタイムラグがあることが観察された。  

(c) 援助の国別配分に関する先行研究では、日本の ODA は経済・貿易関係、アジア重

視、一人当たり GDP（閾値までは増加、その後減少）と相関があるとされていた。

筆者が 2000 年代の傾向について追加的に分析したところ、円借款についてはアジ

ア重視の傾向が見られなくなっている（東アジアに位置することはプラスの影響を

与えない）という推計を得た。 

(d) 援助額の変動については、一般的に言われている優先度の変化などのドナー要因や

受取国における大きなイベント、例えば政治体制の大きな変化などは見られなかっ
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た（援助の承諾と支出実行のタイムラグの問題について、別途、包括的な考察を行

った）。 

(e) 2000 年代に ODA の傾向が変化した要因について受取国側の事情を確認した。東南

アジア新興国の金融危機以降の経済の変容を見たところ、構造の変革が起きていた

ことが分かった。国による違いはあるものの、民主化という政治の方向、アジア金

融危機のようなショックが起きないような構造作り、経済のグローバル化の影響な

どがその中核にあった。インドネシアとフィリピンにおいては、インフラを含む投

資環境の未整備や資源価格の高騰と海外労働者送金の増加という外貨獲得上の追

い風が強かったことにより、投資の促進による製造業の育成は遅れている。これら

の構造変化は ODA に対するニーズを変化させる背景となった。  

(f) 財政に着目すると、インドネシア、フィリピン、タイではアジア金融危機後、財政

健全化の動きが強まった。そのため財政支出、中でも資本支出が抑制された。それ

に代わって民間資金を活用したインフラ整備が模索されたが、必ずしも成功してい

ない。また地方分権の流れを受けて中央政府からの地方政府への資金移転は増加す

る。その他、貧困対策などの補助金も増加する。これらの変化は開発に関する資金

ニーズを変化させる。即ち、財政支援、PPP を通じたインフラ整備、交付金や補助

金制度を活用した協力が模索されるようになる。逆に言えば公的セクターが実施す

る伝統的なプロジェクト援助タイプの支援ニーズは相対的に小さいものとなった。

このようなニーズの変化は世界銀行や ADB などの国際機関がインドネシアやフィ

リピンに対して行う融資の中で、プロジェクト援助が近年に激減していることに現

れている。なお、収入面では公的債務の削減が財政の大きなテーマとなり、ファイ

ナンスについても対外借入の抑制が進んだ。  

(g) 一方、ドナー側の変化の可能性について、日本の援助政策における地域の優先度な

どに変更があったことは認められなかった。援助条件について、円借款の金利条件

は絶対的にも相対的にもより譲許的となっている。それにも拘らず、東南アジア新

興国においては名目金利の低下と安定、国内資本市場の発展、近年の円高などの要

素により円借款の需要は減少している可能性がある。また、援助を行おうとすると

受取国・ドナー双方に一定の取引コストが発生するが、そのような取引コストは、

受取国の制度や発展水準や制度などによって大きさが異なる可能性について考察

した。新興国の場合は不確実性が相対的に小さく、国内制度がより整備されている
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ことから、ドナーの手続きがそれに加わった場合には、より大きな取引コストとし

て認知される可能性がある。近年は成長の加速化に伴い、取引コストの中でも時間

の要素がより重要になってきていると思われた。 

(h) 援助が承諾されてからの実施時の支出実行の遅れについて、円借款の事業を例に比

較したところ、東南アジア新興国での事業の遅れは世界的には平均的な数字であっ

た。要因分析を行ったところ、政府が効率的であれば遅れは発生しにくいが、法整

備の水準や民主化の度合いなどの制度環境が改善するとそれは遅れにつながると

の推計を得た。後者は、国会やメディアの監視が強まることによる透明性の高まり

や民主化の進展による公聴会の開催などにより、事業の質は高まるとしても事業実

施にはより時間がかかるようになる可能性があることを示唆している。アジア金融

危機以降、各国で汚職取り締まりの強化などが見られていることは、透明性の強化

と同時に事業実施の速度には負の影響をもたらす可能性がある。  

これまでの考察を踏まえ、今後、我が国の東南アジア新興国に対する ODA の展開に関

して以下の 4 点を提言する。 

第 1 に東南アジア新興国の開発ニーズの変化への対応である。東南アジア新興国では開

発のステイクホルダーが地方自治体や民間に広がっている。あるいは貧困削減に対して

も交付金や補助金などの制度を利用した新しい取り組みが広がってきている。ひと言で

言えば、開発の担い手が変化し伝統的なプロジェクト援助の形態をとらない開発ニーズ

が大きくなってきている。我が国としても、このような変化に対応していく必要がある。

例えば、地方分権の流れの中で地方自治体の開発への関与が拡大しているが、自治体の

能力は委譲された権限や予算の規模に追いついていないケースが多い。一方では我が国

自治体の間では国際協力への機運が高まりつつあるので、今後は東南アジア新興国との

間で自治体同士の協力を高めていくべきである。そこには、技術的な側面にとどまらず

地方行政や地方財政（例えば東南アジアでは首都圏などの自治体であっても未だ地方債

を発行するに至っていない）などへの広範囲な協力の可能性がある。東南アジア新興国

が中進国へと移行し、更に ODA からの卒業へと向かう中で、自治体の中でも特に都市問

題の克服は重要な課題であり、今後の東南アジア新興国に対する我が国 ODA の一つの大

きな柱と位置付けていくべきものであろう。同時に、財政における ODA の役割が小さく

なっていく中では、財政支援や交付金などへの資金協力を制度改善のためのレバレッジ

と位置付けて取り組んでいく発想も必要ではないだろうか。例えば、東南アジア地域で
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は環太平洋パートナーシップ（TPP）や東アジア地域包括的経済連携（RCEP）の動きが

ある。これらに関係する知的所有権や競争、環境などの民間の活動を促す可能性のある

分野において、資金協力をレバレッジとして制度改善を促していくことなどは、我が国

の経済連携政策においても望まれることであろう。  

第 2 にインドネシアやフィリピンにおいて、低い水準の資本支出が続いたことにより

インフラの未整備が投資のボトルネックとして深刻化していることへの対応が急務であ

る。前述のとおり民間資金をインフラ整備に活用するための制度作りは未だ構築中の段

階である。既に我が国は他国に先んじて制度つくりのための技術協力を行っているが、

更に強化すべきであろう。長い間インフラ投資が停滞し続けた結果、インフラ需要と供

給の間のひずみが大きくなってきており、今後、集中的な投資が必要となる可能性があ

る。例えばタイは 2013 年 3 月に 4.2 兆バーツ（13 兆円）のインフラ投資計画を発表し

ている。更に、このような需給のひずみは、中長期の計画そのものを見直さなければな

らない事態を招いている。既に、インドネシアとフィリピンでは首都圏のインフラ整備

のマスタープランの見直しが行われたが、日本が ODA によりこの見直しに協力を行った

ことは、このような長期・構造的な課題を踏まえた時宜を得た協力であったと思われる。

東南アジア新興国において、再びインフラ投資の必要性が強まる中、現在の主流の考え

方である PPP 方式に基づく協力を如何に行っていくかは喫緊の課題である。それはこれ

から数年のこれらの国におけるインフラ整備の成否を左右するであろう。日本の ODA の

優先分野として選択と集中が望まれるところである。   

第 3 に援助の支出実行の迅速化を図り、同時に反景気循環的な要素を高めていくべき

である。支出実行に関しては受取国の政府の効率性の向上への技術的な支援が必要であ

る。後者については、景気循環だけではなく災害への備えや予期せぬショック（例えば

食糧価格や燃料価格の高騰など）への対応を補完する保険的な役割という方向性を含め

て考えるべきである。東南アジア新興国では、所得水準が上がるにつれて財政において

もマーケットからの資金調達の割合が増えている。そのような構造の中で ODA のような

海外の公的資金の役割がより明確に位置付けられることにもつながるように思われる。  

第 4 に東南アジア新興国のこれからの財政政策がどのような方向に進むのかはわから

ないが、それぞれの国の債務管理政策に応じた資金の提供が求められる。近年はスワッ

プなどの金融技術の発達により様々な資金調達やヘッジの手段が生まれている。また、

ローカルマーケットも大きくなっているので、変化する金融環境の中で ODA ローンの金
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融商品としての側面をより注意深く設計していく必要があるだろう。同時にその中で取

引コストについての見直しを行っていくことも必要であろう。  

これまでの考察に基づき、東南アジア新興国の変容に対して我が国 ODA の進むべき方

向性についての提言を行った。もとよりこの 15 年近くの変化を網羅できたわけではない

し、また専ら資金面からの分析を中心であったので、ODA の変化についても技術協力に

ついてはほとんど触れてこなかった。更に近年では中国などの新たな資金提供者が登場

しているが、情報が断片的であるため分析に含めることができなかった。より総合的に

見ていくためには、分析の対象をこれらも含めた範囲へ広げていく必要がある。  

我が国が長年、最大の ODA による協力を展開してきた東南アジアは大きく変化してい

る。アセアンは日本にとっては経済分野のみならず益々重要なパートナーとして位置づ

けられつつある一方、新興国の段階に進んだ国々への協力をどのように展開していくか

は我が国にとっての新しい課題である。例えばインフラシステム輸出や経済連携協定な

ど、我が国が進める経済外交を考える上での ODA に対する期待も高まっている。東南ア

ジア新興国の変容した開発ニーズにどのように対応していくのか、伝統的な貧困削減を

中心とする開発協力とのバランスをどのように展開していくのかは、これまでになかっ

たチャレンジであろう。そのためにはこれらの国々の変容を構造的に分析するなど、学

界の知見も動員するなどして従来の枠組みにとらわれない体制で総合的に戦略つくりを

進めることが必要であるように思われる。  

今後の課題として、所謂、中進国の罠に陥っている中南米との比較が有効ではないか

と思われる。中進国の罠とは、発展が進み中進国の所得段階に入ってから、なかなか次

の段階へ抜け出せないことを意味する。歴史上、中進国から先進国の仲間入りした国は

東アジアの韓国、台湾、シンガポールという一握りの国に限られている。先行する中南

米で起きている問題と、そこにおける海外からの ODA や公的資金の役割を見ていくこと

で、次の段階に向かう東南アジア新興国に対して我が国がどのような協力を行っていく

べきであるのかに関する更なるヒントが得られるかもしれない。  
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付図・付表 

 

付図－１ インドネシアの一人当たり GDP と ODA 承諾額の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  

 

付図－２ インドネシアへの ODA ローンに占める日本の比率  
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出所： CRS, OECDから作成  
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付図－３ フィリピンの一人当たり GDP と ODA 承諾額の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成 

付図－4 フィリピンへの ODA ローンに占める日本の比率  
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図－５ タイの一人当たり GDP と ODA 承諾額の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  

 

付図－６ タイの一人当たり GDP と OOF（承諾）の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  
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付図－７ マレーシアの一人当たり GDP と OOF(承諾)の推移  

 

 

付図－８ ベトナムの一人当たり GDP と ODA 承諾額の推移  

 

出所：CRS, OECD 及び WEO Database, IMF(April, 2011)より作成  
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付図－９ アジア金融危機以前の東南アジア 4 か国の歳出に占める資本支出比率の推移  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific、1995 年以前は 2003 年版、1996 年以降は 2013

年版より抽出のうえ作成  

 

付表－１ アジア金融危機以前の東南アジア 4 か国の政府借入の内訳の推移  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2003 より作成  
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Item 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

Indonesia (10億ルピア）

　    Domestic borrowing  -   -1,502 1,824 -101 -4 -2 -2 551 1,852 -1,495 -8,408 ...   ...   

　    Foreign borrowing  3,572 4,718 2,516 3,531 2,459 1,792 1,789 2,634 -132 -2,316 -1,677 -4,392 -4,281

　    Use of cash balances  -1 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -1,017 1,307

Philippines (百万ペソ）

　 Domestic borrowing  (net) 12,872 40,327 12,929 35,088 20,450 15,144 34,368 138,248 -28,566 -10,361 24,315 49,324 -20,295

　 Foreign borrowing  (net) -340 3,580 6,781 4,242 8,210 4,126 6,880 14,390 12,910 -11,578 -13,346 -6,005 -6,818

Use of cash balances  -1,391 -12,655 -3,017 -16,124 -9,092 17,923 -14,899 -136,673 37,547 5,653 -22,043 -49,575 25,549

Thailand (百万バーツ）
　 Domestic borrowing  (net) 31,588 50,249 10,638 -28,824 -11,150 -11,864 -46,872 -28,613 -44,347 -58,872 -30,590 -25,123 -16,357

　 Foreign borrowing  (net)  14,190 -6,452 -3,271 -4,537 -6,197 -39,217 -3,780 -17,354 -4,353 -17,426 -4,855 -3,665 -3,761

　 Use of cash balances  -693 -1,678 -1,828 -3,211 -43,383 -54,424 -57,055 -26,844 -11,013 -21,070 -91,277 -14,515 91,169

Malaysia （百万リンギット）

　 Domestic borrowing  (net) 3,591 4,929 8,693 7,857 2,386 3,793 3,157 1,479 375 1,751 - 1,291 -2,048

　 Foreign borrowing  (net)  956 1,348 -2,438 -3,094 -1,038 -767 118 -3,170 -3,134 -4,757 -1,635 -2,177 -1,681

　    Special receipts  12 111 - 291 238 52 282 201 127 519 166 475 91

　 Use of cash balances  -152 1,118 -102 -1,764 1,824 359 -917 2,733 2,278 -1,921 -392 -1,404 -2,988
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付図－１０ 東南アジア新興 4 か国の税収対 GDP 比の推移  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific、1995 年以前は 2003 年版、1996 年以降は 2013

年版より抽出のうえ作成  

 

付表－２ アジア金融危機以前の東南アジア 4 か国の対外債務指標の推移  

 

出所：ADB Key Indicators for Asia and the Pacific 2003 より作成  
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Indonesia Philippines Thailand Malaysia
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　 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000

Indonesia 対GNI比対外債務 44.4 56.5 73.1 63.9 61.3 64.0 64.9 66.2 58.7 62.6 63.4 58.3 65.0 167.9 116.7 102.0

　 長期債務比率 83.4 84.8 86.5 86.4 85.6 83.4 81.8 79.5 79.8 82.0 79.1 75.0 73.7 80.7 79.9 76.8

　 短期債務比率 16.5 15.1 12.1 12.4 13.4 15.9 18.0 20.5 20.2 18.0 20.9 25.0 24.1 13.3 13.3 15.7

　 デートサービスレシオ 28.8 37.3 37.0 40.3 38.4 33.3 34.2 32.6 33.6 30.7 29.9 36.6 30.0 31.7 30.0 22.5

Philippines 対GNI比対外債務 89.1 96.5 91.5 77.1 68.0 69.4 71.1 61.3 65.0 60.0 49.7 46.5 53.2 70.4 66.1 63.8

　 長期債務比率 61.2 76.4 83.0 82.9 82.1 82.5 81.4 80.7 82.6 82.8 84.1 79.1 72.3 81.9 85.7 84.2

　 短期債務比率 34.4 19.1 12.7 13.4 13.8 14.5 15.2 15.9 14.0 14.5 14.0 19.9 25.8 14.9 10.8 11.8

　 デートサービスレシオ 31.6 33.7 36.0 30.8 25.4 27.0 23.0 24.4 25.6 18.9 16.1 13.4 9.2 10.8 13.6 13.7

Thailand 対GNI比対外債務 45.8 43.8 40.9 35.8 32.9 33.3 39.0 38.3 42.7 46.1 60.6 63.5 80.2 93.8 81.4 67.1

　 長期債務比率 75.3 78.9 82.1 74.8 72.8 70.4 66.9 64.8 57.0 55.5 55.9 57.7 63.3 68.6 72.3 77.5

　 短期債務比率 18.3 15.4 13.1 22.1 26.0 29.6 33.1 35.2 43.0 44.5 44.1 42.3 34.5 28.3 24.2 18.7

　 デートサービスレシオ 31.9 30.1 21.9 20.2 16.3 16.9 13.0 13.7 13.0 13.4 11.6 12.6 15.5 18.4 21.8 16.3

Malaysia 対GNI比対外債務 68.6 83.0 75.6 55.7 44.4 36.4 36.6 35.7 41.1 42.8 40.6 41.3 49.8 62.1 57.0 52.7

　 長期債務比率 86.2 87.6 89.7 91.4 86.0 87.6 87.9 81.8 73.4 79.6 78.8 72.1 68.4 80.0 85.7 88.9

　 短期債務比率 13.2 12.4 10.3 8.6 14.0 12.4 12.1 18.2 26.6 20.4 21.2 27.9 31.6 20.0 14.3 11.1

　 デートサービスレシオ 30.4 21.8 21.2 24.8 15.1 12.6 7.4 9.1 8.7 8.9 7.0 8.9 7.4 7.2 4.9 5.6
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付図－１１ 日本の ODA の形態別推移（承諾） 

 

出所：CRS, OECD から作成   

 

付表－３ 日本の無償資金協力の国別配分の決定要因の変化  

項目 1990 年代央まで 2010 年 

人口の影響 符号の向きが一定でない 係数値小さく、有意水準は小さい  

一人当たり所得 －、有意水準は高い －、有意水準が高い 

貿易の影響 ＋、一部の年は統計的に有意 計数値小さく、有意水準は小さい 

東アジアの影響 ＋、一部の年は統計的に有意 ＋ 

政治自由度の影響 統計的に有意でない －、有意水準は小さい 

出所：左欄（1990 年代央まで）は齊藤（1999）から筆者要約、右欄（2010 年）は筆者による  

追加的分析  

 

付表－４ 日本の輸出入に占める東南アジア新興国の比率の推移

 

出所：公益財団法人日本関税協会「外国貿易概況」（総務省ホームページ）より作成 
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(輸出入合計） 1985 1990 1995 2000 2005 2008 2009 2010 2011
  インドネシア 4.0% 3.5% 3.1% 3.5% 4.5% 6.4% 4.0% 5.3% 5.7%
  タイ 1.0% 2.6% 3.8% 3.6% 5.7% 7.1% 4.9% 6.6% 6.8%
  フィリピン 0.7% 0.9% 1.4% 2.6% 2.5% 2.6% 1.9% 2.3% 2.2%
  ベトナム 0.1% 0.2% 0.3% 0.7% 1.2% 2.4% 1.7% 2.0% 2.3%
  マレーシア 2.1% 2.2% 3.5% 4.2% 4.1% 5.6% 3.8% 4.8% 5.4%
5ヶ国計 8.0% 9.1% 12.1% 11.5% 10.8% 11.0% 11.2% 12.0% 12.2%
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付図－１２ 東南アジア新興国の全要素生産性伸び率の推移  

 

 

付表－５ インドネシアの産業別 GDP の伸び（2000 年を 100 とした比較）  

 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

GDP 計  100 104 108 113 119 126 133 141 150 157 166 177 

 農業  100 103 107 111 114 117 121 125 131 136 141 145 

 鉱業  100 100 101 100 95 99 100 102 103 107 111 113 

 製造業  100 103 109 115 122 127 133 140 145 148 155 164 

 電気 /ガス /水  100 108 118 123 130 138 146 161 179 204 215 225 

 建設  100 105 110 117 126 135 147 159 171 183 196 209 

 商業  100 104 108 114 121 131 139 152 162 164 178 195 

 運輸通信  100 108 117 131 149 168 192 219 255 296 335 371 

 金融  100 107 114 122 131 140 147 159 172 181 191 204 

 公共管理  100 101 101 102 104 106 110 116 121 128 134 141 

出所：ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 より作成  

ベトナム  中国  
インドネシア  タイ  

マレーシア  フィリピン  

出所：World Bank(2013)より抜粋（19 ページ）  
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付表－６ 東南アジア新興国に対する ODA（グロス）の対財政支出比 

 

 

付表－７ 東南アジア新興国に対する ODA＋OOF（グロス）の対財政支出比  

 

 

付図－１３ 東南アジア新興国の政府債務残高の対 GDP 比の推移  

 

 

  

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

インドネシア 5.6 4.2 10.9 n.a. 7.2 4.6 3.8 4.4 2.7 4.8 3.0 2.8 2.8 3.2 2.6 1.5

フィリピン 7.5 6.1 7.1 6.6 6.7 6.5 6.1 8.0 6.1 6.2 5.4 4.6 3.0 3.7 3.9 2.4

タイ 3.5 2.7 3.6 4.3 5.1 4.5 2.7 2.8 3.3 2.6 1.3 0.6 0.5 0.4 0.5 0.6

マレーシア 1.4 2.3 1.8 1.4 0.8 0.6 0.8 0.8 1.5 0.6 0.9 0.8 0.5 0.5 0.3 0.3

ベトナム 8.6 11.6 13.4 17.2 18.2 11.1 9.4 9.9 11.0 9.5 8.9 8.1 7.5 8.0 6.8 7.2

出所：ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific, 2012

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

インドネシア 5.1 5.6 3.8 6.0 4.6 3.9 4.4 5.6 5.6 3.1

フィリピン 9.1 9.4 7.6 7.2 6.3 6.2 4.3 4.9 5.8 6.0

タイ 3.0 3.0 3.4 2.7 1.4 0.6 0.5 0.5 0.6 1.1

マレーシア 1.7 1.3 1.6 1.1 0.9 0.8 0.7 0.5 0.3 0.3

ベトナム n.a. 10.1 11.2 9.5 10.0 8.7 8.8 9.0 11.0 10.3

出所：ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific, 2012
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付図－１４ インドネシアに対する公的資金（承諾）の機関別内訳推移  

 

出所：CRS, OECD より作成   

 

付図―１５ フィリピンに対する公的資金（承諾）の機関別内訳推移 

 

出所：CRS, OECD より作成  
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付表－８ 各国の PPP 制度整備状況  

 
国名  スコア  

1   

1 

オーストラリア  92.3 

2 イギリス  89.7 

3 韓国  71.3 

4 グジャラート州（インド）  67.6 

5 インド  64.8 

6 日本  63.7 

7 中国  49.8 

8 フィリピン  47.1 

9 インドネシア  46.1 

10 タイ  45.3 

11 バングラデシュ  39.2 

12 パキスタン  38.8 

13 カザフスタン  34.3 

14 ベトナム  26.3 

15 モンゴル  23.3 

16 パプアニューギニア  20.8 

出所：EIU(2011) 

付表－９東南アジア新興国に対する世界銀行、ADB のプロジェクト援助以外の近年の融資  

年度  国  機関  案件  承諾額  主な内容  

2007 

  

  

  

  

  

  

インド

ネシア  

(以下は

「尼」と

表記) 

  

ADB 貧困削減・MDG アクセス

（1）  

400 教育・保健等の政策アクション (補助金

政策を含む）  

ADB 資本市場開発(1) 300 資本市場育成の政策アクション  

ADB 開発政策融資（DPL)(3) 200 投資環境、公共財政管理、社会サービ

ス政策アクション  

世界銀

行   

(世銀) 

開発政策融資（DPL)(3) 600 (同上）  

比  

  

  

ADB 開発政策融資（DPSP)(1) 250 マクロ、公共財政管理、投資環境、社

会分野の政策  

ADB 地方財政・統治（1）  300 地方財政改革の政策アクション  
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世銀  開発政策融資  250 税改革、電力料金改革等の政策アクシ

ョン  

 越  

  

  

ADB 貧困削減（PRS４) 75 ビジネス開発、社会、資源、ガバナン

スの政策アクション  

ADB 第 3 期金融セクター（1）  75 資本市場、株式発行枠組み、投資家保

護等の政策  

世銀  貧困削減（PRSC6) 175 ビジネス開発、社会、資源、ガバナン

スの政策アクション  

世銀  プログラム 135(2) 50 貧困削減、分権、コミュニティ開発等

の政策アクション  

2008 

  

  

  

  

  

  

  

尼  

 

ADB インフラ改革(2) 280 インフラ整備の政策アクション(政策

含む）  

ADB 第 2 期地方財政・統治 (1) 350 地方政府財政（補助金政府含む）改革

アクション  

ADB 開発政策融資(4) 200 （DPL3 参照）  

世銀  開発政策融資(4) 600 （DPL3 参照）  

世銀  インフラ開発(1) 200 インフラ整備の政策アクション(PPP

政策含む) 

比  

  

ADB 開発政策融資（2）  250 （第 1 期参照）  

ADB 司法セクター改革（1）  300 司法分野の予算、統合、効率化等の政

策アクション  

越  世銀  貧困削減（PRSC7)  150 （PRSC6 参照）  

2009 

  

  

  

  

  

  

尼  ADB 資本市場開発(2) 300 （第 1 期参照）  

ADB 開発政策融資(5) 200 （DPL3 参照）  

世銀  開発政策融資(5) 750 （DPL3 参照）  

世銀  インフラ開発(2）  200 （第 1 期参照）  

比  

  

ADB 地方政府財政改革(2) 225 （第 1 期参照）  

ADB 開発政策融資（3) 250 （DPSP2 参照）  

世銀  食糧危機対応  200 社会保護に係る政策アクション（条件
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付き現金供与含む）  

  

  

  

  

  

越  

  

  

  

ADB 貧困削減 5（2）  100 （PRS４参照）  

ADB 第 2 期教育セクター開発  20 教育の政策アクション（プロジェクト

ローンと同時供与）  

世銀  プログラム 135(2-2) 100 （第 1 期参照）  

世銀  第 1 期高等教育  50 高等教育分野の政策アクション  

世銀  貧困削減（PRSC8) 350 （PRSC6 参照）  

2010 

  

  

尼  ADB インフラ改革(3) 200 （第 2 期参照）  

ADB 開発政策融資(6) 200 （DPL3 参照）  

世銀  開発政策融資(6) 750 同上  

世銀  インフラ開発(3) 250 （第 1 期参照）  

世銀  気候変動  200 気候変動対策の政策アクション  

比  

  

ADB 金融市場規制と仲介(2) 200 金融安定、規制改革、証券等の政策ア

クション  

世銀  食糧危機対応（追加）  250 （第 1 期参照）  

タイ  ADB 資本市場開発  300 金融市場の安定、資本市場開発などの

政策アクション  

越  

  

  

  

ADB 保健人材開発  30 保健の政策アクション（プロジェクト

ローンと同時供与）  

ADB 第 3 期金融セクター（2）  60 （第 1 期参照）  

世銀  電力セクター改革(1) 311.8 発電市場、電力料金改革等の政策アク

ション  

世銀  公共投資改革(1) 500 公共投資サイクル・透明性等の強化、

PPP の促進  

世銀  貧困削減（PRSC9) 150 （PRSC6 参照）  

2011 

  

  

  

尼  ADB 第 2 期地方財政・統治 (2) 200 （第 1 期参照）  

世銀  インフラ開発（4）  200 （第 1 期参照）  

世銀  開発政策融資（7）  600 （DPL3 参照）  

比  ADB 司法分野のガバナンス（(2) 300 （第 1 期参照）  
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  世銀  開発政策融資（1）  250 マクロ、インフラ(PPP 含む）、投資、

貧困の政策  

タイ  世銀  公共部門改革  1000 公共支出、公共サービス提供にする政

策アクション  

越  ADB 貧困削減５(3) 24.8 （PRS４参照）  

世銀  教育セクター開発（2）  50 （第 1 期参照）  

世銀  プログラム 135(2-3) 50 （第 1 期参照）  

世銀  公共投資改革(2) 350 （第 1 期参照）  

2012 

  

  

  

  

  

  

尼  ADB 資本市場開発と統合  300 金融監督、資本市場及び域内統合等の

政策アクション  

ADB 連結性強化  300 運輸・通信を中心とする連携性強化の

政策アクション  

世銀  開発政策融資（8）  400 （DPL3 参照）  

比  ADB 競争力強化(1) 350 競争力強化、PPP によるインフラ整備

の政策アクション  

越  世銀  貧困削減（PRSC10）  150 (PRSC6 参照）  

世銀  気候変動対策  70 気候変動対策の政策アクション  

世銀  電力セクター改革(2) 200 （第 1 期参照）  

2009 

  

  

  

尼  ADB 公共支出支援ファシリティ  1,000 金融・公共支出・投資環境分野の政策  

ADB 反景気循環支援  500 金融危機対応  

世銀  公共支出支援ファシリティ  2000 金融・公共支出・投資環境政策  

比  ADB 反景気循環支援  500 金融危機対応  

越  ADB 反景気循環支援  500 金融危機対応  

2012 

  

  

尼  ADB 予防的融資制度  500 予備的資金ニーズへの対応  

世銀  強靭な経済・社会支援  2000 危機時の引き出しオプション供与  

比  世銀  災害リスク管理  500 災害管理に関する政策、災害発生時に

引き出しオプション  

2007 尼  世銀  第 3 期村落開発 (2) 123 地方開発枠組み向け融資(村落交付金） 

2008 尼  ADB 地方インフラ PNPM 280 統一地方開発枠組み(PNPM)向け融資
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  (村落交付金）  

世銀  コミュニティ開発  231.2 同上(地方部) 

世銀  コミュニティ開発  177.7 同上(都市部) 

2009 

  

  

尼  

  

  

ADB 地方インフラ PNPM(2) 84.2 同上  

世銀  コミュニティ開発 2 300 同上(地方部) 

世銀  コミュニティ開発 2 115 同上(都市部) 

2010 

  

  

尼  世銀  コミュニティ開発 3 785 同上(地方部) 

世銀  コミュニティ開発 3 150 同上(都市部) 

世銀  地方政府・分権  220 自治体へのインフラ整備特定交付金

のリインバース  

2011 尼  ADB 都市衛生・地方インフラ

PNPM 

100 PNPM 枠組みを推進する融資（村落交

付金への贈与）  

2012 尼  世銀  コミュニティ開発 4 531.2 同上(地方部)  

2009 

  

尼  ADB インフラ融資ファシリティ  100 インフラ融資会社への政府融資(別に

40 百万ドルを出資) 

世銀  同上  100 同上及び IFC が 40 百万ドル融資  

2011 アセアン  ADB インフラファンド  150 アセアン・インフラファンド（出資） 

2012 越  ADB PPP 支援  20 PPP プロジェクト開発費用を対象  

2009 尼  世銀  BOS 知識改善  600 学校補助金を対象  

2010 

  

  

尼  世銀  知識改善(追加融資）  500 同上  

比  ADB 社会保護支援  400 条件付き現金供与プログラムを対象  

越  ADB 国営企業改革（1）  130 国営企業の債務のリストラを対象  

2011 比  世銀  社会福祉・開発改革  405 条件付き現金供与プログラムを対象  

出所：各機関の年次報告書より筆者集計  
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付図－１６ インドネシア 10 年国債利回りの推移  

 

出所：http://www.tradingeconomics.com/indonesia/government-bond-yield 

付図－１７ フィリピン 10 年国債利回りの推移 

 

出所：http://www.tradingeconomics.com/philippines/government-bond-yield 

付図－１８ タイ 10 年国債利回りの推移  

 

出所：http://www.tradingeconomics.com/thailand/government-bond-yield 

http://www.tradingeconomics.com/indonesia/government-bond-yield
http://www.tradingeconomics.com/philippines/government-bond-yield
http://www.tradingeconomics.com/thailand/government-bond-yield
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付図－１９ マレーシア 10 年国債利回りの推移 

 

出所：http://www.tradingeconomics.com/malaysia/government-bond-yield 

付図－２０ ベトナム 10 年国債利回りの推移  

 

出所：http://www.tradingeconomics.com/vietnam/government-bond-yield 

付図－２１ インドネシア国債イールドカーブ①（2013 年 8 月 16 日） 

 

出所：ADB, Asia Bonds On Line より作成  
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付図－２２ インドネシア国債イールドカーブ②（2013 年 5 月 1 日） 

 

出所：ADB, Asia Bonds On Line より作成  

付図－２３ フィリピン国債イールドカーブ（2013 年 8 月 16 日） 

 

出所：ADB, Asia Bonds On Line より作成  

付図－２４ タイ国債イールドカーブ（2013 年 8 月 16 日） 

 

出所：ADB, Asia Bonds On Line より作成  
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付図－２５ インドネシア・ルピア（年平均値）の対ドル・円の変動 

 

注：付図－２５～２９では 2000 年実績を基準とした場合の各年の為替レートの  

変動の推移を見ている）  

 

付図－２６ フィリピン・ペソ（年平均値）の対ドル・円の変動  
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付図－２７ タイ・バーツ（年平均値）の対ドル・円の変動  

 

付図－２８ マレーシア・リンギット（年平均値）の対ドル・円の変動  

 

付図－２９ ベトナム・ドン（年平均値）の対ドル・円の変動  
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